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序

自然環 境 と豊 か な風 土 に恵 まれた わが 国 にお いて 、 自分 の生 まれた とこ ろでず

っ と暮 ら した い、 あ る いは、 いずれ は その地域 へ 帰 って生 活 した い と いう気持 ち

は、 多 くの人 々が持 って いる感情 で あ る。そ して、地 方圏 に お いて は、す べ ての

地域 に お いて豊 か な生活 が 実現 で きる よう に、数 々 の政 策 が立 案 され 、実行 に移

され て きた 。 これ らの政 策 に よ り、 生活 のた め の基 礎 的な条 件 はか な りの程 度整

備が進 んだ と考 え られ る。 しか し、地 方 圏で は、就 業機 会 の多様 性 や魅 力 に欠 け

る という よ うに、経 済活 動 や都市 機能 の集 積 があ ま り大 き くな いこ とに起 因す る

問題 は解 決 され て お らず 、 人 々の定住 へ の思 い を十 分 に満足 させ るに は至 って い

な いの が実情 で あ る。

以 上 の よ うな 背景 の も とで、地 方 圏 にお いて は基 盤施設 の一層 の充 実 が強 く望

まれ て い るが、 そ の計画 に 当た って は、現 在 の住民 の施設 に対す る需 要 を満 足 さ

せ るだ けで な く、新 たな 住民 や活 動 の立地 に役 立 つよ うな基 盤施 設 が必要 とされ

て いる 。 しかも 、地 方 自治体 の財 政基 盤が 強 くな い ことか ら、基 盤施 設 の整備 効

果が 長期 的 には 財政 力 の維持 や拡 大 に役立 つ こ とが必要 で ある 。 さ らに、限 られ

た財源 のも とで は、 すべ て の市町 村 にお いて十 分 な量 の基 盤 施設 を整 備 す る こと

は不 可能 で あ り、地 方都 市 圏 といっ た空間 的 な ま とま りを単 位 として効率 的 な施

設 の配 置 が考 え られ な けれ ばな らな い。地 方都 市圏 に お いて、 これ らの点 をふ ま

えな が ら合 理 的 な基盤 施設 整 備計 画 を作成 す る ことは 、豊 富 な経験 や 高度 の知 識

を持 った 政策担 当者 に とっ ても容 易な ことで はな い。そ こで 、科 学的 分析 に基 づ

く総 合 的 な計画 策 定 方法 の確立 が 望 まれて い る。

これ まで基盤 施設 の整備 計画 のた めの分 析モ デル は い くつ か開 発 され てき て い

るが、 そ れ らは国 や大都 市 を対 象 と したも ので あ り、経済 活動 や都 市機 能 の総 合

性 を前提 に してお り、地 方都市 圏 にそ の まま適用 す る こ とは でき な い。 また地 域

計画 の 方法論 も、既 存 の地 域人 口や 施設 へ の需要 量 を前 提 に した もの が多 く、上

述 のよ うな 地方 都市 圏 の基 盤施設 整 備計 画 の 目的 を達成 す る こ とはで きな い。

本 論文 は、地 方都 市 圏 の実情 に即 した基 盤施 設整 備計 画 を合理 的 に策 定す る 方

法 の開発 をめ ざ して筆者 が 行 って きた一連 の研 究 を と りま とめた もの であ る。

まず 、地 方都 市 圏の経 済 ・財政 構造 、 お よび地域 構造 の定 量 的な分 析 方法 を確

立 し、基 盤施 設整 備 の役 割 につ い ての考察 を行 って いる。つ いで、基 盤施 設整 備

財 源 を複 数 の都 市圏 へ配 分 す る問題 、安定 した地域 構造 を前 提 とした基盤 施設 整

備 問題 、地域 構造 の誘導 を考 慮 した基 盤施設 整 備問題 と いう3つ の問 題 を と り上

げ、 それ ぞ れに対 応 した 地域 モ デル を開発 し、 シミュ レー シ ョン を活 用 した実 証

的 な 分析 方法 を展 開 ・確 立 して いる 。地 域 モデル の 開発 に 当た って は、構 造分 析

によ っ て明 らか とな った 地方都 市 圏の特 色 に着 目し、それ を表 現 で きる よ うな モ

デ ル構 造 を開 発す るこ と、 そのモ デル構 造 と整 合 性 のあ る推定 方法 を開発す る こ

と、 モデル 構造 が 持 って い る政 策的 な意 味 を考 察 し、 それ に基 づ いた戦 略的 な政

策分 析 方法 を開発 す る こ との3点 に注 意 を払 って い る。



さ らに、近 年盛 ん に行 われ て いる地 域 イベ ン トが 、基 盤施 設整 備 を補 完 し・推

進 させ る とい う役 割 を果 たす こ とに着 目して、 その効果 に関す る理論 的分 析 を行

つ てい る。

本研 究 の成果 が 、今後 の地 方都 市 圏に お ける基 盤 施設整 備 計画 の科 学 化 、合 理

化 に多 少 とも寄 与 し得 るな ら望外 の喜 びで あ る

平成3年6月

奥村 誠
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[1.1本 研 究の背景 と 目的]1

第璋 序論

1.1本 研 究 の 背 景 と 目 的

現在 、 地 方 圏 に お いて は地域 の整備 に関 す る議 論 が活 発 に行 わ れ て いる 。1983

年 の 高度 技 術 工 業集 積 地域 開 発促 進 法(テ ク ノポ リス法)1)、1987年 の 総合 保 養

地 域整 備 法(リ ゾー ト法)2)を 契 機 に して 、新 しい産 業 の誘致 が活 発 とな っ て い

る。 この よ うな 中 で、 第4次 全 国総合 開発計 画(1987年 閣議決 定)に うた われ て

い る よ うに、 地 域 の特 徴 を生 か した 活性 化 と、 地域 間 ・国際 間 の交流 の活 発化 を

実 現 す る た め の基盤 施 設整 備 を推 進 す る こ とが重要 な 課題 とな って い る3)。

4全 総 に お いて も、 定住 圏の整 備 によ りそ の機能 を強化 す る必 要 が ある と して

い るが 、 空間 的 な広 が り を持 つ地 域 の 中で これ を実 現 す るた め に は、限 られた 財

源 を活 用 して、 交 通施 設 、工 業 団地 、住 宅 団地 、居 住基 盤 施設 な どの各 種 の基 盤

施 設 を配 置 し、 整 備 して い く必要 があ る4)。 テ ク ノポ リスや リゾー ト地 域 の整 備

も、 それ らを単 独 の事 業 と して考 え るので は な く、周 辺 の地 域 の実情 や 地 域整 備

上 の課 題 を把 握 した上 で 広域 的 な地 域整 備 の手 段 と して活 用 して いかね ば な らな

い。 また 、村 お こ し運 動 や一 村一 品運動 な どの住民 に よる地域 づ く りの運動 を支

え て い くた め にも 、住 民 の生 活環 境 や他 の地域 との交 流 のた め の交通 基 盤 等 のハ

ー ドな 施設 整 備 を進 めて お くこ とが重要 で あ る5)。

こ の よ うに、 地 方 圏 にお いて は 、地域 計 画 ・都市 計 画 の重要 性 は ます ます 高 ま

っ て い るが、 理 論 的 ・実 証 的な研 究 が進 展 して いる大 都市 圏 に 比較す る と、地 方

圏 を対 象 とす る地 域整 備 計画 に関す る研 究 の立 ち遅 れ は 明 らか であ る6》。そ の原

因 と して は、

① 地 方 圏 は、 地 域 ご とにそれ ぞ れ異 な った 自然 的 ・社 会 的 ・経 済的条 件 を有 して

お り、地 域 整 備 の問 題 も地 域 ごと に異 な っ た形 で現 れ て くる こ とが多 い。 その

ため 、 も っ ぱ ら計 画 担 当者 の勘 や 経験 に基 づ いて地 域整 備上 の諸 問題 に 対応 し

て きた 。 そ のた め、 研究 の重要 性 が認 識 さ れて こな か った こ と。

② 地 方 圏 の地 域整 備 問 題 の多様 性 の故 に、 計画 方法 論 や計 画技 術 を共有 し得 なか

った こ とに も起 因 して 、体 系 的 な蓄積 が 十分 とは言 え な い こと。

③ 今 まで に開 発 され て きた方 法論 や 各種 の モ デル は、 大都 市 圏や か な りの程 度 自

立 性 の あ る都 市 圏 を対象 と した もの であ り、そ の ま ま地 方 圏 にお い て適 用 で き

るも の でな か った こ と。

が あげ られ る。

これ までの 研究 にお いて も、地 方 圏 にお け る問題 の 原 因 を、機 能 や集 積 の不 十

分 さや財 政 力 の 欠如 に帰す る ことが 多 く、簡 単 に解 決 で きな い構造 的な 問題 と し

て 扱 われ て き た た めに7)、 具体 的 な政 策 分 析 につ なが る成 果 は得 られ て いな い。

しか しな が ら、 実 務 レベ ル で は、地 方 圏 の抱 え る問題 を、 よ り広域 的 な 視点 か

ら と らえ る こ とに よ って解決 しよ う とす る動 きが現 れ て きて いる8》。農 山 村 にお

いて は、 住 民 生活 の都 市 化 に合 わ せ て都市 機 能 や都 市施 設 に対 す る需 要 が 生 まれ
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て くる が、独 自で整 備す る こ とは不 可能 で あ った り、 効 率 的 でな か った りす る 。

しか し、 モ ー タ リゼ ー シ ョ ンの進 展 に よ り農 山村 は地 方都 市 と一体 的 な生 活 圏 を

構成 して いる場 合 が多 く、地 方都 市 圏 を単 位 と して基 盤施 設 の整 備 を進 め る こ と

に よ って 、 これ らの課 題 を調整 ・解 決 す る こ とが望 まれ て いる9)。 そ して 、 そ の

た め の基 盤 施 設 の整 備 計画 の 策定 が 必要 とさ れ て いる わ けで あ る1ω 。

これ まで、 国や 大都 市 を対象 と して開 発 され て きた 分 析 モ デル は、 地域 活 動 や

機 能 の総 合 性 を前 提 と した も のが 多 く、 地 方都 市 圏 に その まま用 いる こ とは で き

な い とい う問題 が あ る。 また、 これ まで の地 域 計画 の 方 法論 も、 地 方都 市 圏 の実

態 に即 して い な いの が実情 で ある 。例 え ば、 都市 計 画 で は一 般 的 に、 地 域 人 口や

経 済活 動 の量 をも とに土地 利 用 や各 種施 設 の需要 量 を算定 し、 そ の需 要 を いか に

満 足 させ る か を検 討 す る とい う、需 要追 随 型 の手 順 を とる こ とが多 か った1D。

しか し、既 存 の集積 が 余 り大 き くな い地 方 圏 で は、 地域 基 盤 の整 備 の如 何 に よ っ

て変 化 を受 け る部 分 が 大 き く、事 前 に想 定 した需 要量 自体 が変 化 して し ま う とい

う特 徴 が あ る12)。 さ らに整備 のた め の財源 自体 、地 域 人 口や 経 済 活 動 の量 に よ

っ て変化 して くる。 そ のた め基 盤 施設 の整 備計 画 を立 案 す る上 で は、個 々 の施 設

の整 備水 準 や利 用 度 と いった個 別 的 な評 価 に留 まる こ とな く、 需 要 を いか に創 出

す るか 、 さ らに財 政 力 を いか に確保 して い くか とい う視 点 か ら、総 合 的 に検 討 す

る こ とが重 要 とな る。

本 研究 は、 このよ う な特 徴 を持 つ地 方都 市 圏 の基 盤 施設 整 備 計 画 を 、 よ り科 学

的な 方法 で 策定 す る た めの 方法 論 の構 築 を 目的 とす る。 そ して この複 雑 な 問題 を

stage-wisedに 分 析 し、 そ の総 合化 を図 っ て い く とい う システ ム論 的 な ア プ ロ ー

チ を試 み る こ ととす る。 具体 的 には、 以 下 の よ うな研 究 を行 う こ と とす る 。

① 地 方都 市 圏 の経 済 ・財 政構 造 、地 域 構造 の分 析 方法 の 開発

② 地域 経 済 の発 展 と財 政手 段 の 確保 に役 立 つ地域 基 盤 投 資 の方 針 を決 定す る た め

の地 域 計量 経 済 モ デル の 開発 と実 証 分 析

③ 地 方都 市 圏 の地域 構 造 を反 映 した活 動 立地 モ デル の開 発 と、 それ を活 用 した地

域 内の基 盤 施設 の空 間配 置 を分析 す る 方法 の開 発、 お よび実 証 分 析

④地 方 圏 で重 視 され つつ あ る イベ ン ト事 業 を支 援す る基 盤施 設 整 備 の あ り方 に 関

す る分析

以 上 、 こ こで は地 方 圏 の整 備 を進 め る上 で、 地 方都 市 圏 の基 盤 施 設整 備 計 画 が

果 た す役 割 の重要 性 を指摘 す る と とも に、 そ の計画 が複 雑 な構 造 を持 った 計画 問

題 であ る こ と を示 し、 本研 究 の 目的 につ いて述 べ た 。以 下1.2で は、 本 研究 に

お ける地 方都 市 圏 の基 盤施 設 整 備 計画 へ の ア プ ロー チ の概 要 を述 べ る と とも に 、

分 析 方法 の概 要 とそ の特徴 を明 らか にす る 。1.3で 、 本 論 文 の構 成 につ いて述

べ る こ ととす る 。

1.2地 方 都 市 圏 の 基 盤 施 設 整 備 計 画 へ の ア プ ロー チ

1.2.1地 方公 共投 資 の事 業効 果 と財政 効 果

本 研究 で は、地 方 都 市 圏 を考 察 の対象 と して いる。 現在 まで の とこ ろ 「地 方都
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市 圏」 あ る いは 「地 方 」 とい う言葉 さえも 明確 に定義 され て い るわ けで は な いが 、

こ こで は既 存 の地 域 計 画 に関 す る文 献や 研究 で用 い られ て い る よ うに、 「大 都 市

圏 」 との 比 較 を念 頭 に置 いて 、 「政治 、 経 済、 社 会、 文 化 とい った各 分 野 に お い

て 、複 合 的 、総 合 的 な機 能 の充 実 度 を持 つ 大都 市 圏 に対 して、 ともす れ ば総 合性

や充 実性 に欠 け る機 能 しか 持 ち得 な い よ うな地 域」 と い う問 題 意識 を持 っ て と ら

え る こ と とす る13)。

それ ゆ え 、公 共投 資 のあ り方 も 、大都 市 圏の それ とは おの ず と異 な った も の と

な って くる。 大都 市 圏 にお いて は 、既 存 の活 動や 人 口の集積 が大 き く、 それ らか

ら発 生す る土 地利 用 や 交通 の需 要 を満 足 させ る こ とに重 点 が おか れ る14)。 これ

に対 して 、既 存 の活 動 や人 口の集 積 が大 き くな い地 方都 市 圏 に お いて は、基 盤施

設 の整 備 そ のも のが 活 動 の水 準 や人 口を大 き く変 化 させ る可能 性 が ある 。換 言 す

れ ばそ の よ うな性 質 を持 つ よ うな交 通施 設 や産 業 基盤 施設 ・生 活基 盤 施設 こそ、

地 域 「基 盤 」 施設 と呼 ぶ の にふ さわ しい。 それ ゆえ 、基 盤施 設 の計 画 をす る うえ

で は、 そ の施設 の整 備 によ って地 域 経済 や 社 会 に どの よ うに効 果が 波 及 し、地 域

の活性 化 や 発展 に寄 与 す るの か 、 また、 基 盤施 設 へ の需 要 が どの よ うに変 化 して

くるの か と い う視 点 にも着 目す る必要 が ある。

また、 市 町 村 な ど の地方 財 赦主 体 の財 政 力 もあ ま り大 き くな いこ とか ら、 公共

投 資 に よ って経 済 活 動 の主体 に 及ん だ効 果 の大 きさ が、税 収 を通 じて 将来 の公共

投 資 の可 能 性 を規 定 す る こ と とな る15)。 そ こで 本研 究 で は、 このよ うに公共 投

資 が地 域 社 会 ・経 済 の発展 に及 ぼす影 響 を 「事 業 効果 」 と して とらえ る と とも に、

地 方 自治 体 ヘ フ ィー ドバ ッ ク して くる効 果(財 政 需要 の増 減 や税 収 の増 減 な ど)

に特 に注 目 し、 「財 政 効果 」 と名 づ け る こ と とす る 。

以上 の考 察 か ら、 本研 究 で は、 地 方都 市 圏 の経 済 ・財 政構 造 の分 析 を基 礎 と し

て、 図1-1に 示 す よ うに、 各種 の生活 ・生産 基 盤 投資 が地 域 の人 口や 経済 活 動 に

及 ぼす 影 響 をマ ク ロ に把 握 し、 その事 業 効果 の大 き さ を把 握 す る ととも に、 それ

に規 定 され る とこ ろの財 政 効果 をも 明 らか にす る こ とが 重要 であ る と考 え 、そ の

方 法論 に関 す る研 究 を行 う こ と とす る。

1.2.2地 方都 市 圏 の地 域構 造 と施設 整 備 の考 え方

基 盤 施 設 の整 備 効 果 の波 及過 程 を と らえて都 市 圏全 体 の 発展 に寄 与 す る よ うに

計 画す る こ とは重 要 で あ るが 、広 が りの ある都 市 圏 に お いて整 備 を進 め るた め に

はそ の空 間 的 な配 置 をも計 画 す る必要 が あ る。 実 際 、上述 した よ うな 施設 の事 業

効果 の波 及 は空 間 的 な広 が りを持 つ こ とにな るが 、 それ は 、地 域 に存 在 す る活 動

や機 能 の空 間 的な 構成 ・配 置 に大 き く依 存 して いる 。 そ して そ の活動 や 機 能 の空

間 的 な構 成 ・配 置 は、 自由に決 ま って い るわ け では な く、地 域 構造 と呼 ぶ べ き一

定 の法 則 性 が存 在 して いる1ω 。

そ こで、 地 方都 市 圏 の 中で 具体 的 な施 設 整備 を考 え る際 に は、 各地 方 都 市 圏 ご

との地 域 構 造 を明 らか に し、 この地 域構 造 に適 合 した整 備 の あ り方 を検 討 して い

く必要 が あ る。

一般 に 、地 方都 市 圏 の内部 を見 る と、 圏域 に お いて 中心 的 な役 割 を果 た して い
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地 域 社 会

(人口)

定住化

購買力

地 域 経 済

(活動)

振興

(相互 に互 いを制約するような関係)

① 事業効果

② 財政効果

図1-1地 域社 会 ・地 域 経済 ・地 方財 政 間 の 関係

る都 市群 と、 中心 都 市 に機 能 的 に従 属 して いる周 辺 地域 との一 体 的 な ま と ま り と

して把 握 でき る こ とが多 い17)。 この よ うな 中心 都 市 と周 辺 の農 山村 地 域 との つ

なが りに着 目し、 地 方都 市 圏 を単 位 と して効率 的 な 施設 整 備 を行 お う とす る考 え

方 は、 広 域市 町 村 圏構 想(自 治 省)18)、 地 方 生 活 圏計 画(建 設 省)19)の 基 礎 と

な って い る。 これ らの計 画 で は、 中心 都 市 と周 辺 地域 との つ な が りは変 化 しな い

も の と考 え 、 それ を財 政需 要 を調整 す るた め に用 いる こ とを考 えて いる 。 さ らに、

第3次 全 国総 合 開 発計 画(3全 総)で 提 唱 され 第4次 全 国総 合 開 発計 画(4全 総)

に継 承 された 定 住 圏構 想 の よ うに 、地 域 が機 能 を充 実 させ 発展 して い く際 の 空 間

的な ま とま りと して都市 圏 を動 態 的 に と らえよ う とす る考 え方 も見 られ る よ うに

な った2ω ・ しか しな が ら 、 この よ うな考 え 方 に対 応 して地 域構 造 を定 量 的 に把

握 す る 方法 は開 発 され て いな い。本 研究 で は、 中心都 市 と周 辺地 域 と い う考 え方
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に基づいて市町村 間のつなが りの階層性や重層性 を定量的 に分析することによ り、

地方都市 圏の地域構造の把握方法を開発す ることとする。

1.2.3基 盤施 設 整 備計 画 へ の アプ ロ ーチ

以 上 の考 察 か ら、地 方都 市 圏 の基 盤施 設 整備 計 画 へ の アプ ロ ーチ として 、以下

の よ うなStage-wisedな 分 析 を積 み重 ね 、 そ の総合 化 を図 る こ とが 望 ま しい と

考 え られ る。

(1)地 方 圏 で は各種 の経済 活 動 や機 能 が総 合 的 にそ ろ って いるわ け では な いが 、

空 間的 に みれ ば 地 方都 市 圏 を単位 とす る ま と ま りが み られ る こ とが多 い。 そ こで、

都 市 圏 を単 位 と して、 そ の経 済 ・財 政構 造 と、地 域構 造 の分 析 を行 う こ ととす る。

我 が国 の都 市 圏 に 関す る実 証 研究 によ れ ば、 このよ うな都 市 圏 は1つ の県 に通常

2～3個 程 度 含 まれ てお り21)、 県 が財 政 活動 を通 して これ らの都 市 圏 間の財 政

力 の再配 分 を行 っ て い る場 合 が多 い。 また 、 自然 的 ・社 会 的 ・経済 的 条件 の差 異

に起 因 して、 これ らの都市 圏 の経 済 力や 財 政 的な 自立 度 が異 な る のが普 通 で あ り、

県 の内部 で地 域格 差 の是正 が 重要 な 政策 課題 にな っ て いる こ とも少 な くな い。 そ

こで、単 一 の都 市 圏 を対象 にす るの で はな く、 県 財政 を共 有 す る複数 の都 市 圏 を

と り上 げ て、 そ の間 の財政 構造 につ いて も定 量 的 な分 析 方法 を確 立 す る。 これ ら

の情報 は後 の分析 を行 う上 で の基 礎情 報 とな る。

(2)基 盤 整 備 の た めの 公共 投 資 は、 まず 広域 的 に見 て地域 全体 の機能 の 向上 に寄

与 す る も ので な けれ ば な らな い と考 え る。 そ こで、 地 方都 市 圏 を単位 と して考 え、

公 共投 資 が 地域 経 済 、地 域社 会 に及 ぼす マ ク ロな事 業効 果 を活 用 して 、各 々 の都

市 圏 の持 って い る種 々 の機 能 をバ ラ ンス 良 く育成 す る とい う問題 を分 析 す る。

その際 、 都 市 圏間 の整i備財源 の配 分 お よび都 市 圏 ご との財 政効 果 につ いて も検 討

す る必 要 が あ る。 財 政 的 に 自立 して い る都 市 圏 で は財政 効 果 を積極 的 に活用 して

県全 体 の 財政 力 を維 持 ・発展 させ る よ うに注 意す る必要 が あ り、 県財 政 へ の依 存

度 の高 い都 市 圏 で は再 配 分 され た財 源 を有効 に活 用 して事 業効 果 を引 き出す こ と

が肝 要 で あ る。 この よ うな分 析 を行 う道 具 と して、 地域 計 量経 済 モデ ル が有 効 で

あ る22)。 特 に、 地域 人 口や 経 済活 動 の集 積 が余 り大 き くな く、 それ らが地 域 の

成 長 や 地 方財 政 の制 約 とな っ て いる点 を考 慮 した モ デル を開発 す る こ と とす る 。

この 段 階 で は、全 国 レベ ル の経 済 動 向、 国 に よ る基 盤整 備 財 源 を所 与 と し、都

市 圏 間 の整 備 財源 の配 分案 、 都市 圏 ご との整備 財 源 の分 野 別配 分案 を政策 変数 と

して 、都 市 圏 全体 の発展 経 路 を求 め る こ と とす る。

(3)つ い で、地 方都 市 圏 ご とに、基 盤 施 設 の空 間 的 な配置 を検 討す る。 この場 合 、

各 市町 村 に施設 の分散 を図 り、地 域全 体 の レベ ル ア ップ を 図 る とい った方 法 に 限

らず、 広 域 的 に みて整 備 効 果 の大 き い市 町村 で 集 中的 な整 備 を行 い、 そ の効果 を

交通 ネ ッ トワー ク を活 用 して地 域全 体 に波及 させ る と いった 方法 な ど、多 様 な整

備戦 略 が考 え られ る23)。 そ こで 、(1)で 分 析 した都市 圏 の 地域 構造 を説 明 で き

る活 動 立地 モデ ル を作 成 し、施設 整 備 効果 の空 間的 な波 及 過程 を分 析す る こ とと

す る。

こ こで 、地 域 構造 が時 間 的 に安 定 して い る都 市 圏 と、 か な りの変 動 が み られ る
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都 市 圏 で は、 モ デル の 構造 や施 設 整備 の考 え方 に違 いが 生 じる。 前 者 で は既 存 の

活 動 立地 モデ ル を用 いる こ とがで き 、現在 の地 域構 造 を前提 と して 、都 市 圏 内 で

いか に機 能 分担 を図 り施 設 を効 率 的 に活 用す るか、 と い う視 点 か ら分 析 を行 う必

要 が あ る。 後 者 で は、 まず地 域 構造 の変動 メカ ニズ ム を表 現 で き る モ デル を開 発

す る こ とが 必要 であ り、それ を利 用 して地 域 構造 を いか に誘 導 して い くか と い う

視 点 か ら分 析 を行 う必 要 が ある 。

この都 市 圏 ご との分 析 を行 うに あた って 、(1)の 地域 構 造 分 析 の結 果 をモ デ ル

開 発 お よび 政策 分 析 のた め に十分 に活用 す る こと とす る。(2)で 求 めた都 市 圏 ご

との活 動量 の フ レーム 値 と整備 財 源 の も とで、 具体 的 な施設 の 空間 的 配 置 案 を政

策変 数 と して、 市町 村 ごとの活 動 の立 地 量 の分 布 と都 市 圏 内 の交 通 流 動 を 求 め る

こ とにな る。

(4)近 年、 イベ ン ト事 業が地 域 整備 の重要 な手段 と して注 目され る よ うに な った
24)
。 これ は、 リゾー ト開 発 の進 展 とも期 を一 に して いる25》 。 そ こで、 施 設 整

備 を補 完す るイベ ン ト事 業 の役 割 につ いて分 析 す る こ とが必 要 で あ る 。 イベ ン ト

は、施 設 整 備事 業 の 効果 を広 く知 らしめ る こ とに よ って事 業 効 果 を顕 在 化 させ る

役 割 や、 資 本 の 回収 を早 め る こ とに よっ て財 政効 果 を早 期 に顕 在化 させ る役 割 を

持 って いる と考 え られ る。

この問 題 は比 較 的新 しい問 題 で実 証 デ ー タの蓄 積 も 十分 で な いた め、 本 研究 で

は上述 の(2)(3)の よ うな実 証 的 なモ デル 分 析(表1-1)の 形 を とっ て いな い。上

述 のモ デ ル分 析 に よ り作成 され た地 域基 盤 施設 の整 備案 を 円滑 に進 め る上 で 、 イ

ベ ン トの 活用 は効果 的 で あ る こ とか ら、 地 方都 市 圏 の基 盤 施 設整 備 計 画 を補 完 す

るも の と して理論 的な 側面 か ら分 析 を行 う こ ととす る 。

1.3本 論 文 の構 成

本 論文 は、 以上 の よ うな ア プ ロー チ に沿 って行 った研 究 の内 容 を と りま とめ た

も ので あ り、序 論 を含 めて7章 で構成 され る 。 その 構成 を図1-2に 示 して いる 。

以下 各章 の内 容 を順 に示 す こ と とす る。

第2章 は地 方都 市 圏 の基盤 施 設 整備 問 題 を分 析 す る の に先 立 ち 、地 方 都 市 圏 の

財 政構 造 と地域 構 造 分析 に関 す る研究 を行 って い る。

まず2.1で は、 地 方都市 圏 の概念 につ いて述 べ る と とも に、都 市 圏 を単 位 と

して分 析 を行 う意 義 に つ いて述 べ る。2.2で は地 方都 市 圏 の 財政 構 造 分 析 の 方

法 を示 し、 地域 社 会 、地 域経 済 、 地 方財 政 相互 の関 連 関係 を明 らか にす る。 これ

に よ り地 方 都市 圏 にお け る公 共投 資 の波 及 構造 につ いて考 察 す る。2.3で は、

この 方法 に基 づ き、 滋 賀県 地 域 を対 象 に して 実証 分 析 を行 い、 当該 地 域 の 公 共 投

資 の概要 を示 す ととも に、 財 政構 造 分析 の有 用性 を検 証す る。2.4で は地 方都

市 圏 の地 域 構造 の考 え 方 と分 析 方法 を示 し、2.5に お い て滋 賀県 地 域 に お ける

実証 分 析 を行 う。 これ によ り、 当該 地域 は 中心都 市 群 と周 辺 地 域 よ り成 る2つ の

地 方都市 圏 にわ け られ るが 、 それ らの 一 方が 比 較 的安 定 した 構 造 を持 ち、 他 方 は

時 間的 に 変動 が 見 られ る こ とを示す 。
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表1-1 本研究 で作成 す るシミュ レー シ ョンモデル

分析すべき 複数都市圏への整備財源の 地域構造が安定 した都市圏 地域構造が変動する都市圏
問題 配分問題 における基盤施設整備問題 の基盤施設整備問題

(第3章) (第4章) (第5章)

対象地域 滋賀県(湖北 ・湖南地域) 滋賀県湖北地域(21市町村) 滋賀県湖南地域(29市町村)

シミユレーシヨンげ ル 地域計量経済モデル 空間相互作用をとりこんだ 不均衡活動立地モデル
活動立地モデル

外生変数 国 公共投資額GOk (コ ン トロール トータル) (コ ントロール トータル)

国からの補助金TlnT2n 第1次 ・第2次 ・第3次 第1次 産業従業人口
市町村地方債発行額T2s 産業従業人口 地域外通動人口

人口

製造業 分野別総公共投資額 分野別総公共投資額
全国生産額ZO2k 工業用地総整備量 工業用地総整備量
全国雇用水準ZE2k 道路総整備量 道路総整備量
全国ス トック水準ZK2k 生活基盤総整備額 生活基盤総整備額
全国所得水準ZY
消費水準ZC

京阪神総従業人口 京阪神総従業人口 京阪神総従業人口

所得水準 小売販売額 小売販売額
小売販売額 湖南地域総従業人口 卸売販売額
卸売販売額 小売販売額

操作変数 公共投盗財源配分率 市町村グループ別整備方針

地域別公共投資配分率 工業用地整備案 通勤世帯立地パターン
湖北地域分野別配分率 幹線道路整備案 工業用地整備案

湖北地域経常経費 生活基盤配分案 幹線道路整備案
投資配分率 生活基盤配分案

湖南地域分野別配分率
県 地方債発行率

評価変数 地域総人口P 若年層定住率の分散 総人口P
地域総従業人口E 従業人口の分散 総従業人口E
所得Y 通勤流動総所要時間 労働市場供給超過数
生活基盤整備水準L 買物流動総所要時間 財サービス市場供給超過数

税収TloT20 買物流動総効用
経常経費CloC20 業務流動総効用

通勤流動完結度

げ ル作成年次 1966-1983 1980-1981 1980-1981

モデル再現年次 1966-1983 1975-1985 1975-1985

予測年次 1986-1995 1985-1995 1986-1995

(1986-2005)
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第1章 序論(研 究の背景と目的)

第2章 地方都市圏の

経済 ・財政構造と地域構造の分析

第3章

複数都市圏への整備財源の配分

問題に関する研究
(計量経済モデルによる分析)

第4章
地域構造が安定した都市圏におけ

る基盤施設整備計画に関する研究

(空間相互作用をとりこんだ

活動立地モデルによる分析)

第5章
地域構造が変動する都市圏の
基盤施設整備計画に関する研究
(不均衡活動立地モデルによる

分析)

第6章

基盤施設整備計画を補完する

イベント事業に関する理論的研究
(最適制御理論による分析)

モ
デ

ル
分
析

地
方
都
市
圏

の
基

盤
施
設
整

備
計
画

問
題

の

補
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図1-2本 論 文 の構成

第3章 では複数 の都 市圏への整備財源 の配分問題 に関する研究 を行 う。

まず3.2で は公共投資の事業効果 と財政効果 につ いて考察するとともに、県

財政 によって結び付け られた複数 の都市圏間の整備財源 の配分問題 の分析方法を

明らかにす る。3.3は 複数の都市圏で構成される地域の計量経済モデルの定 式

化 につ いて説明 してお り、地域社会 ・地域経済 ・地方財政 の相互 関係 をモデル化

するための方法を明らかにす る。3.4で は計量経済モデル を滋賀県地域へ適用
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しパ ラ メ ー タ推定 と再 現精 度 の検 討 を行 って いる。3.5で は この モ デル を用 い

て滋 賀県 地 域 を対 象 に整備 財 源 の配 分 を行 って い る。

第4章 は安 定 した地 域構 造 を持 つ 地域 を対象 とした基 盤 施設 整 備計 画 に関す る

研 究 に つ いて述 べ て い る。

まず4.2で は安 定 した 地 域構 造 を前 提 と して基盤 施 設整 備 を行 う考 え方 に っ

いて考 察 して いる。4.3で は地 方都 市 圏 内部 の 経済 活 動 の分 布 と交 通流 動 を予

測す る た め の活動 立 地 モデ ル を定 式化 す る。4.4は この モデ ル を推 定す る方法

を考 察 した もの で あ る。す な わ ち地 域構 造 に起 因 す るバ イ ア ス を除 去 す るた め に

は特 別 な推 定 方法 が 必 要 であ る こ とを示 す 。4.5で は滋賀 県 湖北 地 域 を対象 と

して活動 立 地 モ デル の作成 を行 い、 モデ ル の再 現精 度 を検 討 し適用性 を検 証 して

いる。4.6で は こ のモデ ル を用 いて基 盤施 設 整 備計 画案 の策定 を行 っ て いる。

第5章 で は地域 構 造 が変 動 して いる都 市 圏 の基 盤 施 設整 備 計画 に関す る研究 を

行 う。

まず5。2で 地 域 構造 変 動 の メカ ニ ズム につ いて考察 し、 地域 経済 の不均 衡 と

いう概念 を用 いる こ とに よ り、他 の都 市 圏 か らの影 響 の理 解 と地 域整 備 の議 論 が

統 一 的 に可 能 とな る こ とを示 す。5.3で は活 動 の立 地 と地 域構 造 の変 動 を地 域

経 済 の不 均 衡 に よ って説 明す るた め の不 均衡 活 動立 地 モ デル の定 式化 を行 う。5.

4で は既 存 の 方法 に よ り不 均衡 モ デル を推定 す る 際 の問題 点 を考察 し、本 モデ ル

の推 定法 を開 発す る。5.5は 滋 賀県 湖 南地 域 を対 象 に して 不均衡 活 動立 地 モ デ

ル を作 成 した結 果 につ いて述 べ て いる。5.6で は湖南 地 域 を対 象 に基盤 施設 整

備 計 画 に 関す る モデ ル 分析 を行 う。

第6章 は基 盤施 設 整 備 を補 完す る イベ ン ト事 業 に関 して理論 的な分 析 を試 みた

もの で あ り、 第5章 まで の実証 的 な モデ ル分 析 に対 す る補 論 に あた る もの で ある 。

6.2で は基 盤 施 設整 備 を補 完 す る イベ ン ト事業 の意 義 につ いて考 察 して いる 。

6.3で は イベ ン ト事 業 の集 客 力 が基 盤 施設 の事 業効果 を顕 在化 す る役 割 につ い

て、最 適 制 御理 論 を導入 して分 析 を行 う。6.4は イベ ン ト事業 が基 盤 施設 整 備

の財政 効 果 を顕 在 化 させ、整 備 を促 進 させ る効果 を持 つ こ と を明 らか に した もの

であ る。

第7章 は結論 であ り、本研 究 の成 果 を と りま とめた も ので あ る。
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第2章 地方都市圏の経済・財政構造と地域構造の分析に関する研究D

2.1概 説

本 章 で は、 地 方都 市 圏 の基 盤施 設 整備 問 題 を分 析 す る のに先 立 ち、地 方都市 圏

の経 済 ・財 政 構造 分 析 と地 域 構造 分 析 を行 う。

地 方 圏 で は、都 市 機 能や 経 済 活動 の集 積 の不十 分 さや 財政 力 の欠 如 に起 因 して

種 々 の問題 が発 生 して お り、 地 区 、あ る い は個 々の 市町 村 レベ ル での政 策 で は対

応 で きな い問 題 も少 な くな い.例 えば農 山 村 に お いて は、住 民 生活 の都 市化 に伴

って都 市機 能 や都 市 施 設 に対 す る需 要 が生 じて くる が、 それ らは量 的 に はあ ま り

大 き くな い。 この水 準 に合 わ せ て独 自で整 備 を行 っ た場合 、 規模 の経 済 効果 を享

受 で きる水 準 に達 しず 非効 率 に な った り、 利用 度 が大 き くな いため に運 営費 用 を

まかな うこ とが で きな い とい う問題 が発 生 す る2》。 この よ うな場 合 に は、都 市 と

農 山村 を一 体 的 に と らえ て機能 を分担 させ る こ とに よ り、 双 方 の優れ た特 性 が発

揮 でき る可 能性 があ る 。

実 際 、わ が 国 に お いて はモ ー タ リゼ ー シ ョンの進 展 に よ り、農 山村 は 地方都 市

と一体 的な 生 活 圏 を構成 して い る場合 が 多 い。過 疎 地 域 の町村 の若 年 層 の定住 率

は、 そ の町 村 で の就 業機 会 よ りも、 む しろ近 隣 の地 方都 市 へ の通勤 の可能性 に依

存 して い る こ とが片 田 らの研究 に よ り明 らか にされ て いる。 つ ま り、 地方 圏 にお

け る人 口の 定住 、 都 市機 能 の立 地 とい う問題 で は市 町村 と いう範 囲だ け でな く、

よ り広 域 的 な まと ま りを単 位 として考 察 す る必要 が ある こ とがわ か る3》。

本研 究 で は 、地 方 圏 にお いて人 口や 産 業活 動 とい った地 域 の基本 的 な集 積 の量

を変化 させ る よ うな 施設 を 「基 盤 施設 」 と位 置 づ け、 そ の整 備 を通 して個 々の市

町村 の努 力 で は達成 し得 な い機 能 の達成 を図 る ため の計 画 方法 論 を議論 す る。 こ

れ らの基 盤施 設 の整 備 効 果 は1つ の市 町村 の範 囲 を こえて都 市 圏 の大 き さに 及ぶ

こ とが 多 い。 そ の た め地 方都 市 圏 を単 位 と して広 域 的 に分 析 を行 い、計 画 を策 定

す る こ とが実 際 的 で あ る。

以 下2.2で は地 方都市 圏 の財 政 構造 分 析 の方 法 を示 し、 地 域社 会 、地域 経 済 、

地 方 財政 相 互 の 関連 関 係 を明 らか にす る。 これ によ り地 方都 市 圏 にお ける公 共 投

資 の 波 及構 造 に つ い て考 察 す る。2.3で は その 分析 手順 に基 づ いて、 滋賀 県 地

域 を対 象 に して実 証 分 析 を行 い、 当該地 域 の公 共 投資 問題 の 概要 を示 す ととも に、

財 政構 造 分 析 の有 用 性 を検 証 す る。2.4で は地 方都 市 圏の 地域 構造 の考 え方 と

分 析 方法 を示 し、2.5に お い ては滋 賀 県地 域 に お ける実 証 分析 を行 う。 これ に

よ り、 当該地 域 は中心 都 市群 と周 辺地 域 よ り成 る2つ の地 方都 市 圏 にわ け られ る

が、 そ れ らの一 方 が 比較 的安 定 した構 造 を持 ち 、他 方 は時 間 的 に変動 が 見 られ る

こと を示 す。
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2.2地 方 都 市 圏 の 経 済 ・財 政 構 造 分 析

2.2.1地 方都 市 圏 の経 済 循環 構造

1970年 代 は 「地 方の時 代 」 という言 葉 が象徴 して いる よ う に、地 方 圏 に と って

は 明 る い時 代 で あ った。 この頃 、新 全 国総合 開発 計画 に基 づ いて工 業 を中心 とす

る産 業 の地 方展 開が進 め られ た成 果 が よ うや く現 れ て、 地 方 圏 と大 都 市 圏 との所

得 格 差 が縮 小 した 。交通 混 雑や 公 害 問題 な どの都 市 問 題 が大 都 市 圏 に お い て深 刻

化 した こ とを背 景 と して、 人 口の社 会 移動 も そ れ まで の 高度 成 長期 とは逆 に、 地

方 回帰 の傾 向 を見 せ るよ うにな った4)。1981年 の第 三 次全 国総 合 開発 計 画 は、 こ

の よ うな地 方定 住 化 の流 れ を利用 して、 国 土 の均衡 あ る発展 を 目指 した も の で あ

った5)。

しか しな が ら、 引 き続 く1980年 代 にお い て、地 方 回帰 の流 れ は 定着 す る ど こ ろ

か、再 び 所得 格 差 は拡 大 の傾 向 を見せ(図2-1)、 東 京 圏へ の 一極 集 中が 問 題 化

す る な ど、地 方 圏 は厳 しい時 代 に 直面 す る こ とにな っ た6)。1990年 代 に入 っ た現

在 も この状 況 は変 わ らず 、地 域振 興 の ため の 方法 が 真剣 に模 索 され つ つ あ る 。

図2-2は 地 方圏 と大 都市 圏 の 間 の人 口の社 会移 動傾 向 をプ ロ ッ トした も の で あ

り、 以上 の傾 向 を読 み とる こ とが で き る(表2-1)。 この地 方 圏の低 迷 の原 因 と

して第一 に指摘 され るの は、 円高 の急 激 な進 行 や 国際 化 の進 展 が東京 の 国際 ネ ッ

トワー ク上 の重要 性 を大 き く した一 方 で 、地 方 圏 に お いて は輸 出依 存 型 の地 場 産

業 や繊 維 、鉄 鋼 、造 船 な どの地 域産 業 の 国際競 争 力 が 減 少 し、 構造 不 況 を引 き起

こ した こと であ る。企 業城 下 町 の衰 退 とい う問題 に代表 され る よう に、 この よ う

な産 業 の不 況 が地 域経 済全 体 を低 迷 させ る こ とにつ な が った7) 。

この 問題 を考 察 す る に当た って、H.Auitousseau8》 が着 想 し、H .Hoyt9)に よ

って理 論 化 され た経 済基 礎 仮 説 の考 え方 が 有用 で あ る。 経 済基 礎 仮 説 とは 、地 域

内の活 動 間 の資 金 の循 環 に着 目 し、地 域 の活 動 水 準 は その 地 域 に存 在 す る産 業 が

他 の地 域 か ら稼 得 で き る資金 の量 に よ って定 まる とす る考 え 方 であ る 。地 域 に固

有 の資源 や 自然 的な 条件 を活 用 して、 広 く他 の地 域 で消 費 す る よ うな財 を生 産 し、

販 売 す る こ とに よっ て、他 の地域 か ら資金 を稼 得 す る こ との で きる産 業 を移 出型

産 業 あ る いは基 礎 産 業 と呼ぶ 。一 方、 も っ ぱ ら地 域 内で 消費 され る財 の生 産 を行

い、地 域 内 の経 済 循環 によ って支 え られ て いる産 業 を非移 出型 産 業 あ る い は非基

礎産 業 と呼ぶ 。地 域 の活動 水 準 は移 出型 産 業 の量 に よ り決 定 され る と考 え るわ け

で あ る。 個 々の産 業 を どの よ うに両 者 に分 類 す る のか 、 あ る い は分類 で き るの か

とい う点 につ いて は問題 を有 してお り10)、J .W.Alexander11)やR.B.Andrewsら
12)が 実証 的 な研 究 を通 じて これ らの点 を考 察 して いる

。 産 業 分類 に関 す る統 計

上 の問題 にも起 因 して 、標 準 的な 分析 法 が 確立 して いるわ けで はな いが 、 この経

済基 礎 仮説 の考 え 方 は、地 域 の発 展条 件 を考察 す る上 で重 要 な 視点 を提 供 して く

れ る。 つ ま り、企 業 城下 町 の 衰退 とい う問題 は、 円高 に よ って地 域 内 の 移 出型 産

業が 打 撃 を受 けた た め に地 域 経済 で循 環 で き る資 金 の量 が 減 り、 これ が 地域 内 の

非移 出型産 業 の低 迷 をもた ら した と理 解 す る こ とが で き る。

図2-3は あ る地 域 を取 り出 し・ そ の 中の企 業 、 家計 、 財 政部 門間 の経 済 的な 循



[2.2地 方都市圏の経 済 ・財政構造分析]13

0.22

0.21

0.2

0.19

0,18

0.17

0.16

0.15

0.14

0.13

0.12

0.11

地域格差指数:
一人 当り県民所得 の変動 係数

0.1

1970758085(年 度)

経 済 企 画 庁 「県 民経 済 計 算 」よ り作成

図2-1 地域格差指数 の変化

(千人)

1300

1000

500

/～(イ

/!＼ 転

0

195560657075808586(年)

図2-2 三大都市圏 と地方圏 との人 口移動

環構造 と地域外 との移 出入 を整理 したものである13)。 地域発展のための条件を

地域の経済循環や移 出型産業の存在 と関連 させて把握するために、工業 をは じめ

とする移 出型産業が集積 し、発展力のある先進的な愛知県の循環構造 を図2-4に 、

これ らの集積に乏 しい後進的な特徴を持つ高知県の循環構造 を図2-5に 示 してい

る。 これ らの図では、双方向の流れがある場合にはその差 を取 り出して一本の矢

印で表 している。両者の最も異な る点 は、移 出型産業の集積がみられる愛知県で

は他地域で消費す る財の生産 が行われてお り、その販売の対価 として財の市場 に

他地域力・ら多 くの資金が流入 しているのに対 し、高知県では逆に自地域で消費す
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表2一 ユ 三大都市圏の転入超過数
(単位:千 人)

区 分 昭和50年 51年 52年 53年 54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年

東 京 圏 65.8 44.4 56.8 69.7 53.1 49.9 74.9 89.5 109.3 112.6 122.6 155.7

名古屋圏 △9.6 △2.8 △2.8 △3.4 △6.3 △2.0 △1.7 △1.9 △4.0 △2.3 6.9 11.0

関 西 圏 △35.2 △42.8 △44.9 △39.9 △40.9 △35.0 △27.7 △21.4 △12.8 △11.2 △18.9 △8.5

合 計 21.1 △10.2 9.1 26.4 6.0 12.3 45.5 66.1 92.5 99.1 110.6 158.2

資料:東 京都企画審議室 「一極集中と東京問題」

(注)こ こで三大都市圏とは、①東京圏……埼玉、千葉、東京、神奈川 の1都3県

②名古屋圏…岐阜、愛知、三重の3県

③関西圏……京都、大阪 、兵庫、奈 良の2府2県 をとっている.

稟外からの
消 買 者 負 債 利 子

企 業

移
転

家 計

一般財政負債利子

9

財 政

怯人税および税外負担+財政の事業所得および財産所得

概切鰍施轍

メ

汐
個人から財政へのその他の移転+

図2-3

+個入税および税外負担+社会保険に対する員担
移 移

転

(県民経済計算の費目による)

地域内の経済循環構造

る財 を地 域 内 で生 産 で きな いた め に、 そ れ らを購 入 す るた め の資 金 が 財 の市 場 を

通 して流 出 して いる とい う点 で ある。 この よ うに 、移 出型 の 産 業 の存在 が 財市 場

に おけ る資 金 の流 出 入 を規定 し て いる こ とがわ か る。 また 、 資本 市 場 か らは両 地

域 とも に資 金 の流 出 が見 られ るが 、 これ は他 の 地 域 か ら資金 を集 め て投 資 を行 う

よ うな企 業 が多 くな いこ とを反 映 して いる。 さ らに 、愛知 県 に お いて企 業 の純 所

得が 負 とな って いる の は、県 内 の工 場 で 発生 す る 付 加価値 が 東京 な どの 本社 に お

いて計上 され て い るた めで あ る と考 え られ る。 この こ とか ら、地 域 内 に本 社 を置

く企 業活 動 が 少な け れ ば、地 域 外 へ の資 金 の流 出 が多 くな る こ とが わ か る 。

こ こで は移 出型 産 業 を工 業 を例 と して説 明 した が 、他 の地 域 の人 々 か ら資 金 を
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稼 得 でき る産 業 はす べ て移 出型 産業 と考 え る ことが で き る。 近 年 リゾ ー ト産 業 が

注 目され て いる の は、 これ が地 域 の 自然 や 風土 を生 かす こ との で き る移 出型 の産

業 であ る こ とに よる1の 。

以 上 の よ うに、 地域 内 での 企業 活動 、 特 に移 出型 の産 業 が多 くな い地 域 で は、

地 域 外へ 資 金 が流 出す るが 、経 済 循環 を成 立 させ るた め に は流 出 した 資金 を取 り

戻 す ことが必 要 とな る15》。 図か らも 明 らか な よ う に、財 政 活 動 が そ の役 割 を担

って い る。 つ ま り、財 政部 門 は地域 内の租 税 をそ の ま ま支 出 して いる の で はな く、

国 とい った上 位 の財 政主 体 か らの補 助 金や 直接 投 資 を加 え て財 政支 出 を行 い、 地

域 の経 済 循環 を支 えて いる 。実 際 、高知 県 で は 国か らの再 配 分 を受 け て税 収 を越

えた公 共 支 出が実 施 され て お り、 その 資金 は愛 知 県 な どの先 進 的 な地 域 か らの 移

転 に よ って まか なわ れ て いる。

石16)は 、税 負 担 額 と公共 投資 の受益 額 を都 道 府 県 ご と に推計 し、 財 政 に よ る

所得 再 分配 の効果 を調べ て い る。図2-6は 、1977年 に お け る受益 額 と負 担 額 の差

す なわ ち純 受益 と、所 得水 準 との関 係 を見 た も ので あ る。 これ に よ り大都 市 圏 か

ら地 方 圏へ の 移転 が行 われ て いる こ とがわ か る。 石 は また 、受 益 額 を負担 額 で

除す る こ とによ り トラ ンス フ ァー率 を計 算 して いる 。図2-7は 、1965年 と1977年

の トラ ンス フ ァー 率 を比較 した もの で あ るが、 再配 分 の効 果 は わず か な が ら縮 小

して いる こ とが わ か る。財 政再 建 が課 題 とされ た1980年 代 に は さ らに 公 共投 資 の

抑 制 が行 わ れた 結果 、 この よ うな 公共 部 門 に よ る所得 の 移 転機 能 は さ らに小 さ く

な った こ とは確 実 で ある17)。 この こ とか ら、1980年 代 の 地 方 圏の 低 迷 の原 因 は

国際化 ・産 業構 造 の変 化 の 中で の移 出型 産業 の縮 小 と、 財 政 の移 転 機 能 の縮 小 に

よ るも の と考 え る こ とがで き る。

この よ うに、 移 出型産 業 が充 実 して いな い地 方 圏 で は地 域外 へ の 資 金 の流 出が

み られ 、 地 方財 政 がそ の流 出分 を取 り戻 して地 域 経済 循 環 を成 立 させ て いる。 そ

の ような 地域 にお いて は、補 助 金 や 移転 の よ うな 直接 的 な 支 出 に よ って 地域 経 済

をコ ン トロ ール して い く方 法 が と られ て いる こ とも多 い18)。 そ こで 、 財政 の経

常経 費 支 出 の経 済効 果 に関 して も分 析 を行 う必 要 が あ る。

2.2.2地 方都 市 圏 に おけ る公 共投 資 の長期 的 な役 割

地 域 の経 済循 環 構 造 を静 態 的 に と らえた 場合 、 地 域外 か らの 資金 の還 流 や 地域

内 での 支 出主体 と して地 方 財政 活 動 が大 きな役 割 を果 た して いる こ とがわ か った

が、 これ は財政 活 動 の フ ロー効 果 で あ り、 一 時 的、短 期 的 な役 割 に着 目 した も の

で あ る。

これ らの フロ ー効 果 を無 視 す る こ とは でき な いが 、 よ り重 要 な こ とは地 域 内 で

移 出型 産 業が 立地 で きる よ うな条 件 を整 え、地 域 外 か らの稼 得 能力 を高 めて 、 長

期 的 に財 政へ の依 存 を小 さ く して い く ことで あ る。 そ の た め に、公 共 投 資 を通 じ

て生産 基 盤施 設 の整 備 を行 い、 移 出型 産業 をは じめ とす る地 域 経 済活 動 の振 興 を

図 る必 要 が あ る。 また 、地 方 都市 圏 にお い て は、 人 口の定 住 化 の よ う に地 域 社 会

の機能 を維 持、 発展 させ て い く こ とが 重要 な 課 題 とな って お り、 そ の た め の条 件

を整 え るた め の生 活基 盤施 設 へ の公共 投 資 が必 要 で あ る。 こ の よ うに地 方財 政 に
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よ る公 共 投 資 は、 生活 基盤 、 生産基 盤 の整 備 を通 してス トック効果 を 発揮 し、 地

域社 会 ・地域 経 済 を長期 的 に望 ま しい方 向へ 誘導 して い くと い う役 割 を持 って い

る19)。

そ の際地 域社 会 と地域 経済 の間 に は互 いに他 を制約 す る よ うな関 係 が 存 在 す る

こ とに十分 注 意 しな けれ ば な らな い。 すな わ ち、 地域 経 済 の成 長 に対 して 労働 力

の不 足 が大 きな制 約 とな っ て いた り、逆 に地 域 雇 用 の不 足 が労 働 力 の 域外 流 出 を

招 いて いる と いう よ うに、地 域経 済 と、 人 口構 成 や人 口移 動 とい った地 域 に お け

る社 会構 造 とが 密接 に関係 して いる。 この こ とは また 、 公共 投 資 の効 果 の大 き さ

や 、 波 及 の範 囲 を規定 す る こ とにも な る2ω 。

以上 の こ とか ら、単 に経 済現 象 だ け を と りあ げ て地 域整 備 を検 討 す る こ とは 不

可 能 で あ り、特 に、 年齢 別 人 口構成 のア ンバ ラ ンス や 高齢 化 が 大 きな 社 会 問 題 と

な っ て いる よ うな地域 にお いて は 、人 口構 成 の変 動や 人 口移動 とい う社 会構 造 を

視野 に いれ て地域 経 済 との 関係 を分 析す る必要 が あ る。

さ らに地 方都 市 圏 で は、財 政基 盤 が脆 弱 な場 合 が多 く、 これ が 地 域 に お け る生

活基 盤 、生産 基 盤 な どの定 住基 盤 施設 整 備 の遅 れ とい う問題 の原 因 とな っ て い る

場 合 が多 い と考 え られ る 。 また第1章 で述 べ た よ う に、 公共 投 資 が地 域 社 会 、 地

域 経 済 に及 ぼ した影 響 は 、税 収 等 を通 して将 来 の地 方 財政 に影 響 を与 え、 公 共 投

資 の能 力 を規 定 す る とい う ことに も十 分注 意 を払 う必 要 が あ る。 そ こで公 共 投 資

のあ り方 を検 討 す る際 には 、公 共投 資 が他 の 活動 主体 に どの よ うな影 響 を及 ぼ す

か とい う事 業 効果 の検 討 と同時 に 、公共 投 資 が将 来 に お け る地 方 自治 体 の 投 資能

力 に どの よ うな影 響 を持 つか とい う財政 効 果 につ いて も検 討 して お く必 要 が あ る。

2.3滋 賀 県 地 域 の 経 済 ・財 政 構 造 の 分 析

2.3.1対 象地域の概要21)

本研究では滋賀県地域 を実証分析の対象 として とりあげている。分析に先だ っ

て、ここでは地域の概要について述べることとす る。

滋賀県 は、京阪神 ・中京 ・北陸 の各経済圏が重な りあ う交通 の要衝 に位置する。

近江盆地の外周部から琵琶湖へ流入する河川によ り形成 され る平野 に恵 まれ、米

作 を主体 とす る農業県 として栄えてきた。

しか しなが ら、高度経済成 長期 を通 じて 当該地域は大きな変貌を とげた。湖南
地域ではユ960年代に、名神高速道路や東海道新幹線 等の国土幹線 の整備 と折か ら

の高度経済成 長に伴って、大津市、草津市、栗東町 をは じめ とする名神高速道路

沿線の市町村 に内陸型工業の立地が進み、甲西町、水 口町、近江入幡市 では工業

団地の造成も行われた。 また、京阪神都市圏の通勤圏の拡大によ りJR東 海道本

線'湖 西線沿線地域 では住宅化が急速に進展 した。現在、工業立地はか な りの程

度鎮静化 してきたが住宅の立地は いまなお続 いている。一 方、彦根 ・長浜市 を中

心 とする湖北地域 は過疎化に悩 む町村を含む地域 であり、工場の立地や住宅化が

進展 してきた湖南地域 とは性格 を異 にしている。近年北陸 自動車道が開通 し、京

阪神へのアクセスは一段 と改善されたものの依然 として開発か ら取 り残 された状
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態 にあ る。

また湖 北地 域 と湖 南 地域 とで は、気 候 地勢 と いっ た 自然 的 条件 や歴 史 的 ・風 土

的条件 もか な りの程 度 異 な り、 その境 界 は比較 的 明瞭 であ る とされ て いる22}。

図2-8に は 滋賀 県地 域 の行 政 区分 を示 す と とも に、本 研 究 で 用 い る湖 北 地域 と湖

南 地域 の分割 を示 して いる。 この地域 分 割 は、2.5で 述 べ る よ う に、 従来 よ り

設 定 され て きた 広域 的な行 政 区分 とも対 応 して いる(図2-9)23)。 また 、 図2-

10に は通 勤流 動 の分 布 パ ター ンを示 して いる が、 図2-8に 示 す地 域 分 割 と対応 の

取 れ た形 で 比較 的 ま と まった 流動 パ タ ー ン を示 して いる こ とが わか る。 そ こで、

本節 で は この地域 分 割 に基 づ い て、湖 北 ・湖南 両 地 域 に お け る地域 経 済 構 造 、社

会構 造 お よび 公 共投 資 の実 態 に つ いて考 察 す る こ と とす る。

2.3.2経 済循 環 構造 に関 す る分 析

まず 、 滋賀 県 に お ける財 政 の役 割 を見 るた め に県 全体 を単 位 と して 、財 政 、 企

業 、家 計 、 とい う経 済 部 門間 相互 と県外 との間 の資 金 の 流 れ を調 べ た 。 そ の結 果

を図2-11に 示 す 。 こ の図 か ら滋 賀県 全体 と して は、 市 場 、財 政 、 企 業 、家 計 の各

部 門 とも 県夕トとの資 金 の出入 りは ほぼ 均衡 して いる 。す な わ ち滋 賀 県 は県 全 体 と

して み る と、先 に述 べ た よ うな 先進 地 域 と後 進 地域 と の 中間 に位 置 す る よ う な特

徴 を持 って いる と考 え られ る。

次 に、 移 出型 産 業 に つ いて考 察 す る。 第2次 産 業 に 関 して は 、両 地域 とも漸 増

傾 向に あ る。特 に、 湖南 地域 は1964年 の名 神 高速 道 路 の開 通 に よ り京 阪神 や 中京

圏へ そ れ ぞれ2時 間 と いう交通 至 便 地 とな り、大 津 、栗 東 ・入 日市 の 各 イ ン ター
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表2-2 製造業の現況

区 分

小企業(資 本金

100D万円未満)
中企業(資 本金

1000万 円一1億 円)

大企業(資 本金
1億円以上)

合 計 構 成 比

(%)

県内

本社
立地

率

(%)

うち

大中
企業事業所数

うち

県内本社 事業所数

うち

県内本社 事業所数

うち

県内本社 事業所数

うち

県内本社 小企業 中企業 大企業

全 県 2243 1959 750 374 271 19 3264 2352 68.7 23.0 8.3 72.1 12.0

湖北地域 773 696 206 134 51 2 1030 882 75.0 20.0 5.0 80.8 13.2

湖南地域 1470 1263 544 240 220 17 2234 1520 65.8 2生4 9.8 68.O 16.9

湖北/県 3生5竃 35.5 27.5 35.8 18.8 10.5 31.6 35.4

(昭和51年 県企画部)

チ ェ ンジ周 辺 を 中心 と して 内陸 型企 業 の立 地 が進 展 した 。一 方 、湖 北地 域 の製 造

業 は古 くか らち りめ ん、 バル ブ、麻 織物 、仏壇 等 の地 場 産業 を中心 と して発達 し

て きた 。 近年 、幹 線 道 路 沿 い に電気 、機 械 、食 料 品 関係 の企 業 の進 出 が見 られ る 。

しか し、表2-2に 示 す よ うに大企 業 や本 社機 能 を持 つ企 業 は多 くな く、地 域外 か

らの稼 得 能 力 は大 き くな い。 従 業者数 は漸増 して い るが 、湖 南地 域 と比較 すれ ば

従 業 者数 ・生 産額 ・ス トヅク とも に格 差 が 拡大 す る傾 向 にあ る24)。

第3次 産 業 の販 売 額 ・従 業者 数 は両 地 域 ともに伸 び て い る。 しか し、移 出型 産
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図2-14通 勤 人 口の推 移

業 と しての機 能 は果 た して いな いの が実情 で あ る。市 場 に お ける域 外 との移 出入

を見 るた め に 、湖 北 ・湖 南各 地域 につ いて小 売業 販 売額 の家 計 消費 額 に対 す る割

合 を求 め た の が図2-12で あ る。 この図 よ り、 両地 域 とも 家計 消 費額 の かな りの部

分 が域 内 で消 費 され る こ とな く、 他 の地 域 へ漏 出 して いる こ とがわ か るが 、 その

漏 出額 の割 合 は湖 北 地 域 の方 が よ り多 い。 こ のよ う に、両 地域 とも第3次 産 業 の

集積 は十 分 で は な く、 移 出型産 業 とな って いな いこ とがわ か る。

さ らに両 地域 で は第1次 産 業 も 従業 者 ・生 産額 は減少 して い る。特 に 、湖 北地
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域 で は図2-13に 示 す よ うに湖 南地 域 に比 較 して経 営規 模 が 零細 であ り、早 い時 期

よ り第2種 兼業 農 家 の 占め る割合 が 高 くな っ て いる 。 この こ とか ら、 従来 主 要 な

移 出型産 業 で あ った第1次 産 業 も、 も はや そ の機 能 を失 って しま って いる と考 え

ざる を得 な い。

滋 賀県 で は、 リ ゾー ト法 よ りも以 前 の段 階 か ら、 リゾー トネ ッ ク レス構 想 を打

ち 出 し、京 阪神 都 市圏 の住 民 を対 象 とす る リゾ ー ト開発 を推進 しよ う と して い る

が、 計画 は立 ち上 が りの段 階 に あ り、未 だ 移 出型 産 業 として の機 能 を有 して は い

な い。

地 域 内 に居 住 す る大 都市 へ の通 勤 者 は、地 域 外 か ら所 得 を稼 得 す る と い う点 で

移 出型産 業 と同 じよ うな機 能 を有 して い る。 これ らの通 勤 者 は図2-14に 示 す よ う

にJR東 海道 線 ・湖 西線 沿 線 を中心 とす る湖南 地 域 で大 き く増 加 して いる 。 た だ

し、1970年 代 後 半 か らそ の増 加 の程 度 は鈍 って き て いる。

以 上 の こ とか ら両地 域 の循 環構 造 は以下 の よ う に ま とめ られ る。湖 北 地域 で は

移 出型 産 業 の立 地 は十 分 とは いえず 、地 域 か ら資 金 が 流 出す る後進 地 域 型 の特 色

を持 っ て いる。 湖南 地 域 は第3次 産 業 の集 積 の 未熟 さに も起 因 して地 域 外 へ の 漏

出が 多 いも の の、工 業 を中心 とす る移 出型 産 業 の立 地 と大都 市 通勤 者 の存 在 によ

って先 進 地域 型 の特 色 を有 して いる。

図2-15は 、公 共 投資 の地 域 別配 分 率 の推 移 状 況 を示 して いる。 国 の配 分 はお お

む ね 入 口の大 き さに 比例 して いるが 、 県や 市 町村 は これ よ りも湖 北地 域 の方 に高

い ウェ イ トを お いて い る。 これ らの投 資 を支 え る県 、 湖 北市 町 村 、 湖南 市 町 村 の

歳 入 の推 移 を図2-16、2-17、2-18に 示 して い る。歳 入 規 模 、税 収 とも に伸 び て い

るも の の、 経常 的 経費 の増 加が 大 き く、 投資 的 財源 は ほ とん ど増 加 して い な い。

特 に湖 北地 域 の市 町村 にお いては税 収 の 占め る割合 が小 さ く、地 方 交付 税 や 国 ・

県 か らの補 助 金 とい う地 域 外 か らの 資金 に大 き く依存 して いる。 図2-19に は、 国

・県の税 収 と国 ・県 の 直接 投資 ・補 助金 支 出 につ いて、 地 域 別 の比 を示 して い る。

これ よ り湖 北 地 域 に お いて は税 負 担 の 割合 以上 に国 ・県 か らの移 転 を受 け て い る
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図2-17湖 北地域の市町村財政の推移

ことがわか った。

以上 の分析結果か ら、全体 としては自立的な滋賀県地域の内部では、後進的な

特徴 を持ち地域か らの資金の流 出が避 けられない湖北地域の経済循環 を支えるた

めに、移出型産業 に比較的恵まれている湖南地域か ら財政資金が再配分されて い

ることが明 らか となった。
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2.3.3社 会 ・経 済活 動 水 準 と社 会資 本 の整i備水準 に関 す る分 析

まず 、本 地域 に おけ る人 口の推 移 につ いて述 べ る。滋 賀 県 の常 住 人 口は1985年

現在1,155,843人 であ り、 湖 北 ・湖南 地 域 に は それ ぞ れ315,083人 、840,760人

常住 して い る。 図2-20は 地 域 人 口の 推移 を示 して いる 。湖 南地 域 で は1966年 か ら
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図2-20地 域人 口の推 移

社 会増 加 に転 じ、 そ の量 は1974年 まで大 き くな った 。 これ は、JR東 海道 線 ・湖

西線 沿 線 の宅 地 化 が進 展 し、京 阪神 へ の通 勤 世 帯が 流入 した結 果 で あ る。1980年

代 に入 り人 口の社 会増 加 傾 向 は次 第 に弱 ま りつ つ あ る。 一 方 、湖 北地 域 で は社 会

減 少 が続 いて い るが 、1965年 以 降 転 出量 は て い減 して お り、1970年 代 に入 り県 外

との社 会 転 出入 は均衡 化 した 。

ま た、 年齢 別 人 口構 成 の変 動 状況 を調 べ る と、湖 南地 域 で は1965年 以 降 、一 貫
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図2-21産 業別 従 業人 口の推 移

して各年齢 階層 とも転入超過であるのに対 し、湖北地域では若年層の転出が著 し

く人 口構成 における高齢化が進展 して いることがわかる。湖北地域 と県外 への社

会転出入が平衡 していることか ら、若年層を中心 として湖北地域 より湖南地域へ

の人 口移動が行われていることになる。そ こで、湖南地域へ転 出する若年層 をい

かにして湖北地域に定住 させるかが重要な課題 となる。

つ いで、地域経済の活動水準 につ いて述べる。図2-21に 示す産業別従業人 口の

推移状況 を見る と、湖北 ・湖南地域 に共通する傾 向は第!次 産業従業者の減少 と
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表2-3商 業 の現 況

業 商店数 従業者 年間 従業人 口1人 当り 人 口1人 当り

種 数 販売額 販売額 販売額
地域 (店) (人) (億円) (万円) (千円)

(1982) (1982) (1982) (1962)(1976)(1982) (1962)(1976)(1982)

小 湖北 4,945 17,237 2,144 1258491,233 45410685

売

業 湖南 11,312 41,127 5,907 1409541,444 49444770

卸 湖北 814 5,283 2,458 1503,5184,271 151520730

売

業 湖南 1,813 13,497 6,696 1463,3854,551 160514766

湖 小売 30.4毘 29.5 26.6 92,792,289.2 92,892,994.1

北一
県 卸売 30.1% 28.1 26.8 101.8102,795.5 96.5100,596.6

第2次3次 産 業 従 業者 の増 加 であ る。 第2次 産 業 に関 して は、両地 域 とも漸 増傾

向に あ る。特 に、 湖南 地 域 は1964年 の 名神 高速 道路 の開通 以 降、 イ ンター チ ェ ン

ジ周辺 を 中心 と して 内陸 型企 業 の立 地 が進展 した 。一 方 、湖 北地 域 の製造 業 は幹

線 道路 沿 いに電 気 、機 械 、食 料 品 関係 の企 業 の進 出が 見 られ る。 しか し、湖 南 地

域 と比較 す れ ば従 業 者数 ・生産 額 ・ス トッ ク とも に南 北 の格 差 が拡大 す る傾 向 に

あ る。第3次 産 業 従 業者1人 当 りの販 売額 お よび 人 口1人 当 りの販 売額 を表2-3

に示 して い る。 いず れ の指標 に関 しても湖 南地 域 の 方が 湖 北地 域 よ りも大 き な値

を とっ て お り、従 業 人 口の増 加量 に も差 が ある こ とか ら、 第3次 産 業 に関 して も

南 北 の地 域 格 差 は拡 が りつ つ あ る と言 わ ざ る を得 な い。

以 上 で考 察 して きた よ う に、湖 南地 域 で は地域 経 済が 着 実 に成 長 して きて い る

一 方 で 、湖 北 地域 で は低 い水 準 に と どま ってお り、 結果 と して南北 の 地域 格 差 は

拡が りつ つ あ る。 こ う した 地 域経 済 の格 差 が、 湖北 地域 よ り湖 南地 域 へ の人 口移

動 につ な が って いる。 つ ま り地域 経済 の停滞 が地 域 社 会 のあ り方 を規 定 して いる

こ とが わ か る。逆 に、 湖北 地 域 で大 規模 な工 場 の立 地 が進 まな い原 因 と して、 用

地用 水 の 条件 、 交通 条 件 の ほか に、 良質 の労働 力 の不 足 を挙 げ て いる企 業 も少 な

くな い こ とか ら、地 域 の社 会 構造 が 地域 経 済発 展 の制 約 とな って いる点 に着 目す

る必 要 が あ る25》 。

つ いで 、 これ らの地 域社 会 ・経済 活動 を支 え る社 会資 本 の整 備水 準 を検 討す る。

両地 域 にお け る公 共施 設 の整 備 水準 を比較 し図2-22に 示 して いる 。両 地域 で 共通

して い る こ とは、 し尿 処理 、医 療 、公 民館 、体 育 施設 といっ た公共 施 設 は こ こ数

年著 しく整 備 され て き たも の の、下 水処 理 施設 、 ゴ ミ処 理施 設 とい った 環境 衛 生

面 の整 備 、 お よび 市 町村 道 とい った生 活基 盤 施設 に関 して は整 備 が立 ち遅 れ て い

る こ とで あ る 。 また 、 両地域 を比 較す れ ば、 湖 北地 域 で は し尿 処理 、 ゴ ミ処 理 施

設 の整 備 が まだ それ ほ ど進展 して いな い。 図2-23は 、 両地 域 の人 口1人 当 りの社

会 資本 ス トッ クを分 野 別 に比較 した結 果 で あ る。湖 北 地域 で は 、農 業 関連 、都 市
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図2-24公 共投資の地域別配分率(投 資分野別)

計 画、 道路 の分 野 の人 口1人 当 りの社 会 資 本 ス トック は湖 南地 域 よ り多 いも の の、

住 宅 関連 、工 業 関連 のス トック は逆 に少 な くな って いる。

公共 投資 の地 域別配 分率 の推 移 状況 は、 先 に図2-15に 示 した よ う に、 人 口比 よ

りも高 い比率 で湖北 地 域 に配分 す るパ ター ン とな って い る。 投 資分 野 ご との 地域

別配 分 率 を図2-24に 示 して いる。 農 業 関連 と道 路 関 連 の投 資 は、各 年 とも 湖 北地

域 に対 して比 較 的多 く配分 され て い る。一 方工 業 関 連 ・都 市 計 画 の投 資 は少 な く、

また その割 合 も低 くな っ て きて い る。住 宅 関連 投 資 は 湖南 地 域 か ら湖 北 地 域 へ と

そ の重 点 が移 って き て いるが 、 これ は京 阪 神都 市 圏 の 通 勤 圏が 拡 大 した こ と に よ

り、 住宅 の需 要 が湖 北 地域 で も大 き くな って き た こ とに起 因 して いる と考 え られ

る 。な お 、各 分 野 の投 資額 にお い て国 、県 、 市 町村 の 占め る割 合 は そ れ ほ ど変 化

して いな い。 これ は、 制度 上 の制 約 によ る と ころ が大 き いが 、分 野 別 の投 資 配 分

を考 え る際 に も県 や市 町村 の財 政状 況 を十分 に考慮 す る必 要 が あ る こ と を示 して

いる26)。

2.3.4滋 賀県地域の財政構造のまとめ と整備課題

以上の実証的な分析をまとめると、滋賀県地域 は、比較的先進的 な特色 を持っ

湖南地域の経済か らの移転が湖北地域 の経済循環 を維持 させているという構造 と

なってお り、県財政 の地域 間 トランスフ ァーのもつ役割 は大き いことがわかる。
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した が って 地 域整 備 の た めの望 ま し い公 共投 資 の配 分 の あ り方 を考 え る際 に は、

湖 北 ・湖 南 各地 域 で、 いか に効 率 的 に投 資 を行 うか と いう問題 と同 時 に、 県全 体

と して均 衡 あ る 発展 を 目指 す とい う視 点 か ら みて 、 いか に湖 北 ・湖南 各 地域 に財

源 を配 分 す る か とい う地 域 別投 資配 分 の 問題 も重 要 で あ る と考 え られ る。

湖 北地 域 の公 共 投 資 を考 え て い く際 には、 地域 経 済 の循 環構 造 の後 進性 に着 目

して 、財 政 資金 に よる フ ロー効 果 に配 慮 しつ つ 、長 期 的 には移 出型 産 業 の育 成 に

っ とめ る必 要 が あ る。 そ の際 、地 域社 会 と地 域経 済 との間 の相 互 に互 いを制 約 し

あ う関係 に着 目 し、 両者 をバ ラ ンス良 く成 長 させ る こ とが 課題 とな る。

湖 南地 域 で は、 市 場 を通 じた 資 金 の域外 へ の漏 出は少 な くな いが、 そ の漏 出分

を京 阪神 へ の 通勤 者 の 獲得 す る所 得 に よ り取 り戻 して お り、一 応 の地域 経 済 循環

は形成 され つ つ あ る。 しか し第3次 産 業 の未 熟 が、 こう した域 外へ の 資金 の漏 出

につ な が って お り、 今後 は産業 の 育成 によ り生産 部 門 での循 環 の強 化 を 図 る こと

が課題 であ る と考 える 。一 方 、京 阪神 へ の通 勤世 帯 の流 入 に伴 い税 収 も増 加 して

い るが 、 同時 に後 追 い的 に必要 とな る生活 基 盤投 資 や教 育 費、 あ る いは人 件費 な

どの経常 経 費 の支 出増 に よ り市 町 村財 政 の投 資 の 自由度 は小 さ くな って きて い る

とい う問題 を抱 え て いる。 したが って、湖 南 地域 の 公共 投資 配 分 問題 を考 え る際

に は、投 資 配 分 を通 じて通勤 世 帯 の流 入 を コ ン トロール しなが ら、経常 経 費 や生

活 基盤 投 資 の増 加 に先 行的 に対 処 し、 財政 の硬 直化 を防 ぐ こと、 ある い は国や 県

の投 資 を地 域 を大 き く発展 させ る原 動 力 として位 置 づ け、 消費 ・生 産循 環 を内部

化 して い くた め に役 立 つ基盤 整 備 を進 め て い くこ とが重 要 な課 題 とな る。

2.4地 方 都 市 圏 の 地 域 構 造 と そ の分 析 方 法

2.4.1地 域 構 造 に 関す る既 存 の研 究 と都 市 圏 の概 念

本研 究 で は 、地 方 圏 に おけ る農 山村 と地 方都 市 か らな る一 体 的 な圏 域 を地 方都

市 圏 と して と らえ、 そ の地 域構 造 を考慮 した基 盤 施設 の整 備 を行 うこ とが重 要 で

あ る と考 え て いる。 本節 で は 、 これ まで の研 究成 果 をふ まえ なが ら、 地 方都 市 圏

の地域 構 造 の概 念 を説 明す る ととも に、 そ の分 析方 法 を明 らか にす る。

産 業革 命 の進 展 に関連 した都 市 問題 の 発生 を背 景 と して 、都 市 の機 能 や都 市 の

内部 の空 間 構成 に関 す る研究 が19世 紀 初頭 か ら進 展 を見 せ た の に対 し、複 数 の都

市 の存 在 をよ り広 い地 域 の中 に位 置 づ けて 、そ の規 模 や空 間 的な 分布 の 法則 性 を

と らえ る と い う地 域構 造 分 析 が登 場 した の は1930年 代 にな ってか らであ る 。そ の

端 緒 とな った の は、W.Christallerが 南 ドイ ツの都 市 分布 の観 察 に基 づ いて理論

化 を行 った 中心 地 の 階層 構造 論 で あ る。平 面 上 に均 等 に分 布 して いる消 費者 が 、

中心 地 にお いて のみ 生産 され て いる よ うな製 品 を購 入 す る場合 、最 も近 接 した 中

心 地 か ら購 入 しよ う とす る。 その 結果 、 中心 地 は 図2-25に 示 す よ うに蜂 の 巣状 に

分 布 し、 そ れ ぞれ の 中心 地 の勢 力 圏 で ある補 完 地域 は正六 角形 にな る 。 中心 地 に

お いて供給 さ れ る財 に も低 次 のも の か ら高次 のも の まで あ り、 それ に応 じて 中心

地 に ヒエ ラル キ ーが 生 じる と とも に、広 さ の異 な る補 完地 域 が重 層 的 に配 置 され

る こ とにな る 。 また 、Christallerは 中心 性 を計測 す る 方法 と して、電 話 台数 の
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図2-25ク リ ス タ ラ ー に よ る 中 心 地 と そ の 補 完 地 域 の 階 層 的 分 布

平 均 的普 及 率 か らの剰 余分 を用 い る方法 を提 案 して い る27>。

乃 一T・-P・ 匙(…)

こ こ に 、Ziは ゾ ー ンiの 中心 性 指 標 、Ti、Piは ゾ ー ンiの 電 話 台 数 と 人

口規 模 、Tz、Pzは 全 国 の 電 話 台 数 と 人 口規 模 で あ る 。

中心 地 理論 はL6schに よ っ て経済 学 的 な理 論 と して精 緻 化 され た 。 つ ま り均

等 に分 布 す る消 費者 に商 品が輸 送 され る状 況 を考 え 、独 占価 格 の形 成 を明示 的 に

考 慮 した。 そ して市 場 圏 の大 き さ に限界 が あ る こ とを示 し、 生産 単 位 が一 定 の間

隔 を置 いて立 地 す る メカニ ズ ム を説 明 した28)。

そ の後 中心 地 理論 は、R.E.Dickinson29)、B.J.L.Berry30)ら の優 れ た研 究 に

よっ て体 系化 の段 階 を迎 え、 実証 分 析 も多 く行 われ た(R.D』ichea13D、 沢 田清
32>
、森 川 洋33)な ど)が 、地形 な どの均 衡性 を撹 乱 す る要 因 の 強 い実 際 の地 域 で

の適 用 は容易 で は な い ことが 明 らか とな った34)。 中心 地 理論 の含 意 と して重 要

な点 は、都 市 の 規模 はそ の都市 の補 完地 域 の大 き さに規 定 され て い る こ とで あ り、

都 市 の 発展 をそ の周 囲 の補 完地 域 の 整備 の中 で論 ず る必 要 性 を示 して いる点 で あ

る と考 え られ る 。

一 旦都 市 が形 成 され る と集積 の利 益 が発 生 し
、集積 が集 積 を呼ぶ 。 その メカ ニ

ズム は 中心 地論 よ りも早 く、20世 紀 初頭 か ら産 業立 地論 と して議 論 され て いる。

A.Weberは 市 場、 原燃 料 、 労働 力 の局 在 を普 遍 的 な も の と考 え 、 それ らの輸 送

費用 が 最小 とな る点 に立 地 す る と した。 これ に よ り、市 場 と労働 力 の集 中す る都

市 が 生 産地 と して優 位性 をも つ理 由を説 明 す る こ とが で き る35)。M.L.Greenhut

は、 独 占価 格 の形 成 によ る市 場 の分 割 を考慮 し、都 市 の優 位 性 は広 域 的 な つ な が

りの中 で規 定 さ れ る こ とを示 した36}。 またE』.Hooverはagglomeration(集

積)の 概念 を提 示 した 。そ して集 積 の経 済性 を大 規 模 化 の経 済性 、同 業 種 の地 域

的集 中 の経 済性 、異 業種 集 積(都 市 化)の 経済 性 に分類 し、 特 に最 後 の 異 業種 集

積 の経済 性 によ っ て大都 市 の発展 力 を説 明 しよ う とした37)。 これ らの概 念 は都 市
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図2-26本 研究 にお け る地 方都市 圏 の地 域 構造 の とらえ方

にお け る集積 が進 む に つれ て、都 市 の魅 力 が増 し、優 位性 が 自已増殖 的 に ます ま

す 大 き くな る可 能性 を示 した もの であ る。 この よ うな都市 機 能 の集積 は また、 そ

の補 完 地域 の活 動 に とって も有 利 さ を生 み 出 して いる と考 え る ことが で き る。

つ ま り、本 研 究 で は、周 辺 地 域 か ら中心 都市 の規 模 を説 明 しよ う とす る中心 地

理論 と、 中心 都 市 自身 の 自立 的 な発 展 を説 明 しよ う とす る産 業 立地論 の結 合 に よ

り中心都 市 の機 能 を説 明 しよ う と して いる。 同様 の視 点 はJ.Jacobsの 動 学 的発

展論 にも み られ る が38>、 計量 化 につ いて は十 分 に考察 され て い るわ けで は な い。

ここで は、 この メカニ ズ ム を、 ポ テ ンシ ャル が立地 に影響 し、立 地 の変 化 が ポテ

ンシャル を上 昇 させ る とい う循 環 的 な過 程 と して計 量 化 で きる と考 え て い る。

以上 の研 究成 果 を総 合す る と、都 市圏 の 構造 は、図2-26に 示 す よ うに、 中心 都

市 と、 その 補 完地 域 と しての周 辺 地域 が 相互 に影響 を及 ぼす 一体 の シ ステ ム とし

て と らえ られ る。 周 辺地 域 で は、農 業 生 産 や工 業生 産 とい った生 産 活動 が 営 まれ 、

地 域住 民 に 対 して 日常 的な 財 お よび サー ビス を提 供 す る第3次 産 業 の小 規模 な 集

積 が み られ る も のの 、種 類 は限 られ雇 用 力 はそ れ ほ ど大 き くな い。 そ のた め 、若

年層 が 豊 富 な就 業機 会 を求 めて 流 出 して い く危 険性 にさ ら され て いる。 中心 都 市

で は 当該都 市 内の 居住 者 に財 ・サ ー ビス の提 供 を行 うほか に 、周 辺地 域 で は生 産

で きな い財 や あ る程 度 の需 要 量 を前 提 とす るよ うな 行政 ・医療 な どの高 度 なサ ー

ビス を提 供 す るた め の活動 が行 わ れ て いる。 これ が都 市 圏 の雇 用 力 と都 市 的な 魅

力 を規定 す る。 中心 都 市 に おけ る これ らの活動 水 準 は、 第1に 補完 地 域 の規 模 に



36[Chapter.2]

中心

都市群

広域的な関連関係

中心都市の機能は背
後の周辺地域から支
えられていると同時
に、広域的なつなが

りから影響を受ける

機
能

の

辺
域
周
地

/
若年層人口 ・購買力を流出させる外力(広 域的に作用する)

日常的なつながりに
起因する内力(抵 抗

図2-27都 市 圏構 造 に作 用 して いる力

よ って定 ま って く るが、 よ り広 域 的な つ なが りの 中で の そ の地 域 の優 位 性 によ っ

て影 響 され る ことも 多 い と考 え られ る。 また 、 こ の よ うな周 辺 地域 と中心 都 市 と

の活 動や 都 市機 能 の相 違 を反 映 して、 買物 流 動や 業 務 流動 、 通 勤流 動 が 生 じて い

るが 、 それ らの広 が りは交通 施設 の整備 状 況 に よ り影 響 を受 け る と考 え られ る。

こ こで、 中心 都市 と周 辺地 域 の活 動 を規 定 して い る関連 関係 は、摸 式 的 に図2-

27の よ う に整理 で き る。 す なわ ち 、

① 周 辺 地 域 が 中心 都 市 の都 市機 能 を支 え、 地域 の活 動 水準 の大枠 を規 定 す る と

いう、Christaller的 関連 関係 。

② 中心 都市 は、 よ り広 域 的な つ なが りの 中で 、 そ の比 較優 位 性 にも とつ い て活

動 の水準 を変化 させ る とい う、広 域 的 な関連 関係 。

③ 都 市 的魅 力 や多 様 な 雇用 機 会 を もつ 大都 市 圏 が 、地 方 圏 の若 年 層 を吸 引 す る

よ うに 、都 市 圏全 体 が避 け る ことの で きな い関連 関 係 。

の、3つ の 関連 関係 が ある と考 え られ る。地 方都 市 圏 に おけ る 人 口の 定 住 化 とい

う問題 を考 え る場合 に は、 第3の 関連 関 係 に よ って も た ら され る外 力 に対 す る耐

力 をつ け る方法 を議 論 す る必要 が あ るが 、 図2-27に よ れ ば、 中心 都 市 と周 辺 地域

の関連 性(第1の 力)を 強 め る こ とが不 可 欠 で ある こ とが理 解 で き る。

2.4.2地 域 計 画 に お け る都市 圏 の概 念 と都市 圏 計画

わが 国 に お いて は、 過 去40年 間 に都市 化 が急速 に進 展 した。 この 間 、人 口 の都
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市域 へ の 集 中 は著 し く、全 国 の都市 人 口は倍 以上 に増 加 した 。 しか しなが ら、人

口移動 を伴 う都 市 化 の ほか に、 非都 市 地 域 の農 山村 の住 民 の 生活様 式が 、 衣食 住

や 文化 活 動 、就 業 の ス タ イル まで 、既 に都 市 的生 活様 式 に変 化 して い る こ とを見

逃 す こ とは で きな い39>。 す べ て の人 々 は、都 市 的 サ ー ビス を必 要 と して お り、

地域 計 画 に お いて は 、 これ らを どの よ うに提 供 して い くか が議 論 され な けれ ば な

らな い。

この よ うな場 合 に 、農 村部 を都市 化 させ た り、 都市 的 サ ー ビス の提 供 を無理 に

行 うので は な く、幹 線 交 通路 に よって農 村 部 と都 市 との連 携 を図 り、 機能 分担 を

行 うべ きで あ る と いう考 え 方 は既 に19世 紀 に存 在 して いた。E.Howardは 主著 で

ある 「明 日の 田園都 市 」の 中で 、 「都市 と 田舎 は結婚 しな けれ ばな らな い。 そ し

て この結 合 の 中か ら新 しい希 望 、新 しい生 活 、新 しい文 明が 生 まれ る 」 と述 べ て 、

田園都 市 の構 想 を発案 して い る4ω 。

地方 財 政論 の立場 か ら この問題 を考 えれ ば、 公 共サ ー ビス の供 給 に お いてス ケ

ール ・メ リ ッ トが存 在 す る よ うな場 合 、 ある い は公共 サ ー ビス の特 性 か ら他 の 地

方政 府 ヘ サ ー ビス が ス ピル ・オ ーバ ーす るよ うな場 合 に相 当す る と考 え られ る。

この場 合 、地 方 政府 ご とにサ ー ビス の供 給水 準 の決 定 を行 う と、過 大 ・過 小 供給

にな った り、二 重投 資 や フ リー ラ イ ダー の問題 を引 き起 こす 可能性 が ある 。そ こ

で 、広 域 的 な地 方政 府 間 の調 整 が必 要 とな っ て くる4D。 第1の 方法 は、公 共 サ

ー ビス の 受益 が 及 ぶ範 囲に合 わ せ て地 方政府 を設 け る とい う方法 であ る。 しか し、

公共 サ ー ビス の種 類 ご とに費 用構 造 が異 な りす べ て のス ピル オ ーバ ー を清 算 で き

るよ うな範 囲 を決 め る こ とが で きな いこ と、モ ー タ リゼ ー シ ョンの発 達 に応 じて

そ の範 囲 自体 も時 間 と とも に広域 化 して くる こ と、政府 が 大 き くな る こ とは地 方

自治 の観 点 か らみ て 問題 が多 い ことか ら、 この方法 には無 理 が ある。 第2の 方 法

は 、地 方 行政 の基 本 単 位 は変 え ず に、公 共 サ ー ビス の種 類 ご とに必 要 に応 じて協

同供 給体 制 を作 る とい う考 え 方 であ る。

わが 国 で は、1950年 代 に町 村 の合 併が 行 われ 、第1の 方 法 で広域 化 へ の対 応 を

行 って き たが 、1960年 代 にな っ て第2の 方法 、 す なわ ち、 一 部事務 組 合 ・協 議 会

の設 置 が行 わ れ る よ う にな った。 こ う した広 域 行政 の活 用 に よ って生 活基 盤 施設

の整 備 が進 め られた 。 いわ ゆる迷 惑施 設 の整 備 や 、人材 の確保 が 容易 にな った 点

でそ の効 果 は大 きか った 。 しか しそ れ ぞれ の事 業 ご とに個 別 の対応 を行 うこ とに

な り、1つ の 市町 村 に関連 して20を 超 え る事 務組 合 が設 置 され るな ど、 各事 業 の

連 携 を保 ちな が ら計 画 的 に行 政 を実施 す るこ とが 困難 な状 況 とな った42}。

モ ー タ リゼ ー シ ョンの進展 に とも な って 生活 圏 の広域 化 が進 ん で くる と、 この

よ うな行 政 サ ー ビス の運 営 面 で の連携 に留 ま らず 、基盤 施 設 の計 画 の段 階 か ら広

域 的 な生 活 圏 の ま と ま りを考 慮 す る とい う視 点 が認 識 され る よ うに な った 。 そ こ

で新 全 国 総合 開発 計 画 にお いて は、大 規模 プ ロ ジェ ク トに よる 開発 方式 と合 わせ

て、広 域 生 活 圏 を設 定 し、 そ の整 備 を推進 して い く必要 性 が示 され た43)。 これ

を受 けて 、 地 方生 活 圏 ・広 域市 町 村 圏の 計画 が進 め られ て いる(表2-4)。

地 方生 活 圏整i備計 画 は1969年 か ら建 設 省 が推進 して いる施 策 であ る 。都 市 と周

辺農 山村 を一体 と して とらえ 、圏 域 内 の住民 が す べて都 市 の 持 つ利 便性 と農 山村
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表2-4 広域生活圏の種類 と性 格

地方生活圏 広域市町村圏 大都市周辺地 モデル定住圏

域広域行政圏

圏域の 都市的地域を 就業、 生活物 地理的、歴史 都市と農山漁

性格 中心 とし周辺 資の調達、 医 的または行政 村 を一体 と し

農山漁村地域 療、 教育、 娯 的に一体 と認 た圏域で自然

を一体 と した 楽その他住民 められる圏域 環境、生活環

住民の日常圏 の日常社会生 を形 成 し、 一 境及び生産環
域で住民の基 活上の通常の 体的な将来豫 境 を総合的に

礎的生活条件 需要がほぼ満 を描 き、 それ 整 備 して いく
の確保を図る たされる よう を達成するた 上で必要な一

た め一体 的に な都市及び周 めに必要な都 体性 を有して

整備する必要 辺農山漁村地 市的行政課題 い る こ と。

の ある区域。 域 を一体 とし を有 している

た圏域。 こ と 。

圏域の 圏域の半径お 圏域の人 口お 圏域の人 口お

規模 おむね20～30 おむね10万 人 おむね40万 入

㎞、 入 口おお 以上の規模を 程度の規模を

むね15～30万 有す るこ とを 有す る ことを

入 を標準 とす 標準 とす る。 標準 とす る。

る 。

中心都市 DID入 口が 日常生活上の
の要件 1万5千 人以上 通常の需要を

で通 勤通学、 充足する都市

小売販売額、 的施設及び機
サ ー ビス業就 能の集積を有

業者数等の面 する中心市街
で地域の中心 地が存在する

性 を有するこ こ と 。

と 。

その他 大都市地域以 大都市及びこ 広域市町村圏 都市化 ・工 業
外の地域にあ れ と一体 性 を に属す る市町 化が相 当に進
る こ と 。 有する周辺地 村 を除 く。 展 して いる地

域 を除 く。 域または過疎

現象の著 しい

地域でないこ
と 。

出典:文 献39)都 市計画教育研究会(1987)
「都市計画教科書」彰国社

の持 つ 自然 の よ さの 両 方 を享 受 で きる よ うな条 件 を整備 して 、豊 か な 住 み ょ い安

定 した地 域 社 会 を建設 す る こ とをね らい と して い る。 そ のた め に、 行政 ・買物 ・

医療 ・通 勤 通学 な ど、住 民 の 日常 生 活上 の行動 範 囲 の広 さ と、 公共 公 益施 設 ・業

務 施設 の配 置 とに対応 して、 地 方生 活 圏 を図2-28に 示 す よ うに 、地 方 生活 圏 一2
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地方生活圏の圏域構成

標準的な圏域構成

地 方 生 活 圏 2次 生 活 圏 1次 生 活 圏 基 礎 集 落 圏

圏 域 範 囲 半径20-30km 半径6～10km 半径4-6km 半径1～2km

自転車30分 老人 ・幼 児の徒
時 間 距 維 パ ス1-1 .5時 間 パス1時 間以内

バ ス15分 歩隈界15-30分

中心都市及び
中心部人口 15万人以上 1万 人以上 5千 人以上 1千 人以上

総合病院、各樋 高度の興物がで 役場、診療所、 児童保育、老人

学校、中央市場 きる商店街、専 集会場、小 中学 福祉等の福祉施

等の広城利用施 門医 をもつ病院 校等基礎的な公 設

中心部の施設 股 高等学校等の地 共公益的施設

方生活圏中心都

市の広域利用施

設に準 ヒた施設

出典:文 献23)建 設省建設経済局(1989)
「地方生活圏要覧平成元年版」地域開発研究所

図2-28地 方 生 活 圏 計 画 の 圏 域 構 成

次 生活 圏 一1次 生 活 圏 一基 礎 集 落 圏 と い う階 層的 な 圏域 に 区分 して いる。 そ して、

それ ぞれ の 圏域 の中心 部 に お け る生 活 環境 施設 と、 交通 施設 の整備 に重点 をお い

て所管 事 業 を行 って いる。

広域 市 町 村 圏 は 自治省 が推 進 して いる施 策 で あ り、広 域 行政 体制 に総合 性 と計

画 性 を与 え る こ とに 主 眼が お かれ て いる 。1970年 以 来 の地 方 圏 を対 象 とす る広 域

市 町村 計 画 に加 えて 、1977年 か らは大 都市 周 辺地 域 広域 行 政 圏 の計 画 も立 案 され

る こ とにな っ た。 広 域市 町村 圏 は336圏 域(2947市 町 村)が 指定 され、 一部 事 務組

合 及び 協 議 会 が圏 域 の総 合 的 かつ合 理 的 な振 興整 備 を促 進 す るた め に、都 道 府 県

知 事 と協 議 して広 域 市町 村 圏計 画(基 本 構想 、基 本 計画 、 お よび 実施 計 画)を 定

めて い る。 これ らの 計画 の 策定 と実施 の た め に、 国 は補 助 金 の交 付 と起 債上 の 財

政 措置 を行 って い る。

これ ら の計画 で は、都 市 圏 を単 位 と して計 画 を推 進 す る と言 いつ つ も、財 政 力

に恵 まれ た 中心 都 市 に整 備 を集 中的 に投 下 して 、 それ を交 通 網 を通 じて利 用 させ

よ う とい う考 え 方 を とっ て いる。 そ こで は中心都 市 と周辺 地 域 との 関連 関 係 は変

化 しな い もの と して と らえ られ てお り、 都市 圏 を静 態 的 に考 え て いる 。 しか し、

就 業機 会 の多様 性 の よ うに、地 域 の魅 力 が よ り広域 的 な要 因 によ って規 定 され て

いる ことが 明 らか にな る につ れ て、広 域 的 な生 活 圏 ご とに いか に魅 力 あ る地域 を

作 って い くか とい う動 態的 な視 点 が重 要 視 され る よ うに な って きた 。 す なわ ち・

地 域 づ く りの単 位 と して都 市 圏 を と らえ る とい う考 え方 で あ る。
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表2-5定 住構想 と定住構想の計画圏域

定住構想は、第1に 、歴史的、伝統的文化に根 ざし、 自

然環境、生活環境、生産環境 の調和のとれた人間居住の

総合的環境の形成 を図 り、第2に 、大都市への人 口と産

業の集中を抑制 し、一方地方を振興 し、過密過疎に対処

しなが ら新 しい生活圏を確立することにある。

生活圏の最も基本的な単位 として、世帯 を形成 しつつ住

民の一人ひ とりが 日常生活 を営んでいる身近な圏域。 こ

の圏域は、生活 ・生産 を通 じ地理的にも機能的にも密接

な関係を保 って いる農村部の集落圏や身近な環境保全の

単位となる街区で、おおむね50～100程 度の世帯で形成

されている。全 国はおよそ30～50万 の居住区で構成 され

る。

居住区が複数で構成する圏域。例えば、小学校 を単位 と

する広が りを持 ち、コミュニティ形成 の基礎 となる。

全国はおよそ2万 ～3万 の定住 区で構成 され る。

都市、農山漁村 を一体 として、山地、平野部、海の広が

りをもつ圏域。

定住区が複合 して定住圏を形成 し、全国はお よそ200～

300の 定住圏で構成 される。

定住圏は地域開発の基礎的な圏域であ り、流域圏、通勤

通学圏、広域生活圏として生活の基本的圏域であり、そ

の適切な運営を図ることによ り、住民一人ひ とりの創造

的な活動 によって、安定 した国土の上 に総合 的居住環境

を形成す ることが可能 となる。

出典:文 献5)国 土庁(1977)
「第三次全国総合開発計画」大蔵省印刷局

第 三 次 全 国総 合 開 発計画 に お いて は、 経済 の安 定成 長 時 代 を背 景 と し、 国土 の

均衡 利 用 を図 りな が ら人 間居 住 の総 合 的 環境 形 成 を達 成 す る と いう定 住 構 想 を選

択 してお り、そ の 計画 上 の 圏域 と して定 住 圏が 想 定 され て いる441。 定 住 構想 に

基 づ く整 備 方 向 は、地 方 自治 体 が住 民 の意 向 を考 慮 して定 め る こ とと され て いる。

定住 圏 の設 定 自体 も地 方 の側 か ら主 体 的 に行 うべ きで あ る と して 、都 道 府 県知 事

と関連 市 町村 長 の協 議 に墓 つ いて モ デル 定住 圏 が 定 め られ 、 計画 が 策 定 され て い

る45}。 な お、 滋 賀県 地 域 に お いて は、 先 に図2-9に 示 した よ うに、 以 上 の 圏域

の設 定 には かな りの 共通性 が み られ る。

第 四 次 全 国総 合 開 発計 画 に お いて も 、 この考 え 方 は継 続 され て お り、 定 住 圏 を

基礎 と しな が ら広 域 的 に活 発 な交 流 が行 われ る地 域社 会 の形成 を 目標 と して いる。

さ らに、1989年 か ら は、実 績 と意 欲 の あ る広域 市 町 村 圏 を50程 度 ふ る さ と市 町 村



[2.4地 方都市 圏の地域構造 とその分析 方法]41

圏 と して指 定 し、ふ る さ と市 町村 圏 基金 の設置 な どを通 して振 興施 策 の 支援 を行

っ て いる46)。

2.4.3地 域 構 造 の分 析 方 法

以 上 の よ うに 、地 方都 市 圏 の地 域 構造 の 概念 が提 案 され て いるが 、実 際 の地 域

に お いて実 証 的 な分 析 を行 う方法 につ いて は これ ま で にかな りの研究 の蓄積 があ

る。 ここで は まず 、 「地域 」 と 「構造 」 の概 念 に戻 って考 え る こと とす る。吉 川

に よれ ば、 「地域 とは 、一 つ あ る いは い くつか の要 因に つ いて意 識 した 場合 、 そ

の意識 の断 絶 、 あ る いは意識 の対 象 とな る物 、 も しくは現 象 が消 滅 あ る いは衰 微

して意識 を持 たな くな る まで の範 囲 の土 地 的あ る い は空間 的 拡が りであ る」 と し

て いる47)。 ここで 意識 され るべ き要 因 と して は気 象 を は じめ とす る 自然 的 な要

因か ら、 種 々の人 為 的 な要 因 を取 り上 げ る こ とがで き る。 また、全 体 的 な空 間 に

対 して空 間 的 に ま と ま りを有す る部 分 的 な空 間、 あ る い は空 間的 な ま とま りはな

いが 共通 した特 性 を有 して いる い くつ か の空 間 を一 括 して地 域 と呼 ぶ 場合 も あ る。

機 能 に着 目して地 域 を 同定 す る場合 には 、大 き く2つ のア プ ロー チが 用 い られ る。

第1は 同 じ中心 的 な結 節 点 に結 合 され る領 域 を1つ の地 域 と見 なす 結節 性 ・統 合

性 によ る同 定 で あ り、第2は 活 動や 機 能 の類似 性 をも とに地 域 を設 定 す る と いう

同質性 によ る 同定 で あ る。

都市 圏 の 地域 構造 とは、都 市 圏 とい う 「地域 」 に お ける よ り小 さな地 域 の配 列

また は配 置 の状 態 を示 す 概念 で あ る。 この概念 は、 「シス テム 」 の概念 、 すな わ

ち 「複 数 の要 素 が 関連 関係 を持 ち 、全体 と して一 つ の機 能や 目的 を有 して いるも

の」48}と 対 応 して い る ことか ら、数 々 の システ ム分 析手 法 を地域 構造 分 析 のた

めに利 用 す る こ とが で きる。 都 市圏 と いう地域 は、一 つ あ る いは複数 の都 市 に結

節 され る領 域 を指 して いる こ とか ら、 そ の同定 にお いて は結 節性 の分 析が 重要 で

ある。 さ らに、 そ の 内部 の地 域構 造 を同定 す る際 に は、都 市 へ の結節 性 と同時 に、

同質性 を考 慮 した分 析 が有 効 とな って くる。

以下 で は それ ぞれ の アプ ロー チ にお け る既 存 の 手法 につ いて述 べ る 。

結節 性 ・統 合 性 に着 目 した アプ ロ ーチ で は、部 分 地域 間 の機 能 的な 関連 関 係 の強

さを計 測 す る こ とが 必 要 であ る 。 この 目的 の ため に、種 々 の流 動 を用 い る ことが

で き る。特 に通勤 ・買物 ・業 務 とい った 交 通流 動 は繰 り返 し発 生 し再 現 性 の ある

現象 で あ り、 デ ー タ も整 備 され て いる こ とか ら多 く用 い られ て いる。 その 際 には 、

①OD交 通 量 の絶 対 量 を結 合 の強 さ と して 用 い る方法 、② あ る発地 か らみ て交 通

量 の多 い順 に着地 を順 位付 けす る方法 、 ある い は、 あ る着 地 につ いて 発地 を1頂序

づ けす る 方法 、③OD交 通 量 の発 生 交通 量 、 あ る いは集 中交 通量 に対 す る比 を用

いる方法 が提 案 され て いる49)。 ① は雇 用 力や 購 買力 な どの重要 性 を検 討 す る の

に適 して い るが 、 ゾー ンの広 さや 規模 か らの影 響 が大 きす ぎ る とい う問題 が あ る。

② は、 階層 性 を簡 単 に把 握 で き るが 、重 層性 があ る場 合 に は限 界が あ る。 ③ は重

層 性 とそ の変 化 の把 握 が可 能 な 方法 で あ り、 ア メ リカの標 準 大都 市統 計 圏(SM

SA)の 設 定 に も用 い られ て いる。通 常 この比 率 の値 にあ る閾値 を設 定 し、 それ

を越 す よ うなODペ ァ を抽 出 す る と いう手法 が 用 い られ る。 広 域化 な ど、流動 の
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特性 の変化 の 中で 閾値 を設定 す る方法 に関 して吉 武 らが詳 細 に検 討 して いる5ω 。

また近 年 、 フ ァ ジィ数 を用 いる 方法 も提 案 さ れ て いる。

こ の よ うに して抽 出され た っな が りか ら、 地 域構 造 を把 握 す る方 法 と して は、

ISMな どの シス テム分 析 手法 の 活用 が進 め られ て お り、実 証 分 析 も い くつ か 発

表 され て いる5D。

一 方 、活 動 や機 能 の 同質性 に着 目 した アプ ロ ーチ と して は、 多数 の社 会 経 済 指

標 をも とに して、 等 質地 域 に分 割す る とい う手法 が用 い られ る。 一 般 に、 活動 や

機 能 に は、 普遍 的 に分 布 して いる もの と特 定 の地 域 に偏 在 ・集 中 して いる も の が

あ るが、 ① 活動 ・機 能 の絶 対 量、 お よび ② 面積 や 人 口に対 す る相 対 量 を用 いて分

析 す る こ とが多 い。具 体 的 には、 多数 の指標 を ま とめ るた め の主 成 分分 析 法 、 同

質 性 に基 づ い て個体 を グル ー プ化 す るた め の クラ ス タ ー分 析法 な どの多 変 量 解 析

手 法 が有 効 に活 用 され て いる52)。

この2つ の分 析 内容 は相互 に関連 しあ っ て いる。 他 の 地域 か ら流動 を集 め て い

る結 節 点 で は、平 均 以上 の活 動 が行 わ れ る こ とが多 い。Christallerに よ る式(2.

1)は この よ うな結 節 性 と同質性 との 関連 性 を表 して い る。地 域 構 造 分析 に お いて

は こ のよ うな 関連 性 の検 証 も重 要 な課題 で ある と考 え る。 な お 、結 節 点 の 中心 性

を流 動 の集 中量 で把 握 す れ ば、 これ は活 動 の集 積量 を説 明す る指 標 と して 用 い る

こ とが で きる。 本研 究 で は第4章 お よび 第5章 の活動 立 地 モ デル の作成 に 当 た り、

この よ うな立 地 ポテ ン シャル を用 いる こ と とす る。

地域 構造 を動 態的 に とらえ るた め に は、 以上 の よ うな 分 析 を複数 時点 で実 施 し、

そ の長期 的 な変動 傾 向 を分 析す る必 要 が あ る。 具体 的 には交 通 流 動 のパ タ ー ンの

変化 と、活 動 や機 能 の分 布状 況 の変 化傾 向 を分 析す る。特 に、 人 口移 動 の パ ター

ンは、人 口の定住 化 とい う重 要 な課 題 を検 討 す る上 でぜ ひ とも解 明す べ き もの で

あ る。 そ こで 、入 口移動 パ ター ンに対す る地域 構 造 の影 響 、 お よび 生 活 基 盤 施設

の整備 水 準 に つ いて 、詳 しく分 析す る必 要 が あ る。

2.5滋 賀県地 域 の地域構 造分 析

2.5.1概 説

本節 では滋賀県地域を対象 と して地域構造 を明 らかにする とともに、その長期

的な変動傾向に関する分析 を行 う。あわせて当該地域 にお いて人 口の定住化 を促

進 していくうえで重要な要 因である就業機会 の状況 と、生活環境の整備 水準 につ

いての分析を行 い、対象地域の現況の把握 と地域整備上 の問題点について考察す

ることとする。

ここで実証的な分析を行 うための地理的な単位 と しては、データ収集上の容易

さを勘案 して市町村 を取 り上げることと した。まず1980年 という1時 間断面 をと

りあげ、地域の現状の把握 と諸活動の分布状況や生活環境の整備水準につ いて分

析 を行 う。さ らにそ こで得 られた知見 に基 づいて、多時点における時間断面 を対

象 とした比較分析 を行 い、地域構造の長期 的な変動傾 向に関する知見を得 ること

とす る。
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図2-29自 動車 流動 か らみた 湖北 地域 の 階層 構造(1980年)

この よ うな 地 域構 造 とそ の変動 状 況 に関 す る分析 を通 して 、2.4で 述 べ た よ

うな 地域 構 造 に 関す る基 本 的 な考 え 方(仮 説)を 実 証 的 に検 討す る ととも に、第

4章 、第5章 で行 うモ デル 作成 や 計 画案 作成 のた めの基 礎 的 な情報 を得 る こ と と

す る。

2.5.21時 間 断 面 にお け る地 域構 造 の分 析

ここで は1980年 にお け る地 域 構造 の分 析 を行 う。 まず 交通 流 動 に よる地 域 間 の

結 び つ き とそ の階 層性 に関 す る分 析 と、社 会 経済 的 な各 種 活動 分布 に関す る分析

を行 い、 つ い で両者 の関連 関係 に 関す る分 析 を行 う。

(1)交 通 流 動 を用 いた地 域 の 階層 構造 の分析

国勢 調査 、 交 通情 勢 調査 をも とに交 通流 動 に よ る市 町 村 のつ なが り を分 析 した

が、 先 に図2-10に 示 した よ うに通 勤 流動 の 分布 パ ター ンか ら見 て、 当該 地 域 は大

き く、彦 根 ・長 浜 の両 市 を 中心 とす る湖 北 地域 と、京 阪神 地 域 との結び つ きの強

い湖南 地 域 に 分 け る こ とが で き る。 以下 の分 析 も必 要 に応 じて2つ の地 域 ご とに
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図2-30通 勤流動か らみた湖北地域 の階層構造(1980年)

述べ る こ と とす る。

湖 北地 域 にお け る 自動車OD交 通 量 ・通 勤 流動 に基 づ いて市 町 村 の 階層 性 を分

析 した結 果 を図2-29、2-30に 示 す 。図 中縦 軸 は各 市 町 村 の補 完 地 域 に あ た る と考

え られ る範 囲の 人 口であ り、 都市 の 中心 性 の高 さ を規 定 す る量 で あ る と考 え られ

る。 いず れ の結果 に お いて も、 彦根 市 及 び長 浜市 は交 通 流動 を集 中 させ る 力が 卓

越 して お り、 愛知 川 町 、米 原 町 、木 之 本 町、 高 月町 、 虎 姫 町 が次 のラ ン クに位 置

づ け られ る。 また これ らの町 を中心 と して その他 の町 村 は湖 北地 域 南 部 、 湖北 地

域東 部 、 湖北 地 域 北部 とい った3つ の グル ープ に分 割 す る こ とがで き る 。 そ こで

本研 究 で は 、図2-31に 示す よ う に、空 間 的 に ま とま りの ある5つ の地 域 に 分割 す

る こ とと した。 さ らに、 これ らの地 域 間 の つな が りを整 理 す る た め各 グル ー プ 間

のOD表(表2-6、2-7)を 作 成 した 。 自動 車流 動 、通 勤 流 動 とも に各 町 村 グ ル ー

プ内 の流 動 は多 いが各 町 村 グル ープ 間 の流 動 は少 な い。 しか し、彦 根 市 、 長 浜市

と各 町村 グル ープ 間 の流 動 は多 い こ とが わ か る。
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図2-31湖 北地 域 にお ける市 町村 グル ー プの設 定

以上 の こと を ま とめ る と、(1)彦 根市 、 長浜 市 は他 町村 と比 べ卓越 した 存在 と

な って お り、(2)他 の町村 は強 い つな が りを持 って い る3つ の 町村 グル ープ に分

け られ る。(3)各 町村 グル ープ に お いて も愛知 川 町、 米原 町 、木 之 本町 と いった

副 次 的 な 中心 都 市 が存 在 して いる。(4)彦 根市 、 長浜 市 と各 市 町村 グル ープ との

間 の大 き な流 動 が見 られ る。

湖 南地 域 にお いて も、通 勤 流動 をも とに階層 構造 の分 析 を行 った 。 その 結果 を

図2-32に 示 す 。 これ よ り、 湖南 地域 は県庁 所 在地 で あ る大津 を筆頭 と して 、(1)

今 津 、(2)草 津 ・栗東 、(3)近 江入 幡 、(4)八 日市、(5)水 口 ・甲 西 をそれ ぞ れ 中心

とす る よ うな5つ の地 域 か ら構成 され て いる こ とが わか る。 た だ し、複 数 の 中心

都 市 と結 び つ いて い る市町 村 も多 く、 これ らの境界 は重 な りあ って いて、 重 層 的

な 構造 を有 して いる と考 え られ る。

湖 南地 域 で は、地 域 外へ の流 出が 多 い こ とが特徴 とな っ て いる。 各市 町 村 か ら

発 生 す る通 勤 流動 ・買 物流 動 ・業 務 流動 の うち域外 へ 流 出す る トリップ の割 合 を
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表2-6 市町 村 グル ー プ 間 の 自動 車流 動(1971,1980年)

彦 根 長 浜 湖北地域南部 湖北地域東部 湖北地域北部 湖南地域
他府県

彦 根 6Q720

31173

3073

1161

10772

5250

3739

1455

1374

619

7471

4464

2684

1998

長 浜 2933

1041

33959

17385

439

154

5926

2575

10490

5222

1142

779

1670

1236

湖北地域南部 10841

5296

418

210

30285

13207

375

277

0

69

10319

5132

1214

355

湖北地域東部 3551

1357

5919

2552

380

287

22590

8606

1104

796

694

509

2376

1746

湖北地域北部 1383

664

10266

5239

30

91

1325
740

38520

16476

866

482

1452

508

湖南地域 7315

4500

1175

710

10240

5068

744

494

856

512

616257

291021

44534

30708

他府県 3314

1870

1965

1280

1367

318

2414

1731

1576

484

44959

30915 =

(注)上 段1971年 トリップ数

下段1980年 トリップ数

表2-7 市 町村 グル ープ 間 の通勤 流 動(1960,1970,1980年)

彦 根 長 浜 湖北地域南部 湖北地域東部 湖北地域北部 湖南地域 他府県

34101 605 1606 601 210 3027 1903

彦 根 36441 320 728 534 119 2382 1718

36382 284 616 384 31 1583 1484

1126 21174 42 1060 1465 375 362

長 浜 756 24130 0 707 784 220 328

429 24763 0 493 461 95 291

3787 88 20545 71 o 3610 856

湖北地域南部 3247 40 24935 46 0 2251 900

2288 39 26830 15 0 1648 674

1966 1569 62 13944 193 563 1981

湖北地域東部 1556 1245 11 17189 117 248 1660

1551 1441 0 19838 62 104 1405

841 5518 0 536 24211 236 470

湖北地域北部 621 5017 0 353 29847 105 444

400 3269 0 203 35657 32 401

2673 472 1828 36 44 313795 52037

湖南地域 1755 128 639 27 70 290749 32130

1589 32 483 0 o 274871 23671

476 238 270 734 253 14258 一

他府県 363 131 62 567 149 8560 一

309 100 59 367 89 3901 }

(注)上 段
中段

下段

1980年 の トリップ数

1970年 の トリップ数

1960年 の トリップ数

図2-33に 示 す。 まず 、通 勤流 動 で は、 大 津 、草 津 、守 山、 野洲 、 近 江八 幡 、安 土 、

能 登川 な どのJR東 海 道 本線 沿線 、 お よび 志賀 か らの流 出が 多 い こ とが わ か る。

能 登川 は彦根 に隣 接 して お り湖北 地域 へ と流 出 して いる もの も多 いが 、 東海 道 本

線 を利 用 す れ ば京 都 都心 部 まで1時 間弱 で到達 でき る こ とか ら、京都 方 面 へ の流
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出 も相 当数 含 まれ て いる 。次 に買 物 流動 をみ る と、や は り東 海 道本 線 の市 町 村 か

らの流 出が 多 い こ とが わ か る。志 賀 か らの流 出 も多 いが 、地理 的 に京都 に近 く、

JR湖 西 線 に よ り湖 南 地域 内 の他 の市町 村 へ の ア クセ ス に比 べ て も京都 へ の ア ク

セ ス が良 い こ とが原 因 とな って い る。 また 、五 個荘 か らは、 彦根 や 隣接 す る愛知

川 な どの湖 北地 域 へ の 流 出が多 い と考 え られ る。 なお 、湖 西 地域 はパ ー ソ ン トリ

ップ調 査 の対 象 地 域外 であ り、デ ー タ を得 る こ とがで き なか っ たが 、JR湖 西線

の利 用 によ り相 当数 の トリップが京 都 ・大 阪へ流 出 して い る ことが 予想 され る。

さ らに業務 流 動 につ い て考察 す る と、 大津 、 草津 、 栗東 、 野洲 、 石部 、 竜 王、 蒲
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図2-33流 動 の地 域 外 へ の流 出率(1980年)

生な ど名神高速道路沿線 で流出率 が高 い。その理 由 としては これ らの市町村は交

通の便が良く、京阪神の企業の倉庫や工場 が進出 していることが考 えられる。ま

た、買物流動の場合 と同様 に大津や志賀か らの京阪神都市圏への流 出や五個荘 か

ら湖北地域へ の流出も多いことが明らカ・となった。

以上の分析より、交通流動 のうちかな りの部分が湖南地域か ら外へ流 出して い

ることが確認 できた。特に買物 トリップや業務 トリップの流出によ りサー ビス産

業の需要が地域外へ流出してお り、地域内の産業の発展 のためにはこのような流
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表2-8 産業活動 の空間的な集 中度

1960年 1970年 1980年

分散 順位 クラスター 分散 順位 クラスター 分散 順位 クラスター

建設 0.0704 8 A 0.0709 13 A 0.0625 16 A

製造 0.1066 4 C 0.0897 9 C 0.0727 12 A

金融 ・保険 0.1127 3 C 0.1126
・4
C 0.1193 5 G

不動産 0.1764 1 G 0.1400 2 G 0.1299 2 G

運輸 ・通信 0.0962 6 C 0.0853 10 B 0.1299 2 G

電気 ・ガス 0.'1430 2 E 0.1176 3 C 0.1175 7 E

サー ビス 0.0761 7 B 0.0831 11 C 0.0860 11 C

公務 0.0664 14 A

小売 ・卸売 0.1205 5 C 一 一 一 一 一 一

卸売業 0.1573 1 F 0.1261 4 F

衣服小売 0.1013 7 C 0.1015 8 G

食品小売 0.0632 14 A 0.0699 13 A

自動車小売 0.0767 12 C 0.0916 10 D

家具小売 0.0986 8 C 0.0937 9 F

飲食店 0.1041 6 C 0.1182 6 F

他の小亮業 0.1091 5 F 0.1339 1 H

人口 0.0555 9 A 0.0610 15 A 0.0654 15 A、

注 クラスターAが 空間的に最も分散 しており、
B、Cの 順に、空間的な集中度が高くなる。

出をいかに小 さくして いくかが大きな課題であると考 えられる。

(2)活 動 の分布状況 に関す る分析

つ いで活動の分布状況に関 して考察する。

まず湖北地域の第3次 産業の分布 を取 り上げる。一般的に第3次 産業 は卸売業

のように特定市町村 に集中 している業種 と、飲食品小売業のようにいずれの市町

村にもち らばって分布 している業種 の2つ に分類 できる。 これ らの業種 の空間的

な集 中度の差異 を調べるため従業者数の市町村構成比(都 市圏の総従業者数に 占
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表2-9 第3次 産業の分類結果

地域サービス サービス業 公務

地域小売り 飲食料品小売業 自動車 ・自転車小売業

広域サービス 金融 ・保険業 不動産業 運輸 ・通信業

電気 ・ガス ・水道業 飲食店 卸売業

広域小売 り 繊維 ・衣服 ・身の回り品小売業

家具 ・建具 ・じゅう器小売業

地域小亮

口0.04～0.06

屋≡≡ヨ0。06～0.08

㎜0.08～0.10

■■0.10～

[コ0.010～0.015

匡≡≡≡ヨ0・015～0●020

歴囲圖蜀0.020～0。025

■■llO.025～0,030

広域小亮

0～0.01

§0.01～0.02

團羅0.02～0.03

1■1■10.03～0.04

地域サービス 広城サービス

図2-34第3次 産業 従 業 人 口(対 入 口比)の 分 布(1980年)

口0～0.01
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1960年 1970年 1980年

口[コ 圏i團 翻 ■ ■ ■
0～0・050・05～0・100 ・10～0・150・15～0.200.20～0.250.25～0 .300.30～0.35。.35～

図2-35製 造 業従 業人 口(対 人 口比)の 推 移

め る当該 市 町村 の従 業者 数 の割 合)の 分散 値 を求 め た。 空間 的集 中度 の大 き い業

種 ほ どこの 分散 の値 は 大 き くな る ことが 予想 され る 。表2-8か らわ か る よ うに、

卸 売 業 の よ うな集 中立地 型 業種 で は分散 が大 き くな り、逆 に飲食 品 小 売業 の よ う

に集 中度 の低 い業 種 で は分散 の値 が小 さ くな っ て いる。 そ こ で表2-9に 示 す よ う

に第3次 産 業 の分 類 を行 う こと と した 。

この業 種 分類 の結 果 に基 づ いて 各 々の 業種 の空 間 的な 分布 状況 を ま とめた結 果

を図2-34に 示 して いる。 地域 小 売 サ ー ビス業種 は人 口の 多 い彦根 市 、 長浜市 に特

に多 く集 中 して いる も のの 、 いず れの市 町 村 に お いても立 地 が見 られ る。 一方 、

広域 小 売 サ ー ビス 業 は彦根 市 、 長浜 市 、木 之本 町 、愛 知川 町 、 米原 町 と い った特

定 の市 町村 にか た よ っ て集 中 して い る。

製造 業 の立 地 分布 の状 況 を図2-35に 示 して い る。彦 根市 、 長浜 市 で の立地 量 が

特 に大 き く、 っ いで愛 知川 町 、 高月 町 で の立地 量 が多 い。 また、 人 口当 りの製 造

業従 業者 数 を各市 町 村 で 比較 して みる と愛知 川 町 、高 月町 、 虎姫 町 で高 い値 とな

って お り、 これ らの市 町村 で は製 造 業へ の依 存 が 大 き いこ とが わか る 。

一 方、 湖 南 地域 の第3次 産 業 の分 布 は、 ほ ぼ人 口に比例 して いる こ とが わか っ

た 。 小売 業 、 卸売 業 と人 口の 関係 を図2-36、2-37に プロ ッ トして いる 。 これか ら、

小 売業 はほ ぼ 人 口に比例 して立 地 して い る一 方 、 卸売 業 は人 口 との 関係 が 強 いも

の の、 草 津 に少 な く、栗 東 に 多 い と いう傾 向が 見 られ る。 これ は、草 津 は大 津 に

隣接 して お り独 立 した機 能 を持 ち に くいが 、粟東 は名神 高 速道 路 の イ ン ター チ ェ

ンジが あ り、京 阪 神都 市 圏 との広 域的 な つ なが りに有利 であ る こ とが 原 因 で ある

と考 え られ る。 サ ー ビス産業 従 業入 口も人 口に ほぼ 比例 して いるが、 人 口1人 当

りのサ ー ビス産 業 の立 地量 を示 した図2-38に よれ ば、大 津 や入 日市 、 水 口、今 津
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1960年 1970年 1980年

口 口 ∈ヨ 國 匿團 ■ ■

0～0・0250・025～0・0500・050～0.0750・075～0.1000 .100～0.1250.125～0.1500.150～0 .175

図2-38サ ー ビス 産業 従 業人 口(対 人 口比)の 推移

な ど、古 くか ら広 域 的 な交通 の 要衝 で あ る市 町村 と、名神 高 速 道路 の イ ン ターチ

ェ ンジが あ る栗 東 で は、 よ り多 くの集積 が み られ る こ とが わか った 。 こ の こ とか

らサ ー ビス産 業 は人 口の規 模 にほ ぼ比例 して い る と同時 に、 他 の地 域 との広域 的

な つ なが りの影 響 を受 けて い るこ とが わか る。

つ ぎ に製 造 業 の分 布 状況 につ い て考 察 す る。 図2-39よ り、 製造 業 従業 人 口は工

業 用地 面積 や 交 通条 件(大 阪 圏 へ の時 間距離)と の 関係 が強 い ことがわ か る。 実

際 、工 業 団地 を造 成 した 甲西 な ど の地域 や 、交 通条 件 に有 利 な粟 東 な ど名神 高速

道路 沿線 地 域 には多 くの集 積 が あ る ことが わか る。

(3)流 動 か らみた 階層 構造 と、 活動 の 分布 との関 連性 の分 析

第1次 産 業 、 第2次 産業 、地 域 型 の3次 産 業 は、 広範 に立 地 して い る。立 地 量

は人 口規 模 や 交通 条 件 に依 存 してお り、 階層 構 造 との関連 性 は 明確 で はな い。 こ

の うち 、第2次 産 業 は、交 通条 件 や工 業 団地 な どの整 備 に よっ て立地 が 進展 す る

傾 向が み られ た 。 また 、 その変 化 ス ピー ドは大 き い。

これ に対 して広 域 型 の3次 産 業 は、階 層構 造 の上 位 に位 置 す る 中心 都 市 に立 地

が集 中 して お り、湖 北 地域 で は副 次 的な 中心 都 市 に ある程 度 立地 が み られ る ほか

は立 地量 は少 な い。 湖 南地 域 で は、人 口規模 の多 い市 町村 が 中心 都市 を形 成 して

い るが、 人 口あ た りの 立地 量 か らわ か る よ うに、や は り階層 構造 にお い て上位 に

あ る中心 都 市 で は立 地 が多 い。 ただ し、 栗 東 に代表 され る よ うに、 大都 市 圏 へ の

交 通 条件 の優 れ た ところ でも 、 これ らの活動 の立地 が多 くな る傾 向が あ る。
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図2-39製 造 業 従 業入 口 と立 地 条 件(1980年)

2.5.3地 域構 造 の 長期 的 変動 に関 す る分 析

次 に、交 通 流動 に基 づ く市 町村 の階層 構 造 、各 種 活 動 の分 布 状況 の長 期 的 な変

化状 況 お よび 人 口移 動 の長期 的 な変 化状 況 を分析 し、対 象 地 域 の地 域 構 造 の 変動

状況 を明 らか にす る こ ととす る。

(1)交 通 流動 に基 づ く階層 構 造 の 変動 分 析

湖 北地 域 にお け る1970年 の 階層 構造 を図2-40、2-41に 示 して い る。 これ と先 の

図2-29、2-30と を比較 す れ ば 、交 通流 動 を集 中 させ る力 は、 彦根 市 、 長浜 市 が卓

越 して い る こ とに変化 はな いも のの 、高 月 町 と虎 姫 町 と木之 本 町 の 間 で 階層 性 の

逆 転 が み られ る。 この こ とは 中心都 市 と して の彦 根市 、 長浜 市 の都 市 機 能 の卓 越

性 は安 定 して い るも の の、周 辺 地域 にお け る副 次 的 中心都 市 に お いて は都 市 機 能

の階層 性 の逆 転 の 可 能性 が あ る と いう こ とにな る。 つ ぎに先 の 表2-6、2-7で 市
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町村 グル ープ 間 の交 通流 動 の変 化 状況 をみ る と、 市町 村 グル ー プ 内で 完 結 す る流

動 は減 少 して いるも の の市 町村 グル ー プ間 は増 加 して お り、 特 に通 勤 流 動 の広 域

化 の傾 向 が顕著 に見 られ る。 しか し、市 町村 グル ープ 内 の流 動 と比 較 して 「湖北

地 域 北部 」、 「湖 北 地域 東 部 」、 「湖北 地 域南 部 」 の各 市 町 村 グル ー プ間 相 互 の

っな が りは依然 と して それ ほ ど強 くな く、 この3つ の 町村 グル ープ は互 い に独立

した ま とま りを有 して い る こ とが わ か る。

一 方 湖南 地域 の通 勤 流動 に基 づ く1960年 と1970年 の階層 構 造 を図2-42 、2-43に

示 して いる。 図2-32と の比 較 に よ り、 この20年 間 で通 勤流 動 が広 域 化 し、 つな が

りが複 雑化 して 、重 層 的 な階 層構 造 が形 成 され て きた こ とが わか る。 個 々 の市 町

村 間の つ なが りも大 き く変 化 して お り、 階層 性 の逆 転 も数 多 く観 察 され る 。特 に、

栗 東、 甲西 がそ の位 置 を大 き く上昇 させ 、新 た に 中心 都 市 と しての 役 割 を持 っ よ

うにな った が、 これ らは、 名神 高速 道 路 をは じめ とす る交 通 網 の整 備 に よ る も の

であ る と考 え られ る。

(2)活 動 立地 分 布 の変 動 に 関す る分 析

まず 湖 北地 域全 体 で の従 業 者数 の変 化 をみ る と、① 第1次 産 業従 業 者 数 は1980



[2.5滋 賀県地域 の地域構造分 析]57

(万人)

g

仙

下

位

市

町

村

人

口

2

1

今 津 ・

濃漁
朽木

大津

%
%
%

5
4
3

ロ一「

}}働

、

,/1"パ ・、
,"1、"1、
"1、
/,'・ ＼"8、
,"1、
,',ノ1、 、

//}＼'

/1＼/1
＼

…

…草津
1

ll・こ・、1

/
守山

1瞬 ＼

ilN、
ll;l

l冒1
:等li陳
東水副

lu

近 江入 幡

門 ＼

月

'1
'i

'l

ll
l

賀

信楽
1
申主

lll
lll

iu暁 洲

、 、i

'1。 。 晦

ll

ll'

'1'日
、'
'M,'
'
.}/

'却

徳缶雌 安土

、

、

入目市

4

肢 へ

能畳川

五個荘

永淑寺

図2-43通 勤 流動 か らみた 湖南 地域 の階層 構造(1970年)

年 時点 で!960年 の約1/3ま で減 少 して いる点 、② 第2次 産 業 では電 気製 品 製造 業 、

金 属製 品 製造 業 、輸 送 機 械製 造 業 とい った 業種 で従業 者数 が増 加 して い る点 、③

第3次 産 業 で は、 卸 売業 、 サ ー ビス業 とい った業種 で従 業者 数 が増 加 して いる点

が特 徴 的 で あ る。

これ を市 町 村 ご とに調 べ る と、彦 根市 、 長浜 市 で の製造 業 従 業者数 はす べ ての

業種 で他 の市 町 村 に お ける従 業者 数 を大 き く上 廻 っ て いる という状 況 に は変化 が

な い。 ほ とん どの 町村 で製 造 業従 業 者数 は増 加 して い るが、 長浜 市 、虎 姫 町 で は

逆 に滅 少 して いる。 また 高月 町 に お いて は一般 機械 器 具製 造 業 、電 気機 械 器具 製

造 業 と いった 業種 につ いて は、1960年 か ら1980年 までの20年 間 でそ れ ぞれ2倍 、

10倍 も増 加 して お り、 また輸送 用 機 械器 具 製造 業 や鉄 鋼 、非 鉄 金属 、金 属 製 品製

造 業 と いった 業種 にっ いて は新 た に立地 が 行 われ た こ とが わか る。 これ らの 業種

は互 いに立 地傾 向 に強 い関連性 が み られ 一般 機 械器 具 製造 業 、 電気機 械 器 具製 造

業、輸 送 用 機 械器 具 製 造業 とい った 業種 が増 加 して い る市 町 村 で は鉄鋼 業 、 金属

製 品 製造 業 と いった 業 種 も増 加 して いる。

第3次 産 業 につ いて は特 に彦根 市 、長 浜 市 の従 業者 数 が卓 越 して いる こ とに は
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地域サービス
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地域小売業
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広域サービス
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広域小売桑
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図2-44市 町村 グル ープ ごとの産業活動立地量 の推移

変 化 は な く、 また 木 之本 町 、愛 知川 町 、 米原 町 とい った 副 次 的 中心都 市 で広 域 型

の3次 産 業 の立 地 が 多 い とい う こ とにも 変化 は見 られ な い。通 勤 流 動 を集 中 させ

る力 が増 して きた 高 月町 で は、 広域 サ ー ビス業 、広 域 型 小 売業 の従 業 人 口は増 加

して いるが 、木 之 本 町 に比較 す れ ば依 然 小 さ い値 とな って お り、商 業 活動 の立 地

量 の変 化 は工 業 活動 の変 化 に比 較 してゆ るや か な こ とが 判 明 した。

図2-44を 参 照 す れ ば、 彦根 市 、 長浜 市 に お いて は第2次 産 業 の従 業 者数 は あ ま

り増 加 して いな い。一 方 、特 に広域 サ ー ビス業 と地 域 サ ー ビス 業 は著 し く増 加 し

て いる こ とがわ か る 。他 の市 町 村 グル ープ で は、第2次 産 業 と地 域 サ ー ビス業 の

従 業者 数 は増 加 して い るが 、広 域 小売 業 、広 域 サ ー ビス 業 は あ ま り大 き く変 化 し

て いな い。 この こ と と前述 の交 通 流動 の 変動 状 況 の分 析 結果 を合 わ せ れ ば 、 モ ー

タ リゼ ー シ ョ ンの進 行 によ る通 勤 や 買物 交通 の広域 化 ととも に 、彦 根市 、 長浜 市

の通勤 圏 、 買物 圏 が拡 大 す る こ と とな り、 高次 の 第3次 産 業 は特 に既 存 の集 積 度

の高 い彦 根 市 、長 浜市 で成 長 し圏 域全 体 で の購 買 量 の増 加 分 を これ らの両 市 で吸
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図2-45市 町村 グル ープ ごとの人 口の推 移

収 して い る と結 論 づ け る こ とがで き る。

つ ぎ に人 口の分 布状 況 の変動 につ いて分 析 を行 った。 入 口は彦根 市 、長 浜 市、

愛 知川 町 、木 之 本 町 で は増 加 して い るが 、他 の町 村 で は横 ば い状態 か あ る いは減

少傾 向 にあ る こ とが わか る 。図2-45よ り、 市 町村 グル ープ ご とに人 口の変 動状 況

を と りま とめれ ば 、特 に湖北 地域 東 部 に お いて人 口が減 少 して いる。人 口構成 を

調べ る と、5つ の市 町 村 グル ープ のす べ てに お いて60歳 以上 、45～59歳 の人 口が

増 加 し、逆 に0～14歳 、15～29歳 の人 口が 減 少 して お り、人 口構成 の老 齢 化 の傾

向が み られ る。 と りわ け湖 北地 域 東 部 での0～14歳 の入 口の著 しい減 少 が 注 目さ

れ る。人 口移動 に関 して は表2-10に 示 す よ うに、 彦根 市 か らは湖 南地 域 や 他府 県

へ の 移動 が 大 き く、 他 の市 町村 グル ー プか らは グル ープ 内 の市 町村 及び 彦 根市 へ

向 う移 動 が 大 き い。 そ の ほか は長 浜市 か ら湖 北地 域 北 部 に、 また湖 北地 域 南部 か

らは湖 南地 域 に、 また湖 北地 域 東 部 か らは他 府県 に、 そ して湖 北 地域 北 部 か らは

長浜 市 に 向 う人 口移動 が際立 って多 い。 こ の事実 を先 の地 域構 造 分析 の 結
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表2-10市 町 村 グル ー プ間 の人 口移 動 パ タ ー ン

前住地＼居住地 彦 根 長 浜 湖北地域南部 湖北地域東部 湖北地域北部 湖南地域 他府県

彦 根
=

111

131

301

308

99

159

76

125

819

484

2460

4077

長 浜 286

99 =
20

19

109

152

431

461

232

198

1118

1265

湖北地域南部 370

206

16

25

211

252

16

21

17

19

529

357

744

1070

湖北地域東部 143

102

114

130

14

35

137

154

73

46

174

88

694

800

湖北地域北部 119

109

358

407

19

13

93

48

451

306

246

260

838

1276

湖南地域 553

585

170

301

350

425

124

165

246

358

12284

8945

21484

29218

他府県 2383

2329

991

1539

814

1281

564

1040

893

1668

29502

22364 =

(注)上 段1981年

下段1970年

果 と合 わせ て考 察 す る と、交 通 流動 によ る つな が りの強 い地 域 の間 で 人 口の 移動

が起 こ りや す く、 そ の場合 も現 住地 よ りも よ り機 能 の高 い市 町 村 へ 向 って 移動 す

る場 合 が多 い ことが わ か った。

人 口移 動 に関連 して、 生活 基 盤施 設 の整 備 水準 につ いて分 析 を行 った 。表2近1

を みて もわ か る よ うに、 し尿 処理 、 ゴ ミ処 理 、保 育 と い った面 で湖 北地 域 南 部 及

び長 浜市 が 充実 して お り、逆 に湖北 地域 東 部 が特 に劣 って い る こ とが わ か る。 ま

た住宅 施 設整 備 の 水準 につ いて は 、公 営住 宅 は湖北 地 域南 部 、 湖 北 地域 北部 及び

彦根市 にお いて充 実 してお り、 湖 北地 域 東部 で は遅 れ て いる。 公 的 住 宅 開 発件 数

に関 しても 、湖 北地 域 南部 、 湖 北地 域 北部 及 び 長浜 市 が 多 く、 また 湖 北地 域 東 部

で少な い。 また 公 的住 宅 開発 面積 で は彦根 市 、 長浜 市 が 多 く、!人 当 りの住 宅 面

積 をみて も湖 北 地域 南 部 で大 き い値 を示 して いる。 以 上 の 結果 か ら、 生活 環 境 の

水準 は彦根 市 と長浜 市 お よび 湖 北地 域南 部 で優 れ て お り、 湖 北地 域 東 部 で の遅 れ

が著 しいこ とが わか る。 この よ うな 状 況 が人 口の減 少 の一 因 とな って いる と考 え

られ る。

一 方 、 湖南 地 域 に お ける製 造 業従 業 人 口の変 動 を先 の図2-35か ら調 べ る と、製

造 業 は竜 王や 入 日市 に多 く立 地 して きた こ とが わ か る。 これ は 名神 高 速 道 路 の イ

ン ターチ ェ ンジの 開設 に よ って 交通 条 件 が改 善 され た こ と によ り、京 阪 神 都 市 圏

の立 地 企 業が 流 入 してき たた め と考 え られ る。 また 、湖 南工 業 団地 の造 成 され た

甲西 にも 立地 が進 ん でき て い る。 この よ うに 、交 通 条件 を初 め とす る立 地 条 件 の

改 善 は、 製造 業 の立 地 に大 きな 効 果 を持 っ て い る こ とがわ か る 。

図2-38か ら湖 南地 域 にお け るサ ー ビス産 業従 業人 口の変 化 を調 べ る と、 大 津 をは

じめ とす る 中心都 市 に 当た る市 町 村 に お いて 、サ ー ビス の集積 が多 い と い う傾 向
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表2-11湖 北地 域 の 生活 基盤 施 設 の整 備 状 況(1983年)

し尿衛生

処 理 率

ゴミ衛生

処 理 率
保育幼稚
園収容率

宅 地 整 備 事 業 公営住宅 宅地面積
面 積 向人ロ比 件 数 同人口比 戸 数 同入ロ比 面 積 同人口比

彦 根 0,564 O,224 0,812 1108547 12.3582 42 0.000046 854 0.095202 1327 0.014790

長 浜 0,767 0,588 0,953 503626 9.1677 52 0.000094 406 0.007390 720 0.013106

湖
北
地
域
南
部

愛東 1,000 0,250 1,333 0 0.0 0 0.0 30 0.OO5194 57 0.009870

湖東 1,000 0,140 1,038 0 0.0 0 0.0 60 0.006311 167 0.017564

難 1,000 0,151 1,OO6 441 0.0554 1 0.000012 2 0.000251 940 0.正18061

愛知川 1,000 0,316 1,048 50109 5.5235 17 0.000187 105 0.011574 195 0.021495

豊郷 1,000 0,239 1,161 119556 16.6188 7 0.000097 316 0.043926 122 0.016959

甲良 1,000 0,186 1,095 176347 19.4686 15 0.000165 146 0.016118 150 0.016560

多賀 1,000 0,174 1,524 0 0.0 0 0.0 0 0.0 211 0.022727

東
部

山東 0,330 0,134 0,979 0 0.0 0 0.0 0 0.0 220 0.017923

伊吹 0,313 0,148 0,890 0 0.0 0 0.0 0 0.0 122 0.019201

米原 0,751 0,322 1,050 112392 8.8967 14 0.000110 113 0.008944 142 0.011240

近江 0,400 0,正33 0,917 0 0.0 0 0.0 0 0.0 U8 0.014617

湖
北
地
域
北
部

浅井 0,339 0,061 1,206 0 0.0 0 0.0 0 0.0 179 0.015072

虎姫 0,548 0,337 1,295 214505 34.8279 25 0.000405 416 0.067843 74 0.012015

湖北 0,442 O,098 0,883 0 O.0 0 0.0 0 0.O 161 0.018057
びわ 0,327 0,098 0,957 20631 2.6430 2 0.000025 0 O.0 135 0.017294

高月 0,740 0,165 O,872 o 0.0 0 0.0 10 0.001040 221 0.022985

木之本 0,825 0,500 1,188 100035 9.6438 15 0.000146 173 0.016677 95 0.009158

余呉 0,310 0,000 0,988 24969 4.9365 3 0.000059 76 0.015023 66 0.013049

西浅井 0,524 0,619 1,043 0 0.0 0 0.0 0 0.0 59 0.011238

南部 平均 1,000 0,208 1,172 346453 5.9890 40 0.000065 659 0.011390 1842 0.031840

東部 平均 O,449 0,184 0,959 11239 2.8571 14 O.OOOO11 113 0.002873 602 0.015300

北部平均 0,507 0,234 1,055 360140 5.3358 45 0.000067 675 0.010376 990 0.015211

注)し 尿衛生処理率;年 間総排出量/年 間総収集処理量

ゴミ衛生処理率=(焼 却処理+高 速堆肥処理)/年 間総排出量

保育幼稚園収容率=幼 稚園 ・保育所収容定数/幼 年人口

1965～70

口
一 〇

昌

0-500

1970～75・

醗
500-1000

繍
1000-2000

1975～80

■ ■■

2000-30003000-(人)

図2-46地 域 外 へ の通勤 入 口の増 加

は変 わ っ てな い こ とが わ か る。 また、 下位 地 域 に あた る町 村 で は、人 口に対す る

サー ビス規 模 が縮 小 してき て いる こ とが わか る。 これ らの地域 では 、サ ー ビス の

供 給 を 自市 町 村 よ りも 上位 の市 町村 に求 め て いる割 合 が増 え た もの と考 え られ る。

しか しなが ら、上 位 の市 町村 にお いて も、 人 口に対 す るサ ー ビス規模 はあ ま り拡

大 して お らず 、 消費 需 要 の増 加 分 のか な りの 部分 が 域外 、特 に京 阪神 都 市 圏 に流
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出 して いる と考 え られ る。

湖 南 地域 にお い て は、京 阪神 都 市 圏へ 通 勤す る世 帯 の増 加 によ っ て地 域 人 口が

大 き く増 加 した。 図2-46に 京 阪神 に通 勤 す る人 口の変 化 量 を示 す 。 これ よ り、通

勤世 帯 は大津 を は じめ として草 津 、守 山 、野 洲 、近 江 入 幡 な どのJR東 海 道 本 線

沿線 に多 く、 その 変化 量 も大 き くな って きて いる。 また志 賀へ の 流入 量 が1975年

以 降増 えて いるが 、 これ は1972年 にJR湖 西線 が開 通 した た めで あ る と考 え られ

る。 さ らに最 近 で は、 甲西 、 甲南 な どJR草 津 線 沿線 に お い ての増 加 が 認 め られ

る。以 上 の こ とか ら通勤 世 帯 の増 加 はJR線 沿 線 に多 く、 特 に大津 に多 い こ とが

わ か る。 これ らの市 町村 で は人 口が増 加 して い るが 、 それ 以 タトに も入 日市 と いっ

た地 域 の拠 点 と して の市 町村 や 、 甲 西、 竜王 と い った製 造 業 の立 地 の進 ん だ市 町

村 での 人 口増 加 が認 め られ る 。

以 上 の実 証 的な 分 析 を通 じて 、滋 賀 県地 域 に お いて は 、彦 根 ・長 浜 を 中心 都 市

とす る安 定 的 な階 層構 造 を有 して い る湖 北地 域 と、 大津 お よび い くつ か の 中心 都

市 を持 ち、 そ の階層 構 造 に変 動 が見 られ る湖 南地 域 と いう 、2つ の性 格 の異 な る

地 方都 市 圏 が あ る ことが わか った。 いずれ の都 市 圏 も 、2.4で 提 案 した よ うな

中心都 市 と周 辺 地域 か らな る階層 構 造 を有 して い る と考 え られ る 。湖 南 地 域 の 地

域 構造 は京 阪 神都 市 圏 か らの影 響 や 、広 域 的 な交 通施 設 整 備 の影 響 を受 け て か な

りの程 度変 動 して お り、階 層性 の変化 も しば しば起 こっ て いる。 さ ら に湖南 地 域

で は、 人 口の増 加 に ともな うサ ー ビス産 業 の発展 力 の部 分 が京 阪 神都 市 圏へ 流 出

して お り、 この よ うな流 出を いか に小 さ くす るか が課 題 とな っ て いる 。

都 市 圏 の内部 に着 目す る と、周 辺 地域 にお ける地 域 型3次 産 業 の立 地 は人 口 と

の相 関 が高 い こ と、 また 、京 阪神 都 市 圏へ の 通勤 者 や 第2次 産 業 の 移転 立 地 な ど、

京 阪神 都 市 圏 か らの影 響 が広 くみ られ る こ とが わか った。 広 域 型 の3次 産 業 の 立

地 や人 口移 動 の パ ター ンは都 市 圏 の 階層 構 造 と密 接 に 関連 して い る こ とが確 か め

られ た。 さ ら に中心都 市 にお け る広域 型3次 産 業 は、広 域 的 な交 通 条 件 の 変化 か

らも大 きな 影響 を受 け て いる。 特 に湖 北地 域 での産 業 の振 興 を考 え る場合 に は、
この よ うな 条件 が立 地 誘 導 を行 う上 での制 約 とな る た め、 地域 構 造 を考 慮 した整

備 案 の作成 を図 る必 要 が あ る。

2.6結 語

本章では地方圏の基盤施設整備計画を考える上で基礎 となる、地 方都市圏の考

え方 とその財政構造 ・地域構造の分析方法を示 した。また滋賀県地域 における実

証分析を行 い、次章 以降の分析 において考慮すべき情報 の整理 を行 った。2.2
では地方都市圏の財政構造分析の方法 を示 し、地域社会、地域経済、地方財政相

互の関連関係 を明らかに した。特 に、移出型産業 と地方財政 が経済循環 において

基本的な役割 を果た していることか ら、この両者 の機能 を長期的に高めることの

できるような基盤施設整備が重要であることを論 じた。2.3で は、滋賀県地域

を対象に して実証分析を行 い、当該地域 の公共投資問題 の概要 を示す ととも に、
財政構造分析の有用性 を検証 した。 これ より滋賀県地域 では、移出型産業が集積
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し、財政 的 な 自立度 の ある湖 南 地域 と、財 政 によ る経済 循 環 の維 持 が不 可 欠 な湖

北地 域 とい う、 複数 の都 市 圏 の間 で の整備 財 源 の移 転 が重 要 な課 題 とな って い る

こ とを示 した。2.4で は地 方都 市 圏 の地 域 構造 の考 え 方 と分 析方 法 に関 す る既

存 の研 究 の レ ビュー を行 った 。 さ らに その成 果 に基 づ いて、 中心 都市 と周 辺地 域

か らな る地 方都 市 圏 の 概念 を明 らか に し、 そ の分 析方 法 を示 した。2.5に お い

て は滋賀 県 地 域 に お ける実 証 分析 を行 った 。 これ に よ り、 当該 地域 は 中心 都市 と

周辺 地域 よ り成 る2つ の地 方 都市 圏 にわ け られ るが 、湖 北地 域 が比 較 的安 定 した

構造 を持 ち、 湖 南地 域 は時 間的 に変 動 が見 られ る こ とが わ か った 。

本章 で は実 証 的 な デ ー タか ら地 方都 市 圏の 経済 ・財 政 構造 や 地域 構造 を 明 らか

に して きた 。次 章 以 降 で は、 これ らの構造 に基 づ いて モデル の開 発 を行 うが 、逆

にモ デル の数 理 構 造 か ら本 章 で述 べ た よ うな 構造 の特 性 が 明 らか に でき る もの と

考 え て い る。
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第3章 複数都市圏への整備財源の配分問題に関する研究D

3.1概 説

本章 で は、 複数 の地 方都 市 圏 か ら構成 され る地 域 を対 象 と して 、定 住基 盤整 備

のた めの整 備 財源 を複 数 の都 市 圏 に配分 す る とい う問題 をマ ク ロな 視 点 か ら分 析

す る。 序論 に お いて述 べ た よ うに 、地 方都 市 圏 では既 存 の集 積 が あ ま り大 き くな

いた め、基 盤 施設 の整 備 に よ って地 域経 済 の みな らず地域 社 会 も大 き く変 化す る

可 能性 が あ る。 そ こで整 備財 源 の配 分 問題 を考 える 際 にも、 地 域社 会 と地 域経 済

を同時 に と りあげ て、 両者 の変 化 につ いて の総 合 的な検 討 を行 う必要 が あ る2>。

さ らに、 財政 力 が あ ま り大 き くな く、 しかも民 間 活力 導入 へ の期 待 が十 分 で きな

い 自治 体 を抱 え る地 方都 市 圏 にお いて は、 公共 投 資 が地域 社 会 ・地域 経 済 に及 ぼ

す効果 の 分 析 のみ な らず 、 その 効果 の地 方財政 へ の フ ィー ドバ ックで あ る財 政 効

果 をも含 め た分 析 が重 要 で あ る3》。

まず3.2で は この よ うな観 点 に基 づ いて公 共 投資 の事 業 効果 と財 政 効果 につ

いて考 察 す る ととも に、 県財 政 に よ って結 び付 け られ た複 数 の都 市 圏 間の整 備 財

源 の配 分 問題 に関 す る分 析 方法 を明 らか にす る。3.3で は複数 の都 市 圏 か ら構

成 され る地域 を対 象 とす る計 量 経済 モ デル の定 式 化 につ いて 説 明 して お り、地 域

社 会 ・地 域経 済 ・地 方財 政 の相 互 関係 を モデル 化 す る方法 を明 らか にす る 。3.

4で は計 量経 済 モ デ ル を滋賀 県 地域 へ適 用 しパ ラメ ー タ推 定 と再 現精 度 の検 討 を

行 って いる 。3.5で は このモ デル を用 いて滋 賀 県地 域 を対 象 に整 備 財 源配 分 問

題 に関す る分 析 を行 っ て いる。3.6は 以上 の研究 を と りま とめて い る。

3.2整 備 財 源 配 分 問 題 の 分 析 方 法

3.2.1定 住基盤整備投資の事 業効果 と複数都市圏への配分 方法

基盤施設整備投資が地域社会 ・経済に及ぼす効果である事業効果につ いては従

来よ り研究 の蓄積がある。3)事 業効果 とは投資の結果 として体現化 した施設が社

会資本 として機能することによって生 じるス トックの効果 と、投資活動が地域の

活動に対する需要 を拡大するというフローの効果を意味す る。
一般に事業効果は表3-1に 示すように、効率性、公平性、安定性 という視点で

捉えられる とされている。この3つ の視点は互 いに両立す るとは限らな いの。図

3-1は 、開発投資を大 きく生産基盤投資 と生活基盤投資に分けてその波及メカニ

ズムを整理 したものである。前者 はまず地域経済に、後者は地域社会 に影響 を及

ぼす。効率性の観点 から地域生産 の増大 を図ろうとすれば生産基盤投資が重要 と

な り、安定性の観点か ら地域人 口の年齢構成 の改善や雇用機会の確保 を通 じて地

域社会の安定 を図るには、生活基盤投資の役割が大 きいと考 えられる。実際には、

地域経済 と地域社会 は相互 に関連関係 を持ってお り・これを通 じて事業効果は地

域社会、経済全体 に波及 してい くこととなる。このような波及過程 を考慮 にいれ
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表3-1基 盤施設整備投資の効果

効果の現れ方 施 設 効 果

視点 直 接 効 果 間 接 効 果
連関効果

事 効 率'駐生 立地条件の改善 企業立地の進展

[生産基盤投資] 関連業種の需要増大

資源有効配分 地域生産の拡大
社会的必要充足 生活環境の改善 商品販売額の増大

生活環境改善 [生活基盤投資] 地域資源の有効利用
雇用の増大
土地の有効利用

業 行政サービスの高度化

安 定 ・卜生 雇用機会の確保

地域生産の増大 工事の

完全雇用 (経済発展) 需要増加
域際収支改善 入口の定住化 [建設業]
経済成長 労働力人 口の増加

効 人口構成の改善 (域際収支の改善)

公 平 ・卜生 所得増加
所得の配分改善 消費の高度化
特定地域改善保護 地域格差の縮小
(労働時間短縮) (他地域間の格差是正)

果 生活環境の保護 特定産業の保護

直接雇用の増大

税収の増大 公債増加
財 政 効 果 経常収支の減少

収支の改善 直接雇用
投資財源の増加 の拡大

財政柔軟性の確保

て、生産基盤 と生活基盤への投資配分 という問題 を検討 しなければな らな い5)。

地方都市圏における公共投資の主体 としては、国、県、市町村 といった地方 自

治体が考 えられるが、本研究 では以下の ような考察か ら、地方財政 における県の

役割が大きいことに着 目し6}、 県 レベルでの公共投資配分問題 をとりあげること

とする。すなわち、①生活基 盤整備のように制度的 に市町村が主体 となって行 う

事業についても、県 は補助金の割当てを通 じて間接 的に市町村 の事業量をコ ン ト

ロールできる。②投資能力 をコン トロールす るための財政手段 と しては新 規の地

方税、地方債、国費 や県債の補助金が考え られ る。県は独 自に県税、県債および

市町村への県費補助金を決定 できるばか りでなく、市町村債の起債や国費補助金

を 自治大 臣に申請する窓口となっている。すなわち県は こうした財政手段 をコン
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トロー ル で き る立 場 にあ る。③ 後 に述 べ る よ うに 、県 は複 数 の地 方都 市 圏 に よ り

構成 され て い る ことが多 い。 各地 方都 市 圏か らの税 収 お よ び 国か らの補 助 金 を受

け取 るが、 歳 出 の多 くの部 分 につ いて 、地 域 的 な配 分 を独 自に決定 す る こ とが で

きる。 そ の際 、税 収 の 少な い都 市 圏あ るい は地域 所 得 が低 い水 準 に あ る都 市 圏 に

対 して 大 きな ウエ イ トを持 って配 分 す る こ とに よ り、地 域 所 得 や投 資 能 力 の再 配

分 を行 う こ とが で きる。 この際 、個 々 の地 域 の事 業 効果 の 達成 と、格 差 の 是正 と

い った広 域 的 な 目的 は両立 す る とは限 らな いの で、整 備 財 源 の配 分 をめ ぐる コ ン

フ リク トの解 明 と調整 が必 要 とな る7)。

3.2.2定 住墓 盤 整 備投 資 の財 政効 果 と地 方債 の役 割

近年 地 方 圏 にお いても財 政再 建 が 叫 ばれ、 財 政 の効 率 化 ・合 理 化 を 図 るた め に

基盤 施 設整 備 投 資 の 「財 政 効果 」 の重 要性 が 指摘 され る よ う にな っ て きた 。 しか

しなが ら、事 業 効果 に比 較 すれ ば財 政 効果 に関 す る研究 は それ ほ ど進 展 して お ら

ず、 地 方財 政学 の分野 でも 「財 政効 果 」 の確 固 と した定 義 が な され て いる わ け で

はな い。 「財政 効 果 」 の体 系 的 な整 理 は今 後 の地 方財 政 学 の 発達 に待 つ よ りほか

な いが 、通 常 、開 発投 資 の結 果 と して経 済 部 門か ら税 収 な ど を通 じて 財政 部 門ヘ

フ ィー ドバ ック して くる効 果 を指 して い る場 合 が多 い8)。 狭 義 には この よ うな 財

政収 支へ の効果 を意味 す るが 、広 義 に は さ らに財政 の直 接 雇用 効 果 を取 り上 げ る

こ とも あ る9)。

直接 雇 用効 果 とは、 財政 の直接 雇 用で あ る公 務 の雇 用 、 あ る いは 財政 部 門の 経

常 的 な支 出 に よる地 域雇 用 創 出の 効果 で あ る。伝 統 的 な地 方財 政学 の立 場 に 立 て

ば、 直接雇 用 に伴 う経費 を経常 支 出 に計上 し、 これ を投資 的財 源 の圧 迫 につ な が

るマ イナ ス の要 因 とみ なす こ とが多 か った10)。 しか し経 常 支 出 は一 般 に人 件費

の比 率 が大 き く直接 的な 雇 用効果 が大 き いた め 、特 に 雇用 機 会 の不 足 に悩 む地 方

圏 に お いては 、経 常支 出の持 つ プ ラス の側 面 に対 す る積 極 的 な評 価 も必 要 で あ る
11)
。 なお 、 直接 雇用 効果 は事業 実 施 の結 果 と して 生 じる効 果 で あ り、事 業効 果

に含 まれ る とい う考 え方 も あ る。 しか し、 経常 経 費 の支 出限 度 は 自治 体 の 財 政基

盤 と密 接 な関 係 が あ る。 この た め直接 雇 用 効果 を財政 の フ ィー ドバ ッ ク効 果 か ら

切 り離 して検 討 す る こ とは不 可能 で あ り、 本研 究 で は 直接 雇 用効 果 を財政 効 果 と

して取 り上 げ る こ とと した 。

以 上述 べ た よ う に地 方開 発投 資 の効 果 と して事 業 効 果 、財 政 効 果 と いう2つ の

効 果 が あ るが 、 これ らは必 ず しも 両立 しな い。 財政 収 支 の改 善 を図 る こ とは、 地

方 自治 体 に とって重 要 な政 策 目標 であ る が、 事 業効 果 と財 政 効 果 を同列 に並 べ て

議 論 で きる わ けで はな い。 いわ ば 、財 政収 支 は基 盤 施 設整 備 を推 進 す る上 で の制

約条 件 で あ るが 、 あ く まで も財政 収支 の改 善 を 自己 目的化 せ ず 、弾 力 的 な 運 営 を

行 いな が ら、 効率 的 、 公平 的 、安 定 的 な事 業 効果 の創 出 を め ざ して基 盤 施 設 整備

の投 資戦 略 を検 討 しな けれ ば な らな い。

基 盤施 設整 備 は地 方 債 を利 用 して行 う場 合 が多 く、 そ の量 を決 定 す る こ とは財

政収 支 と密 接 な 関係 が あ る12)。 そ の運 用 に 当た って は、 財 政 収支 に どの よ うな

弾 力性 を持 たせ るか に よ って異 な った考 え 方 が可 能 で あ る。 まず 、 収支 均 衡 論 の



[3.2整 備財源配分 問題の分析方法]71

　十

収

入

(

余
剰

0

)一
支

出

(

(A')

♂6翻 漸(叡 ㌦二

経常収入(A)

経常余剰(C=A-B)
①均衡予算下の投資財源

④税収増(C')が 減少=経 常余剰(C)
しない範囲で起債=経 常収入(A)一 経常支出(B)

②税収(E)の 累計が公債費の総計(D)を
上回るのに要する期間を制約

卿こ幾
}、

ミ、
②公債費(D).

疑三三二二里2 _
③公債費比率(D/A')が 一定値κを
越えないように地方債総額を抑制

:起債を行わない場合(均 衡予算)
:起債による追加投資を実施する場合

図3-2 起債 における財政弾力性の考 え方

立場 が あ る。 これ は、住 民 か ら強 制 的 に徴 収 した租 税 は無駄 な く財 政支 出 に充 当

すべ き であ る とい う古 典派 的 な考 え 方 に基 づ くも ので 、 図3-2① のよ う に公共 投

資 は経 常 余剰 の範 囲 内 で行 わ れ、 地 方債 の 発行 は許 され な い13)。

これ に対 して、 基 盤施 設 が 長期 間 にわ た っ てそ の効 果 を発 揮 す る とい う点 に着

目す れ ば、 世代 間お よ び地 域へ の転 出入 者 との負担 の公平 性 を確保 す るた め に、

建 設地 方 債 に よ る投 資 財源 の調 達 が 正 当化 され る。 これ に よれ ば公 債費 の 将来 に

お ける負 担 は 、現 世代 が先 行 的 に整 備 した ス トッ クに対 す る対 価 であ る と考 え ら

れ る14)。 しか し起 債 に よ る追 加 的 な投 資 は 、将来 の世 代 が享 受 でき る公 共 サ ー

ビス の 内容 を現 世 代 が 限定 す る と い う側 面 を有 して お り、財 政 フ レキシ ビ リテ ィ

確保 の立場か ら起債額の決め方にはいくつかの考え方がある。

第1の 考 え 方 は、 図3-2② の よ うに、 起 債 に よる公 債 費 の増 分 が、 投資 に よっ

て期 待 され る税 収 の増 分 を越 え て はな らな い とす る考 え方 で ある15)。 こ の方法

は直観 的 には 受 け入 れ やす いが、 条件 を満 足 させ るべ き期 間 の決 め方 に よ って起

債 額 が大 き く変 わ り得 る こ と、起 債 時点 で の長 期 的な 予 測 を必 要 とす る こと等 の

問題 が あ る16)。 第2の 考 え 方 は地 方債総 額 あ る いは公 債費 に制約 を設 け るも の
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で あ る。例 え ば石 原 は、 図3-¢ ③ のよ うに公 債費 を歳 入 の4～5%程 度 に抑 制 す

べ き であ る と い う考 え方 を提案 して いる17)。 第3は 計 画 期 間 全体 を通 じて 経 常

余剰 を減 少 させ な い と いう動 的 な条件 を課 す 方法 で あ る(図3-2④)18)。 いず れ

の考 え方 に も長短 が あ り、 地域 の実状 にあ った 考 え 方 を選 ぶ こ とが 重 要 で あ る 。

特 に、過 疎 地 域 の よ うに経済 的 に弱体 で あ り経常 支 出が 積極 的 な役 割 を果 して い

る地 域 で は、 開 発投 資 が税収 増 加 につ な が る とは 限 らな い。

3.2.3整 備 財源 配 分 問題 分 析 の全体 構 成

以上 の考察 か ら本 研 究 で は定住 基盤 整 備 の た めの 望 ま しい投 資 の あ り方 を求 め

る問題 を以下 の よう な3つ の 問題 に整 理 して分 析 を行 う こ と とす る。

① 各地 方都 市 圏 に お いて 、生 活基 盤投 資 、 生産 基 盤投 資 のも た らす 事 業 効 果 を比

較 し、 効率 的 な分 野 別配 分 を求 め る問 題

②県 が 複数 の地 方都 市 圏 に財源 を どの よ うに配 分 す るか と いう地 域 別 投 資配 分 の

問題

③ 地 方債 の起 債 に とも な う事 業 効果 と財 政効 果 の トレー ド ・オ フの 問題

この うち、① ② の 問題 は相 互 に密 接 に 関連 して い る。 つ ま り、① の 問題 を考 え

るた め に は都市 圏 ご との整 備 財源 の大 き さが 与 え られ て いる必 要 が あ り、 ② の 問

題 の分析 結 果 を必 要 とす る。 同 時 に、① の問題 を検 討 しな けれ ば 、各 都 市 圏 か ら

得 られ る県 の税 収 を決 める こ とが でき ず 、② の 問題 の 分析 が 不 可 能 とな る。 そ こ

で この2つ の 問題 は 同時 に分 析 す る必要 があ る。 た だ しシ ミュ レー シ ョン分 析 を

実 施す る上 で は、操 作 変数 が 多 くな る の で、3.5で 詳 述 す る よ うに まず 分散 分

析 を実 施 して、 影 響力 の大 き い変 数 を明 らか にす る。 そ して 変 数 の組 み合 わ せ を

減 ら しな が ら、 望 ま しい投 資 案 を求 め て い く とい う方法 を開 発 して い る。

一 方 、③ の問題 は事 業効 果 と財 政効 果 との調 整 に重点 が あ り、世 代 間 の公平 性

と言 うよ うに長期 的な視 点 か らの分析 を必要 とす る。 そ こで 、① ② の分 析 結果 を

ふ まえ て、 よ り長 期 的 な シ ミュ レー シ ョン分 析 を実施 し、 検 討 を行 う こ と とす る。

次節 で は、 これ らの シ ミュ レー シ ョン分析 に用 いる た めの 計量 経 済 モ デ ル の作

成 を行 う。

3.3複 数 の都 市 圏 か ら構 成 さ れ る地 域 を対 象 とす る

計 量 経 済 モ デ ル の 定 式 化19)

3.3.1計 量経済 モデルの特徴

定住基盤整備のための公共投資が地域社 会 ・地域経済 に及ぼす事業効果 と、さ

らに地方財政 にフ ィー ドバックする財政効果 を定量的に把握するた めに、計量分

析が必要である。地域の種 々の現象、特に経済現象を扱 うのに適 しているもの と

して、計量経済モデル、産業連関モデル、システムダイナ ミクス等の計量モデル

が開発 されてきて いる2ω 。

計量経済モデルは、家計 ・企業 ・公共部門 といった経済主体 の活動量の時間的

な変化 を定量的に記述するための方程式モデルであ り、過去の統計デー タに基 づ

いてその構造パラ メータの同定 と適合度の検定 を行 う。 さらに政策 を外生変数 と
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して与 え て シ ミュ レー シ ョンを行 う こと によ り効 果 の 予測 を行 う こ とがで き る。

当初、 国 家 レベ ル の 経済 政 策分 析 の ため に 開発 さ れた も ので あ るが 、1960年 代 に

おけ る統 計 的推 定 ・検 定 理論 の発展 、 統 計 デー タの体系 的 な蓄 積 お よび コ ンピュ

ー タの急 速 な発 展 によ って 、種 々の政 策 分析 の た め に広 く用 い られ る よ うにな っ

た。 わが 国 に お いて も 、1960年 代 後半 か ら都 道府 県 レベル の政 策 分析 へ の適 用 が

見 られ るよ うにな り、多 くの府 県 で はフ レーム ワー ク設 定 の た めのモ デ ル と して

用 いて いる21}。

産業 連 関 モ デル は 、産 業部 門間 の相 互依 存 関係 を表す 産 業連 関表 を用 いて、 将

来 にお け る各製 品 ・サ ー ビス に対 す る需要 が 与 え られた とき に、 それ に見 合 う各

製品 ・サ ー ビス の生 産額 を求 め るた めの モデ ル で ある。 こ う して求 め られ る将 来

の産業 構 造 か ら、 基 盤施 設 や雇 用 量、 輸送 量 、環 境 へ の イ ンパ ク トな どの予 測 を

行 う ことが で き る。 さ らに、地 域 間 の交 易 を考 慮 した地 域 間産 業連 関 分析 も開 発

され て お り、交 通 施 設 の イ ンパ ク ト分 析 や需 要分 析 の ため に用 い られ て い る。産

業連 関分 析 で は、 地 域 の技術 構 造 を表 す 投入 係数 や 交易 係数 が時 間的 に安 定 して

いる とい う仮定 が 必 要 であ る 。 また、 産 業連 関表 を作成 す る ため のデ ー タが膨 大

にな る と い う問題 が あ り、都 道 府 県 レベ ル以 下 の分 析 に適 用す るこ とは 困難 で あ

る22)。

システ ム ダイ ナ ミ クス は、Foresterに よ って 開発 され た 手法 で あ り、計 量経 済

モデ ル と類 似 の 問題 意識 のも とで用 い られ る。統 計解 析 に基 づかず に 自由 に シス

テム を構 築 す る点 に特徴 が あ り、 過去 に例 がな い政 策 の影 響効 果や 大 き な社 会 的

変化 が想 定 され る よ うな場 合 の シ ミュ レー シ ョンにも用 いる こ とがで き る。 シ ス

テム ダイナ ミ クスで は、構成 要 素 をフ ロー とス トッ ク と して整 理 し、 そ の間 の 多

重 のフ ィ ー ドバ ッ クル ー プ を用 いて シス テム を構 成 す る。 時 間遅れ や 非線 形性 を

表現 す る こ とも可 能 で あ る。 ただ し、 この柔 軟性 が 、 同時 に恣 意 的 にな りや す い

とい う問 題 点 に もな って いる23)。 実 際 、長 期 的 な予測 や 過去 に例 が な い政 策 の

効果分 析 な どに用 い られて いるが 、構 造 が比 較 的把 握 しや す くデ ー タも揃 って い

る場合 に は計量 経 済 モ デル が 用 い られ る こ とが多 い。

本研 究 で は 、社 会 ・経 済 ・財政 の各 主 体 間の 関連 関係 を表現 す る の に適 してお

り、公 共 投 資 の効 果 分 析 のた め の手法 と して確 立 して いる計量 経 済モ デ ル を用 い

る こ ととす る 。 ただ し、地 方都 市 圏 に お いて は、 第2章 で述 べ たよ う な地 方財 政

と地域 社 会 ・地 域 経 済 の関 連 を表 現 す る必要 が あ り、都 市 圏 の 中の経 済 活動 の水

準 を経 済 モ デル と して表 現 す る ばか りでな く、 他 の都 市 圏 との財 ・サ ー ビス の移

動 や都 市 圏 に お け る経 済主体 の数 の増 減 な どをモ デル 化す る必要 が あ る。 そ のた

め、 モデ ル の定 式 化 にあた って は、 重力 モ デル な どの交通 モ デル 、 お よび 立地 行

動 を表 現 す る 土地 利 用 モデ ル に 関す る研 究成 果 を積 極 的 に取 り入れ る こ ととす る。

以 下 で は、 まず地 域 計 量経 済 モ デル の基 本 的 な考 え 方 につ い て述べ る 。 つ いで モ

デ ル の全 体 構成 につ いて説 明 し、 さ らに地 域社 会 セ ク ター、 地 域経 済 セ ク ター 、

地 方(市 町 村)財 政 セ クター の各 内 容 につ いて詳 述 して い くこ と とす る 。
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県 財 政 ブロック

(政策パラメタ)

公共投資配分案

生活基盤 ・生産基盤

公共投資 税収

生活基盤 ・生産基盤

税収 公共投資

湖 南 地域ブロック

地方(市町村)財政

/＼
地域社会ぐうr地域経済

人口移動 ・流通等

の階層的関連関係

湖 北 地域ブロック

地ラ市町村野

地域社会ぐレ地域経済

図3-3地 域計量経済モデルの全体構成

3.3.2地 域計 量経 済 モ デル の全体 構成

地域 計量 経 済 モデ ル は 当然 の こ とな が ら集 計 的 に と らえ た経 済 量 を用 い て地 域

経済 をモ デル 化す るわ けで あ るが 、分 析 の対 象 とす る地域 を小 さ く しよ う とす れ

ば す るほ ど、 地域 経 済 の構造 を安定 的 に と らえ る こ とが 困難 に な って くる と い う

問題 点 が あ る。 した が って 、地 域計 量 経 済 モデ ル を用 いて地 域 整 備 問題 を分 析 し

よ う とす る場合 、 市 町村 とい う よ うな 細 か い分 析単 位 を用 いる こ とは得 策 で はな

く、 集計 的 な経 済 量 を用 いても さ しつ か え のな いよ うな 単位 で モデ ル化 を行 う必

要 が あ る。 そ こで、 第2章 で述 べ た よ うに、 地 方都 市 圏 と いう ま と ま りを単 位 と

して地 域 ブロ ック ご とにモデ ル 化 を行 う こ ととす る。3.2で のべ た よ う に、 県

は これ ら複数 の地 方都 市 圏 か ら税 収 を得 て各 都 市 圏へ の公 共投 資 を行 っ て い る。

この財 源 の 再配 分機 能 を通 して 、広 域 的 な視 点 か ら地 方 都 市 圏 間 の是 正や 協 調 的

な発展 を図 る こ とに な る。 この よ うな 県 財政 の機 能 を県 財 政 ブ ロ ッ ク と して定 式

化 し、複 数 の地 域 ブ ロ ック をつ な ぐもの と して位置 づ け る。

第2に 地 方都 市 圏 で は、前 節 で述 べ た よ うに経済 現 象 だ けで は な く人 口構成 の

変 動や 人 口移 動 を明示 的 に取 り扱 う必 要 が あ る こ とか ら、 本研 究 で は地域 経済 の

動 向 を記 述す る地域 経 済セ ク ター と、 地 域人 口の変 動 を記述 す る地 域 社 会 セ ク タ

ー を人 口移動 モ デル を通 じて連 動 させ る こ とに よ り
、上 述 の課 題 を達成 す る こ と

と した。 また地 方都 市 圏 で は財 政基 盤 が脆 弱 な 場合 が多 く、 これ が 地域 に お け る

基 盤整 備 の遅 れ の原 因 にな って お り、 地域 経 済 の 発展 に伴 っ て地 方 財 政 が そ の財

政力 を確保 でき るか と い う財 政 効果 の 分 析 も重 要 で あ る。 そ のた め市 町村 の財 政

部 門 を地 方財 政セ ク タ ー と して内 生化 す る こと とす る。
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【地域ブロックモデル】

※印は、本研究でとりあげた評価項目を示す。

図3-4地 域 計量 経 済 モ デル の主 要 な関 連 関係

以 上 の よ うな考 察 に基 づ き地 域計 量経 済 モ デル を定式 化 す るが 、以 下 で は適宜 、

対象 地域 で あ る滋賀 県 地域 を例 と して説 明す る。

図3-3に 示 す よ う に地域 計量 経 済 モ デル は 、 「湖 北地 域 ブ ロ ック 」、 「湖南 地

域 ブロ ッ ク1と い う2つ の地域 ブ ロ ック によ り構成 され 、各 地 域 ブ ロ ック は地 域

社 会 ・地 域 経済 ・地 域 財政 とい う3つ のセ クタ ーに よ って構 成 され て い る。 さ ら

に、2っ の地 域 ブ ロ ック は人 口移 動 、商 業取 引 に よ る財 の流 れ を通 じて相 互 に関

連 関係 が あ る。 また 、県 財政 ブ ロ ック は この2つ の地域 ブ ロ ッ クを統 合 す る役割

を果 た して お り、 各 地域 ブロ ッ クの ア ウ トプ ッ トで ある 「県 財政 の税 収 」 をイ ン
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プ ッ トと して県 の 投資 配分 を政 策的 に決 定 し、 これ を再 び 各 地 域 ブ ロ ッ クへ 送 る

と いう 中枢 的な 役割 を果た して い る。各 地域 ブ ロ ック で は、 まず こ の県 の投 資 配

分 をイ ンプ ッ ト情 報 と して、 市町村 レベ ル の投 資 額 を含 め た 各 ブ ロ ッ ク内 の 生産

・生 活 基盤 投 資総 額 を求め る 。生 活基 盤 投資 は、 図3-4に 示 す よ うに 各 ブ ロ ック

内 の住 宅建 設 や都 市 の生 活基 盤 施設 の 整備 に影 響 を与 え る こ ととな る 。地 域 社 会

セ クタ ー 内で求 まる地 域人 口 ・労働 力 は、 地域 経 済 セ ク タ ーの 生産 水 準 や 設 備 投

資 水準 に影 響 を及 ぼす しくみ にな って いる。一 方 、生 産 基 盤 投 資 は民 間 設 備 投 資

に影響 を与 え、 最終 的 に地 域 に お ける雇 用水 準 や 所得 水 準 に影響 を及 ぼ す こ と と

な る。 また、 地域 の雇 用水 準や 所得 水 準 は各 地 域 ブ ロ ッ ク内 の生 活 基 盤施 設 の整

備水 準 と とも に地 域 間人 口移動 量 を決 め る重 要 な要 因 とな る。 この よ う に、 地 域

社 会 セ クタ ー と地 域経 済 セ ク ター は労働 力 の提 供 ・雇 用 の提 供 とい う観 点 か ら相

互 に影響 を及 ぼ し合 う構造 にな っ て いる。

3.3.3地 域社 会 セ ク ター の定 式化

地 域 社 会セ クタ ーは 、地域 の人 口の変 化 と、 それ に伴 う住 宅 需 要 の変 化 を説 明

す るモ デル で あ る。地 方都 市 圏 の場 合 、若 年 層 の社 会 転 出が 問 題 とな っ て いる 場

合 が 多 く、地域 社 会 の維持 ・発展 を図 るた め に は、 地域 雇 用 を拡 大 す る と同 時 に

地 域 の都 市 的魅 力 の創 出 を図 り若 年層 の社 会転 出 を いか に く い止 め るか が重 要 と

な る。 また 、年 齢別 人 口構成 の ア ンバ ラ ンスや 高 齢化 とい った 質 的な 問題 も 、地

域 整備 を検 討 す る にあ た って重 要 な 問題 とな って くる。 以 上 の点 を考慮 して 以下

の2点 に特 に配慮 して定 式 化 を行 う。 す な わ ち、① 地 域 間 人 口移 動 の メカニ ズム

を内生 化す る こと、② 地 域人 口を年 齢 階層 別 にdisaggregateす る こ とで あ る。

地 域 間人 口移動(migration)の 問題 は人 口学 の分 野 にお い て従来 よ り論 争 が続

い て いる難 しい問題 で あ り、依然 人 口移動 を説 明 し得 る理 論 的 基礎 は確 立 され て

いな い のが 実情 で あ る。 しか しなが ら、 過 去 の研 究 で は人 口移 動 が労 働 移 動 の 結

果 と して起 こ る と考 え 、労働 力 移 動 の メカ ニ ズム を就 業機 会 の 差異 、 所 得 格 差 、

都市 の魅 力 格差 に よ り説 明 して い る場 合 が 多 い24}。 本 研 究 に お いても 従 来 の研

究 で採 用 され て きた考 え方 に も とつ いて 労働 力 移動 モ デル を作 成 す るが 、 労働 力

人 口の移 動 は 、労働 力 人 口が従 業先 と して どの地域 を選 択 す る か と い う行 動 の結

果 で あ る と考 え、 この よ うな 選択 行 動 の メ カニ ズ ム を表 現 で き るモ デ ル を 用 い る
。

こ こでは 、計 量経 済 モデル が マ クロな経 済 量 を扱 っ て いる こ とか ら
、集 計 的な 説

明 変数 を取扱 う こ とので き る行動 モデ ル と して集 計 ロ ジ ッ トモ デル を用 い る こ と

と した 。 こ の際 、新 規 に就 業 す る年 齢層 とそ の他 の年齢 層 で は移 動 行動 の メ カニ

ズ ムが異 な る と考 え られ る こ とか ら25) 、 新規 就 業 者 の 移動 関 数 とそ の他 の転 職

に よる 労働 力 の移 動 関数 に分 け て定 式化 を行 う。 従 業 地選 択 行 動 の 説 明要 因 と し

て、 地域 内 と他 地 域 の所 得 水 準 、就 業機 会 、 生活 基 盤 整 備水 準 の差 を取 り上 げ る
。

転 出労 働 力 を求 め る ため に 、地 域 内 に現 在居 住 して いる労 働 力 人 口が 、 地 域 内

に居住 し地 域 内で 従業 す る か 、伽他 地域 に転 出 して他 地域 で従 業 す るか
、 あ る いは

地 域 内 に居 住 して他地 域 に通 勤 す るか とい う選 択 を行 う と考 え 、 その 行 動 をモ デ

ル 化 す る と以下 のよ うにな る 。
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W。Vlexp脈LへY玉 ・bK・∂]

Σexp【 πLヘ ヱK、 ㎞K、 。)】
1

MR.L&1exp吠L凡Y玉 ・・K・・)】

(3.1)

Σexp【 πL凡Y,KgbK、 。)】(3.2)
　

ここ に、MVは 流 出新 規 労働 力 、MRは 流 出転 職 労働 力 で あ る。V、LSは 新

規 労 働 力人 口と労働 力 人 口で、式(3.13)、(3.12)で 定 義 され る。LA、LRは

新 規 就 業機 会 、 転職 就 業機 会 で 、式(3.17)、 式(3.18)で 与 え られ る。Yは 地

域 総 分配 所 得 、Kgh、Kgcは 住宅 関連 、 都市 計 画 関連 の社 会 資本 ス トッ クで

あ る。

一 方、 地域 外 か らの労働 力 の流入 量 も 同様 の考 え方 で求 め る こ ととす るが 、地

方圏へ の 労働 力 の 流入 は、 そ のほ とん どがUタ ー ンやJタ ー ンに よる も ので あ り、

当該地 域 と全 く関 係 がな か った 人 がそ の地 域 の魅 力 にひ か れ て移動 をす る とい う

例 は多 くな い36)。 そ こで 、過 去 当該 地域 か ら他 府県 に転 出 した転 出者 を潜 在 人

口と して プ ール し、 この中か ら 当該 地 域 に再び 転 入す る労働 力 を同 じ く集 計 ロ ジ

ッ トモ デル に よ り推計 す る こ と と した 。

exp[f(LA,Y,Kgh,Kgc)】NV
=v .1

Σexp【 πLA鍔r・K、 ㎞K、・)】(3・3)
1
exp【 プ(LR,YJ【gh,Kgc)】NR

=L1(3
.4)

Σexp【 πLR・Y・Kgh・K・ ・)】

こ こに、NVは 流 入新 規 労働 力 、NRは 流 入転 職 労働 力 で ある 。v、1は 式

(3.16)、(3.15)で 定義 され る転 出者 新規 労 働力 と転 出者 労働 力 人 口で あ る。

こ こで求 まる 覚働 力 の移 動 量 に扶養 率 ξmを 乗 じる こ とによ り年齢 別 人 口の社

会移 動量 を算 定す る。 な お、 流入 人 口は地域 内に居 住 し、 地域 以 外 へ通 勤 す る労

働力 の増 加 か らも影 響 を受 け る。

M血=ξm1>W+ξm憾(3
.5)

Nm=ξmNV+ξm(NR+△CR)(3.6)

こ こ に、Mm、Nmは 年 齢 階層 別 の流 出、 流 入人 口、CRは 式(3.20)に よ り求

め られ る他 の都 市 圏へ の通 勤 人 口で、 △CRは そ の変 化分 を表 して いる。

つぎ に、 自然 増 減 によ る地 域 の人 口構 成 の変 化 は、 地域 人 口推 計 法 と して定 着 し

て いるcohort-survive法 を用 い る27)。1年 間 の 出生 人 口および 死 亡人 口は以 下

のよ う に計算 で き る。

一恥 一露 ・・P£1・(3
・7)

R・ 畦 β・R1・(3・8)

こ こに 、-Ro、Rmは それ ぞ れ 出生 入 口とm年 齢 階層 の死亡 人 口で ある 。

Pf-1mは1期 前 のm年 齢 階層 の女 性 人 口、 αm、 βmは 出生率 と死 亡率 で あ る。
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地域 の年齢 階層別 の地 域人 口Pmと 総 人 口Pは 以下 の よ うに求 め られ る 。

Pm=P.1m-Rm-M血+Nm(3.9)

P=ΣPm(3・10)

m

労 働力 人 口LSは 人 口の年 齢 別構 成 の 他 に所 得 水準 や 消費 水 準 によ っ て も変 化

す る と考 え られ る。 そ こで まず 、年 齢 構成 か ら最 大 労 働力 人 口Lを 考 え 、 こ の う

ちの一 部 が 実際 に就 業す る も の と考 え る 。 この実 質 の就 業率 は、 所得 水 準 お よび

消 費水 準 の 関数 と して与 え る こ と とす る。

L=ΣYmPm(3・11)m
LS=Lノ(Y凪CIP)(3.12)

こ こ に、 γmはm年 齢 階層 の労働 力 化率 、Y/Eは 従 業 者1人 あ た りの分 配所

得 、C/Pは 人 口1人 あ た りの 家計 消 費額 で あ る。

新規 就 業 入 口は、15歳 か ら29歳 まで の人 口に年 齢 階級 別 の 労働 力 化 率 を乗 じて求

める こ と とす る。

m
P漏甲ム

m

=V (3.13)

なお 、 これ らの計 算 は地 域 外 へ流 出 した人 口の プ ール に つ いて も 同様 に行 わ れ

る。 年齢 階 層別 転 出者 人 ロプー ルPm

それ ぞ れ以 下 の式 で与 え られ る。

Pm-(1一 圭β盆P1・ ・砺 一N・

1・Σv紐 ・
　

・一Σ γ皿m
m

転 出 者 労 働 力1、 転 出 者 新 規 労 働 力vは

(3.14)

(3.15)

(3.16)

一方、新規就業入 口に対する就業機会 は地域 内の全従業人 口の前期か らの増減

分 に、退職人 口を加え合わせたもの としている。 また転職者の求職は、新規就業

に比べて困難 な場合が多い と考え られ る。そこで転職者 に対する就業機 会は、新

規就 業機会に、新規労働力の流出分 を加え、流入分 と新規就職者数 を差 し引いた

値 として求めることとする。なお、退職人 口は年齢別人 口に退職率 δmを 乗 じて

求めることがで きる。

LA=E-E.1+1ρ

LR=LA-V+MV-NV

lo=Σ δmP-1m

の

こ こに、LAは 新 規 就 業機 会 、

(3.17)

(3.18)

(3.19)

LRは 転 職 就業 機 会 、Loは 退 職 人 口で あ る 。
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図3-5 地域社会セクターの構成

さ らに、 湖南 地 域 で は京 阪神都 市 圏 へ の通勤 者 の増 加 が著 しいが 、 この よ うな

通勤 者数 に つ いて は 、京 阪神 都市 圏 にお ける従 業者 が 生活 基 盤整 備水 準 を考 慮 し

て居 住地 域 を選 択 す る と いう住 み替 え行 動 を、集 計 ロ ジ ッ トタイプ の関 数 と して

モデ ル化 す る こ と と した 。説 明変 数 は、生 活基 盤 の社 会資 本 ス トッ ク量 を用 いる。

exp【雁【9聡」,Kgρ」)1C馬
=EO

Σexp【1(Kghl・Kgc1)】(3・20)
1

ここに、CRは 他 都市 圏 へ の通 勤人 口、EOは 京 阪神 都市 圏の総 従 業人 口で

ある。

また地 域 社 会セ ク ター に は、住 宅建 設 量 の推 計モ デ ル を内蔵 して い る。住 宅 の

建設 量 は人 口の増 加 に対応 して定 まる と考 え られ る。 住宅 ス トッ クは定 義式 で 、

住宅 用地 も簡 単 な 回帰 式 で求 め る こ とが で き る。

△]E【=△H(HL1,P-P.1)(3.21)

H=ζH.1+△H(3.22)

∠へ正i【=∠へ王【(H)(3.23)

こ こに 、Hは 住 宅 ス トック、 △Hは そ の建設 量 、AHは 住宅 用 地面 積 で あ る。

ζはス トッ クの残 存 率 を表 して いる。

以上 の地 域 社 会 セ ク ター の構成 図 を図3-5に 示 して いる。
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3.3.4地 域経 済 セ ク ター の定 式 化

地 域 経 済セ クタ ー は、公 共投 資 が地 域 経済 ・地 域所 得 に及 ぼす 影 響 を把 握 す る

た め のセ ク ター であ る。 そ して、 そ の波 及 メカ ニ ズム を、 図3-6に 示 す よ うに社

会資 本 の ス トック形成 ・民 間投 資 ・民 間 資本形 成 ・雇 用 ・生 産 ・分配 所 得 形 成 と

いう流 れ で と らえて いる。地 域 経済 活 動 を この よ うな 因果 関 係 で と らえ る こ とは

従来 の研 究 で も行 わ れ てお り28)、 決 して 目新 しい も ので は な いが 、 本 研究 で は、

地 域経 済 構造 に地 域 的な特 殊 性 が見 られ る地 方都 市 圏 を対 象 と して い るた め 以下

の点 に特 に配 慮 す る こ と と した 。

す なわ ち 、製造 業 に関 して は 、地域 の産 業が あ る特 定 の 業種 にか た よ って いた

り、 あ る業種 の誘致 を行 う場合 地 元 の下 請企 業 を いカ、に育成 させ るか が 問題 にな

って くる こ とを配 慮 し、業 種 を立 地業 種 ・下 請 け企 業 な どの 関連 立地 業種 ・その

他 の業 種 とい うふ う に細 分 化 す る こ ととす る。 な お この 製造 業 の分類 の考 え方 に

つ いて は3.4に お いて詳 述 して いる。 また、 建設 業 で は 公共 投 資 の連 関効 果 の

占め る割合 がた いへ ん大 き いこ とか ら、 建設 業 の 生産 額 の説 明変数 と して公 共 投

資 額 を取 り入 れ る こ と とした 。 また、 流 通業 をは じめ とす る第3次 産 業 に関 して

は、地 域 ブ ロ ック間 、 ある い は対象 地 域外 との 関連 関 係 が重 要 にな っ て くる。取

引上 、 地域 間 に格 差 が存在 し、 それ が 原 因 とな っ て地 域経 済 の低迷 が生 じて いる

場合 も 多 いと考 え られ る。 そ こで 、本 研究 で は対 象 地域 に大 きな影 響 を与 え る他

の地 域 を1つ の仮 想 的 ゾー ン と して取 り扱 い、地 域 間 の 関連 関 係 を こ の域 外 ゾー

ンを加 え て グラ ビテ ィモ デル で表 現 す る。 さ らに財 政 の 直接 雇 用や 財 ・サ ー ビス

の 直接購 入 の影 響 を見 るた めに 、第3次 産 業 の生 産 関数 ・雇 用 関数 に財 政 の経 常

支 出額 を取 り入 れ る こ と とした。

(1)第1次 産 業部 門の定 式 化

まず、 第1次 産 業 の定式 化 に つ いて述 べ る 。農 林 水産 業 の雇 用 は高 齢 者 に よ っ

て支 え られ てお り、今 後大 き く伸 び る こ とは考 え に くい。 兼 業化 の進 行 によ っ て

雇 用量 は少 しず つ減 って い る状態 にあ る。 この兼 業 化 の進 展 を予測 す るた め に、

第1次 産 業 の所 得水 準 と第2次 ・第3次 産 業 の所 得 水準 と の差 で与 え られ る所 得

格差 と、前 期 の農 業 用 地面 積 、 お よび最 大 労働 力 人 口か ら第2次 ・3次 産 業従 業

人 口を差 し引 いた 蛍働 力余 裕 を用 いて モデ ル化 を行 う。

E1=E1(Yl1E1-1-Y231E23-1,AL1,レE23.1)(3 .24)

こ こ に 、E1、Y1は 第1次 産 業 の 従 業 人 口、 分 配 所 得 で あ る 。Y23/E23.1

は 前 期 の 第2次 ・第3次 産 業 の 従 業 人 口1人 あ た り の 分 配 所 得 、A1は 農 地 面

積 で あ る 。

生産関数は、従業人 口、農地面積、農林水産社 会資本ス トックおよび全国の労働

生産性 を説 明変数 とした。 この生産額よ り分配所得 を求めることができる。

01=01α 三1,A1,KgaZOIIZE1)(3.25)

Y1=Y1(01)(3.26)

こ こ に 、01は 第1次 産 業 生 産 額 、Kgaは 農 林 水 産 社 会 資 本 ス トッ ク 、
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ZO1/ZE1は 全 国 の第1次 産 業従 業 人 口1人 あた りの生産 額 で あ る。

また 、農 用地 供 給 関数 に は、農 林水 産 部 門 の社 会資 本 ス トック、住 宅 用地 面積 、

工業用 地 面積 をそ れ ぞれ 説 明変 数 と して 用 いた。

A1=A1(Kga,AH+A2) (3.27)

(2)第2次 産 業部 門の 定式 化

っ いで 製造 業 の投 資 関数 、雇 用 関数 、生 産 関数 、 お よび、 所得 分配 関数 の定 式

化 につ いて述 べ る。 投 資 関数 の説 明変数 と して は、前 期 生産 額 と全 国 の需要 を表

す全国 の製 造 品 出荷 額 とい うそ の業種 の成 長力 に関 わ る変 数 、道 路部 門 と産 業 部

門の社 会資 本 ス トック、 お よび地 域 に お ける労 働 力 の供給 量 を取 り上 げる 。 また 、

関連立 地 業種 につ い て は、立 地 業種 との関連 を表 すた め に立 地業種 の前期 にお け

る生産 額 も説 明 変数 に含 め る こ ととす る。

12k=][2k((】2k1・ZO2k・Kgr・Kgi,L祀1)(3 .28)

こ こに、12k、02kは 製造 業k業 種 の民 間投 資 額 、生 産額 で、ZO2kは 同業種

の全 国生 産額 で ある。Kgr、Kgiは それ ぞ れ道 路部 門 、産 業部 門 の社 会資 本

ス トッ クで あ る。

この民 間投 資 の量 をも とに民 間ス トッ クが定 義式 によ り求 め られ る。 また、 それ

に応 じて工 業用 地 の 需要 量 が定 まる もの と考 え た。

K2k=ζK2k+正2k(3.29)

A2=A2(ΣK2k)(3・30)

k

ここ に、K2kは 製造 業k業 種 の民 間 ス トック、A2は 工 業用 地面 積 で あ る。

雇用 関数 につ いて は 、説 明変 数 に前 期 民 間ス トッ ク、前期 従 業 者数 、 また これ ら

の比 か ら求 まる労 働 生産性 、地 域人 ロセ ク ターか ら得 られ る労働 力 人 口および 、

全国 の労働 生 産 性 な どを取 り入 れ る。

E2k=E2k(K2k_1,E2k_1,LS,E1,ZK2k/ZE2k)(3.31)

こ こ に 、ZK2k/ZE2kは 製 造 業k業 種 の 全 国 の 従 業 人 口1人 あ た り の 民 間 ス

トッ ク で あ る 。

生産 額 は雇 用 水 準 と民 間 ス トックか ら定 まる もの と考 え 、 コ ブ=ダ グ ラス型 の生

産 関数 を設 定 す る 。 その生 産 額 か ら分配 所 得 が求 め られ る。

02k=θkE2kα ヒK2k1-{取

Y2k=Y2k(02k-12k)

こ こ に 、 αk、 θkは 未 知 パ ラ メ ー タ で あ る 。

(3.32)

(3.33)

建設 業部門の雇用 は、労働需給 の状況 によって大きく変化するという特性があ

る。そこで、建設業生産額の}琴かに労働力余裕 を表わす変数 を説明変数 として用
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い る こ と とす る 。

Ec=Ec(Oc,LS,E一 ユ)

こ こ に 、Ec、Ocは 建 設 業 の 従 業 人 口、 生 産 額 で あ る 。

(3.34)

建設 業 の 生産 額 は建設 需要 によ り定 まる と考 え られ る。 これ を、 住 宅 の建 設 、第

2次 産 業 の民 間投 資 額 、公 共投 資 額 を用 いて説 明 す る こ と とす る。 また 、生 産 額

よ り分 配所 得 が 求 め られ る。

Oc=Oc(△H,Σ12k,G)

k

Yc=Yc(Oc)

こ こに、Ycは 建 設 業分 配 所得 、Gは 公 共投 資 総 額 で あ る。

(3)第3次 産 業 部 門の 定 式化

(3.35)

(3.36)

第3次 産 業 は、 小売 業 、卸 売 業 、そ の他 の第3次 産 業 に分 けて定 式 化 す る が 、

3つ の業 種 とも生産 額(販 売 額)は 需要 に よっ て定 ま り、 そ の 生産 規 模 に 対応 す

る従 業者 を雇用 す る と考 えて 、需 要 関数 と生産 関 数 お よび 雇 用 関数 の推 定 を行 っ

た。

小 売業 へ の需 要す な わ ち消費 は、所 得 の 関数 と見 なす のが通 例 であ る29)。 そ

こ で、域 外通 勤 者 の所 得 と財政 か らの移 転 を含 め た税 引 き後 の総 所 得 を、域 内総

人 口で割 って求 め た所 得水 準 と、全 国 の消 費水 準 を説 明変数 と して 用 いる こ とと

す る。

C=Pc(Y」1(1-t)ρ,ZCIZP)(3 .37)

Y=Yl+ΣY2k+Yc+ΣY3k+Yo+Yr(3 .38)
kk

こ こに 、Cは 家 計 消費 額 、tは 税 率 、ZC/ZPは 全 国 の人 口1人 あた りの家

計 消費 額 で あ る。Yoは 域 外通 勤者 所 得 、Yrは 財 政 か らの移 転所 得 で あ る。

この消費 需 要 を重 力 モ デル に よ り地 域 別 に配 分 して小 売 業 の生 産 額 を求 め る。 両

地 域 とも、 消費 され る財 は湖 北地 域 ・湖南 地 域 ・京 阪神 の いず れ か か ら購 入 す る

もの と考 え 、購 入先 を選択 す る 際 の魅 力度 と して は前 期 の小 売 業 生産 額 を と りあ

げ る。な お 、県 外 の消 費者 が 当該 地 域 に お いて財 を購 入 す る こ とは考 えな い。 ま

た、 この 生産 額 を用 いて分 配 所得 が 求 め られ る 。

・%・写q轟 嵩窪
,(a39)

1

Y3a=Y3a(03a)(3
.40)

こ こ に 、03a、Y3aは 小 売 業 販 売 額 と 分 配 所 得 、dijは 地 域 間 の 時 間 距 離 で

あ る 。

小売 業 で は、 この生産 額 の規 模 に応 じて雇 用 を決 定 して いる と考 え られ る 。主 婦

層 を中心 とす るパ ー トタ イマ ーな どの採 用 が多 いた め、 労働 需 給 の 影響 は あ ま り
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図3-6 地域 経 済 セ ク ターの 構成(湖 北地 域 ブ ロ ック)

受 けな い と考 えて30)、 生 産 額 を用 いて雇 用関数 を定式 化す る。

E3a=E3a(03a)

こ こ に 、E3aは 小 売 業 従 業 人 口で あ る 。

(3.41)

卸売業への需要は小売業の規模や第2次 産業の出荷額 に関係するが全国の卸売

販売額の推移 とも連動 している と考え られる。

03bd=03bd(03a,Σ02k,ZO3b)(3 .42)

k

こ こに 、03bdは 発地 ベ ース の卸 売業 需要 額 、ZO3bは 全 国の卸 売 業販 売額 で

ある。

この発地ベースの需要を重力モデルで地域別に配分 して生産額 を求め、それより

分配所得 と雇用量 を求める考 え方は小売業の場合 と同 じである。

・3b一孝 ・3面・鑛lll'I

D(3・43)
1

Y3b=Y3b(03b)(3.44)

E3b・=E3b(03b)(3.45)

こ こ に 、03b、Y3b、E3bは 卸 売 業 の 販 売 額 、 分 配 所 得 、 従 業 人 口で あ る 。

その他の第3次 産業への需要は、地域内の経済活動量の全般的な水準 によって

影響 を受けているほか、財政の直接雇用 の効果も見逃すことはできない。そこで、
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地域内の消費額 と第2次 産業あ全生産額および小売 ・卸売業の販売額 、および地

方財政の経常経費 によって説明することとする。

03c-03c(C,Σ02k,03亀03b・C2)(3・46)

　

こ こに、03cは そ の他 の第3次 産業 生 産額 、C2は 市 町 村 の 経常 経 費 で あ る。

所 得 分配 関数 と雇用 関 数 は、 小売 業 ・卸 売 業 と同様 に定 式 化す る。

Y3c=Y3c(03c)

E3c=E3c(03c)

(3.47)

(3.48)

以上 で定 式化 した 地 域経済 セ ク ターの構 成 は図3-6の 通 りで あ る。

3.3.5地 方 財政 セ ク ター の定 式化

地 方財政 セ クタ ーは各 地域 ブ ロ ックの市 町村 の財 政 を内生 化 し、 そ の公 共投 資

能 力 の変化 を予測 す る部 分 で あ り、財政 効 果 の把 握 の た め に重 要 な役 割 を持 っ て

いる。 そ の構 造 は図3-7に 示 す よ うで あ る。

まず 、 自主 的 な財 源 として、 各市 町村 の税収T20を 地 域 内 の 生産 額 と住 民 の所

得水 準 か ら推定 す る。

T20=T20(01+Σ02k+Oc+Σ03k,Y)(3・49)

kk

このほ か の財源 として は、地 方交 付税 額 、 地 方債 の 発行 額 、 県財 政 ブ ロ ッ クの ア

ウ トプ ッ トで あ る県 か らの補 助金 、 お よび シナ リオ と して 外 生 的 に与 え る 国 か ら

の補 助金 が あ り、 これ らを加 え る定義 式 によ り歳 入 を予測 す る 。

T2=T20+T2x+T2s+T2k+T2n(3.50)

こ こ に 、T2は 市 町 村 の 歳 入 、T2xは 地 方 交 付 税 、T2sは 地 方 債 発 行 額 、

T2kは 県 力・ら市 町 村 へ の 補 助 金 、T2nは 国 か ら 市 町 村 へ の 補 助 金 で あ る 。

この うち 地 方交 付税 額 は、実 際 にお い て は地 方財 政 計画 で示 さ れた 財 政 規模 を維

持 す るた め に必 要 な補愼 額 をも とに計 算 され て いる3P。 こ こで も、 前期 の歳 入

と経 常 経 費、 お よび 市 町村税 を用 いて地 方交 付 税 額 を推 定 す る 。

T2x=T2x(T2-1,T20,C2)(3 .51)

地方債の発行額は外生的に与え られる政策変数であ るが、 これ によって地方債 の

残高 と償還費が内生的に変化 してくる。 その関係 は以下 のように表 わされる。

1「2t=1[2t(1=≧t_1,1コs)

C2r=C2r(T2t-1)

こ こ に 、T2tは 地 方 債 残 高 、C2rは 地 方 債 償 還 費 で あ る 。

(3.52)

(3.53)

一方
、経常経費は住民に対する 日常的な行政サービス、社会資本の維持や地方債

の返済 にあてられる部分が多 いことか ら、地域人 口、社会資本のス トック量 と地
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図3-7 地方財政セクターの構成

方債償還 費 か ら推 定 す る こ ととす る。 この経 常経 費 を先 に予測 した歳 入 か ら差 し

引 くこ とに よ り、市 町村 の 投資 能力 を予測 で き る と考 えて い る。

C2=C2(P,Kg,C2r)(3.54)

S2=T2-C2(3。55)

こ こ に 、S2は 市 町 村 の 投 資 財 源 、Kgは 総 社 会 資 本 ス トッ ク で あ る 。

投 資的 支 出 に関 して はそ の配分 を政策 的 に与 える こ と と し、投 資 財源 の分 野 別

(生 産 基 盤投 資 、 生活 基 盤投 資)配 分率DVを モ デル の 政策 パ ラ メー タ と して と

りあ げ る。 な お第2章 で述 べ た よ う に、湖 北地 域 に お いて は、財 政部 門が 地域 内

の家計 へ の移 転 や 公務 員 の雇 用 あ る いは第3次 産 業部 門 か らの物 件購 入 の形 で直

接 支 出す る こ とも地 域 経 済 の循環 の 中 で重要 な役割 を果 して いる と考 え られ る。

そ こで先 に求 ま った経常 経 費 に加 え て、 この投 資財 源 の一 部 を 直接支 出に 回 した

場合 の効果 も分 析す る こと と し、 そ の投 資 的支 出 ・経常 的支 出 の配 分RGも 政 策

パ ラ メー タ とす る こ とに した 。

G2k=S2・RG・DVk

こ こに、G2kは 種類 別 の市 町 村公 共投 資 額 で ある 。

(3.56)
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,県分野別投資

,市町村県費
1補助金T2臨

県分野別配分率

DVk

県地域別配分率

RV1

図3-8

… 一一r社会資本ス トック;

Kgk

県債償還費
Clr

県地方交付金
Tlx

県財政 ブロックの構成

,分 配所得1

な お地 方財 政 セ ク ターで は 、 この市 町村 の公 共投 資 額 に加 えて県 と国 の 公共 投

資額 を用 い て、社 会 資本 ス トッ クの変 化 を予 測 す る。

Kgk=ζKgk.1+G2k+Glk+GOk(3.57)

こ こ に 、Kgkは 種 類 別 の 社 会 資 本 ス トッ ク 量 、 ζは ス ト ッ ク の 残 存 率 、G2k、

Glk、GOkは 市 町 村 、 県 、 国 の 種 類 別 公 共 投 資 額 で あ る 。

3.3.6県 財 政 ブ ロ ック の定 式化

県 財政 ブロ ッ クの構 造 は図3-8に 示 す 通 りで あ り、市 町 村 財政 の 場合 と同様 に

考 え て い る。す な わ ち、 国か らの補 助金 お よ び地 方債 の発 行 高 を シナ リオ として

外 生 的 に与 えた 上 で、 各地 域 ブ ロ ッ クか らの税 収 、地 方 交 付税 、経 常 経費 をそ れ

ぞれ 内生 的 に推 定 し県 の投 資能 力 を予測 す る。

Tlo-Tlo(Ol+ΣQ2k+Oc+Σ(B恥Y)(3
.58)

kk

T1=Tlo+Tlx+Tls+Tln(3 .59)

Tlx=Tlx(Tl-1,Tlo,C1)(3 .60)

Tlt=Tlt(Tlt-1,TIs)(3 .61)

Clr=Clr(Tlt.1)(3.62)

Cl=C1(P,Kg,Clr)(3.63)

S1ニT1-C1(3.64)

こ こ に 、Tloは 県 の 税 収(地 域 ブ ロ ッ ク ご と に 求 め ら れ る) 、T1は 県 の 歳 入 、

Tlxは 地 方 交 付 税 、T!sは 地 方 債 発 行 額 、Tlnは 国 か ら県 へ の 補 助 金 、Tlt

は 県 の 地 方 債 残 高 、Clrは 県 の 地 方 債 償 還 費 、C1は 県 の 経 常 経 費 、S1は 県

の 投 資 財 源 で あ る 。

さ らに、 こ の投資 財 源 の地域 別(湖 北地 域 ・湖 南 地 域別)配 分率RVお よ び分

野 別(生 産 基 盤 投資 、 生活基 盤 投 資)配 分 率DVを モ デル の政 策 パ ラ メー タ と し

て と りあ げ る こ と と した。 な お、 第2章 にお いて述 べ た よ うに生 活 基 盤 投資 は市
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表3-2

(その1)地 域人ロセクター

地 域計 量経 済 モ デル の 定式 化(そ の1)

(湖北地域 ・湖南地域ブロック)

定式化項目 定 式 化 備 考

1労 働力移動関数

新規労働力
流出関数

expf(LA,Y,Kgh,Kgc)MV=V-1(3 .1)

ρexpf(琉Y・Kgh・Kg・)

(3.1)～(3.2)選 択肢は

1)地 域内で居住し従業する

転職労働力
流出関数

expf(LR,Y,Kgh,Kgc)MR=LS.1(3 .2)

P・ ・pf(LR・Y・Kg馬Kg・)

2)他 地域へ転出し従業する

3)他 地域に通勤し従業する

新規労働力
流入関数

expf(LA,Y,Kgh,Kgc)NV=v一雪(3 .3)

P・ ・pf(LA・Y・K飢Kg・)

(3,3)～(3。4)選 択 肢は

1)他 地域で居住し従業する

転職労働力
流入関数

expf(LR,Y,Kgh,Kgc)(3
.4)NR=1一量

戸expf(LR・Y・K飢Kg・)

2)当 該地域に転入し居住 ・

従業する

2人 口移動関数

流出人口 Mn=ξmMV十 ξmMR(3.5)

流入人口 Nm=ξmNV十 ξm(NR十 △CR)(3。6)

3出 生

出生人口 一Rg=1/5Σ α
nPf-1m(3.7)

m

死亡人口 Rn=1/5βmP-1m(3.8)

4人 口

年齢別人ロ Pm=P-1m-Rm-Mm十Nm(3.9)

総人口 p=Σp向(3.10)
m

5労 働力人口 工・ ニ Σ γmPm(3.11)
皿

労働力人口関数 LS=L・f(Y/E,C/P)(3.12)

退職人口

6潜 在人ロプール

Lo=Σ δmP_1m(3.19)m
Pm=(1-1/5βm)p.1m十Mm-Nm(3.14)

7潜 在労働力人口 1=Σ γ 皿p。(3.15)
m

8新 規就業人口

新規

潜在

V=Σ γ 臨P函(3.13)m
v=Σ γ 吊Pm(3。16)

m

9就 業機会

就業機会 LA=E-E-1十Lo(3。17)

残余就業機会 LR=LA-V十MV-NV(3.18) Eo:京 都府 ・大阪府の

10京 阪神への

通勤人口

expf(Kgh」,Kgcj)(3
.20)CR=EO

Pexpf(Kgh1・Kg・ ・)

総従業人口選択肢は

1)当該地域に居住し通勤
11住 宅 2)他の地域に居住し通勤

住宅建設量 △H=△H(H.1,P-P-1)(3。21)

住宅ス トック H=ζH-1十 △H(3。22)

住宅用地関数 AH=AH(H)(3.23)
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表3-2

(その2)地 域経済セクター

地域 計 量経 済 モ デル の 定 式化(そ の2)

(湖北地域 ・湖南地域ブロック)

定式化項目 定 式 化 備 考

1農林水産部門
雇用関数 E1=E1(Y1/E1-1-Y23/E23-!,

A1.1,L-E23-)(3.24)

生産関数 01=01(E1,A1,Kga,ZO1/ZE1)(3.25)

所得分配関数 Y1=Y1(01)(3.26)

用地供給関数 A1=A1(Kga,AH十A2)(定 義 式)(3。27)

H製造業部門

投資関数 12k=12k(02k-bZO2k,Kgr, k=a,b,c,d

Kgi,LS/E-1)(3.28) a:立 地業種

民間ス トック K2k=ζK2k-1十 工2k(3.29) b:関 連立地業種

用地供給関数 A2=A2(ぞK2k)(定 義 式)(3.30) c:そ の他業種

雇用関数 E2k=E2k(K2k-1,E2k-1,LS, d:衰 退 業種

E_1,ZK2k/ZE2k)(3.31)

生産関数 02k一 θ、E2k・ ・K2k(1一 α・)(3.32)

所得分配関数 Y2k=Y2k(02k-12k)(3.33)

1皿建設業部門

雇用関数 Ec=Ec(Oc,LS,E-1)(3.34)
生産額 O・=O・(△H・ 聖12k・G)(3・35)

所得分配関数 Yc=Yc(Oc)(3.36)

n1第3次 産業部門

家計消費額 C=P・C((1-t)Y-1/P,ZC/ZP)(3.37)

所得分配 Y=Y1+㌃Y2k+Yc+濃Y3k(3
.38)

+Yo+Yr(定 義式)

小売需要関数 ・馳 一 駐 ・ ・1(03a_u,du)f(03
a_11,dil)(・39)

所得分配関数 Y3k=Y3k(03k)(3.40)(3.44)(3.47) k:a小 売業

雇用関数 E3k=E3k(03k)(3.41)(3.45)(3.48) b卸 売業
卸売需要関数 03岡=03団(03馬 爵02馬ZO3b)(3・42) cそ の他の第3次 産業

f(03b-!」,dl」)(3
.43)Q3b=Σ03bdi

Pf(03旗1』d・1)

その他3次 産業
生産額

03・=03・(C・ ぞ02k・03亀03レC2)(3・46)
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表3-2 地域計量経済モデルの定式化(そ の3)

(その3)地 方(市 町村)財 政セクター(湖 北地域 ・湖南地域ブロック)

定式化項目 定 式 化 備 考

市町村税収 T20=T2・(01+ぞ02k+0・+爵03馬Y)(a49)

市町村歳入
地方交付税

T2ニT20十T2x十T2s十T2k十T2n(3 。50)

T2x=T2x(T2-1,T20,C2)(3 .51)

Kg:地 域 内社会資本

ス トック
地方債残高 T2t=T2t(T2t-1,T2s)(3 。52)

地方債償還費 C2r=C2r(T2t-1)(3 .53)
経常経費 C2=C2(P,Kg,C2r)(定 義 式)(3 .54)

投資的財源 S2=T2-C2(3 .55)
地域別分野別
市町村投資額 G2k=S2・RG・DVk(3 .56)

社会資本ストック Kgk=ζKgk-1十G2k十Glk十GOk(3 .57)

(その4)県 財政モデル

定式化項目 定 式 化 備 考

県税収 T1・=T1。(01+盈02k+O・+達03馬Y)(3・58)

県歳入 T1=・Tlo十Tlx十Tls十Tln(3.59) Kg:地 域内社会資本

県地方交付税 TlxニTlx(T1-1,Tlo,C1)(3.60) ス トック

県地方債残高 Tlt=Tlt(Tlt-1,Tls)(3.61)
地方債償還費 Clr=Clr(Tlt-1)(3。62)

経常経費 C1=C1(P,Kg,Clr)(定 義 式)(3.63)

県投資的財源 S1=T1-C1(3.64)
県地域別分野別
県投資額 Glh=SIRVDVk(3.65)

町村 が主 体 とな っ て行 われ る場 合 が多 く、県 レベ ル で の投資 の 占め る割 合 は それ

ほ ど多 くな い。 しか しなが ら、生 活基 盤投 資 の財源 は市 町村 独 自の財源 と国 ・県

の補 助 金や地 方交 付税 で賄 われ る こ とが多 いた め、県 は市町 村 へ の補 助 金 を通 し

て投 資 の量 を 間接 的 に コ ン トロー ル でき る立 場 にあ る32)。 そ こで 県財 政 ブ ロ ッ

クにお いて は、 市 町村 へ の補 助 金 を ユつ の投 資分 野 と して扱 う こと と した 。

Glk=S1・RV・DVk (3.65)

以上 で地 域 計 量経 済 モ デル の概 要 につ いて説 明 した が 、最 後 に地 域計 量 経済 モ

デル の定 式化 を表3-2に 、 そ の特 徴 を表3-3に 示 す。
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表3-3 地域計量経済モデルの特徴

セ ク タ ー 表現すべき内容 定式化の特徴

高齢化、人 口構成 の偏 り 5歳 階級人 口をコホー ト
生存率法で推計

地域間人 口移動のメカニ 就業機会、所得格差、生
地域社会 ズム 活基盤 を要因とする集計

ロジッ トモデル
セ ク タ ー

人 口 のUタ ー ンJタ ー ン 過去の転出人 口をプール
し、 再 び戻 る移 動 を予 測

隣接地域への通勤 隣接都市圏の従業人口の
居住選択をモデル化

産業構造の偏 り、企業誘 製造業を立地業種、関連
致に伴 う関連企業の育成 業種、 その他業種に細分

全国的な需要の変化や技 各業種 の生産関数に全 国
術革新の影響 生産額 を外生的に考慮

投資に伴う関連効果 建設業生産額の要因に公
地域経済 共投資額を考慮
セ ク タ ー

隣接地域への消費拡大 湖北、 湖南、 京阪神 を含

地域間の支配的な関係 む グラ ビテ ィモデル

財政 直接雇 用、財 サ ービ 第3次 産業の生産、雇用
ス購入の影響 関数に経常支出額を考慮

地方財政 地方交付税による補填 前年度の歳出、税収か ら
セ ク タ ー 内生的に推定

国か らの補助金 シナリオによる外生値

県財政 県か ら市町村への補助金 県の生活基盤整備の手段
ブロッ ク と考 え、1つ の投 資分野

とする
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3.4計 量 経 済 モ デ ル の 滋 賀 県 地 域 へ の 適 用

3.4.1与 件 事 項 とデ ー タ整 備

こ こで は、地 域 計 量経 済 モ デル の作 成 全体 を通 じて前提 とな る事 項 につ いて考

察す る。

(1)社 会 資本 およ び公 共 投資 の分類

本 章 の研 究 は、 公 共投 資 の マ ク ロな配 分 問題 に 着 目し、望 ま しい公共 投 資 の地

域 別、分 野 別配 分 の在 り方 を検 討 す る こ とが 目的 で あ り、個 別 の具体 的な施 設 を

対 象 と して いる わ けで はな い。 した が って 、社 会 資本 整 備量 の記 述 方法 と しては

金 銭 ター ム の施設 量 を用 い る こ ととす る。 第2章 で 明 らか に した よ うに滋 賀県 地

域 に お いて は、 生産 基 盤 、生 活基 盤 施設 へ の公 共 投資 によ り地域 社 会 ・地域 経 済

の維持 ・発展 を図 る こ とが重 要 で あ り、 事 業効 果 と財 政 効果 を把 握 す る こ とが 必

要 となる 。 した が っ て、対 象 とす る社会 資 本 の種 類や 分類 も それ に見合 うも ので

な けれ ば な らな い。 本 研究 では 、生 産基 盤 施設 と して国 道 ・県 道等 の幹 線 道路 施

設や工 業 団地 ・工 業 用 水等 の工 業 関連施 設 お よび 農林 水 産 関連 施設 を対 象 と し、

また 、生 活基 盤 施設 と して市 財村 道 、住 宅 、都 市 計画 施設 、 その他 の 施設 を対 象

と して いる 。 これ ら社 会資 本 を整 理 ・分 類 して表3-4に 示 して いる。 この分類 は、

現象記 述 モ デル の精 度 ・統 計 デ ー タの収 集 と いう点 か ら見 て、 妥 当性 を有 して い

る と考 え られ る。

な お、 社 会資 本 ス トッ クの計 測 方法 と して は、 過 去 の研究 にお いて 有用性 が確

か め られ て い る粗 資本(グ ロス)ス トック計 測法 を用 い る33)。 各 年 の資 本 ス ト

ックは、1963年 に行 われ た ス トック調査34)に よ る値 を基準 と し、前 後年 の投 資

額 を加 減 す る と い うベ ンチ マ ー ク法(Bench班arkYearHethod)に よ り算 出 した 。

(2)産 業活 動 の分 類

本研 究 で は、 産 業 活動 と して 第1次 産 業、製 造 業 、建設 業 、 お よび 第3次 産 業

を と りあ げ 、表3-5に 示 す よ う に業種 分類 す る こ と と した 。第3次 産 業 につ いて

は、立 地 メ カニ ズ ム や業 務 内容 の 差異 か ら、 小売 業 、卸 売 業、 および サ ー ビス業

を は じめ とす るそ の他3次 産 業 の3業 種 に分類 して いる。 また、製 造 業 に関 して

は3.3で 述 べ た よ う に、地 域 にお ける 業種 の かた よ りや特 定 の 業種 の誘 致 を行

う場合 の 関連 企 業 へ の影 響 を考 慮 す る必要 が あ るた め 、業種 を湖北 地 域 で は立地

業種 、 関連 立 地 業種 、 その他 業 種 の3つ に、 また湖 南地 域 で はそ の他 業種 を さ ら

に地域 需 要型 業 種 と資源依 存 型 業種 の2つ に分 けた 計4業 種 に分類 す る こと と し

た。 こ こで 、立 地 業種 とは雇 用 力 が高 く基 幹 的 な業 種 で、 地域 経済 の核 とな り得

るた め多 くの市 町村 が誘 致 を希 望 して いる よ うな業 種 で ある 。 また関 連 立地 業種

とは、 立 地業 種 の下 請 け的 な性 格 を持 ち 、立 地 に あた っ て地域 の立地 業種 の集積

か ら大 き な影 響 を受 け るよ うな 業種 を指 して いる。 湖南 地 域 で はそ の他 業種 を地

域 での 需要 の伸 び に よ り大 き く増加 して い る地域 需 要型 、 構造 的 な不 況 に よ り伸

び悩 み や減 少 傾 向 に あ る資源 依 存型 に細分 類 す る。 湖 北地 域 で はそ の他 業種 の集

積量 そ の も のが 小 さ いた め 、デ ー タ入手 の関 係 か ら細分 類 は行 わ な い こ と と した 。

第2章 に お ける滋 賀 県 の現 況 分析 の結 果 か ら、 従 業者 数 と製 造 品 出荷 額 の伸 び
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表3-4 社 会資本 ・公共投資の分類

分 野 項 目 内 訳 投資 ス トック

生産基盤施設

農林水産関連施設
___一 騨_一 噌 一 一 一 一 一 一 冒 ■ 一 ■ 一 一 一

工業関連施設

農業基盤
一 隔 一 一 一 噂 一 一 一 一 一 冒

工業団地
工業用水

Ga
}一 一 一 一 冒

Gi

Kga
顧 一 一 一 一 一 一 一 一 騨

Kgi

道路施設

国道
県道

GrO

Gr1 Kgr

生活基盤施設

市町村道 Gr2

一者随 劃画 麺設 一__
住宅関連施設

街路公園等
一 一 一 一 噌 幽 ■ 一 一}一 一 一

公共住宅

住宅団地

Gc
F凹 一 一,-

Gh

Kgc
____一 一 一 冒 一 一

Kgh

その他生活基盤施設 衛生施設等 Go Kgo

表中の記号は変数名を表す

表3-5 産業活動の分類

湖北地域ブロック

産 業 部 門 業種分類 業 種 記号
第1次 産業 1)農林水産業 農業,林 業,水 産業 1

第2次 産業 製造業

2)立地業種 一般機械,電 気機械,輸 送機械,精 密機械 2a

3)関連立地業種
一r噂 一 甲 一 胃 一}一 一 一 鱒 一 一 一

4)その他業種
一蛛鐸L非 蛛金属、金属製品 2b

食料品,紙 パルプ.出 版印刷,石 油石炭,

繊維,衣 服,木 材木製品,家 具装備品,

化学、ゴムL皮 革L寒 業圭石、その他
建設業,鉱 業

2e

5)建設業 C

第3次 産業

6)小売業 小売業 3a

7)卸売業 卸売業 3b

8)他3次 産業 3c

湖南地域ブロック

産 業 部 門 業種分類 業 種 記号
第1次 産業 1)農林水産業 農業,林 業,水 産業 1

第2次 産業 製造業

一 一-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6)建設業

2)立地業種
「 一 層 噌}r需 一 一 一 一 一 一 一 一 一

3)関連立地業種
.一 一 一 一 一 一 一 齢,一 一 一 一 一 一

4)地域需要型

業種

ご 怨樹球L軍気機械、一輸送母越L糟 蜜揮櫨
一鉄鋼2.非蛛金属2金 属製品

2a
一 騨 一 曽 一 曽

2b

食料品,紙 パルプ.出 版印刷,石 油石炭,
その他

2c

5)資源依存型

業種幽 一 一 一F響 冒 ■ 一 ■ 雪 雪 曽 一F一

繊維,衣 服,木 材木製品,家 具装備 品,

一化学,,ゴ ム,一皮革、一寒業土石..._ .一一一_

建設業,鉱 業

2d

一 一 一 璽 一 一

C

第3次 産業

7)小売業 小売業 3a

8)卸売業 卸売業 3b
9)他3次 産業 3c
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表3-6工 業 適地 にお け る立 地希 望 業種

湖北地域(適 地25箇 所)

電気機械器具製造業11
一般機械器具製造業

精密機械器具製造業
衣服 ・縫製業

食料品製造業
金属製品製造業

繊維製品製造業
その他(流 通加工型)

指定な し

湖南地域(適 地31箇所)

電気機械器具製造業11
一般機械器具製造業

精密機械器具製造業
衣服 ・縫製業

繊維製品製造業

化学(プ ラスチック)

医薬品製造業
その他(知 識集約型)

指定な し

昭和56,57年 通産省 「工 業適地調査」 における
工業適 地 の地 元市町村 の希望 をまとめた。

が著 しい製 造 業 の業 種 と して 、食 料 品、 出版 印刷 、 電気 機械 、 一般 機械 、そ の他

の製造 業 があ げ られ る。逆 に、伸 び悩 みや減 少傾 向に あ る業種 と して は、 繊維 を

は じめ衣服 、 家 具装 備 品 、 ゴム製 品製 造 業 がみ られ る 。 また、工 場 の立 地 を考 え

る際 には、 立 地 の可 能 性 ばか りで はな く地 元 の 自治体 の意 向 も考 慮 す る必 要が あ

る。表3-6は 、 通産 省 「工 業適 地 調査 」 に お いて各 工 業適地 の地元 自治 体 が立 地

を希望 す る業 種 を ま とめ たも の であ る。 以上 の結 果 か ら、前 掲 の表3-5に 示 した

産 業活 動 の分 類 が妥 当で あ る と考 え られ る 。

(3)統 計 デ ー タ の入手

安定 した 地 域計 量 経 済 モデ ル を得 るた め に は、通 常15～20以 上 のサ ンプル サ イ

ズをも つ時 系 列 デ ー タが必 要 で あ る ことが過 去 の研 究 か ら報 告 されて いる35)。

そ こで 、本 研 究 で は、 国民 経済 計 算 や財 政計 算 の方 法 が現 行 の もの に変 更 された

1963年 以降 につ いてデ ー タの収 集 を行 い、1965年 か ら1983年 に至 る19個 のサ ンプ

ル サ イズ をも つ 時系 列 デ ー タを も とに本 モ デル の推 定 を行 うこ と と した 。本 モデ

ル の作成 のた め に必 要 な デ ー タ、 利 用可 能 出典 、 お よび利 用可 能期 間 を表3-7に

ま とめ て示 す 。 この表 力・ら明 らか な よ うに 、調 査年 次 の欠 落や 調査 内容 の変 更 な

どに よ り、 各 年次 にお いて十分 なデ ー タ を得 る こ とが で きな い。 そ こで,本 研究

で は、不 足 す るデ ー タに つ いて新 た に推 定 ・補 間 を行 うこ と と した。 そ の 方法 と

して、年 次 の 欠落 につ いて は トレン ドに よる補 間 を行 い、 項 目の不足 につ いて は

エ ン トロ ピ ー最大 化 法 等 を用 いて推 定 を行 った36)。

3.4.2計 量 経 済 モ デル のパ ラ メー タ推 定

滋 賀県 地 域 を対 象 と して、3.3で 定 式 化 した地 域 計量 経 済 モデ ル を実 際 に作

成 す る 方法 を図3-9に 示 して い る。 す なわ ち、 従来 の地域 計 量経 済 モ デル の 開発

に数 多 く用 い られ て きた一 般 的な 作成 手 順37)を 、地 域 ブ ロ ック、 県財 政 ブロ ッ

ク にそれ ぞ れ 適 用す る。本 モ デル は通常 の 経済 活動 量 を表 す線 形 の方程 式 の ほか
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表3-7 統 計 デ ー タの 出典 と入 手 状況(そ の1)

セ クター 変 数 変 数 名 出 典 間隔 注

地域人口 出生率 αm 人口動態統計 1年

死亡率 βm
〃

労働力化率 γm 国勢調査より推定 5 10.1

扶養率 ξm
〃

5 10.1

退職率 δm 〃 5 10.1

年齢別人口 Pm 国勢調査,推 計人口年報 5 10.1

転出入人口 M叫N皿 県統計(住民基本台帳) 1 1.1

労働力移動 MV,MR,NV,NR 国勢調査,雇 用動向調査 5 10.1

就業者数 Ls 国勢調査 5 10.1

(住宅) 住宅ス トック H 県統計書 1 1.1

住宅用地 Ah
〃

1 1.1

地域経済
(農林水産) 農地面積 A1 農業センサス ・県統計 5 s35～

従業人口 E1 国勢調査 5

1次 生産額 01 農業センサス ・県統計 5 s40～

1次 分配所得 Y1 県農家経済統計 1 s38～

(製造業) 工業用地面積 A2 工業統計用地用水編 1 s36～

全国製品出荷額 ZO2k
〃

1 s35～

民間投資額 12
"産 業編

1 〃

民間ス トック K2 工業統計調査市町村編 1 〃

従業人口 E2a,E2b,E2c,E2d
"市 町村編

1 〃

出荷額 02
"産 業編

1 〃

分配所得 Y2
"市 町村編

1 〃

(商業) 小売販売額 03a 商業統計 2.3 s35～

卸売販売額 03b
〃

1 〃

その他3次 生産額 03c 県生産所得統計 1 〃

小売分配所得 Y3a 毎月勤労統計調査 1 〃

卸売分配所得 Y3b
〃

1 〃

その他3次 所得 Y3c 労働力統計年報 1 〃

従業人口 E3a,E3b,E3c 商業統計,事 業所統計 2.3 〃

(建設業) 建設業生産額 Oc 建築統計年報 1 s35～

建設業従業人口 Ec 事業所統計 5 〃

建設業分配所得 Yc 労働統計年報 1 〃

(その他) 京阪神所得水準 yp 労働統計年報 1 s35～

家計消費支出額 C 県統計 1 〃

に、労 働 力移 動 や 買物 先選 択 とい った選 択 モ デ ル を 内蔵 して い る。 これ ら のモ デ

ル 式 につ いて は個 別 に最尤 法 を適 用 してパ ラ メー タ の推定 を行 い、最 終 テ ス トの

段 階 で組 み込 む こと とす る。

(1)定 数 の設 定

地 域社 会セ クター にお いて は、 年齢 階 層 ご とに 出生 率 αm、 死 亡 率 βm、 労働 力

化率 γm、 退 職 率 δm、 扶 養 率 ξ.1、と いう定 数 を用 いて計 算 を行 って い る。 そ こで
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表3-7 統 計 デ ー タの 出典 と入 手状 況(そ の2)

セ クター 変 数 変 数 名 出 典 間隔 注
県財政
モデル

(国)

(県)

地域別分野別投資

県歳入
県税収
県・地方交付税
国庫補助金収入
県・地方債発行額
県債残高
県債償還費
県・経常経費
県・投資的経費
地域別分野別投資

GOa,GOh,GOc,

GOr,GOi,GOl

Tl

Tlo

Tlx

Tln

Tls

Tlt

Clr

Cl

Sl

Gla,Glh,Glc,

Glr,Gli,Glo

自治省行政投資実績

都道府県決算状況調
〃

〃

〃

z
〃

劣
県土木事務所
監査報告書等

1

1

1

1

1

1

1

1

1

s38～

s40～

s40～

地方財政
セクター

(市町村)

(社会資本)

市町村歳入
市町村税収

市町村地方交付税

国 ・県補助金収入

市町村債発行額
地方債残高

地方債償還費

投資的経費

経常経費
〃(人 件費)

〃(物 件費)

〃(扶 助費)
〃(補 助費)

分野別投資額

生活資本ス トック

道路ス トック

生産資本ストック

農林水産ストック

Tl

T20

T2x

T2n,T2h

T2s

T2t

C2r

S2

C20

C2j

C2b

C2f
C2h

G2a,G2h,G2c,

G2r,G2i,G20

Kgh,Kgc

Kgr

Kgi

Kga

市町村行財政統計年報
〃

〃

〃

z

z

z
〃

z
〃

公共施設状況調

県道路台帳

1

2

1

1

s35～

s38～

s38～

これ らの 定数 の値 を過 去 の デー タに基 づ い て設 定 した。

出生率 、死 亡 率 は表3-8、3-9に 示 す通 りで あ り、 それ ぞれ1975年 の厚 生 省都

道府 県別 人 口動 態統 計 よ り求 め た。 労働 力 化率 は若年 層 の大 学進 学 率 と高齢 者 の

第1次 産 業 へ の従 事 か ら大 きな影 響 を受 けて い るの で、就 業 構造 基 本 調査 の結 果
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与件事項の設定
1社 会資本 ・公共投資の分類
2経 済活動 ・社会活動の分類
3デ ータの加工 ・欠測値の補完

線形モデル式の推定
1構 造方程式の定式化
2個 別推定 ・検定による変数の選択
3パ ラメータの一括推定 ・検定

非線形モデル式の個別推定
1構 造方程式の定式化
2個 別推定 ・検定による変数の選択

モデルの精度に関する検討
1全 体的テストによる精度の検討
2最 終テス トによる実績値との比較

図3-9地 域計量経済モデルの作成手順

表3-8年 齢 階 層別 出 生率(5年 間)

女 子 年 齢 階 級 男 児 出生 率 女 児 出生 率

15-19歳 000729 000706
20-24 0 21137 0 20493

25-29 0 55289 0 53602
30-34 0 19434 0 18841

35-39 0 02747 0 02631
40-44 0 00416 0 00406

をも とに表3-10の よ うに設 定 した 。退 職 率 は1975年 と1980年 の年齢 別 就 業 人 口か

ら推 定 し、表3-11に 示 す よ うに設 定 して い る。 さ ら に扶 養率 は1970年 、1975年 、

1985年 の 年齢 別 人 口移 動量 か ら推 定 し表3-12の よ う に設 定 して い る。

このほ か 、 ス トックの減 価 償 却率 ζが 定数 と して 用 い られ て い るが 、 ス トック

の種類 ご とに その値 は異 な る と考 え られ る の で、 そ れ ぞれ 未知 パ ラ メー タ と考 え

て一般 のパ ラ メー タ と同様 の 方法 で推 定 す る こと と した。

(2)方 程 式 の個 別 推 定

まず 、定 義 式 、均 衡 式 以外 の推 定 を必 要 とす る関 数 につ い て、 個 別 に 方程 式 の
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表3-9年 齢 階層 別 死亡 率(5年 間)

年齢階級 勇性 死 亡 率 女 性 死 亡率

0-4歳 0.00324 0.00253
5-9 0.00178 0.00081
10-14 0.00082 0.00047
15-19 0.00346 0.00157
20-24 0.00447 0.00146

25-29 0.00436 0.00220

30-34 0.00432 0.00319

35-39 0.00632 0.00533
40-44 0.01090 0.00690
45-49 0.01927 0.01128
50-54 0.02686 0.01598

55-59 0.04500 0.02384

60-64 0.07526 0.03846

65-69 0.12035 0.06818
70歳 以 上 0.40444 0.36556

表3-10年 齢 階層 別 労働 力化 率

年齢階級 労働 力 化 率
(人 口 に対 す る 労働 力 人 口の割 合)

男 性 女 性

0-4 0.0 0.0

5-9 0.0 0.0

10-14 0.0 0.0

15-19 0.41-0.68univ 0.4329

20-24 0.51-0.70univ 0.7789

25-29 0.90-0.37univ 0.5400

30-34 1.0 0.5669

35-39 1.0 0.6943

40-44 0,980 0.7695

45-49 0,980 0.7683

50-54 0,980 0.7289

55-59 0,850 0.6416

60-64 0.814+0.164E1/E 0.5288

65-70 0.409+0.309居1/E 0.2407

71～ 0.409+0.309E1/E 0.2407

univは 大 学 進 学 率

E1/Eは 第1次 産 業 従 業 人 口 と 全 従 業 人 口 との 比 で あ る。
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表3-11年 齢 階層 別退 職 率

年齢階級 男 性 女 性

0-4 0.0 0.0

4-9 0.0 0.0

10-14 0.0 0.0

15-19 0.0 0.0

20-24 0.0 0.193085

25-29 0.0 0.0

30-34 0.0 0.0

35-39 0.0 0.0

40-44 0.0 0.0

45-49 0.0 0.0

50-54 0.007570 0.065462

55-59 0.051346 0.121179

60-64 0.179533 0.173052

65-70 0.299906 0.178496

71～ 0.399900 0.160806

表3-12年 齢階層別扶養率

ξ1:扶 養率1(転 職 による労働力 ξ2:扶 養率2(新 規就業の労働力
年齢階級 移動に伴って移動する人口の割合) 移動に伴って移動する人口の割合)

男 性 女 性 男 性 女 性

0-4歳 0.07581 0.07290 0.0 0.0
5-9 0.70044 0.06549 0.0 0.0
10-14 0.03702 0.03684 0.0 0.0
15-19 0.04203 0.03267 1.83698 1.17484
20-24 0.15143 0.20547 1.89671 0.98599
25-29 0.20189 0.19966 0.09457 0.0

30-34 0.11725 0.09457 0.0 0.0
35-39 0.06486 0.04650 0.0 0.0

40-44 0.03278 0.02566 0.0 0.0
45-49 0.02754 0.02138 0.0 0.0
50-54 0.02364 0.02044 0.0 0.0

55-59 0.01615 0.01687 0.0 0.0
60-64 0.00929 0.01387 0.0 0.0
65-69 0.00745 0.01163 0.0 0.0

70歳 以上 0.01191 0.01936 0.0 0.0
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推 定 を行 い、 説 明力 が あ り符 号条 件 を満 足 す る説 明変 数 の組 合 せ を求 め る 。推定

方式 は、最 小2乗 法 に よるが 、集 計 ロジ ッ ト型 の関数 や コブ=ダ グ ラス 型 の生産

関数 につ い て は最 尤 法 を用 いて いる。

ほ とん どの関数 につ いて は、 定式 化 の際 に想 定 した変 数 の う ちか ら、 説 明力 の

高 い変数 を選 び 出す こ とが でき た 。 しカ・し、一 部 の 関数 で は、 先 に述 べ た定 式化

で は望 ま しい結果 が得 られ な か った た め、 関数 形 を変 更 して推 定 を行 った。 以下 、

そ の内容 を述 べ る。

まず、 製造 業 の生 産 関数 につ いては 、湖 南地 域 の各 業種 は コ ブ=ダ グ ラス型 の

生産 関数 を設 定 して対 数線 形 回帰 を行 った 。推 定 期 間 を長 くと る と適合 条 件 を満

足 しな くな る業種 も あ ったが 、 これ は技 術 革新 に よる もの と考 え られ る。 適宜 期

間 を縮 小 して推 定 を行 った。

湖 北地 域 の業種 に つ いて は、 コ ブ ニダ グ ラス型 の 関数 は有 意 で はな か った。 実

際湖 北地 域 で は、地 域 外 の企 業 が安 い労働 力 を求 め て工 場 を立 地 させ る ケー スが

多 く、 その 生産 性 は 、地域 内の 資本 集積 に よっ て決 まるよ りも、む しろ その企 業

自身 の技 術 や資 本集 積 の度 合 によ るも の と考 え られ る38)。 そ こで、 説 明変数 に

全 国の労 働 生産 性 、域 内の労 働 生産 性 を取 り入 れ て線 形 回帰 を行 った 。

02k=02k(E2k,K2k,ZO2k1ZE2k) (3.66)

そ の結果 いず れ の 業種 もほぼ 条 件 を満 足す る条 件 式 が得 られた 。

また、 湖 北地 域 の 関連立 地 型 製造 業 の投 資 関数 に つ いて は どの よ うな変数 を使

っても、 他 の業種 に比 べ て再 現性 の劣 る結 果 しか 得 られ なか った。 これ は湖北 地

域 では関連 立 地 型製 造 業 の集 積 そ のも の が少 な く、投 資 額が 小 さ い ことか ら安 定

した推 定 が で きな か った た め と考 え られ る。集 積 量 が少 な い ので、 モ デル 全体 の

精度 に与 え る影 響 は少 な い と考 え て、最 も再現 性 の 高 い変数 の組 み合 わせ を選 択

した。

第3次 産 業 の雇 用 関数 は、 線形 で は再 現 性 が良 くなか った 。 これ は デパ ー トや

スーパ ー 等 の よ うに生 産額 が 急増 して も それ に比 例 して 雇用 者数 が増 加 しな い こ

とに よる も の と考 え られ る。 そ こで雇用 者数 を生 産額 の べ き乗型 の 関数 と して定

式化 しな お し、対 数 線形 回帰 を行 った。

E3k=vO3kβ

こ こ に β、 γ は 未 知 パ ラ メ ー タ で あ る 。

(3.67)

各業種 とも適合 度 の高 い推 定 式 が得 られ た 。

(3)パ ラ メ ー タの 一括 推 定

以上 、 述 べ て きた よ うな 個 別推 定 に よ り得 られ た各 関数 の パ ラ メー タ値 を制 限

情 報最 尤 度 法 に よ り推定 す る 。一 部 の関 数 で は適合 度 の良 い推定 式 を複 数案 用 意

して、 組 み合 わせ を変 えな が ら一 括推 定 を行 った。 湖 北地 域 、湖南 地 域 それ ぞ れ

の結 果 を ま とめ て表3-13、3-14に 示 す 。 また、県 財 政 ブ ロ ッ クの一 括 推 定結 果 を

表3-15に ま とめて いる。
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表3-13 湖 北 地 域 ブ ロ ッ ク の 一 括 推 定 結 果(そ の1)

注)R2C:自 由度修正済意相関係数D冊:ダ ービン・ワトソン比

部 門 構 造 方 程 式([]内 はt値) R2C 標準瞑差 DW

1農 林水産部門

生産関数 01=1.0323(Al)+0。000032393(ZO1-ZO1_1) 0.9660 4532.8 0.3672

[25●177][0.010539]

雇用関数 E1=1.0323(L-E2c3_1)+1.1751(Al_重) 0.9979 2093.4 0.6628

[6.8705][5.8585]
+15684.0(聾1/E1_象 一12c3_1)

[23.595]
所得配分関数 翼1=0.58927(01) 0.9649 2717.4 0.2289

[24.252]
用地供給関数 A1=28609(Kga/Kga_1)-5.1087(△h+A2) 0.9981 1014.8 0.3201

[40,174][9.9492]
2製 造業部門

a)立地業種

投資関数 12a=0,00050054(ZO2a-ZO2a_猛)+0.019914(Kgr+Kgi) 0.8115 2330.1 0.8602

[1.9165][2.1667]

屑用関数
0.85655E2

a=0.062626(1ε)-2068.6(K2a_量/E2a_1) 0.9970 488.6 2.2109

[23.456][10.659]
+2148.2(ZK2a一 重/ZE2a-1)

[15.395]
生産関数 02a=0.76562(02a_1)-0,00096279(ZO2a_1) 0.9937 9392.5 1.5859

[3.5782][1.4350]
+1298.9(K2a-1/E2a.1)

[0.83418]
所得配分関数 Y2a・0.14621(02a-12a) 0.9845 2079.3 0.8711

[37.489]
民凹ストック K2a=0.85(K2a-1)+12a(定 義 式)

b)関連立地業種

投資関数 」2b=0.0210603(02a-1+02b_1)+0,0084191(Kgr+Kgi) 0.7270 799.5 1.3338

[0.46672][1.9445]

層用関数 E2b・1097.4(Ls/E.1)・518.8(K2hl1E2h1)"86404 0.9874 411.5 0.9151

[10.092][9.9155]
生産関数 02b=3,7340(K2b_1)+0.00001922(ZO2b_重/ZK2b_1) 0.9211 6704.0 0.7841

[16.094][0,012202]
所得分配関数 V2b・0.11119(02b-12b) 0.9580 515.9 1.2353

[22.288]
民間ストック K2b・0.85(K2b.1)+12b(定 義 式)

e)その他業種

投資閲数 12θ=OgOOO28555(ZO2e_1)+0,018554(Kgr_!+Kgi_1) 0.9108 6275.6 1.8120

[4.3693][0.58854]

雇用関数 E2,・3707&0(Ls/E.1)・294街6(K2研1/E2ひ1)0・87808 0.9962 1867.7 1.5460

[35.931][3.0295]
一4998
.4(ZK2e-1!ZE2e.量)

[4.8249]
生産関数 02e=4.4367(K2e-1)-0.027648(ZO2e_!/ZK2e-1) 0.9611 68819.0 0.7522

[23.352][2.3376]
所得分配関数 Y2e・0.12916(02e-12e) 0.9881 4637.5 1.0249

[43,015]
民聞ストック K2e=0,85(K2e-1)+12e(定 義 式)

f)工業用}繭 積 A2=0.0058750(ΣK2k) 0.9466 154.2 0.2311
供給関数 [20.225]

3建 設業部門

生産関数 OcO.26332(DH)+47434(Σ12k+ΣG) 0.9226 7979.2 1.0669

[1,9857][8.0184]
雇用関数 9cO.17299(Oc)+3643,3(L8/B_1) 0.9855 1075.7 0.7455

[6●1658][5●0865]

所得分配関数 Ic=0.48783(Oc) 0.8884 4740.0 0.3721

「13.5551
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表3-13湖 北地 域 ブ ロ ッ クの一 括推 定結 果(そ の2)

4第3次 産業部門

所得分配 Y-Y1+ΣY2k+ΣY3k+YO+YR(定 義 式)

消費関数 CIP=0.20922(1-0,10103)Y/P+0.55603(ZC/ZP) 0.9979 0.2577 1.4042

」=2.9975]」=12,10唾 〕_一.

a)小亮業

生産関数 (03a_1)*傘1.1921零exp(-0,0618‡dl」)03a=(恥
一且

弓(03匹 ・)ホホ1・1921ホe・p(-0・0618蜘)

0.9192

(03a_1)*孝1,1921象e翼p(-0.0751*du)
+Cs-1

弓(03昏 ・)零'1・1921象exp(一 軌0751*d・)

i:N湖 北,S湖 南 」=湖北,湖 南,県 外

所得分配関数 了3a。0.15432(03a) 0,950 3691.8 0.1278

[20.471]

雇用関数
0.84294E3

a・.(03a) 0.9981 0.40844 0.0492
,

[144.05]

b)卸売業
一一

'

需要関数 03bd=1.4446(Σ02k+Σ03k)(定 義 式)

生産関数 03bO3臨1(03a-1)聯0・6633‡e・p(0・0246塾 虹)
Σ」(03a-1)**0,6633孝exp(0.02469*du)」

0.9341

(03a_,)噛 傘0,6633喰exp(-0.00323‡dl」)+03bdg.1 Σ(03
a_且)象*0.6633傘exp(-0.00323承du)

」

i:H湖 北,s湖 南 」:湖北,湖 南,銀 外

所得分配関数 Y3b=0.043529(03b) 0.9654 1120.9 0.1283

[24.813]

雇用関数
0.71798E3b

・(03b)
1

[144.29] 0.9988 0.28181 0.0861

c)その他3次

生産関数 03c=0,27441(OC+C2j+C2b)+0.07363(Σ02_1+Σ03k_1) 0.9898 10458 1.0317

[4.7153][5●6511]

所得分配関数 13c=0.50971(03c) 0.9940 4070.1 0.9258

[60.737]

麗用関数
0.91040E3

c=03c 0.9951 0.71051 0.1315

[60.972]
5労 働力人口関数 Ls=1」(-1.6449(Y/E)+5.6985(C/P)) 0.9272 41460 0.5944

[5,9658][8,4412]
6住 宅

住宅立地関数 △H50.23668(H_1)+0.13980△P 0.9829 1806.4 1.2429

[21.016][2.3340]
用地供給関数 ムH卿6156,3+0.q52863(H) 0.7870 910.5 0.4084

[20,594][8.2176]
7市 町村財政

税収関数 Tlo・0.48476(Y-1) 0.9250 2464.2 0.4540

(県税) [16.647]
税収関数 T20昌0,050664(Y-1) 0.9826 1207.4 0.2181

(市町村税) [35.154]
経常経費関数 C20=0.089329(ΣKg-1)+0.58593(H_r胚 一1) 0.9832 2307.5 0.3461

[31.154][1.8118]
+C2s

地方交付税 T2ス0.18665(T2-T20_1)+0.14771(C20-1) 0.9860 85生0 0.3395

[3.2805][2.0125]
地方債残高関数 T2t-0.89418(T2t_1)+T2s 0.9899 1560.1 1.8726

[46,479]
地方債返済関数 C2r30.12686(T2t一 重) 0.9784 325.4 1.1655

[31.613]



102[Chapter.3]

表3-14 湖 南 地 域 ブ ロ ッ ク の 一 括 推 定 結 果(そ の1)

注)R2C:自 由度修正済重相関係数DW:ダ ー ピン ・ワトソン比

部 門 構 造 方 程 式([]内 はt値) R2C 標準誤差 DW

1農林水産部門

生産関数 01=0.11093(E1)+32873(Al/A1_1)+0.OO47(ZO1-ZO1_1) 0.9805 5731.2 0.3535

[2,1060][8.0463][1.1308]
雇用関数 E1=0.44573(L-E2c3_1)+38095.(Y1/E1_1-Y2c3-1) 0.9931 6432.7 0.3934

[生0055]口4.224]
+1.3534(A1.1)

[4.9491]
所得配分関数 Y1・0.55084(01) 0.9776 3473.0 0.2668

[30.198]
用地供給関数 A1=2.2108(Kga)-28.994(Ah+A2) 0.9640 8353.1 0.1840

[10.563][7.0881]
2製造業部門
a)立 地業種

投資関数 12a=0.04842(02a_1*ZO2a/ZO2a-1)+0.00995(Kgr+Kgi) 0.9204 7769.6 1.2051

[6.7908]'[0.67921]

雇用関数 E2。.614軌8(K2缶1/E29)85阜55"24793(M1) 0.9851 3257.0 0.2146

[3.0836][3.8552]
+1578.7(ZK2a-1/ZE2a)

[0.52599]

生産関数 02。 乳99887(K2昏1鋳69216(E20。)軌30784 0.9560 0.18455 0.8921

[52,82][21.904]
所得配分関数 Y2aO.13534(02a-12a) 0.9902 6532.7 1.0469

[47.184]
民間ス トック K2a=0.85(K2a-1)+12a(定 義 式)b

b)関連立地業種

投資関数 12bO.0074001(02a_1+02b_1)+0.01352(Kgr+Kgi) 0.8800 2630.1 1.5508

[3.5081][2.6748]

雇用関数
0.86404E2b=0

.007553(Ls/日 一1)+1574.3(K2b-1/E2b) 0.9700 1210.1 0.2680

[3.5846][6.6926]

生産関数 02b・ 街080012(K2h386431E2b堅13566 0.7617 0.48330 2.3305

[5.9740][7.0787]
所得分配関数 Y2b=0.11359(02b-12b) 0.9550 2955.1 0.5253

[21.522]
民間ス トック K2b=0,85(K2b-1)+12b(定 義 式)

c)地域需要型

投資関数 12c=0.001259(ZO2c-ZO2c_!)+0.009328(Kgr+Kgi_1) 0.8291 3328.8 1.5997

[3.4580][1.4804]

届用関数 E2・ 軌013356(Ls/E.1)・43乳95(K2ひ 、/E2,)軌6439 0.9912 615.0 1.1176

[11.600][0,82232]
585.35(ZK2c-1/zE2c)

[1.1809]

生産関数 02。 ・43214889(K2ひ1)64393(E2ひ1)q35607 0.8824 0.23792 0.8734

[26.510][12●292]

所得分配関数 Y2cO.12580(02c-12c) 0.8242 3133.5 0.8158

[10.376]
,民 間 ス トック K2c=0,85(K2c-1)+12c(定 義 式)
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表3-14湖 南 地 域 ブ ロ ッ クの一 括推 定 結 果(そ の2)

a)小 売業 (03a_1)**1,1921*exp(-0.0618*d`∫)

生産関数
03a=C旧

弓(03御1)**L1921*exp(-qO618・dl」)

0.9566

,Cs-1(03昏1)**L1921*θxp(一 軌0751・d・ 」)

弓(03?繍騰 評鵠ll鴇謡魚
所得分配関数 Y3aO.14984(03a) 0.9523 9508.8 0.1265

[20.517]

屈用関数
0.8427E3a(03a)

0.9984 0.40015 0.0588

[125.35]
b)卸売業

需要関数 03bd=1.4446(Σ02k+Σ03k)

生産関数 (03b_1)**0.6633*exp(0.02469*dI」)03bO3b山
一1

}(03h1)**軌6633*e・p(qO2469*d・ ・)

0.9956

(03b_1)**0.6633*exp(-0.00323*du)+03bd
s.量

}(o距繍1:黙 犠1羅1鰯
所得分配関数 Y3bO.040967(03b) 0.9630 2411.4 0.1409

[23.428]

届用関数
0.74191E3b・(03b)

工166.35] 0.9991 0.26691 0.0570

c)そ の他3次

生産関数 03c=0.31791(C_1)+0.065115(Σ02-1+Σ03k_1) 0.9955 15715 1.2885

[7.0183][6.5921]
所得分配関数 Y3c=0.50679(03c) 0.9943 8977.3 0.8308

[60.936]

雇用関数
0.92037E3

c=03c 0.9988 0.03719 0.0866

[145.57]
' 一 し

d)資源依存型

投資関数 12dO.0010416(ZO2d-ZO2d-1)+0,080035(Kgr+Kgi) 0.8633 8943.4 1.3038

[1。0245][5,5524]

雇用関数
0.86434E2d=0

.18274(Ls-1)7580.5(K2d_1/E2d_亘) 0.9956 2891.0 1.3041

[28.337][8.1055]

生産関数
0.864340.1356602d3

.873337(K2d一 且)(E2d) 0.9625 1.3245

[17.63][22.742]
所得分配関数 Y2dO.14489(02d-12d) 0.9758 9114.9 0.9193

[29.288]
民間ス トック K2d=0.85(K2d.1)+12d(定 義 式)

e)工業用地面積 A2・0.0046155(ΣK2k) 0.9279 365.0 0.1227

供給関数 [16.479]
3建 設業部門

生産関数 OcO.26637(DH)+40.69832(Σ12k+ΣG) 0.9180 24124 0.5844

[0.19941][8.3766]
雇用関数 EcO.21571(Oc)+0.87537(Ls/E_1) 0.9564 4622.3 0.8151

[2●6378][0.68425]

所得分配関数 Yc-0.50867(Oc) 0.8724 14337 0.4006

[13.059]
4第3次 産業部門

所得分配 Y=Y1+ΣY2k+ΣY3k+YO+YR(定 義 式)

消費関数 C/PO.18354(1-0.11358)Y/P+0.56557(ZC/ZP) 0.9979 0.25803 1.3020

'
一[2.2729][10.075] 一
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表3-14湖 南 地 域 ブ ロ ック の一 括 推 定結 果(そ の3)

5労働力人ロ関数 Ls=L(-1.2470(Y/E)+5●0824(C/P)) 0.9326 85785 0.5325

[5●5781][7●9412]

6住 宅

住宅立地関数 △H-G。13042(H_1)+0.60144△P 0.8988 9592.8 1.7799

[4.9046][1.0502]
用地供給関数 AH=7243,7+{LO70523(H) 0.9653 1010.7 0.3445

[18.586][22.419]
7市町村財政

税収関数 Tlo=0.057244f 0.9666 4870.6 0.3975

(県税) [25.365]
税収関数 T20=0.063697Y 0.9536 6449.6 1.9855

(市町村税) [21.320]
経常経費関数 C20=0。095652(ΣKg-1)+0.77350(N-rM_1)+C2s 0.9829 4994.1 0.6411

[16.156][2.9462]
地方交付税 T2x=0.87911(T2t_1)+0.19780(C20_1) 0.9746 1692.4 0.6675

[1.2640][3.9688]
地方債残高関数 T2tO,87911(T2t_1)+T2s 0.9436 9897.8 2.5056

[18.783]
地方債返済関数 C2rO.11246(T2t-1) 0.9126 1602.5 0.2763

[14.842]

表3-15県 財 政 ブ ロ ック の一 括 推 定 結果

関 数 構造方程式

([]内 はt値)

自由度調整済

重相関係数

標準誤差 ダー ビ ン ・

ワ トソ ン比

湖北地域税収

(3.58)

湖南地域税収

(3.58)

Tlo=0.048476Y

[16.647]
Tlo=0.057244Y

[25.365]

0.92507

0.96667

2464.2

4870.6

0.4540

0.3975

地方交付税

(3.60)

Tlx=0.44187(T1-1-T1)

[4.0820]

0.99442 1649.5 0.6684

地方債残高

(3.61)

Tlt=・0.89313T1-1十 丁1s

[19.246]

0.99912 9659.7 2.5057

地方債償還費

(3.62)

.Clr=0.1241T1-1
[15.208]

0.99386 1567.9 0.3056

経常経費

(3.63)

C1==0.14086gKg十Clr

[16.771]

0.99827 4905.1 0.6536



[3.5整 備財源配分問 題のモデル分析]105

3.4.3計 量 経 済 モ デル の 現象 再 現性 の検 証

ここで は、一 括 推 定 の結 果得 られ た モデ ル につ いて再現 精 度 に関 す る検 討 を行

う こと とす る。一 括 推 定 で得 られ た構 造 方程 式 の 自由度修 正 済重 相 関係 数 の分布

を表3-16に 示 して いる 。 この表 か ら明 らか な よ うに、 全体 と して はかな り適 合度

の高 い結 果 が得 られ て いる。湖 北 地域 の小 売業 生産 関数 と卸 売業 生産 関 数 、お よ

び製 造業 の 投 資 関数 、 湖南 地域 の製造 業 の投 資 関数 な どの再 現精 度 が劣 って いる

が、それ で も重 相 関 係数 は0.90前 後 の値 で あ り、 かな り良 い適合 度が 得 られ て い

る と判断 で き る。

モデル の 再現 精 度 に つ いて 、本 研究 で は以 下 に述 べ る2つ の方法 によ り検 討 を

行 った38}。 す な わ ち 、各年 次 ご とに外 生変 数 お よび先 決 内生 変数 に実績 値 を代

入 し、各 年 次 ご とに 各 ブ ロ ック の シ ミュ レー シ ョン を行 う。 まず 、 こ う して計 算

できる 内生 変数 の推 定値 と、実 績値 を比較 す る(全 体 テ ス ト)。 さ らに外 生変 数

と初 年次 の 先決 内 生 変数 の実 績 値 の み を与 え、連 続 的 に シ ミュ レー シ ョン を行 っ

た結 果 と して得 られ る推 定値 を検 討す る最 終 テ ス トを行 った。 テ ス ト期 間 と して

1966年 力・ら1983年 に 至 る18年 間 を設 定 した。 表3-17に 全体 テス トの結果 を示 す が 、

各 方程 式 とも良 好 な あ て はま りを示 して い る こ とが わか った。 また 、最 終 テ ス ト

におけ る再 現値 と実績 値 との比 較 を図3-10に 、 また誤 差 率 を表3-18に 示 す 。年 次

を経過 す る に した が っ て誤 差 が 累積 して い る関数 も見 られ るが 、図3-10か らもわ

か るよ うに 、主 要 な 変数 につ いて満 足 の い く再 現 精度 が 得 られ て いる こ とか ら、

全体 と して 良好 な モ デル が作 成 で きた と判 断 した 。

3.5整 備 財 源 配 分 問 題 の モ デ ル分 析

3.5.1分 析 にあ た って の与 件 事項 の設 定

本節 で は 、モ デ ル分 析 を行 う際 に与件 とな る事 項 につ いて考 察す る 。

(1)地 方債 、補 助 金 の考 え方

3.3で 地 域 計量 経 済 モ デル を定 式 化 した よ うに 、本 モ デル に お いて は県財 政

に関 わる外 生 変数 と して地 域 別 、分 野別 配 分率 、 地 方債 収入 、 お よび 国か らの補

助金収 入 を と りあ げ て いる 。 この うち 県 の意 向 に よっ て決定 でき るも の と して地

域別配 分 率 、分 野別 配 分率 と地 方債 収 入 が あげ られ る。 地域 別配 分 率 、分 野別 配

分率 は事 業効 果 の配 分 を決 め る重要 な 政策 変数 であ る。 一 方、 地方 債 の発 行 につ

いて は金 融状 況 の考 慮 や地 方 財 政計 画制 度 によ る制約 が 多 く、 自由度 は低 い と考

え られ る 。 また 、3.2で 考 察 した よ うに、 そ の発 行 にお い て は、事 業効 果 と財

政 効果 の トレー ド ・オ フを長 期 的 に どの よ うに コ ン トロール す るカ・とい う視点 が

重 要 であ り、地 域別 配 分率 、分 野別 配 分率 の効果 を分析 す る の とは異 な った 視点

が必要 とされ る。 そ こ で、本 研究 で は、2つ の段 階 にわ けて検 討 を行 う こ ととす

る。す な わ ち まず 、① 事 業効 果 を効 率 的 に配 分す る とい う視点 か ら、 地 域別 ・分

野 別配 分率 に関 す る分 析 を行 う。 この段 階 では、 地 方債 収 入 と国 費 の補 助金 は外

生 的 に与 え た標 準 的 な値 に 固定 して お くこ と とす る。 つ いで 、② 地 方債 を変 化 さ

せ て事 業 効果 と財政 効 果 の トレー ド ・オ フ の問題 を分 析す る 。 この段 階 で は地 域
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表3-16-i括 推 定結 果 の重 相関 係数 の分 布(そ の1)

(湖北地域)

業 種 ～0 .98 ～0 .96 ～0 .94 ～0 .92 ～0 .90

1 AIE1 Y1 A2

経 次 01

A E2aY2a 12a

02a
済
B E2b Y2b 02b 12b

セ E E2e 02e 12e

Y2e

建 Ec Oc Yc

ク 設

小 E3a Y3a 03a

売 C

タ 卸 E3b Y3b 03b

売

そ 03c

1 の E3c

他 Y3c

社
会 住 ∠H Ls AH

セ

ク

タ 宅

1
財 市 T2t C2r Tlo

政 町 T20

セ 村 C20

ク 財 T2x

タ

i

政

ここでA:製 造 業立地業種、B:製 造業 関連立地業種、E:製 造業その他業種
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表3-16一 括 推 定結 果 の重 相 関係 数 の分 布(そ の2)

(湖南地域)

業 種 ～0 .98 ～0 .96 ～0 .94 ～0 .92 ～0 .90

1 E1 Y1 A2

次 01 A1
経
A E2a 02a 12a

Y2a

済 B E2b Y2b 12b

02b

C E2c 12cO2c

セ Y2c

D E2d 02d 12d

Y2d
ク
建 Ec Oc Yc

設

小 E3a Y3a

タ 売 C 03a
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表3-17 年次 ごとの再現精度(全 体 テス ト)
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表3-18モ デ ル の再 現精 度(最 終 テ ス ト)

誤 差 率 0.0～ ±10●0～ ±20.0～ ±30.0～

湖北地域
湖南地域

2814713

212249

数字は変数の数を示す

別 ・分 野別 配 分 案 は① に お けるも っ とも望 ま しい値 を採 用 す る も の とす る。

(2)分 野別配 分 率 の考 え 方

第2章 の実 証分 析 で 明 らか とな った よ うに、 滋 賀県 地 域 で は、 国 、 県 、市 町 村

が それ ぞれ 異 な った 比率 で 生活 基盤 、 生産 基 盤 の両 方 に投 資 を行 って いる 。本 研

究 で は県 レベル での公 共 投資 配 分 に焦 点 を 当て て い る ので 、 よ り広 域 的 な視 点 か

ら行 わ れ る国 の直接 投 資 の配 分 に つ い一て は外 生 的 に扱 う こ とと した 。市 町 村 にっ

いては、 県 の 方針 に あ る程 度 沿 っ た形 で公 共 投資 を行 うも の と考 え られ るの で 、

県 の分野 別配 分 率 と対 応 して市 町村 の配 分 率 を決 める こ と と した 。 な お、 県 は制

度 上 の制約 か ら直接 的 に投 資 を行 う こ とが で き な いケ ー スが 多 く、市 町 村 へ の補

助 金 を通 じて間接 的の 整備 を図 る こ とも多 い。 そ こで 、県 の投 資分 野 の 中に 、市

町 村へ の補 助 金 を とりあ げ る こと と して い る。

(3)検 討対 象期 間

ここで は公 共投 資 の配 分 を検 討 す る期 間 と して 、1986年 か ら1995年 に至 る10年

間 を と りあ げて い る。地 方 財政 にお いて は単 年 度 の投 資 額 はあ ま り大 き くな いた

め 、幹線 道 路整i備や 大規 模 な工 業 団地 の 造成 事 業 で は数 年 か ら10数 年 の継 続 的な

投資 を必 要 と して いる。 そ こ で投資 配 分 案 を設 定す る際 にも数 年 間 の連 続 性 を確

保 す る こ とが望 ま しい。 しか しな が ら地 方財 政 は地 域 経 済 と密 接 な 関係 を持 って

い るた め、地 域 社 会 、地域 経 済 の動 向に対 応 させ て投 資 方針 を変 更 して い く必要

が あ る。 そ こ で ここ で は、対 象期 間 を前 期(1986～1990年)と 、 後期(1991～19

95年)の2期 間 に分 割 し、 各 々 の期 間 内 はひ とつの 投 資配 分 案 を継 続 す る こ と と

した。

な お、地 方債 の発 行 に関 す る分 析 に お いて は、 世 代 間 の公 平 の問題 な ど、 これ

よ りも 長 い視点 か らの検 討 が必 要 で あ る と考 え られ る。 そ こで 検 討対 象 期 間 と し

て1986年 か ら2005年 に至 る20年 間 を と りあ げ る。

(4)外 生値 の設定

全 国的 な生 産 性 や消 費額 な どの外 生 変数 につ いて は、 過 去 の トレン ドを 延 長 し

て求 めた 推定 値 を用 いる こ と ≒ した。 な お、 上述 した よ うに 、地 方 債 の 収入(発

行 高)と 、国 費 の補 助 金 につ いて も同様 に して 求 め て いる。 こ の推 定値 を表3-19

に示 す こ ととす る。
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表3-19シ ミュ レー シ ョンに用 い る外 生値(1985～1995年)(そ の1)

年 全国工業製品出荷額(工 業製品需要)(百 万円)

立地業種 関連立地業種 地域需要型業種 資源依存型業種
次 ZO2A ZO2B ZO2C ZO2D

86 104362651 47527106 94057850 63170060
87 111240949 49957950 100826354 65667189
88 118214673 52369042 107591980 67941435
89 125264320 54754164 114291136 69963280

90 132370717 57107649 120857057 71705878

91 139515167 59424385 127220851 73145650

92 146679578 61699814 133312660 74262815
93 153846571 63929918 139062908 75041838

94 160999570 66111207 144403605 75471793

95 168122876 68240697 149269672 75546619

年 全国製造業雇用者数(人)

立地業種 関連立地業種 地域需要型業種 資源依存型業種
次 Z2A ZE2B ZE2C ZE2D

86 3760970 1298293 2487381 2644251

87 3797451 1286222 2474735 2577019

88 3842811 1275245 2462089 2511496

89 3898271 1265248 2449444 2447639

90 3965050 1256131 2436798 2385406

91 4044368 1247806 2424152 2324756

92 4137446 1240196 2411506 2265647

93 4245504 1233233 2398860 2208041

94 4369761 1226856 2386215 2151900

95 4511437 1221010 2373569 2097186

年 全国製造業民間ス トック(百 万円)
立地業種 関連立地業種 地域需要型業種 資源依存型業種

次 ZK2A ZK2B ZK2C ZK2D

86 14905143 10874433 12130658 10690413

87 15710889 10975778 12497676 10794588

88 16535097 11063861 12849284 10887617

89 17376931 11140324 13185459 10970606

90 18235520 11206633 13506284 11044569

91 19109966 11264086 13811932 11110434

92 19999343 11313826 14102654 11169045

93 20902704 11356861 14378767 11221166

94 21819084 11394074 14640641 11267491

95 22747506 11426237 14888687 11308642
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表3-19シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に 用 い る 外 生 値(1985～1995年)(そ の2)

年 国の滋賀県関係 県地方交付税 県地方債収入 県の国庫補助金

公共投資総額 交付額TIX TIS 収入TIH

次 SO(百 万円) (百 万円) (百万円) (百万円)

86 43068.7 56631.5 14505.7 55795.6

87 42799.6 58714.3 14696.3 57104.5

88 42625.2 60845.0 14886.9 58412.6

89 42512.1 63023.1 15077.6 59719.1

90 42438.6 65248.4 15268.2 61023.4

91 42390.8 67520.4 15458.8 62324.8

92 42359.7 69838.4 15649.4 63622.6

93 42339.5 72201.9 15840.0 64916.3

94 42326.3 74610.2 16030.6 66205.2

95 42317.8 77062.3 16221.3 67488.8

年 湖北市町村 湖南市町村 京都府大阪府 京都府大阪府 京都府大阪府

地方債収入 地方債収入 総従業者数 所得水準 小売販売額

NT2S ST2S E Y/P 03A

次 (百万円) (百 万円) (人) (百万円/人) (百万円)

86 3394.6 7530.8 5935795 4.28866 10193304

87 3055.1 6777.7 6034168 4.57785 10527329

88 2749.6 6100.0 6134171 4.87777 10826902

89 2474.7 5490.0 6235832 5.18799 11093457

90 2227.2 4941.0 6339178 5.50802 11328966

91 2004.5 4446.9 6444236 5.83729 11535752

92 1804.0 4002.2 6551035 6.17512 11716327

93 1623.6 3602.0 6659605 6.52076 11873261

94 1461.3 3241.8 6769973 6.87338 12009083

95 1315.1 2917.6 6882171 7.23204 12126211

年 全国第1次 産業 全国消費水準
生産額ZOl ZC/ZP

次 (百万円) (百万円/人)

86 3144148 1.16861

87 3035489 1.17829

88 2930586 1.18677

89 2829308 1.19420

90 2731530 1.20068

91 2637131 1.20633

92 2545995 1.21126

93 2458008 1.21554

94 2373062 1.21926

95 2291051 1.22249
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3.5.2効 果 の 波 及経 路 の 分 析

第2章 にお い て は、対 象 地 域 の現 況 分析 を行 うこ とに よ り、湖 北 ・湖南 各 地域

の持つ社 会 ・経済 ・財 政 に関 す る特 徴 を明 らか にす る ととも に、 各地 域 に お いて

みられる投 資 効果 の主 要 な波 及経 路 につ い て考察 を行 っ た。

本節 で は、 前節 で作成 した 地域 計 量経 済 モ デル の中 で この よ うな主 要 な波 及経

路が 、 どの様 に組 み込 まれ て いるか を確認 す る こと とす る。 そ の方法 と して は、

波 及経 路 の 出発 点 とな る変 数 を と りあげ 、そ の変 数値 を仮 想 的 に増 加 させ て シ ミ

ュ レー シ ョン を行 い、 これ をベ ー ス ケー ス と比較 す る こ とに よ って 、他 の活 動主

体 に及 ぼす影 響 を調べ る こ ととす る。

まず湖 北地 域 にお い ては 、人 件費 や 扶助 費 と して支 出 され る資 金が 地域 雇 用や

地域所得 水準 の確保 に及 ぼ す効 果 が大 き いこ とか ら、経 常 経費 の持 つプ ラ ス面 を

再評 価す る必 要 が あ る こ とは第2章 で述 べ た とお りで あ る。 そ こで経 常経 費 の増

加に よる各 主体 へ の効果 の 波 及 につ い て調べ る こ ととす る。 また 、 同 じ財源 を投

資の増 加 に回 した場 合 の効 果 につ いて も調 べ、 比較 ・検 討 す る。

湖南 地域 で は 、京 阪神 地 域 へ の通 勤世 帯 の増 加 に伴 い、税収 や 第3次 産 業 販 売

額 の増 加 と、 生 活基 盤整 備 のた め の財政 需 要 の増 加へ の 影響 を検 討 す る必要 が あ

る。 そ こで、 京 阪神 地 域へ の通勤 者 数 が増 加 した ときに他 の活動 主体 に どの よ う

な影響 が 生 じるか を分 析す る。 また 、 消費 の地 域 内 での 循環 の 完結 度 が高 ま り、

域外へ の資 金 の 漏 出が 減 少す る こ との影 響 を調 べ るた め 、 小売 業の地 域 内 シ ェァ

が増加 した場 合 に つ いて考 察 す る こ と とす る。

そ こで、以 下 に示 す よ うなケ ー ス を設定 した 。 シ ミュ レー シ ョン期 間 は、1986

年 か らの10年 間 と し、す べ て の外生 値 お よび政 策 変数 を過 去 の トレ ン ドに従 って

変化 させ る ケ ース(ケ ース0)を ベ ース値 と して計 算 して お く。 そ の上 で、

ケー ス1:湖 北 市 町村 の経常 経 費 を10%増 加 させ る

ケー ス2:湖 北 市 町村 の投 資 的財源 を10%増 加 させ る

ケー ス3:湖 南 地 域 か ら京 阪神 へ の通 勤 者数 を10%増 加 させ る

ケー ス4:湖 南 地 域 の小 売 販 売額 を10%増 加 させ る

の4つ のケ ー ス につ いてベ ー ス値 との比 較 分析 を行 った。 各 々のケ ー スに お いて

ベース値 に対 す る増 滅 の割 合 の大 き い変 数 を取 り出 し、主 要 な波 及 経路 を明 らか

に した も の を図3-11～3-14に 示 して いる。 図 中の数 字 は最 終 年 次 にお け る内生 変

数値 のベ ース 値 か らの増減 を百 分率 で 示 した も ので あ る。 以下 、 それ ぞれ の結 果

につ いて考 察 す る 。 まず 、ケ ー ス1(図3-11)と ケ ース2(図3-12)を 比較 して 、

湖北地 域 に お け る市 町村 財政 の経常 経 費 と投 資 的支 出の波 及経 路 につ いて の考 察

を行 う こ と とす る。経 常 経費 と して支 出 され た 人件 費 、物 件費 の増 額 によ る影 響

は、 その 他3次 産 業 や小 売業 に現 れ その 活動 水準 を高 め て いる。 この影 響 は、 図

3-11の 下 の グラ フか らもわ カ・る よ うに、 早 い時期 か ら現 れ は じめ、 そ の大 き さ は

各年 を通 じて ほぼ 一 定 であ る 。一 方投 資 的支 出の増 加 に よ る第3次 産 業へ の影 響

は、 図3-12の 下 の グ ラフ に示 す よ うに 出始 め る時期 は遅 いが 、 年次 を経 る に した

が って着 実 に伸 び て お り、 シ ミュ レー シ ョン最 終 年次 にな る とケ ース1よ りも全

体的 に大 きな 効果 を持 つ ことに な る。建 設 業や 製 造 業立 地 業種 な どの活動 水 準 も
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引き上げていることや人口の増加の割合が高いことな どが特徴 としてあげ られる。

両ケースの比較 から経常経費は第3次 産業か らの物品購入や財政雇用 の創 出を通

じて第3次 産業の活性 化に直接的で短期的な効果 を持 っているのに対 して、投資

的支 出は社会資本 ス トック増により民間投資を喚起 し、その結果第2次 、第3次

産業が活性化 してくるという間接的な波及 を通 じて効果が現れ、 また、積 み重ね

の効果が大 きいこ とが確認 できる。 したがって地域整備の問題 を考 える際 、長期

的な視点からみるならば、その効果の 出方は遅 いものの、ス トックの積 み重ね効

果により将来着実 に地域経済 を伸 ばす ことにつながる投資的な支出を中心 的に検

討すれば良 いことがわかった。一 方、直接的な経常経費も、投資的効果 の波 及 し
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図3-12市 町村投資財源拡大の影響(湖 北地域)

に くい第3次 産 業 の活性 化 に効 果 が あ る こ とか ら、産 業 間の ア ンバ ラ ンスや 短期

的 な問題 に対 す る政 策 手段 と して は大 い に期 待 で き るも ので あ り、必 要 に よ って

は、投 資 的 支 出 と して 支 出 され る財源 の一部 を短 期 的 に経常 経費 に 回 し、 その 直

接 的効 果 に期 待 す る とい う可能 性 も検 討 して お く必 要 が ある 。

つ ぎ に図3-13を 用 い て、 湖南 地 域 の京 阪神 へ の通 勤者 が増 加 した ケー ス3の 結

果 につ いて考 察 す る 。通 勤者 のも た らす 分配 所得 の増 加 によ り地域 内の所 得 水準 、

消費 水準 が とも に増 加 し、 これ に伴 って第3次 産 業 の活 動 も伸 び て くる。 この場

合 の経常 経 費 と税 収 の動 き に着 目す る と、 税収 は2年 目か ら増 加傾 向 を示 す の に

対 し、経 常 経 費 は3～5年 の時 間遅 れ を伴 って増 加 して いる。 この経常 経 費 の増
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加 は、 京 阪神 へ の通 勤世 帯 の流 入増 加 に伴 い人 口が増 え、 そ のた め に財 政 需 要が

増 加 す る こ とを表 して い る。 これ よ り湖 南地 域 に お いて は、 京 阪神 へ の通 勤 人 口

を受 け入れ る こ とによ り、 第a次 産 業 を発展 させ 地 域経 済 を膨 ら ませ る こ とが で

き るが 、 これ に は生 活基 盤整 備 な どの財 政 需要 の増 加 を伴 う こ とが確 認 で きた 。

しか し図3-13の 下 の グラ フの よ う に、財 政 需 要 に比 べ て税 収 の増 加 の ス ピ ー ドが

早 いので 、初期 に は財源 の増 加 が期待 で き、 これ を生 活基 盤 整 備 の 先行 的 な整 備

に割 り当て るか 、 あ る いは地 域 内雇 用 の充 実 を 目指 して 生 産基 盤 の整 備 に利 用 す

るか とい った問題 を検 討す る必要 が あ る ことが わ か った 。

最後 にケ ース4の 結果 を図3-14を 用 いて調 べ る と、湖 南地 域 の小 売 業 の シェ ア

の増加 に よ り、 卸売 業 や そ の他3次 産 業 の活 動 水 準 が伸 び 、 そ の結 果 地 域総 分 配

所 得 や税 収 が増 加 して くる こ とが わか った が、 全体 と して そ の 効果 は第3次 産業

内 に留 ま り、 あ ま り広 範 な影 響 は持 たな い こ とが 確認 で きた 。
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表3-20評 価 指標

事業効果 地域定住人 口 P(入)

地域総従業人口 E(人)

入口当たり所得水準 Y/P(百 万円/人)

生活基盤整備水準 巡gc+聖'+KgL(莇 円/人)

財政効果 経常経費 Clo+C20(百 万 円)

税収 Tlo+T20(百 万 円)

3.5.3整 備 財源 の地 域 間配 分 に 関す る分 析

既 に述 べ た よ うに 、財 源 の地 域 別配 分 は地 域 社会 ・地 域 経済 の活動 量 に大 きな

影響 を与 え、 地 域 の大 枠 を決 定 す る 問題 で あ り、評 価 に お いて も地域 社 会 ・地 域

経済 の 全体 的 な 活 動水 準 を表 す よ うな評価 指 標 を用 いる必 要 が ある 。 した が って

本節 で は 、表3-20の よ うな評 価 指標 を と りあげ て い る。 す な わ ち、事 業 効果 を見

るた め に、 地 域 定住 人 口、地 域総 従 業 人 口、 人 口あた りの所得 水 準 、生 活基 盤 整

備 水 準 を と りあ げ て い る。財 政 効果 と して は、 財政 経常 経 費 と税 収 を と りあ げ る。
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表3-21評 価指標 に対する操作変数 の寄与率

湖 北 地 域 評 価 指 標 湖 南 地 域 評 価 指 標

人 口

P

総従業人
口

E

所得
水準

Y/P

生活基
盤水準

K/P

税 収

TloT20

経常
経費

CloC20

人 口

P

総従業
人口

E

所得水準

Y/P

壷難
K/P

税 収

TloT20

経常経費

CloC20

前

期

繰

作

変

数

地域別配分率
RV1

71.7 0.7 18.6 0.8 22.5 18.6 35.0 68.2 36.6 6.9 42.6 11.4

湖北分野別配分率
四DV1

4.8 0.3 5.9 19.0 6.4 6.5 0.04 一 0.2 0.05 0.2 0.07

湖北投資経常支出配分率
NRG1

2.8 0.0 1.4 1.6 1.5 0.3 0.02 一 0.01 一 0.01 0,003

湖南分野別配分率SDV1 0.5 0.O 0.8 0.6 0.8 0.5 39.9 1.5 19.1 34.2 22.0 27.7

後

期

繰

作

変

数

地域別配分率
RV2

15.6 63.5 71.4 25.9 66.9 19.4 9.4 28.1 42.2 12.1 35.2 10.8

湖北分野別配分率
HDV2

3.0 31.3 0.9 37.9
一 10.6 0.0001

一 0.04 0,OO5 0.02 0,004

湖北投資経常支出配分率
HRG2

1.3 0.1 0.5 6.0 1.6 44.4 0,003 一 0,003 一 0,OO2 一

湖南分野別配分率
SDV2

0.0 0.9 0.4 0.1 0.2 0.04 15.6 2.1 1.8 46.8 0,004 50.1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

以下 で は分 析 手順 とそ の結 果 につ いて述 べ て い く こ ととす る 。

(1)操 作 変数 の評 価 指 標 に対 す る影 響 力 の把握

まず 各操 作 変数 の 各 々 の評 価 指標 に対 す る影 響 力 の大 き さに っ いて 調 べ た。 こ

こで は、地 域 別配 分 率 、湖 北地 域 分野 別配 分 率 、 湖南 地 域 分野 別 配 分 率 、湖 北 地

域投 資 ・経 常 経費 配 分 率 の4つ 操 作変 数 の そ れ ぞれ に つ いて 、前 期 と後期 の値 を

変 化 させ て い る。 これ ら8つ の操 作変 数 の値 を同 時 に動 か して シ ミュ レー シ ョン

を行 い、 その 結果 につ い て各評 価 指標 ご とに分 散 分 析 を行 った4ω 。

こ こで投 資 配 分 パ ター ン と して地域 別 配 分率 を0.2、0.5、0.8の3通 り、 湖北

分野 別配 分 率 を0.0、1。0の2通 り、湖 南 分 野別 配 分率 を0.0、1.0の2通 り、 湖北

投 資 ・経 常 経 費配 分 率 を1.0、1.2の2通 り設定 し、 前期 、 後 期 の各 々 につ いて3

×2×2×2=24通 り、前 後期 の組合 せ によ り合 計24×24=576通 りの投資 配 分

パ ター ンを設 定 した 。 な お、地 域 別配 分 率 とは湖 北地 域へ の配 分率 、分 野 別配 分

率 と は生活 基 盤 へ の投 資配 分率 を意 味 して いる。 また 、 湖北 地 域 の投 資 ・経 常経

費 配 分率 は経常 経 費 支 出 の割増 し率 を意 味 して い る。

さて評 価 指 標 に対 す る操 作変 数 の寄 与 率 を表3-21に 示 して い るが 、 これ よ り地

域 別 配 分率 が 前期 、 後期 とも 、各 評 価指 標 に大 き な影 響 力 を持 って いる こ とが 確

か め られ た。 また、 交 互作 用効 果 は いず れ も 有意 で はな か った 。 湖 北 、湖 南 各地

域 の分 野別 配 分率 は、 生活 基盤 整 備 水準 に対 して大 きな 影響 力 を持 って い るが 、

他 の指標 に対 して は地域 別 配分 率 の影響 よ りも小 さ い影 響 しか 持 た な い ことが わ

か る。 湖 北地 域 で は、 人 口には前 期 配 分案 の影響 が大 き いが、 他 の 変数 に は主 と

して後 期 の配 分 案 の影 響 が大 きい 。一 方 、湖 南 地域 で は、前 期 の配 分 案 と後 期 の

配 分案 が 同 じよ うな 影 響 を持 つ ことが わ か った 。 さ らに 湖北 地 域 の 経常 経 費 支 出
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を割 増 し して も 、経 常 経費 以 外 の変 数 に は ほ とん ど影響 が 見 られず 、 また前期 の

割増 しの影 響 が10年 目の評 価値 に は現 れ て こな い こ とか ら、 この政 策手 段 の効

果が短 期 的 なも の で あ る こ とが わ か る。

(2)地 域別 配 分率 に関 す る分 析

以上 の 結果 か ら、 地域 別配 分 率 が特 に大 きな影 響 を持 って いる ことが わカ・った。

ので、 まず地 域 別 配 分率 に 関す る分析 を行 っ てそ の値 を絞 り込 んだ のち 、地 域 ご

との分野 別配 分 を含 め た分 析 を行 う こと とす る。 まず 、他 の操 作 変数 を固定 して

地域 別配 分 率 の みの 影響 を分 析す る。す な わ ち、 湖北 、湖 南 地域 の分 野 別配 分率

を とも に生 活基 盤 重 点型 に、 湖北 投 資経 常経 費配 分率 を投 資 重点 型 に設 定 して お

く こと と した 。

ここで は、地 域 別 配 分率 を湖 北重点 型 か ら湖 南重 点 型 まで 小刻 み に動 か して 、

事 業効果 へ の影響 を調 べた 。 所得 水 準、 生 活基 盤整 備 水準 の許 容水準 と して少 な

くとも トレン ド値 を満 足 させ る こと を考 え、 それ を満 た す配 分率 の範 囲 を求 めた。

図3-15に 示 す よ うに、 湖 北地 域 の所 得水 準 と湖 南 地域 の生活 基盤 整備 水 準 を改 善

す るこ とは容 易 で な く、双 方 の許 容 水準 を満 足 させ るた め に は投資 財源 の地域 別

配 分率 を0.3か ら0.5の 間 に設 定 す る必要 があ る。 人 口比 に応 じた配 分率 は約0.3

であ る こ とか ら、湖 北 地域 へ の 重点 的 な投 資配 分 が不 可 欠 で ある こ とが わか る。

なお この範 囲 の 中で 財源 を湖 北 地域 へ重 点 的 に配 分 した と しても 、湖 北地 域 の所

得水準 は依然 と して 湖南 地域 に比較 して低 い水準 に留 ま らざ る を得 な い。

つ い で、 後期 にお い て地域 別 配 分案 を変 更 した場合 の効果 を見 るた め に、前 期

地域 別配 分率 を0.3か ら0.5ま で0.1刻 み に動 か し、 そ の おの お のにつ いて後期 地

域別配 分 率 を0.2か ら0.9ま で0.1刻 み に動 か して シ ミュ レー シ ョンを行 った 。 こ

の場合 も各評 価 指標 に つ いて 、湖 北地 域 と湖 南地 域 との間 に 強 い トレー ド ・オ フ

の関係 が あ り、 これ ら代 替 案 の 中か ら望 ま しい代 替 案 を決 め る こ とはで きな い。

そ こで、 そ れ ぞれ の 前期 地 域別 配 分案 につ いて 、後 期地 域 別配 分率 によ る地 域所

得水準 、 生 活基 盤 整 備水 準 お よび 経常 経 費 ・税収 差 の変 化 を調べ 、 これ ら 目標 水

準 を満 足 す る後 期 地 域別 配 分率 の範 囲 を求 めた 。 そ の結 果 の 一部 を図3-16に 示 し

て いる。 な お 、経 常 経費 ・税 収 差 の 目標 水準 はいず れ の代替 案 も満足 した 。

以上 の結 果 、前期 地域 別配 分 率 が0.3な らば、 後期 地域 別配 分 率 は0.3か ら

0.6の 範 囲 で定 め る必要 が あ る。 一 方、 前期 にお い て地域 別配 分 率 を0.5と 設 定

して 湖北 地 域 に重 点 を お いた投 資 をす る と、後期 地 域 別配 分 率 は0.1～0.5の 間 で

定め る必 要 が あ る こ とがわ か った 。

3.5.4湖 北地域における整備財源 の配分に関する分析

本節 にお いては、湖北地域における整備財源の分野別投資配分のあ り方に関す

る分析 を行 う。ここで検討対象 と している操作変数 は前 ・後期の分野別配分率 と

投資 ・経常経費配分率である。また分析結果 の評価 においては、地域内の経済循

環の拡大 と産業間のバランス という視点が重要であると考 えて、家計消費支出額、

小売販売額、および第1次 産業、製造業、建設業、第3次 産業の分配所得 を新た

に追加 した。
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表3-21作 成 の た めの シ ミュ レー シ ョン結 果 か ら、 湖 北地 域 の分 野 別配 分 率 は前

後期 とも生 活基 盤 重点 型 と し、 経常 経費 よ りも投 資 に重 点 を お いた場 合 の方 が 効

果 が大 き い こ とが わ か って いる 。 しか し、 表3-21の 寄 与 率 か らも わ か る よ う に、

後 期 の分 野 別配 分 率 の評価 指標 に及 ぼす 影 響 は前期 の それ と比 べ て全 体 的 にか な

り大 き く、 特 に従 業人 口や 生 活基 盤整 備 水 準 とい った評 価 指標 は大 きな 影 響 を受

け て いる。 そ こで さ ら に詳 し く分 析 を行 うた め に、 これ ら前期 の操 作 変数 を この

配 分率 の近 くで動 か し、 同時 に後 期 の操 作 変数 も動 か して モ デル シ ミュ レー シ ョ

ン を行 った 。配 分率 の パ ター ンと して以 下 の よ うな ケ ース を設 定 した 。 す な わち、

前期 分 野 別配 分率 を0.8,0.9,1.0の3通 り、後 期 分 野 別配 分 率 を0.6,0.8,1.0の3

通 り、 投資 ・経常 経 費配 分率 を1.0,1.1,1.2の3通 り、合 わ せ て27通 りの ケ ース

で あ る。 ここで後 期 の投 資 ・経 常経 費 配 分率 の寄 与 率 は、分 野 別配 分率 の寄 与率

に比べ か な り小 さ いの で、独 立 した操 作変 数 と して扱 わ ず、 前 期 ・後 期 通 して動

か す こ と とした。

表3-22は 各評 価 指標 につ いて配 分 案 の望 ま しさ の順序 を示 した も の であ る。全

体 的な傾 向 と して、 湖北地 域 ブ ロ ッ ク内 で は地 域 の 大 まか な 動 向は後 期 にお け る

投資 配分 に大 き く左 右 され 、 前期 の投 資 配 分 は後 期 に 比べ て そ れ ほ ど大 き な影 響

力 を持 って いな いこ とが わか る。 しか し、 前期 にお け る配 分 パ ター ン を う ま く選

ぶ こ とに よ り、 後期 によ り大 きな 成 長 を期待 で きる場 合 も あ る 。つ ぎ に各操 作 変

数 ご との効果 につ いて述 べ る 。 まず前 期 の 生活 基 盤重 点 投 資 は 、地 域総 人 口、 地

域総 従 業 人 口、生 活 基盤 整備 水 準 、家 計 消費 支 出 額 お よび 第3次 産 業 分配 所 得 を

伸 ばす 効 果 があ る。 そ の他 の評 価指 標 につ いて は 大 きな 相違 は み られ な か った 。

地域 総 従 業人 口に対 して、生 産基 盤 重 点 投資 よ りも生 活基 盤 重 点 投 資 の 効果 が大

き い原 因 と して は、 生活基 盤 整 備水 準 の 向上 に伴 う人 口増 加 が労 働 力 の余 裕 を生

み、 各産 業 の雇 用 の増 大 につ な が った こ と、 お よび 家 計 消費 支 出が伸 び て第3次

産 業 の雇 用者 の増 加 をも た ら した もの と考 え られ る。

後期 の生活 基 盤重 点 投資 型 にも前期 の場 合 と同様 の効果 が見 られ る 。一 方 、地

域総 所 得 、税 収 、経 常経 費 税 収差 と いった 評 価指 標 につ いて は、 生産 基 盤 重 点投

資 が よ い結 果 をもた ら して いる。 産 業別 分 配所 得 の変 化 を調 べ る と、生 産 基 盤重

点投 資 は第1次 産 業 、第2次 産 業 で そ の効 果 が大 き く現 れ 、 一 方 生活 基 盤 重 点投

資型 は 第3次 産 業 に効果 が 大 き い こ とがわ か る。 この よ う に後 期 の分 野 別 配 分 に

つ いて は、 業種 の 間 に トレー ド ・オ フ の関係 が あ るが 、全 体 と して は生 活基 盤 重

点投 資 型 の効 果 が 大 き い ことが わ か った 。

また 投 資 ・経常 経 費配 分 に関 して は、経 常 経 費 支 出 に よる 効果 が 得 られ る のは

第3次 産 業 のみ で あ り、他 の評価 指 標 は投 資 に重 点 を置 いた 場合 に良 い結果 とな

る。

以 上 の分 析結 果 か ら、湖 北 地域 の配 分案 と して は生 活基 盤 重 点 型 が 望 ま しく、

経常 経費 支 出 よ りも投 資 支 出に重 点 を置 いた 方 が よ い こ とがわ か った 。
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表3-22湖 北地域配分案 による評価指標値の比較結果
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地 域 別 配 分 率 は、 前期0.3,後 期0.6

湖 南 地 域 分 野 別 配 分率 は前 後 期 とも1.0に 固定 して い る。

3.5.5湖 南 地 域 に お け る整 備 財源 の配分 に関 す る分析

本節 で は 、湖 南 地域 を対 象 として、 効果 的な投 資 配 分 の あ り方 に関す る分 析 を

行 った 。 そ の手 順 は前 節 と同様 で あ る。湖 南 地域 の操 作変 数 は前 ・後 期 の 分野 別

配分 率 の2つ で ある 。 また評 価 に お いて は、3.5.1で と りあ げ た評価 指 標 に加 え

て 、京 阪神 へ の通 勤人 口とそ の通勤 人 口が もた らす 分配 所 得 を と りあげ て いる。
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表3-23湖 南地域配分案 による評価指標値 の比較結果
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数 字 は 各 指標 につ いて の代 替 案 の順 位 を表 す。

地 域 別配 分 率 は、 前 期0.3,後 期0.6

湖 北 地 域分 野 別 配 分 率 ・投 資 経 常 経 費配 分 率 は

前 後 期 とも1.0に 固 定 して い る。

3.5.3で は、分 野 別配 分率 と して生 活基 盤 重 点投 資 型 が 望 ま しい と い う結 果 が 得

られ て いる。 しか し、 これ は前期 の操 作変 数 の評 価 指 標 に 及 ぼす 効 果 だ け か ら判

断 した結 果 で あ り、後期 の分 野 別配 分 率 も同 時 に動 か して さ らに詳 し く分 析 す る

必 要 が あ る。 そ こで、 前期 分 野別 配 分 率 と して 、0.8,0.9,1.0の3通 り、後 期 分野

別 配 分率 と して、0.6,0.8,1.0の3通 り、合 わ せ て9通 りの ケー ス を設 定 した 。

各評 価 指標 につ いて、 以上 の9つ のケ ー スの 比較 を行 った 結果 を表3-23に 示 し

て いる。 これか ら、湖 南 地域 で は前 期 、 後期 いず れ の分 野 別配 分 率 も 地 域 の社 会

・経 済活 動量 に大 き な影 響力 を持 っ て いる 。特 に、 従業 人 口、 生活 基 盤 整 備水 準 、

税 収 、経常 経 費 、 小売 業販 売額 は前 期 の配 分 率 に よ り、 また 、 第1次 産 業 、製 造

業 、 建設 業 、第3次 産 業 等 の各 分配 所 得 は後 期 の配 分率 に よ り、 ほぼ 決 って いる

こ とが わか る。 まず 、前 期 の分 野 別配 分 率 に つ い て は、地 域 総 所 得 、製 造 業 分配

所 得 が生 産基 盤 重 点投 資 型 で 、そ の他 の指標 は いず れ も生 活 基 盤重 点 型 で よ い結

果 が 得 られ る。 と ころ が先 に述 べ た よ う に、地 域 総 所 得 と製造 業 分配 所得 は後期

の配 分率 に よ って大 き く変 化 を受 けて い るた め 、前 期 にお け る伸 び を少 々犠 牲 に

しても 、後 期 で遅 れ を と りも どす こ とが可 能 で あ る。 また 、 生活 基 盤 重 点投 資 型

で効 果 が得 られ る評 価 指標 は、前 期 で ほ とん ど決 定 され て し ま うた め 、 前 期 分野

別配 分 案 と して は生活 基盤 重 点 投 資 が優 れ て い る と結論 で き る。

つ ぎ に後期 の分 野別 配分 案 につ いて調 べ て み る。 地域 総 所 得 、 お よび 第1次 産
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表3-24配 分率の組 み合わせに対する評価指標値 の予測結果(そ の1)

地 域 別 湖北分野別 湖南分野別 湖 北 地 域 評 価 指 標

配 分 率 配 分 率 配 分 率 経常経費 第1次 第2次 建設業 第3次 小売 家計消費 小亮販亮額
税収差 産業 産業 産業

前期一後期 前期一後期 前期一後期 分配所得 分配所得 分配所得 分配所得 販売額 支出額 家計消費額

1.0-1.0 42324.9 7158.5 270185.4 31788.0 190422.9 256461.1 307365.5 0.83 38

1.0-1.0 (2) (3) (1) (1) (5) (5) (5) ( )
1.0-0.8 42297.9 7155.5 270093.5 31696.0 190419.2 256439.9 307329.0 0.83 42

(1) (4) (3) (3) (6) (6) (6) ( )0,3-0.6
1.0-1.O 42588.7 7173.0 270145.7 31728.7 190399.7 256390.4 307273.7 0.83 40

1.0-0.9 (4) (1) (2) ( ) (7) (7) (7) (7)
1.0-0.8 42562.2 7170.0 270052.9 316 6.0 190395.9 256368.6 307237.1 0.83443

(3) (2) (4) ( ) (8) (8) (8) (5)

1.0-1.0 43026.5 7012.7 269771.5 312 6.6 190804.7 257387.2 308080.6 0.83545

1.0-1.0 (6) (8) (5) ( ) (1) (1) (1) (1)
0.9-1.0 42977.7 7016.1 269720.4 31217.2 190803.9 257364.7 308032.1 0.83551

(5) (7) (6) (6) (2) (2) (2) (2)0.5-O.5
1.0-1.0 43360.9 7033.9 269710.3 31181.5 190769.9 257286.3 307945.6 0.83549

1.0-O.9 (8) (6) (7) (7) (3) (3) (3) (3)
0.9-1.0 43310.6 7037.0 269663.8 31136.2 190768.8 257262.9 307901.4 0.83554

(7) (5) (8) (8) (4) (4) (4) (4)

かっこ内の数字は代替案の順位を示す

業 、製造 業 、建 設 業 、第3次 産 業 の各 分配 所 得 につ いて は生 産基 盤重 点 投資 の効

果 が大 き く、他 の評 価指 標 に つ いて は生 活基 盤 重点 投 資型 の 効果 が大 き い。

また第2章 で 明 らか に した よ う に、湖 南地 域 ブ ロ ッ クで は、京 阪神 通 勤世 帯 の

受 け入 れ に伴 う税 収 増 加 に よる財 源 の拡 大 と、 流入 人 口増 加 に伴 う生 活基 盤 整備

と いった財 政需 要 の 増 大 に よる投 資 の 自由度 の低 下 と いう、 相反 す る現 象 のバ ラ

ンス をいか に とるか と いう こ とが検 討課 題 とな って い る。 こ こで、京 阪 神 へ の通

勤者 が もた らす分 配 所得 と、経 常 経費 税 収 差 と いう評 価指 標 に つ いて調 べ た結 果 、

いず れ の指標 も、 前 後期 とも生 活 基盤 重 点投 資 型 が望 ま しい こ とが わか った。

3.5.6地 域 別配 分 と分 野 別配 分 の組 み合 わせ に よる投 資 効果 分 析

以 上 の地 域 ブ ロ ッ ク ごとの分 析 にで は、 それ ぞ れ他 の地 域 の配 分 案 を固 定 して

予測 してお り、地 域 間 相互 の 関連 関係 につ いて は検 討 して いな い。 そ こ で こ こで

は、 各地 域 ブ ロ ッ クに とって望 ま しい とされ た代表 案 を組 み合 わせ た場 合 の地 域

間相 互 の関 連 関係 をみ る。 具体 的 には、 地 域別 配分 案2通 り(前 期0.3後 期0.6、

前期 後期 とも0.5)、 湖 北地 域 分 野別 配 分案2通 り(前 後 期 とも1.0、 前 期1.0後

期0.9)、 湖 南 地域 分 野 別配 分 案2通 り(前 後 期 とも1.0、 前 期1.0後 期0.9)の

すべ て の組 合 せ 、つ ま り2×2×2=8ケ ー ス につ い て比較 を行 った 。 こ こで は、

各地 域 ブ ロ ッ クの配 分 案 の評 価 に用 いて いた評 価 指標 のほ か、 地域 間 の 財政 トラ

ンスフ ァー をチ ェ ッ クす るた め に 、各地 域 ブロ ッ クの地 域総 所 得 に対 す る 国 ・県

の投 資総 額 の比 を と りあげた 。 そ の結果 を表3-24に 示す 。 な お表 中 の カ ッコ 内の

数字 は各 評 価 指標 につ いて8つ の配 分 案 の望 ま しい序 列 を示 して いる。 この値 に

注 目して み てみ る と、 湖 南地 域 で は地 域別 配 分率 を前期O.3後 期0.6と 定 め た ケ ー

スが優 れ て い る。一 方湖 北地 域 で は2つ の地 域 別配 分 案 の間 で決 定 的 な優 劣 の差
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表3-24配 分率 の組 み合わせ に対する評 価指標値 の予測結果(そ の2)

地 域 別

配 分 率

湖北分野別

配 分 率

湖南分野別

配 分 率

湖 南 地 域 評 価 指 標

経常経費
税収差

第1次
産業

分配所得

第2次
産桑
分配所得

建設業

分配所得

第3次
産業
分配所得

小売

販売額

家計消費

支出額

小亮販売額 京阪神

通動者の
分配所得

京阪神
への

通勤者数家計消費額
前期一後期 前期一後期 前期一後期

0.3-0.6

1.0-1.0

1,O-1.0

1.0-0.8

22108.8
(4)
24447.5

(8)

13817.0

(4)
13856.2

(2)

418801;9

(3)
419097.1

(1)

70439.0
(7)
71797.6

(1)

5157

5159

9.7

)
4.6
)

888285.0
(1)
8880 7.6

)

8571
(
8565

(

2.5

)
4.2

)

1.03634

(3)
1.03674

(2)

439650.2
(1)
4371

(
4395

(
4371
(

2.4

)
5.1

)
4.5
)

607
(
604

(
607

(
604
(

2

)
8

)
3

)
0
)

1.0-0.9

LO-LO

1.0-0.8

22094.7

(3)
24428.1

(7)

13817.4
(3)
13857.2
(1)

4187

但go

6.7
)
2.2
)

704

(
717
(

5.2

)
1.4
)

5157

5159

0.5

)
6.0
)

8882

8880

5.1
)
0.7
)

8571

(
8565
(

0.2

)
1.3
)

1.03635

(4)
1.03675
(1)

0,5-O.5

1.0-1.0

1.0-1.0

0.9-1.0

2159

(
2263

(

.1

)
.2

)

13797.6

(
1379

(

)
.8

)

4187

418

1.1

)
4.9

)

710

(
709

(

4.0

)
5.4

)

5150

5150

0.8

)
3.2

)

887

886

8.2
)
78.6

(7)

8562
(
8557

(

8.9
)
7.4

)

1.03596

(7)
1.03

(

18

)

438211.0
(3)
436800.7

(7)

605
(
603

3
)
8

(7)

1.0-0.9

1.0-1.0

0.9一 五.0

2157.1
(1)
22618.9

(5)

1379

(
1379

(7)

.8
)
.4

418776.6

(5)
418249.1
(7)

7095.3

()
70977.1

(6)

514

514

6.6
)
1.6

(7)

886986.7

(6)
886655.8

(8)

8561

(
8556
(

0.7

)
0.7
)

1.03

(
1.03

(

97

)
19

)

438138.7
(4)
436728.4

(8)

60583

(4)
60388

(8)

かっこ内の数字は代替案の順位を示す

は見 られ な い。 第1次 産業 ・第2次 産業 を強化 しよ う とす れ ば 、地 域 別 配分 率 を

前期0.3後 期O.6と す る案が 望 ま しい。分 野 別配 分 率 につ いて は、両 地 域 とも 生活

基盤 に重点 を置 く ことが望 ま しい こ とが再 確認 され た。

3.5.7財 政手 段 によ る整 備財 源 の拡 大 に関す る分 析

ここ では3.2.に お いて説 明 した 考 え 方 に基 づ いて県 の地 方 債起 債 額 の設 定 ル

ー ル を変 化 させ 、長 期 的な 視点 か ら、地 方 債 に よ る財源 拡 大 の 効果 を分 析 した。

先 に図3-2で 説 明 した4つ の考 え方 の うち、② の基 準 に つ い て は起 債 額 の算 出 に

直接 用 いる こ とは難 しい。 そ こで、① 起 債 を行 なわ ず均 衡 予算 を図 る場 合 、③ 公

債 費総 額 を歳 入 の5%に 抑 え る場 合 、④ 公 債費 の増 加 が経 常 余 剰 の増 加 分 以下 と

な る よ う起 債 す る場 合 を取 り上 げ る。 また 特 に 財政 効果 へ の影 響 を考 えず に起 債

す る場 合 と して 、⑤ 経常 余 剰 と同額 の起 債 を行 う とい うケ ー ス を設 定 し、 そ れ ぞ

れ につ いて事 後 的 に② の条 件 をチ ェ ッ クす る こ と とす る。 そ の結 果 の一 部 を表3-

25、 図3-17、3-18、3-19に 示 す。 これ よ り、①,③,④,⑤ の順 で地 方債 の発行

額 が多 くな り、 開 発効 果 も大 き い。 しか し、 いず れ のケ ー ス で も、 経常 経 費 の増

大 を カバ ーす るだ け の税 収 の増大 は見 られず 、② の基 準 は厳 し過 ぎ る こ とがわ か

った。 ③ で は最 終年 次 に至 る まで毎 年 ほ ぼ 同額 の起 債 が 行 な わ れ るが 、経 常 余剰

は長期 的 に は減 少す る結果 とな る。 ④ で は、 過 去1年 間 の税 収 の増 加 の 実績 の み

に基 づ いて起 債 額 を決 め る と い うル ー ル に して いる の で、 そ の額 が1年 ご とに大

き く変 動 して いる が、 大 きな 開発 効 果 を確 保 で き 、経 常 余 剰 が維 持 で き る とい う

点 で望 ま しい こ とがわ か っ た。⑤ で は開 発効 果 は大 き いが 、経 常 余 剰 の減 少が 著

しい こ とが確 か め られ た 。
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表3-25県 債 の起債 効 果 の予 測結 果

年
均衡予算
CASE1

公債費総額枠
CASE3

経常余剰非減少
CASE4

余監囎鞭

次 起債を 歳 入*0.05/利 率 余剰増加/利率 経常余剰と同額

行わない 一現債 を起債 を起債 を起債

1990 321295 321295(1.000) 323761(1.007) 324169(1.009)
湖

1995 321688 324689(1.009) 331489(1.030) 334798(1.040)
人 口
北 2000 332277 340871(1.025) 347100(1.044) 360422(1.084)

(入) 2005 349770 365852(1.046) 367058(1.049) 391122(1.118)

地 囎蜻
1995 3.65937 3.67843(1.001) 3.72333(1.017) 3.72292(1.017)

/人) 2005 4.08523 4.14843(1.006) 4.32437(1.058) 4.45124(1.089)

域 生活基盤
整備水準

1995
2005
0.14656
0.27469 8:灘a=llll 8:ll翻:認 8:llglla:鶏

1990 893390 893390(1.000) 895527(1.002) 896661(1.003)
湖

1995 944305 946545(1.002) 948519(1.004) 950253(1.006)
人 口

南 2000 988056 991453(1.003) 989778(1.002) 994299(1.006)

(人) 2005 1045689 1046191(1.003) 1042564(0.997) 1046582(1.001)

地 囎蜻
1995 3.84756 3.84690(0.999) 3.85013(1.001) 3.84672(0.999)

/人) 2005 4.31393 4.30455(0.997) 4.30136(0.996) 4.32154(1.002)

域 生活基盤
整備水準

1995
2005
0.14271
0.19351 8:1翻:8i3 8:1翻凝1:81118:灘}:813

1990
1995

33054
51314 灘1:1911 鎌糊 1翻18二llll

経 常 余 剰

(百万円)
2000
2005

49949
42589 翻8:認 灘8:翻 llllll8:llll

1990
1995

9205
5231 1灘:8111 1翻:拙 lllll{1二llll

公 債 費

(百万円)
2000
2005

2973
1689 騰1:ll8

11灘:瑠
lllllll粥

カッコ内は、CASE

利率 は5%と した

1:均 衡予算に対する比を示す
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図3-17県 債起 債 額 の 予測 結 果

/
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住

人

口36

(34

万

人
)

32

1986 90

図3-18

952000

湖 北地域 定 住 人 口の 予測結 果

05(年)

3。5.8分 析結 果 の と りま とめ

本節 で は 、以上 のモ デル 分 析 を通 じて得 られ た結 果 を、滋 賀 県 地 域 の地 域 整 備

計画 のた め の情報 と して と りま とめ る こ と とす る。 以 下 、簡 潔 に ま とめ て示 す 。

(1)地 域 別配 分率 の影 響力 は大 き いが 、 湖北 地 域 と湖 南 地域 との間 に 強 い トレー

ド ・オ フ の関係 が あ る。全 体 的 にみ る と、 まず湖 南 地 域 の活 性 化 を図 り、税 収

に よ る財源 増 加 を図 った後 、 湖北 へ の投 資 を増 や す こ とが効 果 的 で あ る 。

(2)両 地 域 とも に、 全 体 と して 生活 基盤 整 備 の効果 が大 き い。

(3)湖 北 地域 では 、前 期 に生 活基 盤 を整i備 し、 地域 人 口の定 住 化 を図 る こ とが望
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ましいが、 後期 は生 活基 盤 投資 を通 して第3次 産 業 を伸 ばす 案 と、生 産基 盤 投

資 を通 して他 の産 業 と税 収 を伸 ばす 案 が考 え られ る。

(4)経 常 的 な直接 支 出 は、投 資効 果 が及 び に くいサ ー ビス 業 を伸 ば し、業種 間 の

バ ラ ンス の確保 に役 立 つが 、 その効 果 は短 期 的な も ので あ る。

(5)湖 南 地域 で は、 人 口流 入 に そな えて 前期 に生 活基 盤 の整 備 を進 めれ ば 、後期

には、 生活 基盤 の一 層 の充 実 を図 る こ とも、地 域産 業 を伸 ばすた め の生産 基 盤

投資 に重 点 を移す こ とも可 能 であ る。

(6)地 方債 の起 債 は事 業効 果 と財 政効 果 との トレー ドオ フ の問題 を生 じるが、 経

常余剰 を減 少 させ な いと いう制 約 を課 す る こと によ り、調 整 を図 る こ とが可 能

で ある。

3.6結 語

本章では、複数の地方都市 圏への定住基盤整備のための財源の配分問題に着 目

して研究 を行った。 この際、地域社会 ・地域経済 に及ぼす事業効果 とともに地方

財政にフィー ドバ ックす る財政効果 を把握する必要があることを明 らかにし、 こ

の両者 を定量的に把握するための地域計量経済モデルの開発 を行 った。さらにこ

のモデル を用いた シミュレーション分析により、地域格差の是正 と効率的な定住

化を目指 した公共投資のあ り方を明らかにする方法 を提案 し、滋賀県地域 を対象

とする実証分析 を通 じてその有効性 を明 らかに したものである。

3.2で は、第2章 で論 じた地域社会 ・地域経済 と地方財政 との関連関係にっ

いてさらに考察 を加え、公共投資の事業効果 と財政効果の考 え方を明 らかに した。

3.3で は、複数 の地方都市圏から構成 されている地域を対象 として、地域社 会

・地域経済 ・地方財政 の3者 の関連関係 を定量的 に把握するために地域計量経済
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モ デル を開発 す る こ と と し、 その 定式 化 を行 った。 特 に 、 これ まで の経 済 モ デル

と、主 体数 の変 化 を表現 す る土 地利 用 モ デル の成 果 を統 合 して い る点 に新 規 性 が

あ る。

3.4で は滋 賀県地 域 を対 象 と して 、統 計 的 な推 定 ・検 定 法 を用 いて 実 際 に地

域計 量 経済 モ デル の作 成 を行 った 。そ の結 果 、再 現性 、適 合度 とも に高 いモ デル

が得 られた 。 また、本 モ デル は 地域 内 の公 共投 資 の 波 及 メカ ニ ズム を定量 的 に把

握 す るの に役 立 つ こ とを確 認 した。

3.5で は 、 この モデル を用 いた シ ミュ レー シ ョン を行 い、 望 ま し い公 共 投 資

配 分 案 を求 め た。 これ よ りい くつか の興 味 あ る情報 を得 る こ とがで き た が 、そ れ

らを と りま とめ て示 す こ ととす る。 すな わ ち、

(1)地 域 別配 分 率 の影 響力 は大 き いが、 湖 北地 域 と湖南 地域 との間 に 強 い トレー

ド ・オフ の関 係 が あ る。 全体 的 にみ る と、 まず湖 南 地 域 の活 性 化 を 図 り、 税収

によ る財源 増 加 を図 った 後 、湖 北へ の投資 を増 や す こ とが効 率 的 で あ る。

(2)両 地 域 ともに、 全体 と しで生 活基 盤 整備 の効 果 が 大 き い。

(3)経 常 的 な直接 支 出 は、 投資 効 果が 及 び に くいサ ー ビス業 を伸 ば し、 業 種 間 の

バ ラ ンス の確保 に役立 つ が、 そ の効 果 は短 期 的な も の で あ る。

(4)地 方債 の増加 によ る財源 の増加 は事 業効 果 の増 大 に大 きな 効果 を持 って いる

反面 、長 期 的 に は財政 を圧 迫 す る。 この問題 につ いて も、 経 常余 剰 を減 少 させ

な い とい う制 約 を設 ける こ とに よ り解 決 で き る こ とを示 した 。

以上 の分 析 を通 じて、本 研 究 で提 案 した 地域 計 量 経済 モ デ ル は 、 当該 地域 にお

け る公共 投 資 が社 会 ・経済 に及 ぼす 影響 および 、 そ の地 方 財 政 へ の フ ィー ドバ ッ

ク をか な りの程 度表 現 してお り、 本 モデ ル を活 用 す る こ とに よ っ て、地 域整 備 問

題 の中 でも重 要 な位 置 を占め る公 共投 資 配分 問 題 に対 して 、 効果 的 な ア プ ロー チ

が可 能 であ る と考 え る。

しか しな が ら、 本 研究 を通 じて明 らか に な った 問題 点 や 課題 も少 な くな い。 以

下 、将 来 に 向け ての 研究 課題 と して と り ま とめ て お く。

(1)本 研究 のよ うに 、県 をさ らに分 割 した よ うな地 域 を単位 と して 計量 経 済 モ デ

ル を構 築 しよ う とす る場 合 、 必要 な デ ー タ を使 用 に耐 え る形 で入手 す る こ とは

極 め て困難 であ る。 それ ゆえ 、時 間 的 な補 間 を行 った り、 よ り集計 的 な デ ー タ

を適 当な 方法 で 分解 す る こ とは避 け られ な い。 この よ う な デー タの加 工 に伴 う

誤差 の特 性 、 あ る いは この誤 差 が モ デル の推 定 精 度 に 及ぼ す 影 響 に関 す る検 討

が必 要 で あ ろ う、

(2)近 年 の製 造業 にお け る技術 革新 は 、企 業 の立 地 行動 や 雇 用 の 内容 を大 き く変

化 させ て いる こ とか ら、過 去 のデ ー タ に基 づ く投 資 関数 、 雇 用 関数 、 生 産 関数

を用 いて予測 した結 果 の安 定 性 に疑 問 が あ る。 本 研究 で対 象 と して い るよ うな

地 方都 市 圏 にお いて は、研 究 開 発型 の企 業 の立 地 は少 な く、成 熟 して量 産 化 の

段 階 に達 した 技術 を用 い た工 場 の進 出が主 で あ る こ とカ・ら、労 働 生産 性 や 資 本

装備 率 の全 国値 を別 途 予測 し、地 域 の 関数 の 外 生値 と して取 り入れ て い る。技

術 革 新 の進 行 に関 す る シ ナ リオ を数種 作 成 し、 それ に対 応 す る労働 生 産 性 の全

国 値 を与 え て計 算 し、 そ の結果 を比較 検 討 す る必 要 が あ ろ う。
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(3)同 様 に 、消 費 の高 度 化や サ ー ビス部 門 の産 業化 とい った動 きに つ いて も、 本

研究 では外 生 的 に扱 って いるが 、地 域雇 用 の総量 に大 きな影 響 を持 つ もの であ

り、複 数 の シナ リオ に対 す る検 討 が必要 であ る と考 え られ る。

(4)モ デル 分 析 の結 果 か らもわか るよ うに、 あ る地 域 の 発展 と他 の地 域 の発展 、

ある いは地 域格 差 の是正 と いっ た 目的 の 間 には強 い トレー ド ・オ フの 関係 が あ

る。 この よ うな場 合 の 投資 配 分案 の分 析 のた め には、 ゲ ーム理 論 の応 用 が有効

であ る と考 え られ る。

(5)事 業 効果 と財 政 効果 との トレー ド ・オ フ に対す る考 え方 は、市 町村 と県 では

異な っ て いる と考 え られ る 。.本研 究 の成 果 をも とに、 ヒァ リング を実施 し、 こ

の トレー ド ・オ フに対 す る考 え 方 を整理 す る必 要が あ る。
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[第3章 記 号 一 覧]

記 号:内 容(定 義 され て いる式 番 号)

P

R

1

2

H

l

h

2

趾

/

R

C

V

"

-

駄

紘

訪

肋

c

O

肱

h

旅

舳

H

翫

翫

9

幽

90

帥

。9・

離

即

A

A

A

C

C

C

・C

C

C

C

△

D

d

E

E

E

E

E

E

E

E

G

G

G

G

G

H

△

I

K

K

K

K

K

K

K

K

:農 地面積

:工 業用地面積

:住 宅用地面積

:家 計消費額

:県 の経常経費

:県 の地方債償還費

:市 町村の経常経費

:市 町村の地方債償還費

:人 口1人 あた りの家計消費額

:他 の都市圏への通勤入 口

:他 の都市 圏への通勤人 口の変化分

:投 資財源 の分野別(生 産基盤、生活基 盤)配 分率

:地 域間の時間距離

:地 域内の総従業人 口

:第1次 産業の従業人 口

:製 造業k業 種の従業人 口

:小 売業従業人 口

:卸 売業の従業人 口

:そ の他の第3次 産業の従業人 口

:建 設業の従業人 口

:京 阪神都市圏の総従業入 口

:公 共投資総額

:国 の種類別公共投資額

:県 か ら市町村への補助金

:県 の種類別公共投資額

:市 町村 の種類別公共投資額

:住 宅ス トック

:住 宅 の建設量

:製 造業k業 種の民間投資額

:製 造業k業 種の民間ス トック

:総 社会資本ス トック

:農 林水産社会資本ス トック

:都 市計画関連の社会資本ス トック

:住 宅関連 の社会資本ス トック

:産 業部門の社会資本ス トック

:種 類別の社会資本ス トック量

:道 路部門の社会資本ス トック

(3.27)

(3.30)

(3.23)

(3.37)

(3.63)

(3.62)

(3.54)

(3.53)

(3.20)

(3.24)

(3.31)

(3.41)

(3.45)

(3.48)

(3.34)

(3.65)

(3.56)

(3.22)

(3.21)

(3.28)

(3.29)

(3.26)

(3.57)
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」q

1

0

0

A

R

S

m

R

V

m

R

V

-

駄

馳

訪

訪

翫

c

L

m

肌

G

R

m

1

2

1

h

lo

b

玩

h

2

駄

恥

20

加

批

L

l

L

L

L

L

M

M

M

N

N

N

O

O

O

O

O

O

O

P

P

P

P

R

一

R

S

S

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

:最 大労働力人 口

:転 出者労働力人 口

:退 職人 口

:新 規就業機 会

:転 職就業機会

:労 働力人 口

:年 齢 階層別の流出人 口

:流 出転職労働力

:流 出新規労働力

:年 齢階層別の流入人 口

:流 入転職労働力

:流 入新規労働力

:第1次 産業生産額

:製 造業k業 種の生産額

:小 売業販売額

:卸 売業販売額

:発 地ベ ースの卸売業需要額

:そ の他 の第3次 産業生産額

:建 設業の生産額

:総 人 口

:1期 前のm年 齢階層の女性人 口

:地 域の年齢階層別の地域入 口

:年 齢階層別転出者人 ロプール

:投 資財源 の投資的支出 ・経常的支出の配分

:出 生人 口

:m年 齢階層の死亡人 口

:県 の投資財源

:市 町村 の投資財源

:県 の歳入

:国 か ら県へ の補助金

:地 域ブロックごとの県 の税収

:県 の地方債発行額

:県 の地方債残高

:県 の地方交付税

:市 町村の歳入

:県 か ら市町村への補助金

:国 から市町村への補助金

:市 町村の税収

:地 方債発行額

:市 町村の地 方債残高
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(3.11)

(3.15)

(3.19)

(3.17)

(3.18)

(3.12)

(3.5)

(3.2)

(3.1)

(3.6)

(3.25)

(3.32)(3.66)

(3.39)

(3.43)

(3.42)

(3.46)

(3.35)

(3.10)

(3.9)

(3.14)

(3.7)

(3.8)

(3.64)

(3.55)

(3.59)

(3.58)

(3.61)

(3.60)

(3.50)

(3.49)

(3.52)
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T2x

t

V

V

Y

Yc

Y/E

Yo

Yr

Y1

:市 町村の地方交付税

:税 率

:新 規労働力人 口

:転 出者新規労働力

:地 域総分配所得

:建 設業分配所得

:従 業者1人 あた りの分配所得

:域 外通勤者所得

:財 政からの移転所得

:第1次 産業の分配所得

(3.51)

(3.13)

(3.16)

(3.38)

(3.36)

Y23/E23-1:前 期 の第2次 第3次 産 業従 業人 口1人 あた りの 分配 所 得

Y2k:製 造 業k業 種 の分 配所 得

Y3a:小 売業 の分 配所 得

Y3b:卸 売 業 の分 配所 得

Y3c:そ の他 の第3次 産 業 の分配 所 得

ZO1/ZE1:全 国 の第1次 産 業従 業 人 口1人 あた りの生 産 額

ZO2k:製 造 業k業 種 の全 国生 産 額

ZO3b:全 国 の 卸売 業販 売 額

ZC/ZP:全 国 の 人 口1入 あ た りの 家計 消費 額

(3.33)

(3.40)

(3.44)

(3.47)

ZK2k/ZE2k:製 造 業k業 種 の全 国 の従 業人 口1人 あた りの民 間 ス トック

m

m

m

皿

m

α

β

γ

δ

ζ

ξ

:出 生 率

:死 亡 率

:m年 齢 階 層 の労働 力 化率

:退 職 率

:ス トッ クの残 存率

:扶 養 率
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第4章 地域構造が安定した都市圏における基盤施設整備計画に関する研究P

4.1概 説

前章 では、 基 盤 施設 整 備 問題 をマ クロ な観 点か ら とらえ、 公 共投 資 の事 業効果

と財 政効 果 の両 方 を考 慮 しなが ら、投 資財 源 を複 数 の地 方都 市 圏 に配 分 す る問題

にっ いて分析 を行 った。 地 方都 市 圏 は空 間的 に広 が りのあ る地 域で あ り、配 分 さ

れ た財源 を用 い て整 備 を行 う上 で 、各 種 の基 盤施 設 を どの よ うに空 間的 に組 み合

わせ て い くべ きか が検 討 され な けれ ばな らな い。 この場 合 、各 市町村 に施設 の分

散 を図 り、地 域 全 体 の レベ ル ア ップ を図 る と いった 方法 に限 らず 、広域 的 に みて

整備 効果 の大 き い市 町村 で 集 中的 な整 備 を行 い、そ の効 果 を交 通 ネ ッ トワー ク を

活用 して地域 全 体 に波 及 させ る と いった 方法 な ど、空 間的 に多様 な整 備 戦 略 が考

え られ る2)。

第2章 にお い て述 べ た よ うに、 地 方都市 圏 はい くつ かの 中心 都市 と周 辺 地域 か

らな る地 域 構造 を有 して お り、 この構 造 が各 市 町村 の持 ち得 る産業 活動 や機 能 の

量 を制約 す る と ともに 、施設 の整 備効 果 の波 及 メ カニ ズム を規 定 して い る と考 え

られ る。そ こで、 施設 整 備 を効 率 的 に行 う上 で 、都市 圏の地 域 構造 に着 目して、

機能 や産 業 活 動 の空 間 的な 分担 を想定 し、 それ を実現 す るた めの施 設 の空 間配 置

を検 討 して い く ことが不 可 欠 であ る と考 え る。 その た め、都 市 圏 の地域 構 造 を説

明で きる活動 立 地 モ デル を作成 し、施 設整 備 効果 の空 間的 な波 及過程 を分 析す る

こ ととす る。

この際 、地 域 構 造 が安 定 して いる都 市 圏 と、地 域構 造 が変 動 しつ つ あ る都 市 圏

では、 おの ず と異 な っ た アプ ロー チが 要求 され て くる。 本章 で は この うち 、地 域

構造 が安 定 して い る地 方都市 圏 を対象 と して 、基 盤施 設 整備 計 画問題 の分 析 を行

う。 つ ま り、現 在 の地 域 構造 を前提 として、都 市 圏 内 で いか に機 能 分担 を図 り施

設 を効率 的 に活 用 す るか と いう視点 か ら分 析 を行 うこ と とす る。 この 目的 を達成

す るた めに は、 産 業活 動 ・人 口の分 布 や交 通量 の予測 を通 して 、生 活 、産 業、 交

通 の各 基盤 施 設 の整 備 効 果 を と らえ る必 要 が あ るが、 過 去数 多 く開 発 され て きて

いる都 市 モデ ル を利 用 す る こ とが可 能 で ある3)4)。

そ こで 、 これ らの都 市 モデ ル に 関す る研 究 の成果 をベ ース に しな が ら、第2章

の地域 構造 分 析 の結 果 に基 づ いて 、 中心 都 市 と周辺 地 域 との相 互 の 関連 関係 を計

量 化 し、人 口や産 業 活 動量 に対 す る影響 を表現 す る こ とがで き るよ うな活 動 立地

モ デル の開 発 を行 う こ と とす る。 つ いで、 実際 の デー タに基 づ いてモ デル の同定

を行 うこ とに よ り、 第2章 で説 明 した地 方都 市 圏 の地域 構造 に関 す る仮 説 と、活

動立地 モ デ ル の有 効性 を 同時 に検 証 で きる と考 え て いる。 この際 、通常 用 い られ

て いるパ ラ メ ー タ推定 法 を用 いる こ とには問題 があ る。 す なわ ち 、 この よ うな地

域 構造 を有 す る地 域 の デー タに対 して通常 最 小二 乗 法(OLS)を 用 い る と、そ

の推定 量 は不 偏 性 を持 たず効 率 性 の面 で も劣 る と いう問題 が発 生す る5)。 本章 で

は このよ う な場 合 の地 域 モ デル の推 定法 を開 発す る 。
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第2章 に お ける現 況分 析 か ら明 らか に な った よ うに 、滋 賀 県 の2つ の都 市 圏 の

うち、 湖北 地 域 は彦根 市 ・長 浜 市 を 中心 とす る安 定 的 な地 域 構 造 を有 して い る こ

とがわ か った 。 また 、定 住基 盤 が低 い水 準 に とど まっ て お り、 人 口の流 出に っ な

が って いる こ とか ら、 今後 この地 域 に お ける基 盤施 設 の効 率 的 な整 備 が重 要 な課

題 とな って いる。 そ こで本 章 で は、実 証 分 析 の対象 地 域 と して滋 賀 県 湖 北地 域 を

と りあ げる 。活 動立 地 モデ ル を実 際 に推 定 し、 前章 の分 析 で求 めた都 市 圏 の人 口

や 産 業活動 量 のフ レー ム値 と整 備財 源 の も とで 、具 体 的 な施 設 の 空 間的 配 置 案 を

政 策変 数 と して 、市 町村 ご との人 口や産 業 活 動 の立 地量 の分 布 と都 市 圏 内 の 交通

流 動 を求 め る こ ととす る。

以下 、4.2で は地域構 造 を前提 と して基盤 施 設整 備 を行 う考 え方 につ いて考

察 す る。4.3で は地 方都 市 圏 内部 の産 業 活動 ・人 口の分 布 と交 通 流動 を 予測 す

るた め の活 動立 地 モ デル を定 式化 す る。4.4は このモ デル を推 定 す る 方法 を考

察 した もの で あ る。す な わち 地域 構造 に起 因す る バ イ アス を 除去 す る た め に は特

別 な 推定 方 法 が必要 であ る こ とを示 す 。4.5で は滋 賀 県湖 北 地 域 を対 象 として

活 動立 地 モ デル の作 成 を行 い、モ デル の 再現 精度 を検 討 し適 用 性 を検 証 して いる。

4.6で は このモデ ル を用 いて基盤 施 設整 備 計画 策 定 の た め のモ デル 分 析 を行 っ

て いる。

最後 に、4.7で は、 以上 の研究 を と りま とめ る こ と とす る。

4.2地 域 構造 を考 慮 した 基盤施 設整 備 の考え方

第2章 で述べ た よ う に、地 方 圏で は各 市 町村 が 独 自に十 分 な基 盤 施 設整 備 を行

うだ け の財 政力 が な い こ とか ら、基盤 施 設整 備 の 波 及効 果 を都 市 圏 を単 位 と して

検 討 す る必要 性 が あ る。す な わ ち、都 市 圏全 体 の魅 力 を創 出 で き る よ うな広 域 的

な効果 の 大 きな施 設 を重点 的 に整 備 して、 スケ ー ル メ リッ トを十分 に発揮 させ る

と とも に、新 規 の都 市活 動 、 と りわ け産 業活 動 の 立地 可 能 性 の小 さな 市 町村 にお

いて は、 他市 町村 で行 われ た整 備 の ス ピル ・オ ー バ ー効 果 を利 用 して い く方法 に

つ いて検 討 して いく必要 が あ る。実 際 、 地 方生 活 圏計 画 にお いて は、 中心 都 市 に

お いて 広域 的 な施 設 の充 実 を 図 る こ とと、 中心 都 市 と周 辺 地 域 との円 滑 な連 絡 の

た めの 道路 網 の整 備 を重 点施 策 と して取 り上 げて いる場 合 が 多 い6》。

この よ う に、地 方都 市 圏 の 内部 の 日常 的 な流 動 に着 目 して 、市 町 村 の ま とま り

を地 域整 備 の戦 略 を検 討 す る際 の単 位 と して用 いる こ と は、 次 の よ うな理 由か ら

も合理 性 が あ る。 第1に 、 こ の よ うな 市 町村 の ま とま りにお け る関連 業種 の立 地

量や 労働 力 の量 が 、産 業活 動 の立地 条 件 を規 定 して い る こ とか ら、 これ らの グル

ー プ ご とに立地 量 の上 限 が想 定 され る こ とで ある
。第2に 、施 設 の整 備 効果 は流

動 のパ タ ー ンに対応 してス ピル オ ーバ ーす る と考 え れ ば、 そ の広 が りは これ らの

グル ー プ の内部 に留 ま る ことが 多 い と考 え られ る こ とであ る 。第3に 、 これ らの

つな が りは地形 的 な ま と ま りや 風土 的 な類 似 性 に起 因 して 、 長期 的 に形成 され て

きた 場合 が 多 く、 この ま とま りを反 映 して交 通 網 の整 備 が 進 ん で いる こ とが多 い

の で、 内部 移動 が 比較 的 容易 であ る。 それ ゆ え、 施設 の利 用 圏 を これ らの グル ー
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プの中 にお さめ る こ とによ っ て、 無理 な 移動 を避 ける こ とが でき る7)。

本研 究 で は・ 各種 の基 盤施 設 につ いて各 市 町村 ご との望 ま しい整 備量 を求 め る

こ ととして い るが 、 以上 の理 由か らまず 、市 町村 グル ー プ を単位 と して整備 量 を

配分 し、 それ を さ らに市 町村 に配 分 す る とい う2段 階 の方法 で代 替 案 を作成 す る

こととす る。つ ま り市 町 村 グル ー プ レベル で地 域 の基 本 的 な整備 方 針 を考 え る こ

とによ り、現 状 の 地域 構造 を踏 まえた 上 での対 象 地域 にお け る整 備 課題 の抽 出が

容易 とな る。 また 施設 整 備案 の作成 にお いて も各 市 町村 グル ー プが 対象 圏域 にお

いて将来 的 に もつ べ き機 能や 役 割 を 明確 に した上 で 、施設 整 備 案 を作成 す る こ と

がで きる と考 えた 。 また、市 町 村 グル ー プ ご との整備 量 を各 市 町村 に配 分 す る段

階で は、 人 口比 率 に 比例 して整 備 を行 う方法 、施 設整 備 の遅 れ て いる市 町村 で重

点的 に整 備 を進 め る方法 な どを組 み合 わ せ て代 替 案 を作成 す る こと とす る。 また 、

機能 を中心都 市 に集 中させ る とい う方 針 に限 定せ ず 、都 市 圏全域 で広 く整備 を行

い機能分 担 を積 極 的 に進 める とい った 代替 案 も作 成 し、 比較 検 討 を行 う こ ととす

る。

4.3活 動 立 地 モ デ ル の 定 式 化

4.3.1活 動 立 地 モ デル の基 本 的考 え方

都市 圏 を対 象 と して産業 活 動 ・人 口の立地 や交 通 流動 を計量 的 に扱 うモ デル は、

ロー リー モデ ル 以来 、数 多 くの モデル が 提案 され て いる。 特 に1960年 代以 降深 刻

にな った ア メ リカ の都 市 内の 交通 問題 を解決 す る ため に、 大都 市 圏 を 中心 と して

モデル の 開発 が進 め られ て きた8》。 この よ うな 経緯 を背 景 と して、土 地利 用 と交

通 との関連 関 係 が早 い時期 か ら重 要 課題 と して認 識 され、 そ の結果 、 相互 作 用 の

モデル 化 に関 す る重 要 な概 念 は 比較 的早 い時期 に確 立 され た 。例 え ば ロー リー モ

デル は、① 基 幹産 業 部 門 が その周 辺 に住 宅 部 門 を立 地 させ 、 これ が さ らに非基 幹

産業部 門 の需 要 を生 む とい う乗数 構 造 、② 部 門間 の立 地競 合 を明示 的 に扱 うか わ

りに採 用 され て いる立 地序 列 の考 え方 、 お よび ③ 交通 流動 を グラ ビテ ィモ デル に

よ り内生 化 し、 そ の集 中量 を用 いて立地 量 を空間 的 に配分 す る、 とい う構造 を有

して いる 。 これ らの構 造 は その 後 のモ デル 開 発 に多大 な影 響 を与え た 。一 方、 ②

の立地 序 列 を仮 定 せず に、複 数 の活 動 を 同時 に決 定 す るモデ ル も、線 形 の連 立 方

程式 モデ ル と して 開 発 され 、計 量経 済学 の成果 に基 づ いて統 計 的な 推定 法 が確 立

され た。 剛PIRICモ デル が その 代表 的 な も ので ある が、 交通 の影響 を取 り入れ る

ため に、 グ ラ ビテ ィ モデ ル に よ る交 通 流動 の集 中量 を立 地需 要 の説 明 要 因 と して

用 いて いる。 この構 造 は、立 地 ポ テ ン シャル と して 多 く用 い られ て いる9)。

地域 モ デル に関 す る その後 の研究 の展 開 で特 に重 要 なも の と して は、 グ ラ ビテ

ィモデ ル が エ ン トロ ピー最大 化 によ り誘導 でき る こ とを示 したWilsonの 研究 が

あ る10>。 また 、HcFaddenら によ り開 発 され た非 集計 行 動 モデ ル は、操 作 性 の

高 い最 尤 推定 法 の開 発 に よっ て、 交通 行 動や 立地 行 動 を精緻 に記述 す る こ とを可

能 と した1D。 また 、 土地利 用 モ デル へ の適 用 につ いて も多 くの研究 が な され て

い る。 この2つ の理 論 は、 同値 最 適化 問 題 を与 え る と いう点 で共 通 してお り、 効
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率 的な 求解 方 法 を与 え る とい う点 で重 要 な意 味 を持 って い る。 また、 土 地 利 用 と

交通 を同時 に決 定 す る最 適 化問 題 を考 え るた め の基 礎 に な るが 、均 衡 解 の 一 意性

や 求解 の アル ゴ リズ ム の複雑 さに起 因 してモ デル 構 造 の単 純 化 が必 要 と され る こ

とが多 く、実 用 的な モ デル は開 発 され て いな いのが 現 状 で あ る12)。

こ のほ か にも 、理論 、実証 の両面 か ら多 様 な研 究 が展 開 され て い るが 、 部 分モ

デル の改 良 や精 緻 化 の試 み が多 く、モ デル の基 本 構 造 は初 期 の モ デル に凝 縮 され

て い る といえ よ う13)。

本 章 で作 成 す るモ デル が具 備 すべ き要 件 と して は、① 第2章 で述 べ た よ う な 中

心 都 市 と周 辺地 域 との相互 の関連 関係 を表 現 で き る こ と、 ② 広 域的 な 交通 条件 、

労働 力条 件 な どの立地 条 件 に よっ て産 業 の集積 量 が 影響 され る メ カニ ズ ム を表 現

で き る こと。③ 都 市 圏全体 の就 業機 会 の水 準 が、 中心 都 市 ・周 辺地 域 人 口の定 着

に大 きな影 響 を持 って いる点 を考 慮 で き る こ と、④ 地 方都 市 圏 内 の結 び つ き の強

さ の変化 を内 生化 して いる こ と、な どが あげ られ る。

これ らの 要件 は、初 期 のモ デル で 用 い られ て いる 構造 、 す な わち 、人 口や 産 業

活 動 の立 地 量 を説 明変 数 と して交 通 流動 を内生 化 す る ととも に 、そ の集 中量 を新

た な活 動 の立 地 ポ テ ン シャル と して 用 いる とい う構 造 を組 み合 わせ る こと に よっ

て表現 す る こ とが可 能 で あ る。一 方 、必 要 以上 に複 雑 な 関数 形 を用 いる こ と は推

定 手法 、操 作 性 の面 か ら考 え て も得 策 では な い。 ま た、 地 方都 市 圏 の産 業 活 動立

地 で は需要 面 の制 約 が 強 く、 それ に比べ る と土 地供 給 の制 約 は大 き いも の で はな

い。 そ こで、 土地 市 場 を考慮 す る必要 性 は な い と判 断 し、立 地 需 要 間 の関 連 性 に

絞 った モ デル の作 成 を行 う こ ととす る。 モ デル 構造 も、 主 と して線 形 式 に よ り構

成 す る こ ととす る。

4.3.2活 動立 地 モ デル の全 体 構成

地 方都 市 圏 に お いて人 口の定 住 化 を促進 す るた め に は、就 業 機 会 の確 保 と生活

環境 の整 備 が 重要 で あ る。 そ こ で本研 究 で は、 人 々 の人 口移動 は対 象地 域 の就 業

機 会 と生 活 水 準 とに密接 な 関係 が あ る とい う仮 説14)15)に 基 づ いて 、 図4-1に 示

す よ うな3つ の サ ブモ デル を用 いて活 動 立地 モ デル を構成 す る こ と と した 。 す な

わ ち本 モデ ル は、(1)就 業機 会 と各 種 サ ー ビス を提 供 して い る産 業活 動 の立 地状

況 を記述 す る産 業立 地 サ ブ モデ ル 、(2)就 業機 会や 労働 力 の供 給 と需 要 のバ ラ ン

ス、 さ らに生活 環境 の水準 か ら人 口の社 会移 動 を推 定 す る ととも に地 域 の 人 口構

成 の変動 を推計 し、将 来 の地 域 内 の人 口分 布 を求 め る地域 人 ロサ ブ モデ ル 、 お よ

び(3)各 市 町村 間 の交 通流 動 を求 め る交通 サ ブ モデ ル と いう3つ の サ ブモ デ ル に

よ り構 成 され て いる 。

産 業立 地 サ ブモ デル で は、 中心 都 市 ・周 辺地 域 の両 者 に広 く分布 して い る地 域

型 の産 業 と、 中心都 市 に集 中 して いる広 域 型 の産 業 の両者 を扱 って い るが 、広 域

型 の産 業 で あ って も、副 次 的 な 中心 地 な どの周 辺 地 域 に立 地 が 見 られ る こ とが多

い。 そ こで、 本 モデ ル で は、 広域 型 産業 は周 辺地 域 の ゾー ン にも立 地 す るも の と

して モデ ル化 す る こ と と した 。 つ ま り、 中心都 市 の ゾー ンを始 め か ら限 定 して 中

心都 市 へ の集積 を所 与 と考 え る の では な く、立 地 メカ ニ ズム を通 して集 積 が お こ
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(政策変数)

(前期就業構造)

工業用地整備

生活基盤

施設整備

道路整備

地域人ロ

サブモデル

交通サブモデル

活動立地サブモデル

製造業

一〉 第1次 産業

第3次 産業

…

う

(就業構造)

図4-1 活動立地モデルの基本構成

り中心都市が形成 されるというメカニズムを内生的に表現する。

また本研究 では計画 目標年次 までの期間を1年 毎に分割 し、各期 ごとに土地利

用と交通流動 を予測す ることとする。その際、各期 ごとの圏域全体での産業活動

量は前章のモデル分析の結果 として外生的に与 えられると考え、政策変数である

工業用地整備量、住宅団地 開発量、生活基盤整備水準 を入力情報 として与えたう

えで、圏域全体 の産業活動量 を各市町村 に配分す るモデルとなって いる。各 モデ

ル式の定式化は表4-1に 示す通 りであるが、以下各モデル式の考え方について詳

述する こととする。

4.3.3産 業立地サブモデル の定式化

産業立地サブモデルは各種産業活動の各市町村 における立地状況を記述す るモ

デルである。

(1)第1次 産業従業人 口推計モデル

まず、第1次 産業の従業入 口は農地面積 と密接な関係があると考 えることがで
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表4-1 活動立地モデルの定式化

産

業

立

地

サ

ブ

モ

デ

ル

災占鰭華號
製
遺
葬

業
人
口

口

地

域

人

口

地
垣
入
ロ
サ
ラ
舌
ア
ル

買

物

流

動

交

通

サ

ブ

業

務

流

動

モ

デ

ル

通

勤

流

動

糠 芙議 鞭 デル

糠美曹藩陛舞

縷 囎 欝 華デル

糠 尖議 計モデル

駿 尖議 計モデル

糠 ズ議 蕪 デル

麟 湘 繍 華デル
地域内移欝 呈デル

地域タト流欝 呈デ
ル

流入人口推計モデル

地域人口推計モデル

日常買物露 モデル

地域小売翻 馨 ル

非日常聰 製 デル

広域小灘 騨 箏ル

業務流動欝 皐デル

業務流動推計モデル

通勤流動推計モデル

就業機会推計モデル

E1=E1(A1,LA-1) (4.1)

E2a=E2a(A2、L/E-1,time) (4.2)

E2b=E2b(A2、L/E-1,time,E2a) (4.3)

E2e=E2e(A2、L/E-1,time,E3-1) (4.4)

E3al=E3a1(03al,P) (4.5)

E3ar=E3ar(03ar,E3a1) (4.6)

E3cl=E3cl(P,E2,E3al) (4.7)

E3rニE3r(BD,E3ar) (4.8)

M1=M1(P,Cin-1,LA-1,AH,Life) (4.9)

M2=M2(P,Cout-1,LA.1,AH,Life)(4.10)

expf(LA-1j,AHj,Lifej,dij)

N」=野Mlip
ex・f(・ ㌫11・A』 …fe1・ ・1と!1、)

P=P-1十 △Pn-M1-M2十N (4.12)

Slu=αIPi
expf(E3alj,d{j)

Σexpf(E3all,di1)

1ξ Ω

(4.13)

03alj= 03a1(ΣSlij)
1

(4.14)

Srij=αrPi

expf(E3arJ,dij)

Σexpf(E3arl,di1)

1∈ Ω

(4.15)

03arj= 03ar(≧}Srij)

1

(4.16)

BO=BO(E3r,E2十E3a1十E3ar十E3c1)(4.17)

)Udr3E(fPXe

)dr3E(fPXe
Σ
1

OBΣ
i

=蔭
JDB (4.18)

Ciゴ ニ(Ll-Eli)

expf(Ej,dlj)

Σexpf(El,d目)

1ε Ω

(4.19)

LiL}

LAi== ΣC

ljFi

j

(4.21)
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表4-2 第3次 産業の分類

業種分類 特 色

地域小売業

広域小売業

地域サービス業

広域サービス業

地域住民の生活に密着した財の提供を行う小売業

非 日常品の提供 を行う小売業

住民に日常的なサービスの提供 を行う第3次 産業

住民に非 日常的なサービスの提供を行う第3次 産業

きる。現 在農 家 の 兼業 化 が依 然 と して 進行 して お り、第2次 産 業、 第3次 産 業 就

業者 が第1次 産 業 に転 業 す る可 能性 は少 な いが 、農 家 の兼 業化 の進展 は 当該 地 域

におけ る就 業機 会 の 影響 を強 く受 け て いる と考 え られ る16)。 そ こで 、第1次 産

業の従 業人 口は、 農 地面 積 及び 前期 の就 業機 会 の関数 として記述 す る ことが で き

る と考 えた 。

E1=E1(A1,LA-1)(4.1)

こ こ に 、E1は 第1次 産 業 従 業 人 口 、A1は 農 地 面 積 、LAは 就 業 機 会 で あ る 。

(2)製 造 業 従業 人 口推計 モ デ ル

本研 究 で は製造 業 は業種 に よっ てそ の活 動 の内 容や 立地 行 動 の メカニ ズム のパ

ター ンが 異 な る こ とに留意 し、 す で に第3章 第4節 の表3-5に 示 した よ うに立地

業種 、関 連立 地 業種 、 その他 の業種 の3つ の業 種 に分 類 した 。 これ らの業種 の立

地行動 を規定 す る重要 な要 因 と して、工 業 用地 や 労働 力 の確 保 の しやす さ、及 び

製 品や原 材料 の輸 送 の ため の ア クセ ス 条件 が考 え られ る1η 。 そ こで 、 これ らの

立地要 因 によ り各 ゾー ンの製 造 業 の立 地量 を推 計 す る こ と と した。

立 地業 種 の ア クセ ス条 件 を 、需 要地 や 関連 企業 まで の輸送 時 間 ・距離 によ って

表現 で き る と考 えて 定式 化 を行 った。

E2。=E2。(A2,囲.1,廿m・)(4・2)

こ こ に 、E2aは 製 造 業 立 地 業 種 従 業 人 口、A2は 工 業 用 地 面 積 、Lは 労 働 力 人

口 、Eは 総 従 業 人 口 、timeは 交 通 ア ク セ ス 条 件 で あ る 。

なお製造 業 の うち 関連 立地 業 種 は、 そ の 中に立 地 業種 の下 請 的 な性 格 をもつ も の

が多 く、立 地 業種 の増 加 して いる ところ で新 たな 立地 が進 む と考 え られ る 。そ こ

で、立 地条 件 を説 明す る変 数 と して、上 記 の変 数 以外 に立地 業種 の立 地 量 を と り

入れ る こ と と した 。

E2b=E2b(A2,1/E4,time,E2a)

こ こ に 、E2bは 製 造 業 関 連 立 地 業 種 従 業 人 口で あ る 。

(4.3)

その他の業種 につ いては、地域内の製品に対する需要 の大きさも当該地域の業

種の立地要因 となって いると考 えられる。そこでこの需要量の大きさは、地域内

の第3次 産業の活動量によって表現される と考え、第3次 産業の活動量も立地要
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因 と して と りあげ る こと と した 。

正2e=E2e(A2,L月 巳一1,time,E3-1)(4.4)

こ こ に 、E2eは そ の 他 の 製 造 業 従 業 人 口 、E3は 第3次 産 業 従 業 人 口 で あ る 。

以上 の 定 式化 にお いて 、労 働条 件 や他 の産業 の 立地 量 につ いて はラ グ付 き変 数

を用 いて いる。 これ は、製 造 業 は工場 や設 備 な どの建 設 に時 間 を要 す る た め、 立

地 の決 定 を行 って もす ぐに操 業 で きる わ けで はな く、 また 、 これ らの 条件 を事 前

に予測 す る ことが難 しい と判 断 した か らで あ る。

(3)第3次 産 業従 業 人 口推計 モデ ル

本研 究 で は第3次 産 業 を大 き く小 売業 とそ の他 の 業種 に分 け 、 さ らに それ ぞ れ

をサ ー ビス対 象 の地 域 的範 囲 に着 目して地 域型 、 広域 型 に分 け て いる 。 す なわ ち、

表4-2に 示 す よ うに地 域小 売 業、 広域 小 売 業、 地 域 サ ー ビス 業 、広 域 サ ー ビス 業

の4つ の 業種 に分類 す る こ と と した 。

まず 地 域小 売 業 に関 して は、 その立 地 量 は 当該 地域 にお け る 売上 高 と密 接 な 関

係 が あ る。 また地 域 小 売業 は地 域 の 日常 生 活 と密 着 した 財 を提 供 して い るた め 人

口規 模 とも相 関 が 高 い と考 え られ る。本 研究 で は地域 小 売 業 の従 業 人 口は地 域 の

小 売業 販 売額 と人 口との関 数 で説 明 され る と考 え た 。

E3a1=E3a1(03al,P)(4.5)

こ こ に 、E3a1は 地 域 小 売 業 従 業 人 口、03alは 地 域 小 売 業 販 売 額 、Pは 人 口

で あ る 。

なお小売販売額は後述するよ うに、当該地域への買物交通の集 中量の関数 で表現

できると考 える。

つぎに広域小売業 も地域小売業 と同様 に売上高 と密接な関係 がある。 また地域

型小売業の集積 があ り、来客の多 い商業地には広域小売業は集積の効果を求めて

立地する傾 向が強いため、説明変数 として小売業販売額 と地域小売業の集積量を

とりあげた。

E3ar=E3ar(03ar,E3al)(4.6)

こ こ に 、E3arは 広 域 小 売 業 従 業 人 口 、03arは 広 域 小 売 業 販 売 額 で あ る 。

また 地域 サ ー ビス業 は、 地域 の住民 にサ ー ビス を提 供 す る場合 と、 産 業 を対 象

とす る場合 が あ る と考 え、 立地 関数 の変 数 と して 地 域人 口と地域 の産 業 立地 量 を

示す 変 数 を と りあ げ る。サ ー ビス対 象 とな る第3次 産業 の立 地 量 は地 域 小 売業 で

代表 させ る こ と と した 。

E3cl=E3cl(P,E2,E3a1)(4 .7)

こ こ に 、E3c1は 地 域 サ ー ビ ス 業 従 業 人 口、E2は 第2次 産 業 従 業 人 口 で あ る 。

最後に、広域 サービス業は第3次 産 業の中で特 に対象地域の都市機能の高さと

密接な関係があると考 えられるため、都市機能 の水準を示す代理変数 として業務

流動集中量や広域小売従業人 口をとりあげ、定式化することとした。
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E3r=E3r(BD,E3ar)(4 .8)

こ こ に 、E3rは 広 域 サ ー ビ ス 業 従 業 人 口、BDは 業 務 流 動 集 中量 で あ る 。

なお、小 売 業 の販 売 額 と同様 に、 業務 流 動 集 中量 は活 動立 地 サ ブモ デル と交 通 サ

ブモデル と を連 動 させ 求め る こ と と して いる。 本 研究 で は、 以上 の立 地 関数 と し

ては線 形 式 を用 いる こ とと して い る。

4.3.4地 域 人 ロサ ブ モデ ル の定 式化

本サ ブモ デ ル は、 人 口の 自然増 減 量 を求 め る人 口動 態 モデ ル と、各 市 町村 か ら

の人 口流 出量 を推 計 す る流 出人 口推 計 モデ ル、 お よび 各市 町 村 への流 入 人 口を予

測す る流 入 入 口推 計 モ デル の3つ よ り構 成 され る。

自然増 減 量 は 、第3章 の計 量経 済 モ デル と同 じ方法 で 予測 す る。す なわ ち、 男

女別年齢 階級 別 人 口をも とに、外 生 的 に与 え られ る生 存率 と 出生率 を用 いて、 コ

ウホ ー ト生残 率法 に よ り5年 間 の 自然増 減 量 を求 め 、そ の5分 の1を1年 間の 自

然増減 量 とす る18}。

次 に人 ロの社 会増 減 量 につ いて は、 まず 各市 町 村 か らの入 口の流 出が 、地 方都

市圏 内の他 の市 町村 へ の移 動 と地 方都 市 圏 タトへ の 移動 に 区別 され るこ とに着 目し
1ω 、 流 出人 口推 計 モ デル によ り、 圏域 内々 で移 動す る人 口 と圏域外 へ 流 出す る

人 口を求 め る。 この よ うな人 口移動 のパ ター ン を決 める要 因 と して は種 々考 え ら

れ るが 、本 研究 で は生 活環 境 の整 備 水準 と就 業機 会が 重要 な 要 因 とな って いる と

考 えた 。 圏域 内 々 の移 動人 口は 以下 の モデ ル式 に よ り求 め る。

M1=M1(P,Cin.1,LA-1,AH,Life)(4.9)

こ こに、M1は 圏域 内の他 の市 町村 へ の総 移動 人 口、Cinは 圏域 内他 市 町村 へ

の総 通 勤 者数 、AHは 住宅 用 地面 積 、Lifeは 生活基 盤 整 備水 準 で ある 。

圏域外 へ流 出す る人 口も 同様 に定 式 化 で きる。

M2=M2(P,Cout.1,LA4,AH,Life)(4.10)

こ こ に 、M2は 圏 域 外 へ の 流 出 人 口、Coutは 圏 域 外 へ の 総 通 勤 者 数 で あ る 。

さ らに、 流 出人 口推 計モ デ ル か ら得 られ る湖 北地 域 内へ の 人 口の移 動 量 と、外

生 的に与 え られ る対 象 圏域 外 か らの入 口流入 者数 に基 づ いて 、 これ ら の流入 者 が

どの ゾー ンに居 住 す るか を集計 ロ ジ ッ トモ デル を用 いて予 測 し、 各市 町村 ご との

新規立 地 量 を求 め る こ とと した。 この流 入人 口推 計 モ デル の説 明変 数 と しては 、

就業機 会 、 生活 基 盤 施設 の整 備 水 準、 利 便性 を表 す 産 業 の集積 量 と、 移動 距離 が

考 え られ る。

馬一孝M鰐 畿 艶 灘 。(4.ll)

互

こ こに、Nは 流入 人 口、di」 は式(4.71)で 与 え られ るゾ ー ン間時 間距 離 で あ

る 。



146[Chapter.4]

以 上 の各 式 で求 め られ た 人 口移動 量 か ら、 新 し い人 口が 計 算 で きる こ とに な る。

P=P.1+△Pn-M1-M2+N(4.12)

こ こ に 、P-1は1期 前 の 人 口、 △Pnは 人 口 の 自然 増 減 量 で あ る 。

この際 、流 出人 口 ・流 入人 口にっ いても 外 生的 に与 え られ る年齢 分 布 に従 っ て い

る もの と考 え る こ とに よ り、式(4.12)の 計 算 は年齢 階 層 別 に行 う こ とが で き る。

新 しく求 めた年 齢 階層 別 人 口に労働 力 率 を乗 じる こ と によ り、 各 ゾー ンの労 働 力

人 口を推 計 す る こ とが でき る。 この労働 力 人 口は、 通 勤 流動 と次期 の就 業 機 会 を

求 め るた め に使 わ れ る。

4.3.5交 通 サ ブモ デル の定式 化

ここで は、 日常 買 物 流動 、非 日常 買物 流 動 及び 業 務流 動 と通 勤流 動 推 計 モ デル

の考 え方 を述 べ る。 第2章 で述 べ た よ うに 、交 通 流 動 は地 域 構造 、特 に都 市 圏 内

の 階層性 や 補 完 関係 を反映 して現 れ て くる も ので あ る。 そ の た め 、交 通 サ ブ モデ

ル の作成 に お いて は、単 に流動 量 を再 現 で き るば か りでな く、本 研 究 にお け る地

域構 造 の考 え 方 に基 づ いた モデ ル構 造 を採 用 す る とと も に、実 証 分 析 か ら明 らか

にな った交 通流 動 の 分布特 性 を説 明 でき る よ うな モ デル とな る よ うに注 意 した 。

具体 的 には、 ゾー ンご との発 生量 は、 そ の ゾー ンの活 動 の水 準 によ っ て定 まる

と考 え る。 つ いで着 地 の魅 力 や 交通 抵 抗 を考 慮 して どの 着地 を選 択 す る か とい う

割 合 が定 ま り、 結果 と してODパ ター ンが形成 され る と考 えた 。 そ こで、 ゾ ー ン

ご との発 生 交通 量 を推 計 す る線形 回帰 モ デル 式 と、 着 地 の選 択 割 合 を説 明す る集

計 ロジ ッ トモデ ル を組 み合 わ せ る こ と と した 。 そ の際 、 トリッ プの着 地 は あ らか

じめ設 定 され た選 択 肢 の 中か ら選 択 され る と考 え るが 、 「中心 都 市 」 と 「周 辺地

域 」 の結 び つ きを考 慮 す る。 す なわ ち 、 買物 交通 で は 自ゾ ー ン も し くは 自ゾー ン

よ り都 市機 能 の 高 い ゾー ンの 集合 の中 か ら着 地 を選 択 す る と考 えて 、選 択 肢 をあ

らか じめ絞 りこむ こ とに よ り2ω 、 前述 した よ うな 地 域 構造 の考 え 方 をモ デ ル に

反映 させ る こ と と した 。集 計 ロ ジ ッ トモ デル で 用 い る効 用項 は、 そ の流 動 に対 し

て サー ビス を提 供 す る活動 の 着地 にお け る集積 量 と、 ゾー ン間時 間距 離 に よ って

定 ま る と考 え られ る。

日常 買物 流動 は、 発 地 の人 口規 模 に 比例 し、着 地 の地 域小 売 業 の 集積 に対 応 し

て分 布す る と考 えれ ば、 ゾー ン間 の 日常 買物 流動 の量 は以下 の よ うに な る 。

Σexpプ(E3albd、D(4・13)
1∈Ω

こ こに、Sli」 は 日常 買物 流 動 量 、 α1は 未知 パ ラ メー タ、 Ω は発 ゾー ン以 上

の都 市機 能 を持 つ ゾー ンの集 合 であ る。

Sl、j一α1P、exげ 働 ・㊥

着 ゾー ンに お ける地 域 小 売業 販 売 額03alは 、 買物 流 動集 中量 の 関数 で あ る。

0鯖=03al(ΣSlij) (4.14)
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非 日常 買物 流 動 につ い ても 、着 地 の魅 力 が広 域 小売 業 の集積 に規 定 され る と考

えれば、 同様 に定 式 化 を行 う ことが で き る。

S,j一 α,P、exげ(恥 ・d・j)

Σexpr(E3ar1,d・D

1∈Ω

03鴫=03a・(ΣS項j)

i

こ こ に 、Sri」 は 非 日常 買 物 流 動 量 、

(4.15)

(4.16)

α.は 未 知 パ ラ メ ー タ で あ る 。

業務流 動 は、各 ゾー ンに立地 して いる産 業活 動 か ら発 生 して くる と考 え られ る。

特 に、 広域 サ ー ビス業 は 、運輸 ・通 信や 対 事業 所 サ ー ビス業 の よ うに、 業務 を遂

行 す る上 で頻 繁 な流 動 を必 要 とす る業種 を含 んで お り、 発生 原単 位 は他 の業 種 よ

りも大 き い と考 え られ る 。そ こで発 生量 の 説 明変数 と して、広 域 サ ー ビス 業 と、

他 の第2次 ・第3次 産 業 の立 地量 を、独 立 変数 と して 取 り入 れ る こ ととす る。

ODパ ター ン は、買 物 流動 の場合 と同様 の考 え方 で定 式化 で き る。

BO=BO(E3r,E2+E3a1+E3ar+E3cl)

e】》(E3乃,dij)
B恥=ΣBO・

量
Σexpプ(E3r1・diD
1∈Ω

BOは 業 務 流動 発 生量 、

(4.17)

こ こ に 、

(4.18)

BDは 業務 流動 集 中量 で あ る。

通勤 流動 が どの よ う に決 定 され るか につ いて は い くつ か の考 え方 が ある 。 これ

を重力 モ デル の形 で整 理 す れ ば、① 居 住 ゾー ンの労働 力 人 口を、従 業地 に配 分 す

る とい う片側 制 約 の重 力 モ デル に よ る配 分 。② 従 業 ゾ ー ンの従 業人 口を、 居住 地

に配分 す る とい う片側 制 約 のモ デ ル に よる配 分 、③居 住 ゾー ン と従 業 ゾー ンの総

数制約 のも とで、 分布 パ ター ンを求 め る両側 制約 の モ デル に よ る配 分 、④ 無制 約

モデ ル によ る配 分 、 とい う4つ の形 に集約 で きる2D。

この うち 、③ 両 側制 約 モ デル は、す べ て の労働 力 人 口が 従業 で き る こと を前 提

として お り、地 方 都市 圏 の実情 に合 わな い。 ④ 無制 約 モデ ル は一般 に再 現 性 の点

で劣 る と され て い る。 ロー リーモ デル をは じめ、 これ ま で大都 市 圏 を対象 と して

開発 され て き たモ デ ル で は、② 従 業地 の従業 人 口を居 住地 に配 分 す る とい う片側

制 約型 モ デ ル を採 用 して い る。 これ は、 大都 市 圏 で は住替 え 移動 が大 半 を 占め て

いる こ とか ら考 えて も妥 当性 が あ る22)。 しか しなが ら、 地 方都 市 圏で は 、居住

地が 先決 され て いて 、 そ こか ら通 勤 可能 な就 業 機 会 を探索 し、 それ が不 可能 で あ

れば 地域 外 へ 流 出す る とい う行動 が 一般 的 で あ る と考 え られ る。 そ こで ここで は、

ゾー ンご との 第1次 産 業従 業 人 口を除 いた 労働 力 人 口を、従 業 ゾ ー ンに配 分す る

① の片側 制 約 型 の モデ ル を採 用す る こ ととす る。

C・、j。(レーEli)ex鵡 ・d・j)(4 .19)

ΣeXRr(旦 ・diD

l∈Ω

こ こに 、Cij*は 通勤 流 動 の計 算値 、Lは 労働 力 人 口、Eは 総 従 業入 口で あ る。
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た だ し、 この 通勤 流動 計 算値 か ら得 られ る集 中量 は、 従 業 ゾー ンの 産 業 の立 地 量

以下 で な けれ ば な らな い。 そ こで 、集 中量 の計 算値 が 立 地量 を上 回る場 合 に は、

以下 の 式 に よ り調 整計 算 を行 う こ と とす る。

炉
ホ

:Σc緬 〉易
且

ホ

:Σq≦ 局
量

(4.20)

こ の結果 、 各 ゾ ー ンの労働 力 人 口のす べ てが 雇用 され る とは限 らな い。 労 働 力人

口と就 業 可 能者 との比 率 は 、居 住 ゾー ンご との就 業機 会 を表 して い る。

猛 ・=

ΣLとj一舞
j

こ こ に 、LAは 就 業 機 会 、Fは 就 業 人 口 で あ る 。

(4.21)

この就 業機 会が 、地 域 人 ロサ ブ モデ ル に お いて、 人 口の社 会 移動 を説 明 す る変 数

と して用 いられ て い る こ とは先 に説 明 した 通 りであ る。

以上 で活 動 立地 モ デ ル の概要 につ いて説 明 した が 、最 後 に モ デル 全体 の構 造 を

一 括 して 図4-2に 示 す 。モ デル にお け る政 策変 数 は 、工 業 用地 、住 宅 用地 、生 活

基 盤施 設 と、 幹線 道 路 網 ・地 区 内道路 網 の 整備 案 で あ り、 そ れ らに対応 した各 ゾ

ー ンご との産 業 活動 ・人 口の立 地 量 と、 交 通量 の予 測 を行 う こ とが で き る 。

4.4地 域 構 造 を考 慮 した モ デ ル の 推 定 方 法

4.4.1地 域 モデ ル の構 造 と推 定 方法

これ まで、 地域 や 都市 の 空 間的 な 発展 ・変 化 を記 述 ・分 析 し、予 測 を行 な うた

め に数多 くの 地域 モ デル が 開発 され、 実 用 に供 され て きた 。 これ らの モデ ル を実

際 に用 い る場合 に は、観 測 デ ー タに基 づ いてパ ラ メ ー タの値 を推 定 し、モ デ ル の

構 造 が現 実 に うま く合 致 して い るか を検 定 しな けれ ばな らな い。 この 際 の統 計 的

手 法 は、 扱 うデ ータ の性 質 やモ デ ル の構造 を十 分 に考 慮 した も ので な くて はな ら

な い。

現在 地 域 モ デル を作 成 す る際 に多 く用 い られ て い る推 定法 は通常 最 小二 乗(O

LS)法 で あ る。 ま たモ デル の 適合 度 を検 定 す る手 法 と して、t検 定 、F検 定 な

どが使 用 さ れ て いる23)。OLS推 定値 が不 偏性 、 効 率性 の点 か らみ て望 ま しい

推 定値 で あ り、t検 定 等 の検 定 が信 頼性 を持 つ た め に は、撹 乱 項 が説 明変 数 と独

立 で分 散 が一 定 で あ る正規 分 布 に従 う とい う仮定 が 必 要 で あ る。

しか しな が ら地域 デ ータ は4.4.2で 述 べ るよ う に空 間 的 な次 元 を含 ん で お り、

この よ うな仮 定 を満 足 しな い こ とが ほ とん どで あ る。 そ の結 果 モ デル 推 定 上 の 問

題 が生 ず る。例 え ば佐 々木 は、土 木 計画 学 で用 い られ る地 域 モ デ ル の推 定 上 の 問

題点 と して、 不 等分 散 性 の問題(heteroscedastisity)、 空 間 的 自己相 関 の 問題
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コントロール
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(autocorrelation)、 プー リン グ推定 の 必要 性 の3点 を指摘 して い る24)。 こ の

うち不 等 分散 性 の 問題 は 、計量 経 済 学 に お いて も取 り扱 われ て お り、Z変 換 を用

いるな ど、比 較 的容 易 に解 決 で き る問題 で あ る。 また第3の 問題 は動 学 的 な 地域

モ デル に存 在 す る問題 で あ り、そ の モデ ル の動 学 的 な構 造 に合 わせ て個 別 に解 明

して いか な けれ ばな らず、推 定 法 を確 立 で き る段 階 で はな い。

しか しな が ら第2の 空間 的 自己相 関 の 問題 は、地 域 モ デル に広 く存在 す る 問題

で ある にも か か わ らず 、 これ まで計 量 経済 学 にお いて も あ ま り扱 わ れ て いな い問

題 で あ る。 我 々が 地域 の現象 を地域 モ デル の形 でモ デ ル化 しよ う とす る場 合 、 各

ゾー ンの現 象 を よ りよ く説 明す る こ と と同時 に、 ゾー ン間 に存 在 す る空 間 的 な 関

連性 を説 明 で き る こ とを 目指 して いる。 そ の た め、 変数 間 の因 果 関係 が1つ の ゾ

ー ンの 中で 閉 じな くな る。 この こ と を考 慮 しな いで モ デル を作成 す る と残 差 に空

間 的 自己相 関が 生 じる。逆 に、,残差 に空 間 的 自己相 関 が見 られ る理 由 と して 、モ

デ ル構 造 が空 間相 互 作 用 を十分 に表現 でき て いな いこ とが 多 い と考 え られ る。 こ

の よ う に空 間的 自己相 関 の問題 は、地 域 モ デル にお い て空 間相 互 作 用 が う ま く表

現 で きて い るか とい う問題 を言 い換 えた も の に他 な らな い25)。

本 章 で は、 地 方都 市 圏の地 域 構造 を表現 で きる よ うな活 動 立 地 モ デル の開 発 を

目指 して お り、 中心 都 市 と周 辺 地域 の 間 に存 在す る よ うな空 間 的 な つな が り を明

示 的 に取 り入 れた モ デル と して定 式 化 を行 って い る。 す なわ ち 、 ゾー ン を越 え る

よ うな空 間 相互 作 用 を取 り込 ん だモ デル であ り、 モ デル 構 造 に 即 した パ ラ メー タ

推 定法 の確 立 が要請 され る。 本節 では、 前 節 で定 式 化 したモ デ ル の推 定 法 を開発

す る こ と とす るが 、以 下 で はそ の準備 として既 存 の 地域 モ デ ル に お け る空 間相 互

作 用 の考 え 方 を整 理 し、地 域 モ デル の分 類 を行 な う と とも に これ まで の 推 定 方法

に関す る研究 を位置 づ け る。

地 理学 の分 野 で は、 地域 の現 象 をそ の周 辺 の環 境(地)に よ り決 定 され る部 分

と、 そ の場 所 に 固有 の要 因(図)に よ り決定 され て いる部 分 に分 けて理 解 す る と

い うア プ ロー チ が採 られ る ことが 多 い。 この よ うに一 般 に地 域 の現 象 は 、 自ゾー

ンに固有 の要 因(内 在 的諸特 性)と 、 他 ゾー ンか らの影 響 要 因(空 間相 互 作 用)

か ら説 明 でき る と考 え られ る 。そ こで地 域現 象 をモ デル 化 す る 際 に は、 内在 的 諸

特性 と空 間相 互 作 用 を どの よ う に考 慮 す る かが 重 要 とな る26)。 これ ら2っ の要

因の考 慮 の 方法 によ っ て地域 モ デル を分類 した も の が図4-3で あ る。議 論 を簡 単

にす るた め 、線形 の モデル につ いて、1時 点 の クロ スセ ク シ ョ ンデ ー タを用 いて

推定 す る 場合 を取 り上 げる。 な お以 下 で は、Xを 外 生 変数 行 列(n×k)、yは 内生

変数 ベ ク トル(n×1)、 βはパ ラ メー タベ ク トル(k×1)、 εは撹 乱 項 ベ ク トル(n×

1)を 表 わ す。 また添 字 のiは 着 目 して いる ゾー ン、jは そ の ゾ ー ンに影 響 を持 つ

他 の ゾー ンを表 わ す もの とす る。

(1)空 間相 互 作 用 を考慮 しな い非 空 間 単一 モ デル

空 間 相互 作 用 に 比べ て 内在 的諸 特 性 の影 響 が特 に強 い場合 に は、 各 ゾ ー ン ご と

に変 数 間 の関 連 関係 が 閉 じて いる ので 、空 間 相互 作 用 を考 慮 しな い非 空 間型 の モ

デル によ り表 現 す る こ とがで きる 。最 も簡 単 な モ デル は以下 の形 式 とな る。
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図4-3 地域モデル の分類

y三旨Xiβ+ξi (i=1,,,n)(4.22)

このモ デル の推 定法 につ い て は、計 量経 済 学 の分 野 で研 究 が進 ん で いる。誤 差

項 εの分布 に よっ て用 いるべ き推定 法 が異 な っ て くる。 も し誤 差項 が相 互 に独 立

で分 散 が一 定 の 分布 に従 い 、外 生変 数Xと も独 立 であ るな らば、通 常最 小 二乗 法

(OLS)に よ っ て不 偏性 を持 ち効 率 的な パ ラ メー タ推 定量 を得 る こ とが で き る

(Gauss一 胎rkoffの 定理)27}。 つ ま リ共 分散 行列 が 、

E(εεT)=σ21

で あれ ば、OLS推 定量

β=(xTxγ1(xTy)

(4.23)

(4.24)

を用 い る こ とが でき る。
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しか しな が ら実 際 に は、誤 差 項 は この よ うな仮 定 を満 足 しな い。 第1に 各 ゾ ー

ンの面積 や 人 口が 異 な る場合 、 規模 の大 き い ゾー ンの変数 の分 散 は 規模 の小 さ い

ゾー ンの分散 に比 べ て大 き くな る のが普 通 で あ る。 この よ うな 不 等分 散 性 が 存 在

す る とOLS推 定量 は不 偏 で はあ るが効 率 性 が低 下 す る とい う問題 が あ る。 第2

に既 に述 べた 空 間 的 自己相 関 の問 題 が生 じる 。残 差 に お け る空 間 的 自己相 関 は19

60年 にK.Thomasに よ って初 め て指摘 され た が28)、A.CliffとJ.Ordは 、 空

間 的 自己相 関 係 数 や 肋ranの 工統 計量 の性 質 を研究 し 自己相 関 の計 測 法 を確立 し

た29)30》 。 これ に引 き続 くR.P.Hainingら の研究 の成 果 と して、 残 差 の 自己相

関 パ ター ンか ら誤 差 項 の共 分散 行 列 を推 定 す る方法 が 開発 された31)。

さ て、一 旦 共分 散 行 列 の形 が 明 らか になれ ば 、Aitkenに よ って提 案 され た 一

般 化 最 小二 乗 法(GLS)を 用 いて不 偏 か つ効率 的 な 推 定量 を得 る こ とが で きる。

す なわ ち、

E(ε♂)=σ2Ω,Ω ≠1 (4.25)

に対 して、GLS推 定 量

β一(X・ σ1Xγ1(X・ σ1y)(4・26)

を用 いる こ とが で き る32)。

説 明変数 の中 の時 間 的 にずれ の あ る ラグ変 数 の撹 乱 項 は 、説 明変数 と独 立 であ

る と考 え られ る場 合 が多 いた め、都 市 モ デル で 用 い られ て い る個 々 の モ デル 式 は

この形 に帰 着 で き る こ とが多 い。 前節 で定 式化 した モデ ル に お い て も、 式(4 .1)
～(4 .4)、(4.9)～(4.10)は この形 に相 当す るた め、 特 別 な推 定 方法 は必 要 で は な

い 。

(2)非 空間連立型モデル

空間相互作用 を考慮 しないが、 いくつかの活動 を同時に取 り上げる場合 には、

以下のような連立型のモデル となる。 ここに γ1、 γ2は 未知パラメータである。

傷1:鍛lll二:(i=1,,,n)(4●27)

第1式 を第2式 の右 辺 に代 入 すれ ば 、y2が ε1の 項 を含 ん で い る こ とが簡 単 に

わ か る。 よって 第1式 にお け る説 明変数y2と 誤 差項 ε1は も はや独 立 で はな くな

り、OLS推 定 量 、GLS推 定量 は とも に不 偏性 を持 た な い。 この よ う な場 合 に

は2段 階推 定 法(2SLS)が 用 い られ る。第1段 階 と して 内生変 数 のy1 、y2

をXに つ い てOLS回 帰す る 。 その結 果 の推定 量 は誤 差項 と相 関 を持 た な いの で、

これ をyI、y2の 代 わ りに 用 い て第2段 階 の推 定 を行 うこ と によ りバ イ アス を除

去す る こ とが で き る33)。

な お ・ 内生変 数 が他 の内 生変 数 の説 明変数 と して 含 まれ て いて も、 そ の 関係 が

1方 向 で ある場 合 に は、上 述 の問題 は発 生 しな い こ とが わか る 。す な わ ち γ1と

γ2の どち らか が0で あれ ば(1)の モデ ル と して推 定 す る こ とが で きる 。 前節 で定

式 化 した モ デル で は、 式(4.7)、(4.14)、(4.16)が この ケ ース に相 当す る。
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(3)1次 空 間 自己 回 帰 モデ ル

空 間相 互作 用 は本 来 、他地 域 に存在 す る 変数 との機 能 的 な関 係か ら生 ず る もの

であるが 、 そ の関 係 を変 数 間 の 関係 と して 明示 的 に モデ ル化 せ ず 、P.Whittleに

ょって提 案 され た 自己相 関項 を用 いて、事 後 的 に処 理す る方法が 考 え られ た34)。

す なわ ち・ 空 間的 相 互作 用 を明示 的 に表 さな か った こ とに起 因 す る空間 的 な残 差

パ ター ン を、実 際 には意 味 が な い他 の ゾー ンの内 生変 数 の値 を用 いて 、事後 的 に

除去 しよ う とす る方 法 で ある 。 つ ま り、 以 下 の よ うな1次 空 間 自己 回帰 モ デル と

なる。

yi=PΣqjyl+X、 β+εi (i=1,,,n)(4.28)

ρは空 間相 互 作 用 の 強 さ を表 わ す 空間 自己相 関係 数 で あ り、fijは ゾー ン間 の

結合 パ ター ンを表 わ す行 列 で通 常 隣接 関 係 等 に基 づ いて外 生 的 に与 え る。

この モデ ル につ いて は、 他 の ゾー ンの内 生変数 が右 辺 に含 まれて い るた め、O

LSで は効 率 的な 推 定量 が 得 られ ず 、特 別 な工 夫 が必 要 であ る 。J.Ordは 右辺 の

yを 外生 変数 と して 扱 う代 わ りに、誤 差 項 の分 布 を修 正す る こ とを考 え た。 これ

によ りGLS推 定 が 可能 とな り効 率 的な 推定 値 を得 る こ とが で きる。 た だ し、G

LSで 用 いるyの 共 分散 行 列 Ω の 中に未 知 パ ラ メー タ ρが含 まれて い るの で、 Ω

を用 いて βと ρをGLS推 定す る こ とと、 ρの推定 値 を用 いて Ω を更 新 す る こと

を、交互 に繰 り返 す と いう手法 を提案 して い る35》。 本研 究 で は この方法 をSG

LS(SpatialGeneralizedLeastSquare)法 と呼 ぶ こと とす る。

J.Ordは 、単 一時 点 の クロス セ クシ ョンデー タ を用 いてGLS推 定法 を利用 して

いるが、 デ ー タが 複 数 時点 に つ いて蓄 積 され て いる場合 に は、SUR(Seemingly

UnrelatedRegression:見 か け上 無 相 関 な回帰)モ デ ル の推 定 を行 って い る こと

になる36)。 これ は 、撹 乱項 につ いてサ ンプル 間 の相 関性 は考 慮 して いるが 、時

間的 な相 関性 を考慮 して いな いか らであ る 。通常 、SUR推 定 では行 列fijを 残

差 のパ ター ンか ら決 め て いる の に対 し、Ordの 方法 で は これ を地理 的 な つな が り

か ら外 生 的 に与 え る ところ に相 違 が あ る。

(4)外 生 変数 に よる 空間相 互 作 用 を表 現 した モ デル(外 生 ポ テ ンシ ャルモ デル)

空間 相 互作 用 を、 ゾ ー ンを また が る変数 間 の 関係 と して 明示 的 に表現 す る。 そ

の際 の説 明変 数 が外 生 変数 のみ で あれ ば 、以 下 の よ うな形 に な る。

yi=Xiβ1+Σ 亀jろβ2+Ci (iニ1,,,n)(4.29)

このモ デル で は第2項 の変 数 が外 生 変数 であ る ので 、 ΣfijXjを 新 た な外生 変数

に置 き換 えれ ば、 第1の 非 空 間 モデ ル に還 元 で きる 。従 って 、OLS等 の推 定 手

法 を用 い る こ とが で きる。EmpiricalTypeの 土 地 利 用モ デル の多 くは ポテ ンシャ

ル指標 を含 ん で い る。 そ の指標 は交通 流 動 デ ー タを用 いて予 め推定 してお き、 土

地利用 モ デ ル の推 定 の 際 には外 生 変数 と して扱 わ れ る こ とが 多 か った37)。 そ こ

で この タ イプ のモ デ ル を外 生 ポテ ンシ ャル モデ ル と呼 ぶ こと とす る。前 節 のモ デ

ル で は、 式(4.5)、(4.6)が これ に相 当す る。

(5)空 間相 互 作 用 を 内生 変数 を用 いて表 現 した モ デル(連 立型 地 域 モデ ル)
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2つ の 内生 変数 が(2)の モ デル の よ う に循環 的 に 関連 しあ っ て お り・ また そ の

関係 が 自ゾ ー ンば か りで な く隣接 す る ゾー ンの値 か らも影 響 を受 け る場 合 が 考 え

られ る。 そ の関 係 は以 下 の よ うな連 立 モデ ル の形 で 表現 で き る。

偉 騰 灘1二:(i=1,,,n)(4.30)

fi」、9i」 は変数 間 の 関連 関係 が 空 間的 に どの よ うな広 が りを持 つ か を表 わす 行

列 であ り、 通常 通 勤 流動 や 買物 流 動 な どの分 布 パ タ ー ンが 用 い られ る。

ロー リー モ デル を基 礎 とす るモ デル をは じめ 、多 くの 土地 利 用 モ デル は こ の形

式 を用 いて いる38)。 この モデ ル の推 定 法 につ いて は未 だ研 究 が進 ん で い な いた

め、 これ まで は右 辺 のyl」 、y2」 が あた か も外 生変 数 で あ るか のよ うに扱 って 、

OLS推 定 され て いる こ とが 多 か った 。 しか し4.4.3で 示 す よ うに 、 こ のモ デル

で は他 の ゾー ンの内 生変数 が 右 辺 に含 まれ て いるた め、OLS推 定 量 、GLS推

定 量 は とも に不 偏性 、効率 性 を持た な い と い う問題 が あ る39)。 前 節 のモ デ ル で

は、 式(4.8)、(4.17)、(4.18)に お いて、E3rとBOが 循 環 的 に関連 しあ って い

る こ とが わ か る。 す なわ ち、

{
E3η=p1ΣfljBq+E3ariβ11+β12+ε1孟

Bq=p2Σg触E3Il+E231iβ21+β22+ε2i

た だ し 、

烏一誌

9・j一佑
-
1
暫

.
J

=

≠

-

01

E231=E2+E3al+E3ar+E3cl

(4.31)

(4.32)

(4.33)

(4.34)

こ の よう に、 式(4.31)は この連 立 型地 域 モ デ ル に相 当 して お り、 このモ デ ル構

造 に対応 した 推 定法 を開 発す る 必要 が あ る。 な お、 式(4.32)よ り、 ゾー ン間 の関

連 関係 を表 すfijも 厳 密 に は内 生変 数E3rの 関数 で あ るが 、係 数 の形 で の み影 響

す るた め 、上 述 した循 環 的な 関係 に よる影 響 と比較 す れ ば 無視 して も差 し支 えな

い。

計 量経 済 学 にお い て は、連 立 型 モデ ル に お いて サ ン プル 間 の相 関 を考 慮 しな け

れ ばな らな い場合 の推 定法 として 、A.ZelnerとH.Thei1に よ って3段 階最 小 二

乗法(3SLS)が 提 案 され て い る。 この推 定 法 で は 、サ ンプル 間 の相 関 を 明示 的

に扱 わ な い 。つ ま り一 旦 そ の影 響 がな いも の と して各 サ ンプ ル ご とに2段 階推 定

を行 い、 そ の残 差 か らサ ンプル 間 の共 分散 行 列 を推 定 してSUR回 帰 を行 う とい

う手 法 で あ る40)。 こ こで取 り上 げ て いる連 立 型 地 域 モデ ル に も3SLSを 適 用

す る こ とが で き る4D42)。 しか し、 このモ デル で は、変 数 のサ ンプル を越 え た 関

連 関係 と い うモ デ ル の構 造 か らサ ンプル 間 の相 関 性 が 生 じてお り、 そ の関 連 関係

が交通 流 動 な どの地理 的な パ タ ー ンに現 れ て いる。 そ こで この よ うな地 理 的 パ タ
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式間の相関の考慮(連 立方程式)一

OLS-一 一一一一 レ2SLS

/灘醗
GLS
(Aitke

、
、

、

、

、

、

、

、

/
G2LS

サンプル間の

で
関の考慮
(事後的に考慮)

、
、

SUR-一 一 一 → 一3SLS
、 、

、 、

、 、

、 、

、 、

、 、

、 、

へ て

、 ＼

、
1次 自己回帰
モデルの推定

～SGLS(Ord),
、,'

＼
、/
、'

(時空間統合モデル)

サンプル間の

＼ 空間相互作用 を'
・
、 明示的に考慮

、

匝
(本研究)

図4-4 各種 の推定方法 の関連性

一 ンの情報 を 明示 的 に取 り入れ る ことの で きる よ うな推 定 方法 を開 発す る必要 が

ある。以 上 の各 モ デ ル に対 す る推定 法 相互 の関連 性 を図4-4に 要 約 して いる。

4.4.2空 間相 互 作 用 に起 因す る既 存 の推 定方 法 の問題 点

式(4.30)を 行 列表 示 す る と、

{
y1=PIFy2+X1β1+ε1

y2=P2Gy1+X2β2+ε2

さ ら に2式 を ま と め る と 、 次 の よ う に 書 け る 。

(豊}一闇 齢 囎)・(二)

(4.35)

(4.36)

こ れ よ り、
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(;1)・㌔郡 望)㈹・{P蹴

な お、逆 行 列 の分 割 公 式 を用 い る と、

㌔群 鰍 識GFPG鵯 騨1)

と な る 。

式(4.35)は ま た 、

(ll騰 噌
　

Y=ZB+ε

と 書 け る 。 た だ し、

Y-(多1)

Z-(客y2否18
y1£,)

T
B富(P1,β1,P2,β2)

・・傷)

である。

§=(2タZγ1(2タY)

一(和 γ1(ガZB・Z㌃)

=B+(zTZγ1(ガ ε)

1

2

ε

ε

(4.37)

(4.38)

(4.39)

(4.40)

(4.41)

(4.42)

(4.43)

(4.44)

A

い ま、未 知 パ ラ メー タBをOLS推 定す る と、 その 推 定量Bは 次 の よ う にな る 。

=(2∫zγ1(Z7Z)B+(zl吃1"1(Z兀 ε)

こ こで、 第2項 の期 待値 が バ イ アス の 有無 を決 め る。

Gy1が 含 まれ て お り、 これ らは εと独 立 でな いの で、 この項 の期 待値 は0と は

な らな い。 よ ってOLS推 定 量 は不 偏性 を持 た な い。

次 に この 項 の漸 近 分 布 を考 察 す る。Slutskyの 定 理 よ り43)、

P㎞ 國1(肉 ・P㎞(幽1飼 ゼ ・}(街46)

(4.45)

Zの 中 に 内 生 変 数Fy2、
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主ZTε の確 率極 限 は、
n

画 粋)-P㎞ 告騨8y1£,ド ・

綴劉 (4.47)

こ こで は 、 外 生 変 数 と誤 差 項 と の独 立 性 の 仮 定 よ り、Xlε1、X1ε2、X2ε1、

X2ε2、 ε1ε2の 確 率 極 限 は0に 等 し い こ と を 用 い て い る 。

右 辺 の2つ の 確 率 極 限 は ス カ ラ ー な の で 転 置 で き て 、

画 ぷFy・恥1)・ 画 蓄1TFy・}

・p呵 業1Tp・F(1-P1ρ ・G町1Gε1)

一吉P・σ12dF(・-PIP・GF)-1G)

(4.48)

一般 に この行 列 の トレー ス は0で はな いか ら、 ρ2が0で な けれ ば この項 は有 限 の

値 を持 つ こ と にな る。

同様 に して、

ph峰TGy1}一 告P1ξσ12域GFσ 一P1ρ・FGγ1)

(4.49)

た だ し、 ξニ σ22/σ12で あ る 。

ρ1が0で な い 限 り 、 こ の 確 率 極 限 は 有 限 値 を 持 つ 。 以 上 よ り

P㎞ §-B・ σ12P㎞(吉zTオ1吉H (4.50)

た だ し、

H綴 簿淵)一

以上 の こ とか ら、空 間 相互 作 用 がな い とい う場 合 を除 けば バ イア スの漸 近 分布 が

0に 等 しくな らず 、OLS推 定量 は一致 性 を持 た な い こ とが わか る。

式(4.50)を 用 いれ ば、 バ イ アス の大 き さ を評 価 す る こ とが可 能 で ある 。
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4.4.3空 間相 互作 用 を考 慮 した推 定 方法

(1)空 間2段 階 一般 化 最 小二 乗法(S2GLS:SpatialTwostageGeneral

LeastSquaresMethod)

4。4.2で 述 べ た よ うなOLS推 定 の 問題 点 は、右 辺 に含 まれ る 内生 変 数 と誤 差項

とが独 立 で な い こ とに起 因 して い る。 そ こ で、非 空 間連 立 モ デ ル で用 い られ て い

る よう な2段 階 の推 定 方法 を用 い る こ とに よ り、 バイ ア ス を除 去す る こ と とす る。

第1段 階 と して 、 内生変 数 のy1、y2を 、誤 差 項 と独 立 な 適 当 な外 生 変 数Xに

対 してOLS回 帰 す る。 すな わ ち、

阪=Xy1(4.52)

可=(XτX)4(xTy1)(4.53)

yΣ=XY2(4.54)

汚=(XTx)-1(X・y2)(4・55)

よ っ て

取巧 び ε1)・FE(浮xTε1)=F・ 取 励 ℃E(xTε1)

=F・E(γ2)T・0=0 (4.56)

同様 に

E(Gが ε2)=G・E(正)T・0=0 (4.57)

よ って式(4.50)よ り、第2段 階 の バ イア スがOと な る こ とが 期 待 で き る。 こ こで、

第1段 階 の推定 値 を用 いた説 明 変数 の行 列Zを 定 義 して お く。

z=
FXγ2×100

00G)ζVIX2
(4.58)

と ころが この操作 に よ り、第2段 階 の誤 差 項 の分 布 が変 化 す る。 第2段 階 の誤

差 項 を μで 表 す と、

μ廿
～ぬ
覧 (ll) (4.59)

式(4.40)に 代 入 す る と、

瑠8)(マ ・μ)・(楓)ll)・・

=Y十 μ (4.60)

誤 差 項 の み を取 り出 す と、

μ一(1、&1ざ)μ ・ε (4.61)

よ っ て 、
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μ一!認 至11ε

これ よ り、

(4.62)

p呵μ岨1、 斜1(812σ1,1)儒 訂1T

=σ12Ω

と な る。 た だ し、

Ω・し1
、81fl1{181)儒 ギ11T

(4.63)

(4.64)

であ る。

よ って、 第2段 階 に お いて効 率性 の高 い推 定量 を得 るた め に は、GLS推 定 が

必要 で あ る。 つ ま り、

言一⑳1万1⑳ 正画(4.65)

で求 ま る推 定 値 を用 いれ ば よ い。 。

ここで 、共 分 散行 列 Ωに未 知 パ ラ メー タ ρ1、 ρ2、 ξが含 まれて い るた め、 図

4-5の よ うな繰 り返 し手 順 が必 要 とな る。

① 先験 的情 報 を用 いて パラ メー タ ρ1、 ρ2、 ξの初 期 値 を与 え る

(あ る い は ρ1,ρ2=0,ξ=1と 置 く)。

② 式(4.64)を 用 いて共 分散 行 列 Ω を計 算す る。

③ 共分散 行 列 Ω を用 いて式(4.65)カ ・ら β1、 β2、 ρ1、 ρ2のGLS推 定値 を求

め る。

④y1、y2の 残 差 を計 算 し、分散 の比 を ξとす る。

⑤全 て の推 定値 が収 束 して いる か調 べ る。

収 束 して いな い場 合 は② に戻 り、② ～ ⑤ の手 順 を繰 り返 す 。

以 上 の方 法 を空 間2段 階一般 化 最 小二 乗 法(S2GLS推 定法)と 呼 ぶ こ と と

す る。

(2)S2GLS推 定 量 の性 質

まず推 定 量 のバ イア ス につ い て検 討す る。

錘=(rΩ 一'勾'1(弧Ω一1励 ・7Ω 一'μ)

-B・(矛 Ω一1勾冒1(矛Ω一'μ)(4・66)

第2項 で確 率 変 動 す るの は Ω一1と μで あ り、統 計 的 に独 立 で はな いた め 、0に

等 しい とは 限 らな い。 よ って こ の推定 量 は不 偏性 を持 た な い。SURモ デル の場

合 と同様 に して漸近 展 開 を行 う こ とに よ り44)、 式(4.66)の 第2項 は0に 確 率収

束す る こ とが示 され る。 よっ てS2GLS推 定量 は一致 性 を持 つ こ とが 確認 で き

る。
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第

1

段

第

2

段

階

① 一① 内生 変数 をOLS回 帰 す る

アi=X石,石=(xtx)-1(xty1)

轟=X栃,〒 コ=(xtx)-1(xty2)

▼

① 一② 説明変数の作成

茗 一(FXγ2×10000GX『[X
2)

1

② 一 ① ρ1,ρ2,ξ の

初 期 値 を 与 え る 鋤 でもよい

噌
7

② 一② Ω を計 算す る(4.64)

Ω 一(1一 ρ!F一 ρ2GI)-1(1ξ0、)(王 屍&1至)-1T

↓
②一③GLS推 定

♂隔r-一 『

B=(Z了 Ω 一1Z)-1(ZTΩ 一1Y)(4.65)
～ ～ ～ ～

→ β1,β2,ρ1 ,ρ2

↓

② 一④ 残差 を計算 し、 ξを更新

量=e虚 ε1呈)-1(X100×
2)(多1)

(Y-Y)t(『 ～-Y)→ ξ

～ ～ ～
～ ～

② 一⑤ β1,β2,ρ1,ρ2,ξ は

安 定 し て い る か?

yes

no

終 了

図4-5 空間2段 階一般化最小二乗法(S2GLS)の 計算手順
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一 方推 定量 の分 散 の漸 近 分布 は
、

P㎞V言=pHm{(B-B)(登 一B)T}

-pl㎞{回 晦1rα1μ μ・σ1敦rσ1万1}

・σ12(矛σ1万1矛 σ1Ωσ1敦 矛 σ1万1

一σ12(7Ω 一1勾璽1(4・67)

とな る。 また σ12の 一 致 推定 量 も 、非空 間 型 のGLSと 同様 に、

σ12
n-k1。k2-3

に よ っ て 求 め る こ と が で き る 。

、.y・σ1{・-r(面1万1犀 σ1}y

(3)空 間2段 階通 常 最 小二 乗(S20LS)推 定量 の性 質

(4.68)

以上 で は第2段 階 にGLSを 用 いる こ とによ り、一 致性 を持 ち効率 性 が 高 い と

考 え られ る推定 量 を得 る方 法 を開 発 した。 こ こで、非 空 間連 立型 モ デル に対 す る

2SLS推 定法 と同 じよ うに第2段 階 にOLS推 定 を用 いれ ば 、効率 性 は犠 牲 に

な るが上述 した よ うな繰 り返 し手順 は不必 要 とな る。 そ こで 、第2段 階 の推 定 に

OLSを 用 い た場 合(S20LS:SpatialTwostageOrdinaryLeastSquares)

の推定 量 の性 質 を検 討 す る こ と とす る。

2SOLS推 定 量 は、

§=(画'1(酉 一爾 層1(耽+『 μ)

・B・(動 一1(矛μ)(4
.69)

式(4.46)、(4.47)よ りE(ZTε)=0で あ り、 これ よ りE(ZTμ)=0と な る の

で、 この第2項 の期 待値 は0と な る。 ゆえ にS20LS推 定 量 は不偏 性 を有す る。

一 方
、 推定 量 の分散 につ い て は、

P㎞ 聡 一phm{(§-B)(§-B)T}

=P㎞{(動.1『 μμ咳 動 幽1}

=σ12(Z吻 一1がΩ敦動 一1(4.70)

が成 立す る。 よ っ て式(4.67)に よ って与 え られ るS2GLSの 分散 と、式(4.70)

の値 とを比 較 す る こ とに よ り、両 者 の効 率性 を比較 で き る。

4.4.4推 定量 の性 質 に関す る検 討

以上 の検 討 に よ り、連立 型 地 域 モデ ル(式4.30)のOLSバ イァス は式(4.50)で

評価 で き 、S2GLS推 定 法 及 びS20LS推 定 法 の効率 性 は式(4.67)と(4.70)

を用 いて比 較 で き る こ とが示 された 。 しか しなが ら、 これ らの式 は複雑 な形 を し

て いる の でそ の特 性 を評 価 す る こ とは難 しい。 そ こで ここ では、 実 際 に式(4.31)

のモ デル 式 を例 に して これ らの式 の値 を実際 に計算 す る こ とに よ り、S20L .S

推定 量 とS2GLS推 定 量 の適 用性 を考察 す る 。4.5で 述 べ るよ うに 、湖 北地

域 にお いて市 町 村単 位 に ゾー ン を区分 した結果 、 サ ンプル サ イズ は21個 であ る。
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表4-3連 立型地域モデルの推定結果

yl
y2

ρ1 βn RHS誤 差

R麗銘 誤 差

相関係数 ρ2 β瓢 β22 R瓢S誤 差

RHS器娯 差

相関係数

OLS

GLS

S20LS

S2GhS

O.1515

(3.636)

0.1720

(3.602)

0.1697

(4.436)

0.1653

(4.713)

O.7355

(3.256)

O.5292

(3.968)

0.5962

(2.733)

0.6384

(3.151)

13.50

3,449

14.73

3,836

13.19

3,061

14.04

3,213

o.99874

0.99889

0.99854

0.99862

0.6108
(1.414)

O.5796
(1.417)

0.5886
(1.270)

0.5890
(1.296)

0.1271

(3.999)

0.1283

(4.284)

0.128亨

(3.736)

0.1296

(3.868)

6926

(7.785)

6993

(7.391)

6965

(7,233)

7062

(7.441)

37.87

3.02

39.57

3,353

37.59

2.98

38.97

3,232

0.99877

0.99870

0.99877

0.99871

OLS

パ イ7ス

0 0 0.0612
一〇
.039

一111
.7

O.9018 O.9460 O.9714% 0.8407 0,862

誰 露 鰹 麗 瓢;1,D。 耐,、}働

まず 、 空 間的相 互 作 用 のパ タ ー ンfi」 を1983年 の 自動 車OD調 査 の業 務流 動 デ

ー タ に基 づ いて 式(4 .32)に よ り設 定す る。 つ いで 、1980年 の 国勢 調 査 お よ び1981

年 の事 業所 統 計調 査 によ る立地 量 デ ー タ を用 い て、OLS、GLS、S20LS、

S2GLSの4つ の 推定 法 に よ り式(4.31)の 推 定 を 行 った 。 定数 項 や 中心 都 市 ゾ

ー ンを表 す ダ ミ甲変 数 の有 無 に よ り、 い くつ か の変数 の組 み 合 わせ が考 え られ る

が 、 この う ち符号 条 件 を満 た し、 適合 度 が 高 か った組 み合 わ せ につ いて そ の結 果

を表4-3に 示 して い る。

各 パ ラ メー タ とも 、 どの推定 法 によ っ ても妥 当な 範 囲 の値 が 得 られ て いる 。O

LS推 定 値 と2SLS推 定値 を比 較 した場 合 、 ρ1、 β21、 β22は 大 き く、 ρ2、

β11は 小 さ くな って いるが そ の差 は大 き いも の で はな い。パ ラ メー タ推 定 値 と外

生変 数値 を用 いて内 生 変数 の 再現 値 を計 算 し、再 現 精 度 を検 討 す る。 これ につ い

て も推定 法 間 に あ ま り差 は見 られ な いが 、RMS誤 差 、RMSパ ーセ ン ト誤 差 、

相 関係数 とも、S20LS、OLS、S2GLS、GLSの 順 とな っ て い る。

式(4.62)を 用 い てOLS推 定量 のバ イ ア スの 大 き さ を計 算 した。 本 モ デル では

行 列Gが 単 位 行 列 で ある ので ρ1、 β11は バ イ ァス を持 たな い。 ρ2は 正 の 、 β21

と β22は 負 のバ イ ア ス を持 ち、 そ の大 き さ もパ ラ メ ー タ値 の10～30%に 及 び、 無

視 で きな い大 きさ で あ る。先 に述 べ た 推 定値 の大小 関係 に対 応 させ る と、S20

LS・S2GLSの 採 用 に よ って バ イ アス が軽 減 され て い る こ とが 確認 で き る。

S2GLSとS20LSの 効 率性 を比 較 す るた め 、式(4.67)と 式(4.7Q)の 値 を

計 算 した。 共分 散 行 列 の うち効 率 性 を規 定 す る対 角 項 を比 べ る と、式(4.67)の 値
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表4-4 OLSバ イ アス の漸 近推 定値

所与パラメータ値 (B) OLSバ イアスの漸近推定値

ρ1 β11 ρ2 β21 β22 ρ1 β11 ρ2 β21 β22

0.2 0.6 0.5 0.1 7000 0.0 0.0 0.0612 一〇.0027 一144 .56

0.0

0.1

0.3

0.4

0.6

0.6

0.6

0.6

0.5

0.5

0.5

0.5

0.1

0.1

0.1

0.1

7000

7000

7000

7000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0662

0.0636

0.0590

0.0569

一〇
.0029

-0
.0028

-0
.0026

-0
.0025

一156
.32

-150
.02

-139
.32

-134
.44

0.2

0.2

0.2

1.0

0.5

0.5

0.1

0.1

7000

7000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0963

0.0328

一〇
.0048

-0
.0016

一233
.18

-98
.65

0.2

0.2

0.2

0.2

0.6

0.6

0.6

0.6

0.0

0.25

0.75

1.0

0.1

0.1

0.1

0.1

7000

7000

7000

7000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0318

0.0885

0.1139

0.0
-0.0014
-0.0038
-0.0050

0.0
-75.08
-209 .00
-268 .96

0.2

0.2

0.6

0.6

0.5

0.5

0.05

0.15

7000

7000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0602

0.0620

一〇.0026

-0
.0028

一130
.13

-159
.58

0.2

0.2

0.6

0.6

0.5

0.5

0.1

0.1

2000

12000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0600

0.0623

一〇.0025

-0 .0028

一128
.69

-160
.26

バ
(plimB-B)式(4.50)

が(4,70)の 値 を下 回 って お り、 そ の比 は0.84～0,97で あ っ た。 これ に対 応 して 、

各パ ラ メー タの 有 意性 を表 すt値 も、S2GLSの 方が 大 きな値 とな り、 効率 性

が多少 な りとも 改善 して い る こ とが 確 か め られた 。 な お、非 対称 項 の計 算結 果 は

両者で ほ とん ど差 が なか った 。

以上 の結 果 、漸 近 理 論 に基 づ くS2GLSの 有 意性 が 、 実際 的な 状況 のも とで

も意 味 を持 っ こ とが 明 らか にな った が 、 この実 証 デ ー タは特 定 のパ ラ メ ー タ値 に

おけ るデ ー タ に過 ぎず 、一 般 的 な結論 とす る こと はで きな い。 以下 で は、S2G

LSの 有意 性 が 、他 のパ ラ メー タ の組 み合 わ せ に お いて どの よ うに変 化す るか を

検討 す る。

先 の 式(4.31)と 同 じ外生 変数 につ いて、 パ ラ メー タの真値 を数 種 設 定 し、 仮想

的 な内 生変 数 の理 論 値 を計 算 す る。 この 内生変 数 を用 いて 推定 を行 う場合 のOL

Sバ イ ァ ス の推定 値 を表4-4に 、S2GLS推 定 量 の分 散 とS20LS推 定 量 の

分散 との比 を表4-5に 示す 。

OLSバ イ ァス を見 る と、 いずれ の 場合 も ρ2は 過 大推 定 、 β21、 β22は 過 小 推

定 とな り、 その 大 き さ は無視 でき な い こ とが わか る。 ρ1、 β11は 大 き くな る ほ ど
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表4-5 推定パラメータの分散推定値 の比較

所与パラメータ値 (B) 推定量の分散の比
V宣
マ奮=式

翌
(4.70)

ρ1 β11 ρ2 β21 β22 ρ1 β12 ρ2 β21 β22

0.2 0.6 0.5 0.1 7000 0,884 0,882 0,799 0,815 0,822

0.0

0.1

0.3

0.4

0.6

0.6

0.6

0.6

0.5

0.5

0.5

0.5

0.1

0.1

0.1

0.1

7000

7000

7000

7000

0,921

0,912

0,841

0,788

0,922

0,910

0,843

0,796

0,803

0,804

0,787

0,768

0,817

0,818

0」806

0,792

0,843

0,837

0,796

0,761

0.2

0.2

0.2

1.0

0.5

0.5

0.1

0.1

7000

7000

0,909

0,846

0,908

0,850

0,804

0,789

0,816

0,812

0,833

0,811

0.2

0.2

0.2

0.2

O.6

0.6

0.6

0.6

0.0

0.25

0.75

1.0

0.1

0.1

0.1

0.1

7000

7000

7000

7000

0,963

0,943

0,798

0,701

0,968

0,945

0,795

0,697

0,996

0,940

0,637

0,493

0,992

0,943

0,665

0,531

0,998

0,945

0,674

0,536

0.2

0.2

0.6

0.6

0.5

0.5

0.05

0.15

7000

7000

0,861

0,904

O,870

0,900

0,803

0,800

0,813

0,817

0,805

0,833

0.2

0.2

0.6

0.6

0.5

0.5

0.1

0.1

2000

12000

0,879

0,888

O,872

0,901

0,809

0,791

0,814

0,818

0,818

0,825

バ イア ス は小 さ くな る。 これ は、 バ イ アス の発 生源 で あ る ρ2の 相対 的な 影 響 力が

弱 まる か らで あ る と考 え られ る。 また、 式(4.48)か ら ρ2=0で あ れ ばバ イァ スが

発 生 しな い こ とが わ か るが 、 ρ2、 β21、 β22が 大 き くな る とバ イァ ス は大 き くな

る こ とがわ か った 。特 に ρ2の 値 の変 化 が大 きな影 響 を持 つ こ とが 確 か め られ た。

推 定量 の分散 につ い てみ る と、 ρ1、 ρ2が 大 き くな る につ れ て 、S2GLSと

S20LSの 効 率性 の差 が大 き くな る。 計 算例 で は分 散 が 約 半分 に お さ まる ケ ー

ス も見 られ た 。な お 、 β11、 β21、 β22の 影響 は小 さい こ とが 確認 され た 。

以 上 の こ とか ら、空 間相互 作 用 が まった く含 まれ な い ケ ース を除 いて は、OL

Sバ イアス は 無視 す る こ とが で きず 、S20LSかS2GLSを 用 い る必 要 が あ

る。 また 、 ρ1、 ρ2が 大 き い場 合 には、S20LSの 効率 性 が低 下 す る こ とか ら、

t検 定 で棄 却 され る場 合 で も 、S2GLSを 用 い る こ とに よ り有意 な推 定値 を得

る こ とが で き る可 能性 もあ る と考 え られ る。
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4.5活 動 立 地 モ デ ル の 湖 北 地 域 へ の適 用

4.5.1与 件 事 項 の設 定 とデ ー タ整 備

本 節 に お いて は滋 賀 県湖 北 地域 を対象 と して、4.3に お いて定式 化 した活 動

立地モ デル を実際 に作 成す る こ ととす る。 まず 最初 に本 モデ ル の与 件 事 項 を設 定

する。す なわ ち(1)対 象地 域 の位 置 づ け、(2)ゾ ーニ ング、(3)ゾ ー ン間時 間距

離 の設定 方法 、 及び(4)産 業 活動 の分類 につ いて述 べ る。 次 に具体 的 に活動 立 地

モデル のパ ラ メー タ推 定 を行 い、最 後 に作成 した モ デル の再 現精 度 につ いて検 討

を行 う こ ととす る 。

(1)対 象 地 域 の位 置 づ け

第2章 で得 られ た地 域構 造 分 析 の結果 は以下 の よ う にま とめ られ る。

①彦根 市 、長 浜 市 は湖 北 地域 にお いて 中心都 市 と して機能 し、他 の都 市 と比 較 し

て卓越 した都 市機 能 を有 して いる。 また この よ うな構造 は時 間的 に もほ とん ど

変動 して いな い。

②彦根 市 、長 浜 市 を 除 く他 の19町 村 は大 き く 「湖 北地 域 北部 」 、 「湖 北 地域 東 部 」

、 「湖 北地 域 南部 」 の3つ の町村 グル ープ に分 け られ 、各 町村 グル ープ 内 の町

村 のつ な が りは強 い。 しか し、異 な る町 村 グル ー プの 間 に はそれ ほ ど強 いっ な

が りは存在 して い な い。

③彦 根 市 、 長 浜 市 の両 市 と こ の3つ の 町 村 グル ー プ に は図4-6に 示 す よ う に、

「 彦 根 市 と湖 北地 域 南部 ・湖 北地 域東 部 」 、 「長浜 市 と湖 北地 域東 部 ・湖 北 地

域 北 部 」 とい った 中心都 市 と周 辺 地域 の結び つ きが み られ る。

以上 の事 項 を念頭 に お いて活 動立 地 モ デル の与 件事 項 を設 定 す る必 要 が あ る。

(2)ゾ ーニ ング

本研究 で対 象 と して いる滋 賀 県湖 北地 域 は既 存 の集 積量 が そ れほ ど大 き くな く、

他 の都市 圏や 大都 市 の影響 を受 け て いる 。活動 立 地 モデル を作成 す る際 、 こう い

った対 象 圏域 外 か らの影響 を無 視す る こと はで きな い。対 象 地域 に大 きな影 響 を

及ぼ して い る地域 と して は 、滋 賀県 湖南 地 域 と、 京 阪神都 市 圏 に代表 され る よ う

な他 府県 が考 え られ る。す な わ ち 、 これ らの地 域 は、 滋 賀県 湖 北地域 の居住 者 に

就 業機 会 を提 供 した り、 人 口の 流 出の 受 け皿 とな っ て いる45)。 この よ うな考 え

方か ら本 モデ ル で は、 対象 圏 域外 の地域 を 「滋 賀 県湖 南地 域 」 と 「他 府 県地 域 」

に分 割 す る と とも に、 湖北 地 域 か ら対象 地 域外 へ の通 勤や 湖 北地 域 と対 象地 域 外

との人 口移 動 をモ デル 化 し、 活動 立 地 モ デル に組 み込 む こと と した 。 こ こで は、

デ ー タ入 手 の容易 さ を考慮 して市 町村 単 位 の ゾー ニ ングを行 う。前述 した よ うに

対象 地域 外 の地 域 を 「滋賀 県 湖南 地 域 」 と 「他 府 県地 域 」 の2つ の ゾ ー ンに分 割

す る こと と して い るた め、 湖 北地 域 内市 町村 の21ゾ ー ン と合 わせ 図4-7に 示 す よ

うに合 計23個 の ゾー ン を設 定 した。

(3)ゾ ー ン 間時 間距 離 の設 定 方 法

本研 究 で は道 路 交 通情 勢 調査 の結果 を利 用 して次 の よ うな 方法 で ゾ ー ン間時 間

距離 を算 定 した46>。 図4-8に 示 す よ う にゾー ン間の 時間 距離dijは 、 ゾー ン中

心 間 の移 動 時 間drijと ゾー ン 内の移 動 時 間dZiとdZ」 を用 いて次 の よう に表
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市 町村 グル ープ 間 のつ な が り
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幹線道路ネ ッ トワーク

地区内道路

iゾ ー ン jゾ ー ン

du=dZl十drIj十dZjゾ ー ン間時 間距 離

dZi

dZj

dr月

iゾ ーン内時間距離

jゾ ーン内時間距離

ゾーン中心間時間臣離

図4-8 ゾー ン間時間距離 の考え方

わす こ と と す る 。

dij=《 璃+drij+(L弓 (4.71)

この うち 、 ゾ ー ン 中心 間 時 間距 離 は、 国 道 と主 要地 方 道か らな る道路 ネ ッ トワ

ー ク上 で 、 現状 にお いて利 用 率 の高 い経 路 の時 間 距離 を算 出 し、 その 加重 平 均値

として与 え る こ と とす る。 た だ し、新 規 の経 路 を除 いて 、経 路 間 の分担 率 は現 状

の値 をそ の ま ま用 いる こと とす る。一 方 、 ゾ ー ン内 の所要 時 間 は ゾー ンご との市

町村 道 路 等 の地 域 道路 網 の ス トッ ク量(ゾ ー ン面積 に対す る道路 面積 の比 率)の

関数 と して求 め る こ と とす る 。
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(4)産 業 活動 の分類

モ デル 作成 に あた って用 い た業種 分 類 を表4-6に 示 す 。 こ こで は第2章 の地 域

構造 分 析 の結 果 を参 考 に して、産 業 活 動 を、① 第1次 産 業 、② 製造 業立 地 業 種 、

③製 造 業 関連 立 地 業種 、④ そ の他 の製 造業 、⑤ 地域 小 売 業 、⑥ 広 域 小 売 業 、⑦ 地

域 サ ー ビス 業、 ⑧広 域 サ ー ビス業 の8つ の業種 に分 類 して 、 それ ぞれ の業 種 ご と

にモデ ル を作 成 す る こ と とす る。な お 、以 上 の 業種 分類 に お いて② 製 造 業 立 地業

種 とは、 「一 般機 械 器 具製 造 業」 、 「電気機 械 器 具 製造 業 」 、 「輸 送 用 機 械 器具

製 造 業 」 とい った業 種 を意 味 し、 これ らの業種 は近 年湖 北 地 域 で急 速 に立 地 が進

展 しつ つ あ る。 また この よ うな業 種 の立 地 は、 これ らの業 種 に関連 す る企 業 の立

地 を誘 発す る ことが期 待 で き る ので 、多 くの市 町 村 は これ らの業 種 の 誘致 を積 極

的 にす す めた い とい う意 向 をも って い る。 つ ぎ に③ 製 造 業 関連 立 地 業 種 は 、先 に

述 べ た立 地 業種 の立地 との 関係 が大 き い業種 で あ り、 これ に は 「鉄鋼 業 」 、 「金

属製 品製 造 業 」 、 「非 鉄 金 属製 造業 」が含 まれ る。従 来 の 研究 では これ らの産 業

は基 幹型 産 業 と して分 類 され る こ とが 多 か った が 、対 象 地域 に お いて は これ らの

産 業 は規 模 も小 さ く、 前述 の立地 業 種 の下 請 を行 って いる場 合 が多 い の で こ こで

は関連 立 地 業種 と呼ぶ こ と とす る。 ④ そ の他 の製 造 業 は 「食 料 品製 造 業」 、 「出

版 ・印刷工 業 」 の よ うに 、 当該 地 域 にお け る製 品 の需要 の大 き さに伴 って立 地 が

進展 す る と考 え られ る業種 や 、 「繊 維工 業 」 、 「木 材 ・木 製 品 製造 業 」 と いった

業種 の よ うに 全 国的 に見 ても立 地 量 は減 少 して お り、今 後 大 き な立 地 の増 加 が 望

めな い業種 で あ る。 以上 の分類 結 果 を用 いて 以下 で は、 活 動 立地 サ ブモ デル 及 び

交通 サ ブモ デル の作成 を行 う。

4.5.2パ ラ メー タ の推定 結 果

ここ では4.3の 活 動立 地 モ デ ル の定 式化 に従 っ て、 実 際 にモ デ ル の作 成 を行

う こ ととす る。 各 サ ブモ デル ご とに候 補 とな る説 明変 数 を試 行 錯 誤 的 に い くつ か

と り上 げ 、パ ラ メー タ推定 を行 っ て説 明力 の高 い変 数 を選 択 した 。 そ の結 果 につ

いて述 べ る こ と とす る。

(1)活 動 立地 サ ブモ デル

第1次 産 業 従業 人 口推計 モ デル は、 第3節 の定 式 化 の 際 に述 べ た よ う に、農 地

面 積 お よび 就 業機 会 の 関数 と して記述 す る こ と とす る。 こ こで は農地 面 積 を次 の

よ うな考 え 方 で算 定す る。 す なわ ち 、可 住 地面 積 には 大 きな 変 化 は生 じな い と仮

定 し、可 住 地 は農 地 、工 業 用地 及 び 宅地 と して利 用 され て い る と考 え る。 そ こ で

工 業用 地 と宅 地 の量 を それ ぞれ 製造 業 従 業 入 口、 夜 間人 口に原単 位 を乗 ず る こ と

によ り推定 し、 これ ら を可住 地 面積 か ら差 引 くこ とに よ り農 地 面積 を推 定 で き る

と考 え た。

A1・At一 β1E2一 β・P(4
.72)

こ こ に 、A1は 農 地 面 積 、Atは 可 住 地 面 積 、 β1、 β2は 未 知 パ ラ メ ー タ で あ

る 。

一方、就業機会 を表わす変数 としては第1次 産業就業可能者数(労 働力人 口か



[4.5活 動立地モデルの湖 北地域への適用]169

本モデルの業種分類 業種(産 業中分類)

1)第1次 産業

2)製 造業立地業種

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械類製造業

3)製 造業関連立地業種

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

4)そ の他の製造業

食料品 ・たばこ製造業

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業

出版 ・印刷 ・同関連産業

石油製品 ・石炭製品製造業

その他の製造業

繊維工業(衣 服,そ の他の繊維製品を除く)

衣服 ・その他の繊維製品製造業

木材 ・木製品製造業(家 具を除く)

家具 ・装備品製造業

化学工業

ゴム製品製造業

なめしかわ ・同製品 ・毛皮製造業

窯業 ・土石製品製造業

5)地 域小売業 飲食料品小売業

自動車 ・自転車小売業

6)広 域小売業 繊維 ・衣服 ・身の回 り品小売業

家具 ・建具 ・じゅう器小売業

7)地 域 サー ビス業 サービス業

公務

8)広 域サー ビス業

金融 ・保険業

不動産業

運輸 ・通信業

電気 ・ガス ・水道業

飲食店

卸売業
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表4-7 第1次 産業従業人 口推計モデルの推定結果

説明変数 パラメータ値 t値 自由度調整済
決定係数

実績値と再現値の

相関係数

F値

E1

(4.1)

農地面積A1 O.59459 10,378

0.9596 0.9446 326.8

1次 就 業可能者数

(L-F)-1

0.11373 1,624

農地面積A1(ha) At-0,01551E2-0.01786P.(4。73)

表4-8 製造業従業人 口推計モデル の推定結果

説明変数 パラメータ値 t値 自由度調整済
決定係数

実績値と再現値
の相関係数

F値

E2a
(4.2)

工業団地面積A2

(ha)

9.3536 3,397

0.9227 0.9486 491.98

労働 力(L/E).1 578.74 1,459

イ ン ターまでの

時間Tic

一25
.979

一1
.370

中心都市ダミー
D㎜y

1882.1 1,230

E2b

(43)

製造業立地業種

従業人口E2a

0.005313 2,002

0.9406 0.96986 196.93

工業団地面積A2 2.5623 4,518

大阪までの時間
Tos(分)

一2
.5280

一2
.493

定数項 373.15 2,699

E2e

(4.4)

工業団地面積A2 0.20174 7,130

0.9828 0.96910 541.49

第3次 産業

従業人口E3.1

0.37716 7,385

ら第2次 、 第3次 就 業入 口を差 引 いた残 りの就 業 可 能者 数)を 用 いる こ と と した。

産業 の 高次 化 が進 み、 第2次 、第3次 産業 へ の就 業 機 会 が増 加 す る と、第1次 産

業 か らの転 業者 が 増 え 、 その 結果 第1次 産 業 の就 業 人 口が減 る こ とを想 定 して い

る。以 上 の変数 を と りあ げた 場合 のパ ラ メー タ推 定 結 果 を表4-7に 示 す 。
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っぎ に製造 業 につ い て は、立 地 要 因 を示 す 変数 と して、 労働 力 の確保 の しやす

さ、工業 立地 可 能 面積 、 ア クセ ス距離 を と りあげモ デ ル式 を作 成 した 。 そ の結 果

を表4-8に 示 す 。 これ らの変数 の うち 、 まず 労 働力 の 確保 の しや す さ を表 わす変

数 として は、 い ずれ の業種 につ いて も 労働 力人 口 と現 在 の第2、3次 産業 従 業 入

口との比 を採 用 す る こ と と した 。他 の変数 に 関 して は業種 によ って異 な る が・ そ

れ らを採 用 した 考 え 方 は以下 の とお りで あ る まず立 地 業種 につ いて は・ ア クセ

ス時間距 離 と して イ ンター チ ェ ンジ まで の時 間距 離 を用 いる こ とと した 。 また 彦

根市、 長浜市 に お いて は 当該 業種 の 立地 量が 他町 村 に比 較 して 卓越 して いるた め 、

両市 を示す ダ ミー変 数 を採 用 す る こ と とした。

っ ぎ に関連 立 地業 種 につ いて は、 第3節 でも 述べ た よ う にア クセス 条件 を説 明

す る変 数 と して 同一 ゾー ン内で の立 地 業種 の立 地 量 を と りあ げ る ととも に、 原材

料 の輸 送 に お け るア クセ ス条 件 を大 阪 市へ の時 間 を用 いて表 わす こ とと した 。

また そ の他 の業 種 は、種 々 の変数 を考 えモ デル を作成 したが 、最終 的 に は表4-

8に 示 す よ うなモ デ ル 式 を得 る こ とが で きた 。 この 業種 は 、衣服 や 家具 製造 業 と

いった 第3次 産 業 と関連 性 の 強 い業種 を含 んで い るた め、立 地 条件 と して第3次

産業 の集積 量 を変 数 として取 り入 れ た。 また立 地条 件 の一 つ であ る ア クセ ス時 間

距離 は本 業種 の立 地量 を説 明す る変数 と して十 分 な説 明力 を持 た な か った。 これ

は窯業 の よ うに、 原材 料 の供 給 先 が 自区市 町村 また は隣接 した市 町村 で あ る業種

を含 ん で いる た めで あ る と考 え る。

最後 に第3次 産 業 は表4-9に 示 す よ うな変数 を と りあげ モデ ル を作成 す る こ と

と した 。 まず 地域 小 売 業 につ いて は、説 明変 数 と して人 口 と地 域小 売 業販 売額 を

と りあげ る こ と と した。 また 塘 域構造 分 析 の結 果 、対 象地 域 の市 町村 には 「中心

都市 」、 「副 次 的 中心 都 市 」、 「周 辺地 域 」 とい う階層性 が 存在 す る こ とが明 ら

か とな った が 、 この よ うな 階層 性 の差 異 に よ り当該 業種 の立 地 量 に有意 な 差異 が

ある こ とが 判 明 した た め、 ダ ミー変数 を用 いて そ の効果 を表 現 す る。 中心都 市 と

して彦根 市 、 長浜 市 の 両市 を、 また副 次 的 中心都 市 と して 愛知 川町 、 米原 町 、木

之本町 を と りあげ て い る.

つ ぎ に広 域 小 売 業 は、広 域 小 売 業販 売額 のほか 、既 存 の集積 量 を示 す 変数 と し

て他 の業種 の立 地 量 を と りあげ て モデ ル式 を推定 した。 そ の結 果集積 量 を示 す 変

数 と して地 域 小売 業従 業人 口が最 も高 い説 明力 をも つ ことが判 明 した 。 また地 域

小 売業 の場 合 と同様 に市 町 村 の都 市機 能 の 差異 を考 慮 す るた め、 中心都 市 で あ る

彦 根市 、長 浜市 を示 す ダ ミー変 数 を と りいれ る こ とと した 。

また 地域 サ ー ビス業 に関 して 、集積 量 を表 わす 変数 と して地 域 小 売業 従 業人 口

を採用 した。 この 変数 と ゾー ン人 口を用 いて モデ ル の作 成 を行 った 。

広域 サ_ビ ス業 の立 地 モ デル 式 は 、業務 流 動 の発 生 量推計 モ デル 式 との連 立型

地域 モ デル に相 当す るた め、4.4で 開 発 したS2GLS法 を用 いて同 時推 定 を

行 った 。説 明 変数 として は業務 流 動 の集 中量 と広域 小 売 業従 業人 口を用 いて いる。

(2)地 域 人 ロサ ブモ デル

4.3に 示 した 定式 化 に従 って パ ラ メー タを推 定 した 。 そ の際 生活 環境 の整 備

水準 を示 す麟 と して は鰍 考 え られ る.本 研究 で1ま生 活 囎 の整 備 水 準 を示 す
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表4-9第3次 産業従業人 口推計モデル の推定結果

説明変数 パラメータ値 t値 自由度調整済 実績値と再現値 F値

決定係数 の相関係数

地域小売業販売額 0.03321 3,247

(百万 円)03al

E3a1 夜間人口P 0.012202 3,949 0.9871 0.9907 760.6

(4.5)
中心都市
副次都市 ダミー 99.6585 2,642

Du㎜y2

広域小売業販売額 0.068872 7,401

03ar

E3ar 地域小売業 0.38533 6,037 0.9980 0.9988 1269.3

(4.6) 従業人口E3a1

中心都市ダミー 250,558 2,745

Dummy

地域小売業 2.102419 3,751

従業人口E3a1
E3c1

(4.7) 夜間人口P 0.054867 4,018 0.9938 0.9969 528.1

定数項 一240
.413

一4
.554

業務流動集中量 0.1653 生713

BD

0.9986 1876.7E3r 0.9950

(4.8) 広域小売業 0.6384 3,151

従業人口E3ar

代理変数 として、 し尿処理率、幼稚園保育園収容率、公的住宅開発面積、公益住

宅開発面積等 を考 え、説明力の高 い変数 を選択す ることとした47》。 作成 したモ

デルは表4-10に 一括 して示 している。

まず流出入 口推計モデルであるが、このモデル は湖北地域内の移動者数 と湖北

地域外への流出者 を推計する2つ のモデル式で示 される。

このうち湖北地域 内の移動量 を推計するモデル式では、就業機会を示す変数 と

して新規就業機 会と湖北地域内他市町村就業人 口(湖 北地域 内の 自市町村以外の

地域に通勤 している就業人 口の総数)を 取 りいれ ることとした。 また生活環境 の

整備水準 としては、幼稚園保育所収容率が最も高 い説明力を持 ったため、 この変

数 をモデルに取 りいれることとした。就業機会を表わす変数 である新規就業機会

率は新 しい就業先 の見っけやすさを表わ している。湖北地域 内他市町村就業人 口

は、通勤が容易であれば住み替えによる人 口移動が必要でな くなる という効果を

表現する変数である。

湖北地域外への流 出者数 を推計す るモデル式では、就業機会 を表 わす変数 とし
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表4-10地 域 入 ロサ ブモ デル の推 定 結 果

説明変数 パ ラメータ値 t値 自由度調整済
決定係数

実績値と再現値
の相関係数

M1
(4.9)

夜間人口P 0.13722 9,814

0.9037 0.9095

地 域 内通勤者数

fin-1

一〇
.24242 一7

.318

人口1人 当り公的

住宅面積AH/P

一2
.80095 一1

.533

定数項 一53
.773 2,202

M2
(4.10)

地域 外通勤者数

fout-1

0.12613 4,223

0.9922 0.9955

就業機会率LA.! 93,738 3,269

幼稚園保育園収容率
Life

一97
.669

一2
.979

Nij
(4.11)

就業機会率LA-1 一3
.2525

一73
.341

ロジット
モデルの

効用
の推定結果

0.7100

人 口1人 当り公的
住宅面積AH/P

0.005773 3,985

通勤人口Cu 0.00003039 11,981

小売業従業人口E3a 0.000051354 85,419

て湖北 地域 内 で働 いて い る就 業 人 口を取 り上 げ る と とも に、 生活 環境 の 整備 水準

として1人 当 りの 公 的住 宅 開発 面積 を取 り上 げ た。 こ こで湖 北地域 で働 いて いる

就業人 口を取 り入れ た のは 、湖 北地 域 内 で従 業 で き る就 業 人 口が多 いほ ど地 域外

へ流 出す る者 が減 少 す る と考 え た か らで あ る。

つぎ に流 入 人 口推 計 モ デル は、先 に求 めた 湖北 地 域 内へ の人 口移動 量 と外 生 的

に与 え られ る湖 北地 域 外 か らの 流入 者 が 、 どの ゾー ンに居住 す るか を求 め るモ デ

ル であ る。 最 尤推 定 法 によ り推定 を行 っ た結果 、 表4-10に 示 す ような 変数 を取 り

上げ る こ と と した。 まず就 業 機 会 を表 わす 変数 と して は先 の流 出人 口推計 モ デル

でも用 いた新 規 就 業 機 会率 を用 いた 。 生活 環境 整 備 水準 につ いて は住 宅 の取 得 の

しやす さが重 要 な 要 因 で あ る と考 え、1人 当 りの公 的住 宅地 開発面 積 を と りあ げ

た。 また 地域 買 物 や 通勤 の利 便性 を表 わす 変数 と して は、小 売 業従 業 人 口や 通勤

者数 を用 いる こ と と した。

以 上 の モ デル 式 の 再現 精度 を 図4-9～10に 示 して いる。

(3)交 通 流 動 サ ブモ デ ル

交通 流動 は、 これ まで に作 成 した活 動 立地 モデ ル と、 以下 で作成 す る 交通 流動

サ ブモ デル とを連 動 させ る こと によ り予 測 す る こ と とす る。 まず買 物 流動 推 計 モ
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再 現 値
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図4-9流 出人 口推計モデル の再現結果(湖 北地域内移動)
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表4-11交 通 サブ モデ ル の推定 結 果

一

説明変数 パラメータ値 t値 実績値と再現値 自由度調整済 F

の相関係数 決定係数

発生量 夜間人口P 0.07891 13,375 0.9483 0.8944 178.9
α1

日
地域小売業従業人口 0.0019523 2.8362

常 E3al 0.9884
Slij

買 (4.13) 時間距離du 一〇
.121060 一24

.844

物 日常買物流動 3.7596 29,475 0.9888 0.9764 868.7
集 中量 ΣSlu

発生量 夜間入口P 0.04934 30,041 0.9896 0.9783 902.4

非 αr

日 広域小売業従業人口 0.0017188 2.6541

E3ar 0.9870

常 Srlj
(4.15) 時間距離dI」 一〇.103910 一26

.816

買
非日常買物流動 4.4993 17,244 0.9679 0.9338 297.3

物 集中量 ΣSru

広 域サービス業 0.5890 1,296

従業人口E3r
業 発生量
BO その他の第3次 産業 0.1296 3,868 0.9987 0.9972 2104

務 (4.17) 従業人口E231

流 中心都市ダミー 7062 7,441

Du㎜y

動
広域サービス業 0.001055 2.7348

B 従業人口E3r 0.9895

(4.18)
時間距離dlj 一〇

.09385
一23 .956

0

総従業人口E 0.7289 6.4188

通 時間距離dl」
一〇
.070246

一1
.26718

勤 Cij 湖南地域ダミー 4.5481 27.0799

(4.19) Du㎜y3 0.9770

流
他府県ダミー 7.0642 29,111

動 Du㎜y4

同一市町村グループ 一1 .2277 8.0026

ダ ミーDu㎜y5
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デル は買物 流 動 の分 布 量 を推 計 す るモ デル であ る が、 本 モ デ ル を用 いて 第3次 産

業推 計 モ デル で変 数 と して用 いて い る各 ゾ ー ンの販 売 額 の 推 定 を行 う こ と とな る。

1983年 の 自動 車OD調 査 の デ ー タ をも とに最 尤法 に よ り作 成 した モ デ ル を表4-11

に示 す。

業 務流 動 推計 モ デル の うち、 発 生量 の推計 モ デ ル は前 節 で開 発 したS2GLS

法 に よ り、効 率 的 に推 定 す る こ とが でき た。 説 明変 数 と して 、広 域 サ ー ビス業 、

そ の他 の2次3次 産 業 の立 地 量 の ほか 、 「中心都 市 」 を表 す ダ ミー 変 数 を用 いた

場 合 の説 明力 が 高か った。OD分 布 を推 計 す る集 計 ロジ ッ トモ デル は 、最 尤 法 に

よ り推定 を行 っ た結 果、 適 合度 の 高 いモデル が得 られ た。

最 後 に通 勤 流動 推計 モ デ ル は、1980年 の 国勢 調査 の通 勤ODデ ー タ に基 づ いて

最 尤法 で推定 を行 い、 表4-11に 示 す よ うに作 成 した。 集 計 ロジ ッ トモ デ ル で用 い

る効 用 関数 に は、 従業 地 の魅 力 を示 す総 従 業 人 口 と、 時 間距 離 を説 明 変数 に用 い

て い る。 また 着 ゾー ン と して は対 象 地域 外 の ゾー ンで あ る湖 南 地 域 と他 府 県 も と

りあ げて いるが 、 これ らの ゾー ン の活動 のす べ てが 湖 北地 域 を対 象 と して い るわ

けで はな い こ とか ら、 ダ ミー変 数 を と り入 れ て い る。 ま た対 象 地域 内 で都 市 機能

が 明 らか に卓越 して い る彦根 市 、長 浜 市 とい う中心 都 市 との 通動 流 動 の結 び つ き

の強 さは、 他 の町村 との結 び つ き に比 べ て著 しく異 な るた め 、 こ の よ うな都 市 機

能 の階層性 を示 す ダ ミー変 数 を と りいれ る こ と と した 。

な お以 上 のモ デル の うち、通 勤 流 動 や買 物 交通 に関 して は4.3で 考 察 した よ

うな考 え 方 に基 づ いて 、 トリ ップの着 地 を示 す選 択 肢 集合 を あ らか じめ 同一 市 町

村 グル ー プ 内の他 の ゾー ンも しくは 「中心都 市 」 で あ る彦 根 市 、 長浜 市 に絞 りこ

む ことに よ り選 択 肢 の数 を減 ら して い る。

4.5.3活 動 立 地 モデ ル の現 象再 現 性 の検 証

本節 では 、前節 に お いて作 成 した活 動立 地 モ デル が、 滋 賀 県 湖北 地 域 に お け る

産 業活 動 の立 地 や人 口の移 動 を再 現 し得 るか ど ケか を検 討 す る こ ととす る 。 その

方 法 として は1975年 の実績 値 を初 期 値 と して与 え た上 で、1985年 に至 る10年 間 に

つ いて連 続 的 に シ ミ ュ レー シ ョ ンを行 い 、そ の結 果 得 られ る1985年 の 再現 値 を実

績 値 と比較 す る こ と とす る。 な お、 コ ン トロー ル トー タル値 と して は各 年 度 にお

け る実績 値 を使 用 す る が、年 次 ご とに得 る こ との で きな いも の につ いて は 、 ロ ジ

ステ ィ ッ ク曲線 によ りデー タ の補 間 を行 った 。

再現 シ ミュ レー シ ョンの結 果 の 一部 を表4-12に 示 して い る。 これ と、各 モデ ル

式 ご との 再現 精 度 とを比較 す る と、 おの お の の式 の 再現 精 度 が きわ め て良 好 で あ

る にもか か わ らず 、 シ ミュ レー シ ョ ンモ デ ル に組 み込 ん だ場 合 その再 現 精 度 が 落

ちる。 詳 し く検 討す る と、特 に第3次 産 業 の従 業 人 口 とそ の他 の製造 業 従 業 人 口

にお いて 、長 浜市 の再 現値 が 過 小 にな って いる。 これ は地 域 小 売 業 が過 小 に再現

され てお り、 そ の誤 差 が収 束 計 算 の過 程 で他 の業 種 に影 響 を与 え た た め と考 え ら

れ る。 長浜 市 は琵 琶 湖 に面 す る商 業 港 湾 を有 して いた こ とか ら、古 くか ら小 売 業

の集 積 が多 い とい う特 徴 を持 って いる。 そ こで、 地 域 小売 業 従 業入 口推 定 式 にお

いて取 り入 れ て い る ダ ミー変 数 を、 さ ら に長浜 市 の ダ ミー変 数 と、彦 根 市 ・副 次
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表4-12再 現 シ ミュ レー シ ョンの 結果

変数 実績値平均 再現値平均 相関係数 標準相対誤差

E1 796 859 0.9311 O.3137

E2a 580 592 0.9382 1.8825

E2b 170 173 0.9687 1.0392

E2e 1489 1497 0.9624 1.4809

E3al 683 653 0.8679 1.4214

E3ar 108 102 0.9497 0.4074

E3c1 792 846 0.7688 0.2515

E3r 1496 1397 0.9611 0.4588

P 14861 14282 0.9759 0.4311

F 7287 6711 0.9558 1.4173

E 6892 6017 0.9503 0.8709

表4-13地 域小売業従業人 口推計モデルの再推定結果

脱明変数 パラメータ値 t値 自由度調整済
決定係数

相関係数 F

E3al
(4.5)

地域小売業販売額
(百万円)03al

0.02635 6,637

0.9984 0.9987 3305.0夜間人口P 0.01335 11,243

長浜市ダミー 348.27 12,376

彦根市
副次中心都市ダミー

72,113 4,912

中心都 市 の ダ ミー変数 に分 け て取 り入 れ る こと とす る。再推 定 結果 を表4-13に 、

再現 シ ミュ レー シ ョ ンの結果 を表4-14、 図4-11～4-13に 示 して いる。 以上 の再推

定に よ り、上 述 した 問題 は解 決 し、各 業種 の立地 の傾 向 をよ く再現 す る モデ ル を

得 る こ とが で きた 。

4.6湖 北地 域 の基盤 施 設整備 計画 に関するモデル分析

4.6.1地 域構造を考慮 した整備方針 の設定

施設整備案を作成する際、まず①地域構造分析の結果明らかにな った5つ の市

町村 グループごとに地域の実態 を踏まえたような地域の整備方針 を考察 し、②そ

ののち設定 した整備方針に基 づいて各市町村での具体的な施設整備案 を作成する

という2段 階のプロセスを用 いることとした。つまり市町村 グループレベルで地
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表4-14再 推 定 後 の再 現 シ ミュ レー シ ョンの 結果

変数 実績値平均 再現値平均 相関係数

El 796 838 0.9432

E2a 580 596 0.9331

E2b 170 173 0.9687

E2e 1489 1501 0.9538

E3a1 683 686 0.9881

E3ar 108 110 0.9503

E3c1 792 847 0.7735

E3r 1496 1467 0.9682

P 14861 14771 0.9891

F 7287 7190 0.9730

E 6892 6633 0.9616

再現値(人)
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図4-11再 現 シ ミュ レー シ ョ ンによ る人 口の 予測 結 果(1985年)
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域 の基 本 的な整 備 方 針 を考 え る こ とに よ り、現 状 の地 域 構 造 を 踏 ま えた 上 で の対

象 地 域 に お ける整 備 課題 の抽 出が 容易 とな る。 また各 市 町 村 グル ープ が 将 来 的 に

もつ べ き機 能 や役 割 を明確 に した上 で、 施設 整 備案 を作成 す る ことが で き る と考

えた 。 そ こで 以下 で は、 市町 村 グル ープ ご とに整 備 方針 を設 定 した の ち 、 そ の整

備 方 針 に基 づ い て各市 町 村 レベ ル で の具体 的 な整 備 案 の 作成 を行 う こ と とす る。

(1)市 町 村 グル ープ ご との産 業 活動 立 地 の可 能性 の検 討

対 象地 域 全体 での整 備 方針 を考 え るに あた り、各 市 町 村 グル ープ で の産 業 活動

の立 地 の可 能性 につ いて検 討 す るこ とが重 要 で あ る48)。

まず 、第1次 産 業 につ いて は現在 就 業人 口は減 少傾 向に あ り、 農 業 の兼 業 化 が

進 展 して い る中 で今 後就 業機 会 の創 出 を希 望 す る こ と は難 しい。 第1次 産 業 に関

す る基 盤 施設 整i備 につ いて は、 本研 究 で対 象 と して い るよ う な都 市基 盤 施 設 整備

の 問題 とは別 の角 度 か ら考 察 す べ き問 題 で ある と考 え る。

っ ぎに第2次 産 業 に関 して であ るが 、地 域 構造 分 析 で 明 らか とな っ た よ うに、

彦根 市 、長 浜市 とい う中心 都 市 で は製 造 業 の就業 入 口は減 少 して いる こ とや 、 ま

た市 街化 の進 展 に ともな い大 規模 な工 業 団地 を確 保 す る こ とは困難 で あ る こ とか

ら、 これ らの 中心 都市 にお い て新 規 の 立地 が 大 き く進 む とい う こ とは考 え に くい。

しか しなが ら、 そ の他 の製 造 業 の よ うに第3次 産 業 の 既存 の集 積 が立 地 に大 き く

影響 して いる よ うな業 種 で は、既 存 の都 市 活動 の集 積 量 の多 い彦根 市 、長 浜市 で

今 後 も立 地 が進展 す る と考 え られ る。 したが っ て この 業種 に関 して は、 中心都 市

にお い ても工 業 用地 を他 の土 地利 用 との調 整 を考 え計画 的 に整 備 し、 同時 に道 路

整 備 を行 い他 市 町村 との ア クセ ス条 件 を 向上 させ る こ とに よ り、立 地 の 増 加 を期

待 す る こ とがで き る と考 えた 。

つ ぎ に周辺 地域 に おけ る製造 業 の立地 可 能性 を考 察 す る。 まず 湖北 地 域 南部 に

お いて は、京 阪神 とのア クセ ス条 件 や工 業 用地 に余 裕 が あ るな どの立 地 の条件 の

よ さに起 因 して 、現 在立 地 業種 及び 関連 立 地業 種 の立地 が進 ん で い る。 今 後 とも

この2つ の業 種 に つ いて の成 長 が期待 され るが、 そ の た め に は工 業用 地 や 道路 の

整備 を行 うこ とが重 要 で ある 。つ ぎ に湖 北 地域 東 部 にお いて は、1980年 に北 陸 自

動 車道 が 開通 した こ とに よ り京 阪神地 域 へ の ア クセ ス条 件 が 向上 したた め、立 地

業種 お よ びそ の他 の製造 業 の立 地 が近 年 増 加 して きて いる。 これ らの業 種 の立 地

は、今 後 も重点 的 に促 進 して い く こ とが重 要 で あ る。 湖北 地 域 北部 に お いて は、

労働 力 の確 保 とい う点 で他 の市 町 村 グル ー プ よ り条 件 は 良 い もの の、 交 通 の ア ク

セ ス とい う点 で は他 の市 町 村 グル ー プ に劣 って い る。 今後 は、 定住 基 盤 施 設 の整

備 を通 じて人 口の定住 を図 り、第3次 産 業 の集 積 を維持 して い く努 力 を重 ね る と

とも に、 当該地 域 で も立 地 可能 性 の あ るそ の他 の製造 業 の立 地 を促 進 して い くこ

とが重 要 であ る。

第3次 産 業 に関 して は、広 域 型 の も の は集積 の効果 を求 め て 立地 す る と い う傾

向が 強 いた め、 中心 都 市 で あ る彦根 市 、 長 浜市 に お いて継 続 的 に立 地 量 が 増 加す

る と考 え る。地 域 型 の産 業 に 関 して は 、 中心 都 市 だ け でな く愛知 川 町 、 米 原 町 、

木 之本 町 とい った 副次 的 中心 都 市 に も着 目し、 これ らの町 とそ れ を と りま く周辺

地 域 との間 のつ な が りを強化 し、 市町 村 グル ー プ内 で の人 口の 定住 化 と 当該 業種
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表4-15広 域 的 な地域 整 備 方針

広域的整備方針 整備の考え方 高めるべき機能 具体案

中心都市整備型 地域内の中心都市に対す る集 中的な

整備 を行い、雇用力、サ ービス水準

を高め る。周辺地域からのアクセス

によって、 これ らの機能 を利用する

中心都市の活動

中心都市と周辺

地域を結ぷ交通

網

彦根中心型

長浜中心型

彦根 ・長浜

連担型

副次中心都市

拠点開発型

副次中心都市を育成 し、各市町村グ

ループ内での雇用を高め、自立を図

りながらグループ全体の人口定住化

を促進する。

周辺地域の活動

副次中心都市の

活動

市町村グループ

内の交通網

3拠 点開発

型

1拠 点開発

型(愛 知川

米原木之本

現状維持型 上記のような整備方針を特に定めず

現況において整備が遅れている地域

に重点的に整備を行う

の育成 を図って いくことが重要である。

以上の ことをとりま とめると、

①工業用地造成 と道路整備を行 い第2次 産業の立地 を促進することが必要である。

②広域型3次 産業は彦根市 、長浜市 を中心 にして、地域型3次 産業は中心都市だ

けでな く副次的中心都市 においても育成す ることが重要である。

③第3次 産業 は直接 的な手段 による計画的な立地誘導は困難 であり、市町村 グル
ープ内での交通施設 の整備 と同時 に人 口の定住化 を図 り、当該の業種の育成を

図ることが重要 である。

(2)広 域的な整備方針の設定

以上のことを念頭 に置き、以下 では広域的な地域整i備方針につ いて考察す るこ

ととする。対象地域 において、中心都市 における就業機会 と経済力 の動向は中心

都市のみな らず、そ の背後の周辺地域にも重要 な影響を及ぼす。そこで、本研究

では、中心都市 での施設整i備のパター ンとして表傘15に 示すように、彦根 中心型、

長浜中心型、彦根 一長浜連担型 という3つ の整備方針 を考 えた。つぎに、周辺地

域に関しては副次的中心都市に着 目するとともに、市町村グル ープ内での副次的

中心都市 と周辺市町村 とのつなが りを強化 し市町村グループ全体の整備を図って

いくことが重要である。その際、副次的 中心都市を中心 として重点的に施設整備

を行 い、周辺地域全体 の就業機会や人 口の定住化を促進するという基本的な考 え

方のも とに表4-15に 示す ような3拠 点開発型、1拠 点開発型(愛 知川町、米原町、

木之本町のうちの1つ を重点 的に育成す る)の4つ の整備 方針 を考えた。最後に、

上述のような地域整備方針 を特 に設 けず、現状において施設整i備水準が低 い地域

に重点 的に整備を行 うという現状維持型のパターンも取 り上げることとした。
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4.6.2施 設 整備 案 の作 成

本節 で は政 策 変数 と して、工 業 用地 造 成 案 、公 的 住 宅用 地 造 成 案 、居 住 環 境整

備 案 及び 道路 整備 案 を と りあ げ て いる。 対 象地 域 で あ る滋 賀 県 湖 北地 域 に お いて

1985年 か ら1995年 の10年 間 に投 資 され る公共 投 資 の額 は、 前 章 の地 域 計 量 経 済 モ

デル のア ウ トプ ッ トと して 得 られ て い る。す な わ ち、 湖 北 地 域全 体 で は工 業整 備

1億 円、住 宅 関係30億 円、道 路整i備22億 円、 生 活環 境(衛 生 ・教 育 費)関 係88億

円 の投 資が 可能 であ る(い ず れ も1980年 価 格)。 これ と既 存 の資 料 に よ る単 価 を

考 慮 す る と、基 盤 施設 の整 備 可能 量 は 湖北 地域 全 体 で 、工 業用 地造 成180ha、 公

的住宅 造 成450ha、 地 域 内道 路 の整i備可能 総延 長200km×10m、 国道 及び 主 要地

方道25km×2車 線 と考 え られ る。 た だ し、 ここ で は新 設 道 路 の整備 を考 えて いる

が、道 路 の補 修 整備 を対象 とす る場合 に は単 位 延 長 当 りの整 備 費用 に よ り補 修 延

長 と等 価 な新 設 道路 の総 延 長 に換 算 す る こ ととす る。生 活 環 境整 備 につ いて は、

ゴ ミ処 理 施設 、 し尿 処理 施 設 、下 水道 施設 、 社 会福 祉 施 設 と いった 施 設 をバ ラ ン

ス よ く整備 す る こ と と して いる。 したが って これ らの いず れ の変 数 を用 いて も生

活環 境 整備 の水 準 を代表 して表 現 で き る と考 え る。

以 下 で は、先 に設定 した広 域 的な 地 域整 備 方針 に従 って 、各 市 町村 に お ける工

業用 地 、住 宅 団地 、地 域 内道 路 、生 活環 境 の整 備 案 を作 成 す る。市 町村 ご との整

備 量 の設 定 に あた って は、各 市町 村 にお け る これ まで の施 設 整 備 の実 績 や 地 方 自

治 体 の意 向を考 慮 す る こ とが 必要 で あ る。 また これ と同 時 に広 域 的 な地 域整 備 方

針 に基 づ いて、 先行 的 に基 盤施 設 の整 備 を進 め てお くこ と も重 要 で あ る。 ここ で

は、1985年 か ら1995年 に至 る10年 間 を計 画対 象 期 間 と して考 え 、市 町 村 レベル で

の施 設 整備 案 を作 成 す る。 す なわ ち 、①工 業用 地 開 発 お よび幹 線 道 路 ネ ッ トワー

クの整 備 は、 将来 の地域 の基 本 的 な構 成 に大 きな 影響 を及 ぼ す と考 え られ る。 そ

こで、 計画 期 間 内 に整 備 可 能 な施設 整 備 案 の 中か ら、 広 域 的 な地 域 整 備 に とって

効果 的 で あ る と考 え られ るよ うな整 備 案 を組 合 わ せ る こ と によ り、 整 備案 を作 成

す る こ とと した。② 住 宅 団地 、 生活 環境 水 準 、 地域 内道 路 の整 備 は、 いずれ も 住

民 の 居住 環境 の 向上 を 目指 して 行 われ る も ので あ る。 そ こで 、現 状 にお いて整 備

水 準 が著 し く劣 って い る市 町 村 に対 して重 点 的 に整 備 す る こ と とす るが 、 そ の際

広 域 的な整 備 方 針 にお いて特 に重 点 的 な整 備 を行 う こ と にな っ て い る市 町村 グル

ー プ に対 して は、 これ らの施設 整 備 量 を よ り重点 的 に割 当て る こ と と した 。

工 業 用地 の 開 発 に 当っ て は、市 町 村 の意 向 や農 地 の 転 用 可能 性 を考 慮 す る必 要

が あ る。 そ こで本 研究 で は、通 産 省 の工 業 適地 調 査 の 結 果 か ら今 後工 業用 地 と し

て整 備 が可 能 で あ る地 区 を抽 出 し、 この地 区 の 中か ら整 備戦 略 に対応 させ て、総

面 積180haの 施設 整備 量 の範 囲の 中で公 的 に整 備 す べ き地 区 を選択 した(表4-16)

。つ ぎに 、幹 線道 路 の整 備 につ い て は、第9次 道 路 整 備5ヶ 年 計 画 、 県 長期 構 想、

お よび都 市 計画 街 路 の整 備計 画 を基 に、 今 後10年 間 に 拡 幅 ・改 良 や新 設 が 行 わ れ

る可 能性 のあ る路線 を抽 出 し(図4-14)、 前節 で設 定 した整 備 パ ター ンご と に
、

施 設 整備 総 量25km×2車 線 の範 囲 で整 備 す べ き路 線 を選 択 した(表4-17) 。な お 、

各路線 ご とに現 在 の 同 区間 内 の交 通量 と整 備後 の道路 規格 に基 づ いて走 行 速 度 を

想定 し、 リンク の走行 時間 を設 定 す る。 す で に述 べ た よ うに、 以 上 で設 定 し
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表4-16工 業 用 地整 備 案 の設 定

工

桑

用

地

開

発

案

工桑適地

開発バター'

市町村
＼

適地名

樫

章

根

長

浜

愛 湖 湖 湖 秦 愛 甲 甲 多

知

東 東 東 棄 荘 川 良 良 賀

山 米 近 近

東 原 江 江

浅 湖 高 木 余 西

之 浅

井 北 月 本 呉 井

鳥

居 高

本
・宮

小

泉

山 七

加 西 入 階 祇 条

上 幡 ロ 工

納 坂 中 分 園 業

山 田 団

地

上 瀧 岸 湯 蚊 長 尼 池 申

岸 野 川

本 水 本 屋 外 野 子 寺 原

柏 西 顔 岩

原 坂 戸 脇

東 河 高 木 鳥 横

之 居

野 毛 月 本 本 波

設 定 方針

9232 625291584 2219331274126 23454014 2656532

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

彦根重点型
彦根市 南部 OO oo

彦根市 ・束郁 ・南部 o ooo

長浜重点型 長浜市中心 Oooooo oo oo

彦根長浜重点型 彦根市 長浜市 o oooooo

南部重点型 南部 o OOOOOOOOO

東部重点型 東部 ・長浜市, o ○ oooo

北部重点型 北部 ・長浜市 oooooo o OOOOOO

南部東部重点型

東部中心 oooo oooo

東部 ・南部 OOOOOO ooo

南部中心 OOOOOOOOO o

東部北部重点型 東部 北部 oooo OOOOOO

周辺地域重点型
現況の低い所から oooo oo OOOOOO

高い所を伸ばす ooooo o OOOOOO

た走行 時 間 を用 い て新 しい ゾー ン中心 間 の時 間距離 を算 出 す る ととも に、 各 ゾ ー

ン内 々の所 要 時 間 を地 域 内道 路網 の整 備量 に基 づ いて推 定 し、 この両者 を加 え る

ことによ りゾー ン間 の時 間距 離 を求 め た。 一 方、 各市 町 村 グル ー プ にお け る公 的

住宅用 地整 備 、 地域 内道路 網 整 備 、生 活環 境整 備 につ いて は 、表4-18に 示 す よう

に、総 整備 量 を各'市町 村 グル ープ の人 口に比例 して配 分 す る こと とす る。た だ し、

工業用 地整 備 等 に伴 い今 後住 宅 地 を整 備 して居住 環境 を改 善 して い く必 要 があ る

市町村 グル ープ へ の整 備 財源 の配分 率 を、通常 の2倍 に設 定 す る とい う配 分 案 も 、

あわせ て検 討 す る こ と とす る 。

な お これ らの各 市 町村 グル ープ毎 の整 備量 を市 町 村 毎 に配 分す る際 に は人 口の

比 に基 づ くこ と とす るが 、第2章 の表2-11で 見 た よ うに、 東 部地 域 に お ける 山東

町、伊 吹 町や 近 江 町 、北 部地 域 にお け る湖 北町 、び わ 町 、余 呉 町で は生 活基 盤 施

設 の整 備 が立 ちお くれ て いる 。そ こで これ らの市 町村 につ いて は重 点 的 に整 備 量

を配分 す る こ とと した。(表4-19)

最後 に、 以上 の 手順 に従 っ て作成 した 整 備案 を表4-20に 示 す こ ととす る。

4.6.3シ ミュ レー シ ョン分 析 結 果

ここで は、以 上 の 手順 に よ り得 られ た施設 整 備 案 の組 み合 わせ に対 して シ ミュ

レー シ ョン を行 い、 地 域 にお け る雇 用 と人 口の定 住 の動 向 を予測 す る。 こ こでは

評価指 標 と して表4-21に 示 す よ うな 指標 を と りあげ評 価 を行 う こ と とす る。す な

わち 、産 業 の誘 致 育 成 を図 り雇 用 を増 大 させ て、 若 年層 を 中心 とす る人 口の定 住

化 を推 進 す る こ とが 各 市町 村 の 重要 な 目標 であ るの で 、市 町 村毎 に若 年 層 定住 人

口と総 従 業 入 口 を と りあげ 、 この 目標 の達 成 度 を見 る こ ととす る。 また、 交 通網
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図4-14 幹線道路整備区間の抽出
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表4-17幹 線道路整備案の設定

幹 線 道 路 整 備 案

1 2 3 4 5 6

彦 長 彦 彦 彦 内

根 浜 根 根 根 々

重 o 長 ● 長 交
整 備 対 象 路 線 点 東 浜 南 浜 通

型 北 二 部 連 重

部 極 型 携 点
NO 路線 区間 種別 距離 速度 型 型 型 型

1 国道303号 奥琵琶 トンネル 新設7.0 6.4 60.0 ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 国道303号 岐阜県境一杉野 拡幅5.0→ 乳0 20.5 40.0 O 0 ○ ○ ○ ○

3 国道8号 長浜バイパス 新設7.0 7.0 50.0 ○ ○ ○ ○ ○ 0

4 湖周道路 長浜一びわ一木之本 新設7.0 19.0 45.0 O ○ ○ 0 O ○

5 主要地方道 中山東上坂線 拡幅7.0→1生0 5.8 50.0 ○ ○ ○ 0 ○ ○

6 主要地方道 大津能登川長浜線 拡幅6.0→7.0 16.3 40.0 ○ ○ O ○

7 主要地方道 大津能登川長浜線 拡幅5.5→6.5 8.7 45.0 ○ ○ ○ ○

8 国道8号 彦根市内 拡幅7.3→14.0 3.9 45.0 0 0 0 ○

9 国道8号 彦根一豊郷 拡幅7.3→14.0 4.9 50.0 ○ ○ ○

10 主要地方道 彦根入日市甲西線 拡幅6.0→7.0 5.4 35.0 ○ ○ ○

11 国道306号 多賀バイパス 新設7.0 5.3 50.0 ○ ○

12 国道8号 米原バイパス 新設7.0 11.2 55.0 ○ ○

13 一般県道 大野末志賀谷長浜線 拡幅2.4→5.5 8.0 40.0 ○ 0 ○ ○

14 国道8号 長浜北バイパス 新設7.0 7.0 55.0 O ○

15 主要地方道 彦根入日市甲西腺 拡幅6.0→7.0 12.3 45.0 0 ○

16 主要地方道 愛知川薩摩線 拡幅5.5→7.0 3.4 40.0 ○ 0

17 主要地方道 湖東愛知川線 拡幅5.5→7.0 7.3 40.0 ○ 0

18 一般県道 北落豊郷線 拡幅3.5→6.0 4.8 35.0 ○ ○

19 主要地方道 山東一色線 拡幅6.0→7.0 6.7 50.0 0 ○ 0

20 国道303号 木之本一IC 拡幅5.5→7.0 1.0 45.0 ○ ○

21 一般県道 東野虎姫線 新設7.0 1.0 45.0 ○ ○

22 一般県道 郷野湖北線 拡幅3.7→6.0 2.2 45.0 0 0

23 一般県道 落川高月線 拡幅2.2→6.0 1.0 40.0 O O

24 国道365号 高月バイパス 新設7.0 4.2 50.0 0 ○

25 主要地方道 西浅井余呉線 新設5.5 5.5 40.0 0 ○

の整備 が 流動 の効 率 性 に与 え た影 響 を見 るた め通 勤 ・買 物 流動 の総 所 要 時 間 を と

りあ げ る。

1つ の整 備 案 につ い ての シ ミュ レー シ ョン結 果 と して は、各 市 町村 に お け る こ

れ らの評 価 指 標 の 各 年 の推定 値 が 得 られ る こ とにな るが 、 ここで は計 画 目標 年次

である1995年 の推定 値 を用 い て各 代替 案 の 比較 ・評 価 を行 う こ と とす る 。

表4-22は 結 果 の一 部 で あ り、 彦根 中心 型 の方針 に基 づ く各 代替 案 の 比較 結 果 を

示 して い る。 こ こで は、比 較 を容易 にす るた め若 年 層定 住 人 口 と総 従 業入 口に つ
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表4-18市 町 村 グル ープへ の整 備量 の配 分 案

住宅団地整備 ・地域内道路整備 ・生活環境整備

彦根市 長浜市 湖北地域南部 湖北地域東部 湖北地域北部

基 本 型
(人口比)

29 18 19 13 21

彦根重 点型
etc.

重点整 備すべ きグルー プの ウエ イ トは基本型 の2倍 とす る

表4-19市 町 村 へ の整 備量 の配 分 案

湖北地域南部 愛東 湖東 泰荘 愛知川 豊郷 甲良 多賀

住宅団地

地区内道路

生活環境整備

10

10

10

16

16

16

14

14

14

16

16

16

12

12

12

16

16

16

16

16

16

湖北地域東部 山東 伊吹 米原 近江

住宅団地

地区内道路

生活環境整備

31

31

62

16

16

32

32

32

32

21

21

42

湖北地域北部 浅井 虎姫 湖北 びわ 高月 木之本 余呉 西浅井

住宅団地

地区内道路

生活環境整備

18

18

18

9

9

9

14

14

28

12

12

24

15

15

15

16

16

16

8

8

16

8

8

8

いて は それ ぞれ の分 散値 を示 して いる 。整 備 の効 果 が一 部 の市 町村 に かた よる こ

とな く、 全体 の 市町 村 でバ ラ ンス良 く達 成 され て いれ ば 、 これ らの分 散 の値 は小

さ くな る こ とか らこ の分散 値 は小 さ い方が 望 ま しい と考 え られ る。 この結 果 よ リ

①若 年 層 の定 住 人 口の分布 と地域 内 の 従業 人 口の分 布 は類 似 してお り、雇 用 が広

く分布 して い る場合 には広 い地域 で 定住 が促 進 さ れ る。② 生活 環 境整 備 を彦 根市

に重点 的 に行 うよ りも、周 辺 地域 で 行 った方 が 効果 の よ り広 い波 及 が 期待 で きる。

しか し、③ 通 勤 の効 率 性か ら見 る と彦 根市 にお いて住 宅 開 発 を推 進 す る ケ ー スが

望 ま しい。 これ らの代替 案 の うち で は通勤 の効 率性 か ら はケ ー ス1-1-HS(彦 根 中

心 に工 業 開 発 を行 う ととも に彦根 と南 部 の生 活 環境 整 備 を図 るケ ー ス)と ケ ース

10-1SE(南 部 ・東 部 で工業 地 開 発 お よび 生活 環 境 整備 を図 るケ ー ス)が 比 較 的望

ま しい案 であ る こ とがわ か る。

同様 に して他 の広域 的 な整 備 方 針 に つ いて も整 備 案 の 比較 を行 い、 それ ぞれ の

方針 の 下 で効果 的 な 代替 案 を選 び だ した。 これ らの代 替案 の比 較 を表4-23に 示 す。

これ よ り、
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表4-20輝 設 整 備案 の設 定

広域的な整備方針 工業用地整備 幹線道路整備 住宅・生活環境整備

彦根中心型 5南 部

8南 部 ・東部

10南 部 ・東部

糠 ＼＼ 一、彦根/ブ1、 器 南部

4南部

SE

昭 彦根 ・東部

HSE彦 根 ・南部 ・東部

南部 ・東部

長浜中心型

3長 浜重点

6東 部重点

7北 部蒐点

11東 部 ・北部重点 5連 係

、長浜/ブ1,鷺 東部
HK

EK

長浜 ・北部

NEK長 浜 ・東部 ・北部

東部 ・北部

彦根 ・長浜

中心型

4彦 根 ・長浜重点

6東 部

12周 辺1

13周 辺2

3二 極

5連 係

N

田 彦根 ・長浜

長浜

田E彦 根 ・長浜 ・東部

SHE南部 ・東部 ・北部

3副 次都市育成型

(南部東部北部)

6内 々 一 SEK南 部 ・東部 ・北部13周 辺2・

副次都市育成型

(南部)

4南 部 一 s 南部5南部

副次都市育成型

(東部)

5連係 一 E 東部6東部

副次都市育成型

(北部)

2長浜 一 K 北部7北 部

現状椎持型 6内 々
一 SEK南 部 ・東部 ・北部12周 辺1

表4-21評 価 の視 点 と指標

評価の視点 評価尺度

各市町村ごとの目標達成度

若年層定住率

雇用の場の数(総 従業者)

流動の効率性

通勤総所要時間

買物総所要時間
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表4-22 彦根重点開発型の整備案の比較結果

整備案 総従業者の分散 若年層定住人 口の分散 総走行時間

1-1 18826 12455 2384083

1-1-H 18957 12715 2386914

1-1-HS 18877 12564 2583331

1-4-H 18956 12714 2387533

1-4-HS 18875 12564 2383926

2-4 18773 12429 2390870

2-4-H 18909 12698 2394645

2-4-HS 18828 12548 2391025

5-4 18664 12406 2394711

5-4-HS 18718 12524 2394841

8-1 18664 12406 2394711

8-1-HS 18679 12509 2403109

8-1-HE 18720 12567 2404280

8-1-HSE 18522 13743 2397737

8-1-SE 18522 13743 2397737

10-1 18623 12399 2402172

10-1-HE 18719 12567 2402767

10-1-HS ユ8673 12439 2399633

10-1-HSE 18649 12439 2399633

10-1-SE 18519 12194 2396070

ここで整備案は工業用地開発案.道 路整備案.生 活環境整備案の組 み合 せを表す
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表4-23施 設整備案の比較結果

整備案 整備案の基本方針(上 段)及 び 予測結果(下 段)

彦根中心型 1-1-HS 彦根市を中心に工業地開発。

幹線道路は彦根と南部 ・彦根と東部をつなぐ路線の整備。
生活環境 ・住宅整備を彦根市と南部で重点的に行う。
彦根南部で若年層の定住化が進むが東北部で大きく減る。

雇用は彦根で大きく増加するが、この影響を受けられるのは南部だけで
東部からの通勤はあ まり大 きくならない。

他の地域は育たない。

10-1-SE 東南部重点の工業開発、彦根と南部 ・東部を結ぶ路線整備。

東南部における生活環境の整備。
南部の豊郷町、東部の山東町 ・米原町での立地が進み、南部 ・東部の
自立度が高まる。彦根市は第3次 産業があまり伸びない。

北部は取り残された形となり、特に雇用の確保が著 しい。
長浜中心型 3-2-EK 長浜市中心工業地開発を行うとともに長浜市と東部 ・北部を結ぶ路線を

整備する。東部 ・北部における生活環境の整備に重点を置く。
伊吹町 ・近江町 ・虎姫町での立地が進み東部 ・北部全域にわたって定住

化が進む。しかし長浜への依存度は高まるため通勤が長距離化する。

彦根 ・長浜 4-5-SEK 工業用地開発を彦根 ・長浜で行い両市の雇用力を一層高めるとともに

中心型 周辺地域で生活環境整備を進める。湖北地域全域を一体化させるような
道路の整備を行う。

彦根を除いては定住化が進む。彦根市も雇用力の低下はあまりない。
雇用は長浜でのびる分東部での低下が見られる。

周辺地域の両市への依存は強まり、通勤はどの地域とも長距離化する。
3副 次都市 13-6-SEK 現状において周辺地域内での立地条件で比較的すぐれているところへ
育成型 工業用地を開発し、道路は各周辺地域内の交通の便を高める路線の

整備を行 う。

愛知川町、虎姫町、木之本町といった副次的中心地は雇用力を高めるが
東部での増加はあまり期待できず、東北部では長浜への依存度がより

高くなる。定住化は全ての地域で進む。
副次都市 5-4-S 工業地と生活環境整備を南部中心に行い、道路も南部内および彦根との

育成型 アクセスを高めるようにす る。

(南部) 南部での雇用の増加は著しく南部の自立度は高まる。彦根市においても

第3次 産業を中心にのびが大きい。しかし長浜市、北部、東部が停滞し
て しま う 。

副次都市 6-5-E 工業地 ・生活環境整備は東部中心、道路は東部内および彦根 ・長浜両市

育成型 と東部との間の路線を整備する。

(東部) 東部で第2次 産業の伸びは著しいが第3次 産業は長浜に吸収され、
独自の副次的中心を育てることは困難。北部では雇用面で不足する。

副次都市 7-2-K 北部を中心に工業地 ・生活環境基盤の整備を進める。道路も長浜と

育成型 北部 ・東部を結ぶ路線の整備を行う。

(北部) 虎姫町で大きく伸びるものの北部の自立度はあまり変化なく、長浜

市へとられてしまい副次的都市の育成は難しい。通勤の効率性も低い。

特に米原町をはじめとする東部で伸び悩む。

現状維持型 12-6-SEK 周辺地域内の遅れている地域を中心に生活環境 ・工業用地の開発を
進めるとともに、周辺地域内でのモビリティを高めるような路線の

整備 を行 う。

周辺地域の全域で雇用 ・若年層の定住化は進むものの、副核となる

地域はあまり育たず、彦根 ・長浜両市への依存が一層強まる。その
結果いずれの地域においても通勤の長距離化が深刻である。
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① 中心都市開発型 において周辺地域へ の効果 の波及 を期待す るためには、 中心都

市 における整備 と同時に周辺地域における生活環境 の整備 を重点 的に行 う必要

がある。

②彦根開発型の効果を享受できるのは南部に限 られてお り、東部、北部 の遅れが
一層深刻 となる。

③長浜開発型の場合は東部 ・北部に大 きな波及効果 が得 られ、バランスの とれた

整備 を行 うことができる。

④彦根 ・長浜開発型は他の周辺地域特 に東部の活力低下 をもた らし、通勤流動も

長距離化する。

⑤周辺地域 と彦根 ・長浜 との連絡が強 いため、副次的 中心 地を育てる ことは難 し

い。

以上の分析結果か ら、長浜市 を中心 として工 業用地開発を行 うとともに、湖北

地域東部、湖北地域北部における住宅の供給 と生活環境の整備 を重点的に進 めて、

長浜市 と湖北地域北部、湖北地域東部 を結ぶ道路路線の整 備を行 う案は、現在整

備が遅れている湖北地域東部及び湖北地域北部の生活環境 水準 と雇用条件 を効果

的に改善させ、湖北地域全域 にわたってバランス良 く定住 化を促進 してい く上で

望ましいことがわかった。 しか しなが ら、湖北地域北部か ら長浜市への通勤者の

大幅な増加が考 えられるため、湖北地域北部 における国道8号 線の拡幅な ど、新

たな交通網整備 を考えねばならないと考える。

4.7結 語

本 章 で は、安 定 した地 域構 造 を持 つ 地 方都 市 圏 の基 盤 施 設整 備 問 題 の 分 析 方法

につ いて述 べ た。 また、 滋 賀県 湖 北地 域 を と りあ げ 、実 証 的 に研 究 を行 った。2.

5の 現 況分 析 の結 果 か ら、 この地域 で は彦根 ・長 浜市 が 卓 越 した 中心 都 市 で あ り、

そ の他 の地 域 は3つ の周 辺 地域 の ま とま りを持 って いる。 この 地域 構 造 は時 間的

に安 定 して いる こ とが わか っ て いる。 また 、都 市 圏全 体 と して は 、基 盤 施 設 の整

備水 準 が低 く、施 設 整備 の 効果 的 な推 進 が望 まれ て いる地 域 であ る。

4.2で 、基 盤 施 設 の整 備 に あた っ て地 域構 造 を考慮 す る必 要性 を論 じた 。4.

3で は各市 町 村 に お ける産 業活 動 の立 地 お よび それ に伴 う就 業 機 会 の変 化 や 生活

基盤 整 備 の影 響 を受 けて 、人 口が 移動 す る メカニ ズム を表 現 す る と とも に 、土地

利 用や 交通 流 動へ の影響 を把握 す るた め の活動 立 地 モ デ ル の定 式 化 を行 っ た。 こ

のよ うに地 域 構造 を明示 的 に考 慮 した モ デル で は 、通 常 用 い られて いるOLS推

定 法 の適 用 に問題 が ある 。そ こで4.4で は地域 構 造 を考 慮 したモ デ ル の推 定 方

法 の 開発 を行 った 。4.5で はそ の成 果 を踏 まえ 、対 象 地 域 の 実績 デ ー タ をも と

に実 際 にモ デル 式 の推 定 を行 った 。そ の 結果 、 適 合度 の高 いモ デル を得 る こ とが

で きた。 さ らに4.6で は 、4.2で 述 べ た考 え 方 に従 い、 地 域構 造 に対 応 させ

て工 業用 地整 備 案 、道 路整 備 案 、 生活 環 境整 備 施 設整 備 案 の効 果 的 な組 み合 わ せ

を設 定 し、活動 立 地 モ デル を用 いた シ ミュ レー シ ョン実験 を通 して これ ら の整 備

案 の望 ま しさ を検 討 した。 これ よ り得 られ た 知見 を と り ま とめ て示 す と以 下 の よ



[4.7結 語]191

うであ る。 す な わ ち 、

① 中心都 市 開 発型 に お いて 、周 辺 地域 へ の効 果 の波 及 を期 待 す るた め に は、 中心

都市 に お け る整 備 と同時 に周 辺 地域 にお け る生活 環境 の整 備 を重点 的 に行 う必

要が あ る。

②彦根 開 発型 の 効 果 を享 受 で き るの は南 部 に限 られ てお り、 東部 、北 部 の遅 れ が
一層 深刻 とな る 。

③長浜 開 発型 の場合 は東 部 、北 部 に大 きな波 及効 果 が 得 られ 、 バラ ンス の とれ た

整備 を行 う こ とが で きる 。

④彦根 ・長浜 連 担 型 は他 の周 辺 地 域、 特 に東 部 の活 力低 下 をもた ら し通 勤流 動 も

長距 離 化す る。

⑤周辺 地 域 の副 次 的 中心 都市 開発 型 を行 っても 、集 積 が彦 根 、長浜 に集 中 しや す

く、副 次 的 中心 都市 を育 て る こ とは難 しい。

⑥全体 と して長 浜 市 中心 に工 業 用 地 開発 を行 い、東 部 ・北 部 の生 活基 盤整 備 に重

点 をお いた場 合 が バ ラ ンス の よ い整 備 が で きる こ とがわ か る。

以上が 本章 の成 果 で あ る。特 に、地 域 構造 の形 成 メカニ ズ ム と人 口や 産業 活動

立地へ の影 響 関係 をモ デル 化 す る方法 と、 その モ デル構 造 に対 応 した パ ラ メー タ

推定法 を開 発 した こ とに よ り、・地 域構 造 の定 量 的分 析 と活 動立 地 の 予測 に関 す る

方法論 の確立 に 向 けて貢 献 で きた も の と考 え て いる。

地方都 市 圏 を対 象 とす る地域 整 備計 画 に関す る研 究 は まだ緒 につ いた ばか りで

あ り、今 後 とも実 証 的 な研究 を継 続 的 に行 い、 地域 の実情 や 計画 に関す る知 見 を

体 系的 に蓄積 して い く ことが 、計 画 方法 論 の開 発 に とって重 要 であ る と考 え る。

また、 本 章 に お け る問題 点 や課 題 を明 らか に して お く こと は意 義深 い と考 える。

以下、 と りま とめて 示 す こ と とす る。

(1)本 章 で は市 町 村 を単位 と して ゾー ンを設 定 し、 デー タ入 手 の困難 性 を回避 し

たが、す べ て の デ ー タ を使 用 に耐 える形 で入手 す る ことは極 めて困難 で ある。 そ

れゆえ よ り集計 的な デ ー タ を適 当な 方法 で分割 す る ことは避 け られ な い。 この よ

うなデ ー タの 加工 に よ る誤 差 の特 性 、 お よび この誤差 が モ デル の推 定精 度 に及ぼ

す影響 に 関す る研 究 が 必要 とな る であ ろ う。

(2)本 章 で は空 間相 互 作用 を考 慮 した推 定 法 の開 発 を行 った が、 内生 変数 が 空間

相互作 用 のパ ター ン に及 ぼす 影響 は無視 で きる もの と見 な して いる。 グラ ビテ ィ

モデル を は じめ とす る空 間相 互作 用 モ デル の推 定 法 の研 究 は 、エ ン トロ ピー最大

化 法 との 関連 で進 展 した が、 誤 差 の空 間 的な特 性 の 解 明や統 計 的検 定 法 の確 立 は

遅 れて い る のが現 状 であ る。

(3)以 上 の よ うに市 町 村単 位 の デ ー タ を用 い る際、 サ ンプル サ イズ を大 き くとれ

な いこ とに よ って 、 モデ ル の 自 由度 が か な り制約 され て くる。 そ こで複 数 の時 点

のク ロス セ ク シ ョ ンデ ー タをプ ー リ ング して、 サ ンプル を確 保 す る とい う方法 が

考 え られ る が、 そ の 中 で空 間相 互作 用 を考 え るた め に は、4.4で 提 案 した推 定

法 を さ らに一 般 化 し、 「連立 時 空 間相 互 作 用モ デル 」 の推 定 法 へ と拡張 す る必要

があ る。 こ の推 定 法 の 開発 に 当た って は、空 間 相互 作 用 の時 間 的 な遅 れ特 性 な ど

につ いて の基 礎 的 な 研究 の蓄 積 が 前提 とな ろ う。
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(4)地 域整 備 代替 案 の評 価 に あた って は、 質 的 に異 な る複 数 の 評価 指 標 につ いて

多時 点 で の評 価 を行 う必 要 が あ る。特 に、 地域 間 の 格差 の是 正 を考 え る場 合 には

複 数 の地 域 を同時 に評 価 しな けれ ば な らな い。 この よ うな 問題 に適 用 で きる シス

テム 的 な評 価 方法 の 開発 が望 まれ る。
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j

Z

占し

i

」q

1

2

H

t

D

O

月

.m

㎝

U

r

"

皿e

A

A

A

A

B

B

B

C

C

C

d

d

血

垣

-

r

1

1

e

l

r

1

2

馳

%

馳

3

飴

馳

翫

翫

23

」

j

A

迂

1

2

肱

肱

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

F

f

g

L

L

L

M

M

N

O

O

記 号:内 容(定 義 され て い る式番 号)

:農 地面積

:工 業用地面積

:住 宅用地面積

:可 住地面積

:未 知 パラメー タ

=業 務流動集中量

:業 務流動発生量

:通 勤流動

:圏 域 内他市町村への総通勤者数

:圏 域外への総通勤者数

:ゾ ーン間の時間距離

:ゾ ーン中心間の移動時間

:ゾ ーン内の移動時間

:交 通 アクセス条件

:総 従業人 口

:第1次 産業従業人 口

:第2次 産業従業人口

:製 造業立地業種従業人 口

:製 造業関連立地業種従業人 口

:そ の他の製造業従業人 口

:第3次 産 業従業人 口

:地 域小売業従業人 口

:広 域小売業従業人 口

:地 域サービス業従業人 口

:広 域 サービス業従業人 口

:第2次 第3次 産業従業人 口

:就 業人 口

:空 間的な変数 間の関連関係を表す行列

:空 間的な変数間の関連関係を表す行列

:労 働力人 口

:就 業機会

:生 活基 盤整備水準

:圏 域内の他 の市町村への総移動人 口

:圏 域外への流 出人 口

:流 入人 口

:地 域小売業販売額

:広 域小 売業販売額

(4.72)

(4.18)

(4.17)

(4.20)

(4.71)

(4.1)

(4.2)

(4.3)

(4.4)

(4.5)

(4.6)

(4.7)

(4.8)

(4.34)

(4.21)

(4.9)

(4.10)

(4.11)

(4.14)

(4.16)



194[Chapter.4]

P:人 口

P-1:!期 前 の 人 口

△Pn:人 口 の 自然 増 減 量

Sli」:日 常 買 物 流 動 量

Srij:非 日 常 買 物 流 動 量

VB:推 定 量 の 分 散

X:外 生 変 数 行 列(n×k)

y:内 生 変 数 ベ ク トル(n×1)

yl,y2:内 生 変 数

Z:第2段 階 の 説 明 変 数 の 行 列

α1,α.:未 知 パ ラ メ ー タ

β:パ ラ メ ー タ ベ ク トル(k×1)

β1,β2:未 知 パ ラ メ ー タ

γ1,γ2:未 知 パ ラ メ ー タ

ε:撹 乱 項 ベ ク トル(n×1)

μ:第2段 階 の誤 差 項

ξ:未 知 パ ラ メ ー タ(ξ=σ22/σ12)

ρ:空 間 自 己 相 関 係 数

ρ1,ρ2:未 知 パ ラ メ ー タ

σ22,σ12:誤 差 項 の 分 散

Ω:発 ゾ ー ン 以 上 の 都 市 機 能 を持 つ ゾ ー ン の 集 合

Ω:共 分 散 行 列

(4.12)

(4.13)

(4.15)
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第5章 地域構造が変動する都市圏の基盤施設整備計画に関する研究D2'

5.1概 説

前章 に お いて は、 地 域構 造 が安 定 して いる都 市 圏 を対 象 と して基盤 施 設整 備 に

関す る考 察 を行 った 。 そ して 都市 圏の地 域 構造 を前提 と して機能 分担 と施設 の配

置 を考 え る こ とに よ り、実 現 可 能性 の高 い効果 的 な計 画 を立 案 で きる と考 え 、そ

のた めの モデ ル分 析 の方法 を明 らか に した。本 章 で は、地 域 構造 が 変動 して いる

都市 圏 を と り上 げ 、基 盤施 設 整i備計 画 に 関す る分 析 を行 う。

地域 構造 が 変 動 して いる都 市 圏 を対象 とす る場 合 に も、地 域構 造 が個 々の市 町

村が持 ち 得 る都 市機 能 や産 業 活 動 を制約 して いる こ と、 あ る いは、 地域 構造 が 施

設整備 効 果 の空 間 的 な波 及パ ター ンを規 定 して い る ことに注 意 す る必 要 が あ る こ

とは言 う まで もな い。 しか しな が ら、地 域 構造 が 変動 して い るの で、現 在 の地 域

構造 を前提 と して機 能 分担 を図 り施 設 の配 置 を計 画 す る とい う方法 を とる こ とは

できな い。 む しろ、 よ り積 極 的 に、地 域構 造 を望 ま しい方 向へ 誘導 す る こ とに よ

って、都 市機 能 や産 業活 動へ の制約 を緩 和 し、地 域 の発展 を図 る という視 点 が重

要 とな って くる。

この よ うに、 基盤 施 設 の整 備 を通 して地 域 構造 を誘導 しよ う とす る場合 に は、

まず 、地 域構 造 が 時 間 ととも に変動 す る メ カニズ ム を明 らか に し、つ い で交通 施

設 をは じめ とす る基 盤 施設 の整 備 に よっ て地 域構 造 が どの よ う に変 動 す るか を予

測す る こ とが必 要 で あ る。複 数 の代 替案 に対 す る地域 構造 の変 動 と人 口や 産 業活

動 の立 地 パ タ ー ンを 比較 し、望 ま しい基 盤 施設 の整備 案 を選 択 す る こ と とす る。

この 目的 を達成 す るた め に、 交通 施設 、生活 基 盤施 設 、生 産基 盤 施設 の整備 に

よ り、 地域 構 造 が時 間的 に どの よ う に変 動 す るか を定 量 的 に予 測 でき る動 学 的な

モデル を開発 す る ことが必 要 で あ る。 これ まで、 多 くの都 市 モ デル や 土地 利用 モ

デルが 開 発 され て き て いる が、 そ のほ とん どは与 え られ た条 件 に そ って地 域 の均

衡状態 を 求 め る静 学 モ デル であ り3)、 産 業 活動 の立地 を動学 的 に扱 うモデ ル が開

発 され て か ら約10年 しか経 過 して いな い。 また、 現在 まで に商 業立 地 を対 象 とし

て開発 さ れ てき て い る動学 モ デル は次 の よ うな2つ の問題 を抱 え てお り、 そ の実

用化 は遅 々 と して進 ん で いな い。す な わ ち、① モ デル 化 の考 え方、特 に立 地変 化

の原 動力 に対 す る解 釈 が 明確 で な い こ と。② モデ ル のパ ラ メー タを推定 す る 方法

が確 立 され て いな い こ とが 実 用化 に向 け ての大 きな 障害 とな って いる4}。

本 研究 で は、地 域 変動 の メカ ニズ ム を、 地域 不 均衡 の存 在 とそれ に対 す る調 整

過程 と して解釈 す る こ ととす る。 これ に よ り、 上述 した動 学 モ デル の意 味付 けが

明 らか にな り、商 業 以外 の業種 の立地 や 人 口移 動 を説 明 す るモ デル へ の拡 張が 可

能 とな る。 また、 不 均衡 の概念 を用 い て地域 構造 の変 動 とそ の誘 導 とい う問題 を

整 理す る こ とが でき る。 さ らに、 計量 経 済学 にお け る不均 衡 分析 の手 法 を応 用 す

る こ とに よ り、 地 域 動学 モ デル の構造 に即 したパ ラ メー タ推定 方法 が開 発 で きる 。

以下 、5.2で は 地域 構造 変 動 の メカ ニ ズム を考 察す る。地 域経 済 の不均 衡 と
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いう概念 を用 い る こ とによ り、他 の都 市 圏 が与 え る影響 を整 理 し、 そ の影 響 を前

提 と した地域 整 備 の考 え方 を明 らか にす る。5.3で は地 域 動学 モ デ ル に関 す る

既 存 の研究 を概観 す る ととも に、活 動 の立 地 と地域 構 造 の 変動 を地 域経 済 の不 均

衡 に よ って説 明 す るた めの不 均衡 活 動 立地 モ デ ル の定 式 化 を行 う.5.4で は既

存 の方 法 に よ り不 均衡 モ デル のパ ラ メー タ を推 定 す る こ と の問題 点 につ いて考 察

し、 本 モデ ル の推 定 方法 を開 発す る。5.5で は滋 賀県 湖 南 地域 を対 象 に して不

均 衡 活動 立地 モ デル を作 成 した結 果 に つ いて述 べ る。5.6で は湖 南 地域 を対 象

に基盤 施設 整 備 計画 に関す る モデ ル分 析 を行 う。

5.2地 域 構造 の変動 と地域 不均 衡 の考 え方

5.2.1動 学 的 ア プ ロー チ とそ の問題 点

地 域 にお いて は、複 数 の現 蒙が 相互 に影 響 を及 ぼ し合 って お り、 そ の結 果 と し

て各種 の経済 活 動 の時 間的 、空 間 的 な分布 が定 まっ て いる と考 え る こ とが でき る。

この よ うな地 域 の現 象 を把握 す る 際 の考 え 方 と して、 静学 的な アプ ロ ーチ と動学

的 な ア プロ ーチ が ある 。

静 学 的 なア プ ロー チ は、時 間 の次 元 を捨 象 し、 人 口や産 業 活 動 の水 準 お よび さ

まざ まな環 境条 件 の間 に、1時 点 にお いて 存在 す る関連 関 係 に 着 目す るア プ ロー

チ であ る。 つ ま り、あ る産 業活 動 が必 要 とす る財 や サ ー ビス は 、他 の産 業 活 動や

そ の時 のス トッ クに よ って充足 され 、 また 生産 され た財 ・サ ー ビス は 、他 の産業

活 動 や消費 に 当て られ る こ とを前提 と して お り、地 域 経 済 が均 衡 状 態 にあ る こと

を想定 して いる。 均衡 状 態 に お いて は、経 済 主体 は その状 態 か ら別 の状 態 に変 化

させ る誘 因 を持 たな い と考 え られ る ので 、 この静 学 的 ア プ ロ ーチ に よ って 状態 の

時 間的 な変 化 を内 生 的 に説 明す る こ とは で きな い5)。

この均 衡 状態 は基 盤 施設 の量や 人 口 とい った その 時点 で のタト生 的な ス トック変

数 の値 に依存 して い る。 その た め、 これ らの ス トッ ク変 数 の値 が外 生 的 に変 化 す

れ ば別 の 均衡 状況 が生 まれ るこ とにな る。 各時 点 に お い て均 衡 状態 が 達成 され る

た め には 、 それ に とも な って各 産 業活 動 の立 地 量 の変 化 が起 こる必 要 が あ る。 こ

の よ うに 、立 地量 や 活動 量 の変 化 を直接 説 明せ ず に 、2時 点 の均 衡 状態 の差 と し

て 間接 的 に求 め る方 法 は、 比較 静 学 的 アプ ロ ーチ と呼 ばれ て い る。 また 、 直接変

化 を扱 っ て いな い こ とか ら、疑 似動 学 的 ア プ ロー チ とも 呼 ば れ、 多 くの都 市 モ デ

ル、 土地 利 用 モデ ル に用 い られ て い る考 え 方で あ る6) 。前章 で定 式 化 した活 動立

地 モ デル も この比較 静 学 的な アプ ロー チ に よ って い る。 この比 較静 学 的 アプ ロ ー

チで は、 内生 的 な変 化 は瞬 時 に起 こ る と考 えて お り、 実 際 に立 地 を行 う経 済主 体

の行動 メカニ ズ ム を考慮 して いな い。 そ のた め、 これ らの主 体 の行 動 に直接 影 響

を及ぼ す政 策 の効 果 を考 慮 す る こ とが で きな い。 また 、行 動 のス ピー ドの違 い を

考慮 でき な いた め、経 済 主 体 が瞬 時 に対 応 で きな い よ うな 大 きな状 態 の 変化 は説

明 で きな い とい う問題 があ る 。っ ま り、時 間 的な 変 化 が比 較 的 小 さ い場合 に有 効

な ア プロ ーチ で あ る とい える 。

一 方 ・経 済主 体 の立地 行 動 な ど、状 態 の 時間 的 変 化 を直 接 説 明す る方 法 が動 学
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的ア プロ ー チで あ る。 例 え ば産 業活 動 の立 地 行動 を立 地 後 の期 待利 潤 に よ って説

明す る方法 が これ に あた る7)。 この動 学 的 アプ ロー チ を用 いれ ば 、土地 取 得税 の

減免 のよ うな 政 策 の影 響や 、 主体 ご との行 動 の ス ピー ドの違 い を考慮 す る ことが

できる。 メ カニ ズ ム の同定 のた め に は、 ネ ッ トの変化 量 デ ー タを必 要 とす るが 、

その入 手 が 困難 な た め、2時 点 の状 態 デ ー タの差 で あ るグ ロス の変 化量 デ ー タで

代用 され る こ とが多 い。 これ によ り、 地域 全体 の 立地 増 加量 をマ クロモ デル で 計

算 してお き、 これ を各 ゾー ンの期 待 利 潤 に基 づ いて配 分 す る とい う構造 の実 用 モ

デル が開 発 され る よ う にな った8)。

しか しなが ら実 際 に は、 あ るゾ ー ンに お いて立 地量 が増 加 す る一 方 で、別 の ゾ

ーンで は立 地 量 が減 少 す る と い うよ うな状 況 が多 くみ られ る。 この よ うな場 合 に

は上述 した よ うな立 地 増加 量 配分 型 の モデ ル を適 用す るこ とは でき な くな る。 ネ

ッ トの変化 量 に基 づ いて 、立 地行 動 と撤 退 行動 を別 々に モデ ル化 す る と いう方 法

が考 え られ るが9)、 撤 退行 動 に対 して理 論 的基 礎 を与 え る こ とが困難 であ り、政

策 的な検 討 を行 う際 にも2つ の行動 の 両者 を考 慮 す る必要 が あ り煩雑 であ る とい

う問題 が あ る。

本研 究 で は、 不 均衡 の概 念 を用 いて 、 グロ スの 変化 量 デ ー タに基 づ く動学 的 ア

プローチ を行 う方 法 を考 え る。各 ゾー ンにお ける立 地 あ る いは撤 退行 動 を、地域

不均衡 に対 す る経 済主 体 の調 整行 動 と して把 握 す る。 これ によ り、地 域 内 で立地

量 の増 加 と減 少 が 同時 に起 こ って い るよ うな状 況 をモ デル 化 す る ことが 可能 とな

り、 さ らに減 少傾 向 を どの よ うにす れ ば増 加 に転換 でき るか といっ た政策 の検 討

が可能 とな る。

第2章 で示 した よ う に、滋 賀 県湖 南 地域 の よ うに地 域構 造 の変 動 が見 られ る地

方都市 圏 で は、 階層 構 造 の変 化 に とも な って立 地 量が増 加 して いる ゾ ー ン と減 少

している ゾー ンが 同時 に存 在 す る こ とが多 く、 そ の変 化量 もか な り大 きな もの で

ある。 そ こで、 以下 で説 明す るよ うに 地域 不均 衡 の考 え 方 に基 づ く動学 的 な アプ

ロー チが必 要 で あ る と考 え られ る。

5.2.2地 域不 均 衡 によ る立 地量 変 化 の考 え方

ここで 、地 域 の産 業 活動 と家計 との つ なが りを考 察 す る 。議論 を簡 単 にす るた

め、地 域外 との 関連 性 を考 えな いこ と とす る。地 域外 との つな が りが あ る場 合 の

考察 は5.2.3で 行 う。 地域 の産 業 は労働 者 を雇 用 して商 品 ・サ ー ビス の生 産 を行

な ってお り、 地域 の労 働者 は雇 用 され る こ とに よ って得 られた 収入 で商 品 ・サ ー

ビス の購入 を行 な っ て いる。 つ ま り、 図5-1に 示 す よ うに 、産 業 と労働 者 家計 は

商品 ・サ ー ビス市 場 と労働 市 場 の2つ の市 場 を通 じて循 環 的 に結び つ いて いる。

しか しそ の各 市場 の需 要 と供 給 は必 ず しも一致 して お らず 、需給 の不 均衡 によ っ

て商 品 ・サ ー ビス市 場 にお いて は売 れ残 り(供 給 超過)ま た は買 いそ びれ(需 要

超過)が 、 労 働市 場 にお い て は失業(供 給超 過)あ る いは 労働 力不 足(需 要超 過)

が起 こっ て い る1ω 。 これ らの 需給 の 不均 衡 は、 地域 の現 在 の活動 水 準 を反 映 し

て定 まっ て くるも の で あるが 、逆 に市 場 の不均 衡 のあ り方 が地 域産 業 の立 地 を促

した り、制 約 した りす る こ とにな る。
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商品 ・サー
ビスの供給

商品 ・サービス市場

需要超過→立地拡大

供給超過→立地縮小

商品 ・
サー ビスの需要

企 業

家計

地 域 人 口

労働力

労働力の需要

労働力不足に

よる立地制約

就業機会の不足

による入 口の流出

労 働 市 場

労働力の供給

図5-1 市場 を介 した地域産業 と地域人 口との関係

例 えば 、地 域 内 に過剰 な立 地 が あ り競 争 が厳 しい場合 には 需要 を奪 い合 う こと

とな り新 た な立地 が で きな い、 あ る いは商 圏 が あ ま り大 き くな く需 要 が 少な いた

め立地 が で きな い と いった よ うに 、地域 の商 品 ・サ ー ビス市 場 が供給 超 過 の状況

にあ る と、新 た に地 域産 業 が立 地す る事 は難 しい。 逆 に地 域 の購 買 力 に対 して既

存 の産 業 の立 地 が少 な いと、本 来地 域 が持 って い る はず の需 要 が地 域 外 へ流 出 し

た り潜 在化 す るが、 この よ うな 商 品 ・サ ー ビス市 場 にお け る需 要超 過 は新 たな 立

地 の 引 き金 にな る とも考 え られ る。つ ま り、 商 品 ・サ ー ビス市 場 の不 均 衡 の局 面

が 需要 超過 であ るか 供給超 過 で あ るか に よ って 、立 地 量 が増 加 す るか 逆 に減 少 す

るか が規定 され て いる と考 え られ る。

さ らに、企 業 が立 地 す る際 に は労働 力 を確 保 しな けれ ば な らな い が、 地 域 内の

人 口構 成 の ア ンバ ラ ンス に起 因 して十 分 に労 働 力 が確 保 で きな い とい う よ うに、

労 働市 場 が需 要超 過 で あ る こと は立地 拡 大 に と って の制 約条 件 にな る可 能 性 もあ

る。

この よ うに、地 方 都市 圏 に お ける産 業 活動 の立地 量 の変 化 を決 定 づ け て いる の

は、地 域 の商 品 ・サ ー ビス 市場 、 労働 市 場 の不 均衡 の局 面 で あ る。 そ のた め、地

方都市 圏 の 階層構 造 の 中で 、 あ る市町 村 が そ の機 能 を増 加 させ るか減 少 させ るか

とい う問題 も、 このよ うな 地域 経 済 の不 均 衡 に よっ て規 定 され て いる と考 え られ

る。 地域 内 の商 品 ・サ ー ビス市 場 が需 要 超 過 の状 態 に あれ ば新 たな 産 業 の立 地 が

進 み、労働 市 場 が需 要超 過 の状 態 にあ れば 地域 人 口の定 住 化 が進 展 す る と考 え ら
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れる。 ただ し、 労働 市 場 の需 要超 過 が著 しけれ ば地 域 産業 の立 地 に とっ ての制 約

とな る こ とも あ る 。 よっ て 、地域 構 造 の誘 導 という問 題 を考 え る際 に は、立 地 の

ため に制 約 とな って い るの は各市 場 にお ける需 要側 な の か供給 側 な のか を把握 し、

地域経 済 の不 均 衡 を コ ン トロ ール して、各 市 場 を需要 超過 の局 面 へ誘 導 す る こ と

にょ り、地 域 の発 展条 件 を整 えて い く こ とが 有効 で あ るlP。 基 盤施 設 の整 備 の

方向も、 個 々 の産 業 ・企 業 の立 地 誘導 策 を考 え るの で はな く、地 域経 済 の不 均衡

に与え る影 響 を考 えて 、検 討 して い くこ とが 大切 で あ る。

5.2.3大 都 市 圏 が地 域 不 均衡 に与 え る影 響

本章 で は、 地 域構 造 に変 動 が見 られ る地 方都 市圏 を対象 と して い るが、 第2章

で見 た よう に、 この よ うな変 動 の原 動力 は他 の都 市 圏 との広域 的 な結 びつ きに起

因 して いる と考 え られ る。都 市 圏 内部 の産 業活 動 間の 関連 関係 を反映 して、 絶 え

ず均衡 へ 近づ くよ うな調整 が行 われ る一方 で 、広域 的 なつ な が りの 中で さ まざ ま

な変 化が 発生 して均衡 状 態 を乱 して いる。 そ の結果 地 域経 済 は絶 えず 不均 衡 の状

態 に置 かれ 、立 地 変 化 が継続 して起 こ って地 域構造 が変動 して い る と考 え られ る。

他 の都 市 圏 か ら の広域 的 な影 響 の大 き さ は、 その都 市 圏 まで の距離 と規模 によ

って変 わ って くる。 滋 賀県 湖南 地 域 の よ うに、隣 接 して大都 市 圏が 存在 す る場 合

には、 大都 市 圏 か らの影響 はた いへ ん大 き なも の であ り、人 口や あ らゆ る産業 活

動の立地 に及 ん で い る。12)そ して 地方都 市 圏 の経 済 の不均 衡 局面 にも大 きな 影

響 を与 え て いる と考 えな けれ ば な らな い。経 済 の不 均衡 を考 慮 した分 析 は、 これ

まで は、経 済 成 長 策 、失 業対 策 とい うよ うに、 主 として国 家L・ベ ル での政 策 を検

討す る場合 に限 って行 な われ て きた 。 そ の際 に は、国 家 ご とに経済 的 に 閉 じて い

るとい う認 識 に基 づ い て分 析が 行 われ て いる13)。 本 研究 の ように 、経済 的 に閉

じて い な い地 域 を単位 として地 域 レベ ル の分析 を行 お う とす れ ば、 当該地 域 の地

域経済 の不均 衡 局 面 が外 部 か ら どの よ うな影響 を受 けて い るの か と いう考 え方 を

明らか に して おか な けれ ば な らな い。

本研 究 で は 、大 都市 圏 に隣接 す る都 市 圏で は 、地域 独 自の市場 の需給 バ ラ ンス

が大都 市 圏 か らの 影響 で シフ トして い る と考 え る こ ととす る。例 えば 、大都 市 圏

へ の通 勤 世 帯 が住 替 え に よ って流 入 して 当該都 市 圏の人 口が増 加す る とい う影響

が見 られ る。 これ は、 当該都 市 圏 の商 品 ・サ ー ビ ス需要 を増 加 させ る と同時 に、

労働 供給 を拡大 させ る ことに な る。 ま た、大 都 市 圏 中心 部 に立 地 して いた製造 業

・流 通産 業 が 大都 市 圏 に隣 接 す る都市 圏 に移転 す る こ とも多 いが 、 これ に よ り当

該都 市 圏 内の商 品 ・サ ー ビス 供給 が増 加 し、労 働需 要 も増 加 す る こと にな る。 さ

らに、都 市 圏 内 の居 住 者 の うち の多 くが大都 市 圏 に お いて商 品 ・サ ー ビス を購入

す る とい う現 象 に よ って 、本 来都 市 圏 内 で消費 され るべ き商 品 ・サ ー ビス需 要 が

部分 的 に漏 出 して い る と考 える こ とが で きる。 この よ うに、 大都 市 圏か らの影 響

の多 くは 、 当該都 市 圏 の商 品 ・サー ビス市 場 と労働 市 場 の需 要 また は供 給 を シ フ

トさせ る働 き をも つ。 そ こで、 大都 市 圏 か らの さ まざ まな影 響 を考 察 す る際、 当

該都 市 圏 の地 域市 場 の需給 バ ラ ンス に どのよ うな 影響 が あ るか とい う点 に着 目し

て分 析 を行 う必 要 が あ る と考 える 。
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5.2.4不 均 衡 を考慮 した 地域 の 自立 的 発展 の考 え方

この よ うに大都 市 圏 に隣接 し、 そ の影 響 を受 けて き た地 域 に お いて は 、大 都 市

圏 へ通 勤 す る世帯 が 流 入 し宅地 化 が進展 して きた た め、 過疎 に悩 む 地域 の よ うに

人 口の定住 化 の 問題 を検 討 す る必要 には 迫 られ て こな か った。 また大 都 市 圏 か ら

製造 業 をは じめ とす る産 業 が移 転流 入 して きた こ とに よ って、 地 域 に新 た な 就業

機 会が 創 出 され 、地 域雇 用 の確保 の問題 も差 し迫 った検 討課 題 とは な って は こな

か った 。 こ のた め、 大都 市 圏 に隣接 す る地 域 に お いて は 、大 都 市 圏 か らの 影響 に

起 因 して発 生 す る財政 需要 に対応 す る こ と に焦 点 が 当て られ14)15)、 地 域 と して

の独 自の あ り方 を模 索 し、地 域整 備 を押 し進 めて い く必 要 性 が なか った と考 え ら

れ る。

しか しな が ら、近 年 、大 都 市 圏内部 で は職 住 近接 に よ る活性 化 や 、再 開発 によ

る良 質 な居住 環境 の創 出が進 みつ つ あ り16》、 今後 は企 業 の 移転 も減 少 し、 大都

市 圏 内部 で の定 住化 も進 む と考 え られ る 。 そ こで 、通 勤世 帯 の流 入や 企 業 の 移転

再 配置 な どの大都 市 圏 か らの影 響 に依 存 した地域 の活 性化 に は、 これ ま での よ う

な期待 をか け る こ とが で きな い状況 とな っ て くる。 これ らの流 入人 口はも とも と

大都 市 圏 の過 密 に よ り押 し出 され た人 口で あ り、 当該 地域 の魅 力要 因 に よっ て吸

引 され た 人 口とは いえず 、定 住 意識 は高 くな い17)。

した が っ て この よ うな地域 にお いて は 、現在 大 都 市 圏か ら受 け て い る影響 を地

域 の社 会 ・経 済 的な 発展 の た めの原 動 力 として活 用 し、長 期 的 に は大 都 市 圏へ の

依存 か らの脱却 を図 っ て、 自立度 の高 い地 域 をつ く りあ げ る こ とが 必 要 で あ る と

考 え られ る18)。 こ こで 自立 度 の高 い地 域 と述 べ た が 、 それ は、地 域 内 に産 業 が

発達 して お り、質 ・量 とも に多様 な就 業機 会 が確 保 され て い る地 域 で あ る と考 え

る。 就業 機 会 が確保 され 、商 品 ・サ ー ビス の購 入 の 利便 性 が 高 けれ ば 、地 域 人 口

の定 住化 につ なが る こ と とな る。 また 、地域 の人 口規 模 が 拡 大 すれ ば 、 それ に応

じて消費 需要 が 増 大 し、地 域 内 の産業 の立地 ポ テ ン シャル が 高 まる こ と となる 。

この よ うに、 地域 人 口が 地域 内産業 を誘 発 し、 地域 内産 業 が地 域 人 口の定 住化

を促 す と いう関係 を地域 経 済 の不 均衡 と い う視 点 で整 理 す れ ば 、商 品 ・サ ー ビス

の市場 と労働 市場 の双 方で 需要 が供 給 を上 回 る こ とが必 要 で あ る。 た だ し不 均衡

の大 き さは、 立地 の制約 とな らな い範 囲に とどめ て お くこ とが望 ま しい 。前述 し

た よ うに 、大都 市 圏 へ の通勤 世 帯 の住 替 え流 入 に よ る人 口の増 加 は、 地域 の商 品

・サー ビス需要 を増 加 させ る ととも に、 労働 供 給 を拡 大 させ る 。 また 、産 業 の移

転流 入 は、 商 品 ・サ ー ビス供 給 を増 や し、労 働 需 要 を増 加 さ せ る。 この2つ の影

響 は、 当該 地域 の商 品 ・サ ー ビス市 場 と労働 市 場 を とも に需 要超 過 の 方 向ヘ シフ

トさせ て い る ことか ら、望 ま しい影 響 で あ る と考 え る こ とが で き る。 一 方、 大都

市 圏 にお いて商 品 ・サ ー ビス を購 入 す る者 の存 在 は 、地 域 の商 品 ・サ ー ビス 需要

の部 分 的 な漏 出 を意 味 し、需 要超 過 を妨 げ る要 因 とな る。 そ こで、 この よ うな大

都市 圏 へ の需要 の漏 出 は小 さ くな る よ う に しな け れ ばな らな い。

以上 の考 察 か ら、地 域 の 自立 に向 け ての整 備 の 方 向性 を、 「大 都 市 圏 が 及ぼ し

て い る地域 市場 を需要 超 過 ヘ シ フ トさせ る力 を活 用 しつつ も 、長 期 的 に は シ フ ト

効果 な しで需 要が 供給 を上 回 る状 態 にす る こ と」 と して明 確 化す る こ とが で きる 。
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基盤施設 の整 備 問題 を検 討す る際 に も、地 域経 済 の不 均衡 局 面 を把握 し、地 域 の

発展 を制 約 して いる のが2市 場 に お ける需 要側 な のか 供給 側 な のか を見 極 めて 、

地域経 済 の不 均衡 局 面 をコ ン トロ ール して い くと いう視点 が重 要 とな るわ けで あ

る。

5.3不 均 衡 活 動 立 地 モ デ ル の 定式 化

5.3.1不 均 衡 活 動立 地 モ デル の基 本 的 な考 え 方

(1)動 学 的モ デ ル に 関す る既 存 の 研究

前節 で述 べ た よ うに 、地 域構 造 が変 動 しそれ に対応 して地 域 人 口や産 業 活動 の

立地量 が時 間 的 に大 き く変 化 して いる地 方都 市 圏 を対 象 とす る た めに は、動 学 的

なアプ ロー チ に基 づ く活 動 立地 モ デル の 開発 が必 要 で ある。 しか しなが ら、 これ

まで に開発 さ れ て きて い るモデ ル の多 くは、地 域 が将 来 時点 に到 達す る均衡 状態

を予測 しよ う とす る静 学 モ デル で あ り、比 較静 学 的 アプ ロー チ を とる こ とによ り

時間的変 化 を説 明す る モデル と して用 いられ て いた。 動学 的 ア プロ ーチ に基 づ い

て、変化 量 を 直接 予測 しよう と い う試 み は まだ10年 あ ま りの歴 史 しか な い19)。

動 学的 モ デル の考 え 方 には、 大 き く2つ の流 れ が み られ る。一 つ は、 ネ ッ トの

変化 量 を経 済主 体 の行 動 の モデ ル化 によ り説 明 しよ う とい う試 みで ある 。 も う一

方は、 グロ ス の変 化量 を説 明す る モデル を作成 す る試 み であ る。

前者 の研 究 は、HcFaddenに よる非 集計 モ デル な ど、 経済 主体 の選 択 行動 を説 明

できるモ デル の開 発 に よ って大 き く促進 され た2ω 。 モ デル の 同定 と適 用 にあた

ってはネ ッ トの変化 量 デ ー タが 必要 で あ るが、 入 口移 動 につ い ては純 流動 デ ー タ

が整備 され て いた ことか ら、 入 口移 動 モデ ル を中心 に して実 用化 が進 ん だ2D。

ただ し、産 業 活 動 の立 地変 化 へ の適 用 は、① 新 規立 地 と撤 退 とい うネ ッ トの デ ー

タが整 備 され て いな い こ と、② 新 規立 地 に 比べ て撤 退行 動 の理 論付 けが 困難 で あ

る ことか ら、 あ ま り進 ん で いな いの が現 状 で ある。

後者 の研 究 は 、1970年 代 の 欧米 にお ける非 線形 理 論 の研究 成 果 を応 用 して 、英

国 リーズ大 学 のA.G.Wilsonを 中心 とす る研究 グル ープ や、 ベル ギ』 ブル ッセ ル大

学 のP』.AIIenを 中心 とす る研 究 グル ー プ に よ り大 きな進展 を見 た22}。Wils。n

らは、商 業 活 動 の立 地量 の変化 を、従 来 の静 学 的モ デ ル によ り与 え られ る予 測値

と、実際 の 立地 量 との 差 を用 い て説 明す る モデ ル を提案 した23)。Allenら は、 同

様 の考 え方 をロ ー リー モデ ル に適 用 し、 非基 礎産 業 と人 口の変 化量 をそ れぞ れ 内

生 的に求 め る方法 を提案 した24)25)26)。 これ らの方法 によ れ ば、複 数 時点 の立

地量 の差 と して得 られ る グロ ス の変化 量 デ ー タの み を用 いて 、変 化量 を内生 的 に

求 める こ とが で き る。 また 、 そ の後 の研 究 に よっ て、 これ らのモ デル の も つ非線

形性 に起 因 して、 複 数 の均衡 解 が 存在 す る こ とや27)、 パ ラ メ ー タの変 化 に よっ

て カタス トロ フ ィー 的 な挙動 が 見 られ る こ とが 明 らか とな り28)29》 、地 域梼 造 の

ダ イナ ミ ッ クな変 化 現象 を説 明で き る可 能性 が あ る こ とが 示 され て い る3ω 。

しか しな が ら、 これ らの動 学 モ デル の 実用 化 は進 まなか った。 そ の理 由 として

は、 これ らの モデ ル で用 い られ て いる静 学 的 モ デル によ る予 測値 の意 味 付 けが 明
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確 でな い こ とが あげ られ る3D。 この 予測 値 は与 え られた 外 生 的条 件 の 下 で の均

衡 値 と考 え られ るが・ 実際 に実現 され る立地 量 とは 等 しくな い。 この よ うに実 現

しな い値 を各主体 が どの よ うに して認 識 す る のか が説 明で き な い。 また モ デル作

成 上 、均 衡値 が観 測 で きな い た めに、 パ ラ メー タ の推 定 が で きな い とい う問題 が

発 生す る32)。

(2)動 学 的商 業立 地 モ デル と不 均衡 調整 過 程

Wilsonら によ っ て開発 さ れた動 学 的 な商 業立 地 モ デル で は、商 業 立 地 の変 化 量

は、静 学 的な ポテ ンシ ャル モ デル で 計算 され る均衡 値 と、 現 実 の立 地 量 との差 に

比例 して決 まるも の と考 え て いる。 す なわ ち、 以 下 の よ うな構 造 を持 っ て いる。

∠皿3ε砦=ε(E3勾 一E3町)(5●1)

囁 一・¥R鰐 鵠)(…)

　

こ こに、E3aは 小売 業従 業人 口、 △E3aは その変 化 量 、E3aは 静学 モデ ル に

よ る従 業入 口(均 衡 値)、Pは 入 口、di」 はゾ ー ン間 時 間距 離 で あ る。 γ、

εは未知 パ ラ メー タで ある。

本研 究 で は、 このモ デル が 、地 域経 済 の不 均衡 に基 づ く調 整過 程 を表 現 した モ

デル と して解 釈 で きる こ とに着 目す る。す な わ ち、各 ゾ ー ン ご とに商 品市 場 が存

在 して いる とす る。 式(5.2)は 、各 商 品市 場 の商 圏 内 の入 口 を表 してお り、そ の

市場 にお いて需 要 され る商 品 の量 を表 して い る。一 方、 そ の ゾ ー ンに お いて販 売

で き る商 品 の量(供 給 量)は 、 その ゾー ンに現 在立 地 して いる小 売 業 の規 模 に よ

って定 ま って いる。 これ らの需 要 と供給 は各 ゾー ンご とに は必 ず しも一 致 して い

るわ け ではな い。式(5.1)の 右 辺 のか っ こ内 は、 その 商 品市 場 にお け る需 要側 か

らみた 立地 量 と供給 側 か らみた 立地 量 の差 で あ り、 不 均衡 の大 き さ を表 して いる

と考 える こ とが でき る。 も し需要 が 供給 を上 回 って いる な らば そ の ゾー ンにお い

て買 いそび れ が生 じ、 小売 業 に と って は超 過利 潤 を生 む状 況 に な る
。逆 に需 要 が

供給 を下 回 っ て いれ ば 、売 れ残 りが生 じ小亮 業 に とっ て損失 を もた らす。 よ って

小 売業 は こう した超 過利 潤 ・損 失 に対 応 して立 地量 を調整 す る こ と とな る。 この
立地 量 の調 整 が不 均衡 の大 き さに比 例 す る と い う関 係 を、式(5.1)は 表 現 して い

る。

Wilsonの モデ ル に お いて は式(5.2)の 右 辺 の値 は仮想 的な 均 衡値 を表 して お り
、

実 現 しな い量 な の で観 測す る こ とが で き な い。 よ って 式(5.2)の パ ラ メー タ値 を

実 際 のデ ー タ に基 づ いて推定 す る こ とが で き な い と いう問 題 が存 在 す る 。 ところ
が 、 これ を不 均衡 モ デル と して解 釈す れ ば、 この 値 は各 ゾー ンの需 要量 とい う こ

とにな る。 この需 要量 は直接 観 測 で きな いが、取 引額(販 売額)を 用 い る こ とに

よ り間接 的 に観 測 す る こ とが 可 能 で あ る。す な わ ち、 取 引額 は、 需要 量 と供給 量

の小 さ い方 に等 しいも の と考 え る こ とが で きる33)
。 この考 え方 を 明確 にす るた

め、需 要量 と供給 量 を金額 ターム で表 す こ と と し、 前述 の モ デ ル を書 き 改 め る と

以下 の よ う にな る。
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YD3態=YSPj

YS3翁=1くE3翁

△E31勺=ε(YD3㍉ 一YS31細)

Q3肉=mjn(YD331-YS3翁)

需要関数

供給関数

立地調整関数

シ ョー トサイ ド原則

(5.3)

(5.4)

(5.5)

(5.6)
こ こに、YD3a、YS3aは 地 域 小 売市 場 に お ける需 要量 と供給 量 であ り、

SPは その 市 場 の商 圏人 口、Q3aは 小 売販 売 額 で ある 。 γ、 κ、 εは未知 パ

ラ メー タで あ る。

この よ うに、 動 学 的商 業立 地 モ デル を不均衡 の概 念 を用 いて解釈 し直す こ とに

ょ り、他 の 業種 へ の拡 張 が 可能 とな る。 つ ま り、 その活 動 に対 す る需要 と供給 の

ア ンバ ラ ンス に対 応 して立 地量 の調 整 が行 わ れ る よ うな業種 であれ ば、 同様 の考

え方で不 均衡 活 動 立 地 モデ ル を作成 で きる こ とがわ か る。 また、計 量 経済 学 に お

ける不均 衡 分析 の方 法論 を応 用 して、 不 均衡 活動 立 地 モデ ル のパ ラ メー タ を推 定

する方法 を開 発 で き る。

(3)他 の業種 へ の拡 張

(2)で 示 した モデ ル は小 売 業 を対象 と してお り、 商 品市 場 に おけ る需要 、 供給

や取引 額 の概 念 は 直感 的 に理解 し易 い が、 この モ デル を他 の 業種 に適 用す るた め

には概 念 を拡 張す る必 要が あ る。 す な わち 、他 の業 種 に お いて は取 引額 を販 売額

として 計測 で き な い と いう問題 があ る。 そ こで 、 こ こで は取 引額 の代 わ りに、各

ゾー ンに お ける活 動 の強度 を表 わす計 測 可能 な な ん らか の指標 を用 い る こと とす

る。例 え ば第2次 産 業 の場 合 に は工 業 出荷額 、 サ ー ビス業 につ いて は業務 トリ ッ

プ数 な どを用 いる こ とが で きる。 需要 関数 は、 そ の ゾー ンで 行な わ れ る ことが期

待 され て い る活動 の量 を表 わ す こ と とな るが、 これ まで の多 くの地域 モ デル で 用

いられ て きた 立地 ポテ ンシ ャル が これ に相 当す る34)。 説 明変数 と しては人 口の

ほか、 そ の地 域 の魅 力 度や ア クセ シ ビ リテ ィを含 め る こ とが で き る。一 方供 給 関

数 は、 現在 にお け る立 地量 の も とで 行 な う ことが 可能 な活 動 の量 を表 わす こ と と

な り、 説 明変数 と して は原 モ デル と同 じく従業 人 口を用 い る こ とが で き る。立地

ポテ ンシ ャル と現 在 の立地 量 との差 が需 給 の不 均衡 であ り、 そ の正 負 に応 じて 企

業 の進 出、 撤 退 が起 こ り立 地 量 が増減 す る と考 え る。 これ ら を定 式 化す る と以 下

のよ うに な る。

Yq【j=YI〕 ㌧(Xj)

YSkj=1くkβkj

△Ekj=娠(YI)kj-YSkj)

Qkj3minC固Pkj-YSkj)

需要関数

供給関数

立地調整関数

シ ョー トサイ ド原則

(5.7)

(5.8)

(5.9)

(5.10)

ここ に、Ekはk業 種 の従 業 人 口、 △Ekは そ の変 化量 であ る。YDk、YSk、

Qkはk業 種 の地 域 市場 に おけ る需 要量 、 供給 量 、活 動水 準 を表 す 。Xは 需要

量 を説 明 す る ため の説 明 変数 で 、未 知 パ ラ メー タ κ、 εとYDkの 関数 型 を推

定 す る必要 が あ る。

以上 のように して、商業以タトの業種 に対 しても不均衡立地モデルが適用できる
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ことがわ か った 。 な お、第1次 産 業や 公 務 の よ うに、 地 域 経済 の不均 衡 を反 映 し

て立地 が 変化 す る とは考 え に くい業種 もあ るの で ・ これ らの業 種 に つ い て は別 の

方法 でモ デル 化 す る こ とが 必要 で あ る と考 え る。

(4)人 口移動 のモ デ ル化

人 口移 動 が どの よ うな メカ ニズ ム で起 こって い るか に つ い て は様 々 な議 論 が あ

るが 、マ クロ的 に みれ ば労働 市 場 に よ って規 定 され て いる部 分 が多 い と考 え られ

る。す な わ ち労働 需 要 が労働 供給 を上 回って いる場 合 に は 、就 業機 会 が 豊 富 にあ

るた め、新 たな人 口を引き つ ける こ と とな る。逆 に労働 供 給 に見合 うだ けの労 働

需 要が 存在 しな い場 合 には 、 その地 域 に居 住 し続 けて も失 業 を余儀 な く され るた

め、別 の就 業 機 会 を求 めて 人 口が流 出す る こ と とな る35)。 つ ま り、 人 口移動 量

は労働 市 場 の不均 衡 の 関数 と して表 わ す こ とが で きる 。 こ の関数 関係 が 比例 関 係

であ る とす る と、次 の よ うなモ デル が 得 られ る 。

叫 一写ΣC謡 Ψ 労働需要関数 鱒

l
LS3=LS'(鳥)労 働 供給 関数(5.12)

△P亀=ξp(LD、-LS、)人 口移 動 関数(5.13)

こ こに、LD'、LS'は 居住 地 ベ ー スの 労働 需 要量 、 労 働供 給 量 で あ る。

△Psは 人 口の社 会 移動 量 、Cijは ゾー ン間 の通 勤 流動 で あ る。 ε。は労 働 不

均 衡 に対 す る人 口の反応 ス ピー ドを表 す 未知 パ ラ メ ー タで あ る。

ここで 各業種 の労働 需要 量 は、各 業種 の活動 量 を実現 す るた め に必 要 な従 業 人

口と考 え る こ とが でき るの で、 各業 種 ご との需 要 量 を従業 者 一 人 当 りの 活動 量 で

割 る こ とに よ って求 め る こ とが で きる 。 これ を全 業 種 につ いて 集計 す れ ば従 業 地

ベ ース の 労働 需要 量 が得 られ る。 さ らに これ を現 在 の通 勤 パ ター ンを用 いて居 住

地 ごとに集 計 すれ ば、居 住地 ベ ー スの 労働 需 要量 が得 られ る。 一 方労 働 供給 量 は、

各 ゾー ンの居 住人 口の年齢 構 成 に よ って推 定 す る こ とが で き る。 な お就 業 人 口は、

主婦 のパ ー トタイマ ー な ど、労働 市 場 の不 均 衡 に短 期 的 に対 応 して調 整 され る部

分 も含 ん で いる の で、観 測 され る就 業 人 口は必 ず しも労働 需 要 と労働 供 給 の 小 さ

い方 に等 しい とい う シ ョー トサ イ ド原 則 は成 立 して いな い と考 え られ る。

(5)商 品 ・サ ー ビス市 場 と労 働 市場 との相 互 関係

以 上 の(3)と(4)を 組 み合 わせ る こ とによ って 、地 域 人 口が商 品 ・サ ー ビス 市場

を通 して地 域産 業 の立地 変 化 を規 定 し、 地域 産 業 が労 働 市 場 を通 して地 域 人 口の

移動 を規定 す る とい う、図5-1に 示 した ような 循 環 的な 関 係 をモデ ル 化 す る こ と

が 可能 で あ る36)。 人 口、産 業 の ス トッ クの初期 量 を与 え、 式(5.9)、(5.13)に よ

って活 動立 地 量 と地 域人 口を 更新 しな が ら繰 り返 し計 算 を行 う こ とに よ り、将来

の活動 立 地量 、地 域 人 口およ び地 域市 場 の不均 衡 局 面 の変 化 を予測 す る こ とが で

き る。

以上 のモ デル で は、 産業 の立地 は商 品 ・サ ー ビ ス市 場 の需 給 条件 に よ って決 定

され る こ とにな る が、 実際 に は労働 市場 の需給 バ ラ ンス の影 響 をも受 け て いる。
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すな わち ・商 品 市場 が需 要超 過 で あ り立地 拡 大 が有 利 な状 況 にあ った と しても、

も し労 働市 場 が 需要 超 過 で あ る と労働 力 を確保 す る こ とが難 しくな る と考 え られ

る。 この よ う に2つ の市 場 の不 均衡 が 同時 に影響 を持 つ よ うな 場合 につ いて 、経

済学 の分野 で は2つ の 方法 が提 案 され て い る。第1はJ.H.Drezeが 提 案 した よ う

に、主体 はす べ て の不 均衡 を 同時 に考慮 して反応 を決 定 す る と いう考 え 方に基 づ

くもので あ り37)、 式(5.9)の 立 地調 整 関数 が 以下 の よ うに書 き換 え られ る。

△Ekj=△ 取(YDkj-YSkj,L工 乃一LSj)

ま た は 、

△耳【j=△ 職(YI)kj-YSkj,L正 ろ1LSj)(5 .14)

こ こ に 、LD、LSは 従 業 地 ベ ー ス の 労 働 需 要 量 、 労 働 供 給 量 で あ る 。

5.4に お い て詳述 す るが 、 この形 の場合 にはパ ラ メ ー タの推 定が難 しくな る と

いう問題 が あ る。

第2の 方 法 はJ.P.Benassyが 提 案 した よ うに、 立地 ポ テ ン シャル の算 出の際 に

労働市 場 の需 給 バ ラ ンス を考 慮 す る方法 で ある38}。 す なわ ち 式(5.10)の 立 地 関

数 はそ の まま であ る が、 需要 関数 の 中に労 働市 場 の影 響 を含 め て以下 の よ うに定

式化 す る。

YPkj=YI)k(Xj,LEら 一LSj)

または、

Ypkj=Ypk(Xj,L][毛1LSj)(5.15)

この場合 は推定 上 の 問題 は回避 で き る。 しか し、 需要 関数 を立 地企 業 の行動 に基

づ いて解 釈 す る こ とが 困難 にな る 。 この モデ ル に よれ ば、立 地 企業 は次 のよ うな

決定 を して い る こ とに な る。す な わ ち、一 旦 労働 市 場 の需給 の不均 衡 を考 慮せ ず

に市場 需 要(潜 在 需要)を 設 定 し、 それ に基 づ いて 労働 需要 を計算 して労 働市 場

の需給 バ ラ ンス を求 め る。 さ らに この結果 を用 いて 立地 需要 を修正 す る。 立地 ポ

テ ン シャル は 、 この よ うな一 連 の プ ロセ ス に よ り決 定 され た も のであ る と考 え る

わ けで ある 。 こ の考 え 方 は、ケ イ ンズ経済 学 に お ける 有効 需要 の考 え方 と類 似 し

て いるが 、 各企 業 が 労働 力 のバ ラ ンス を完 全 に把 握 で き るに も関 わ らず 、な ぜ ア

ンバ ラ ンス を生 む よ うな決定 をす る のか が 明確 で はな い と いう問題 点 が存 在 す る

39)
。

いずれ の 方法 が優 れ て いるか は 明 らか で な いので 、本 研究 で は双方 の タ イプ の

モデル を定 式化 し、推 定 方法 を開 発す る。以 下 で は前者 を タイ プ1、 後 者 を タイ

プ2と 呼 ぶ 。 どち らの モデル を用 いるか は実 際 のデ ー タ に基 づ くモ デル 推定 の結

果 か ら判 断 す る こ と とす る。

な お、 以 上 で説 明 したモ デル で は 、活動 の立地 に関 す る制約 と して、 商 品 ・サ

ー ビス の需 要 が あ るか とい う点 と労働 力 を確 保 で き るか とい う2点 につ いて のみ

を考 えて お り、 その他 の制 約 につ いて は考 慮 して いな い。 そ れ ゆえ 、大 都 市 圏内

部 の よ う に立地 ポテ ンシ ャル は あ るも のの 土地 の供 給 が制 約 と して働 いて お り、

ポテ ンシャル に応 じた立地 が 進 みに くい地 域 のモデ ル としては不 適 当で ある40)。
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一 方 、他 の地 域 の影 響 をほ とん ど受 けな い地方 圏 の場 合 には 、立 地 ポ テ ンシ ャル

の大 き さが安 定 して いる ので 、 これ まで に開発 され て い る静 学 的な 均衡 モ デル を

用 いて も十分 な検 討 が 可能 で あ る。大 都 市 に隣 接 す る地 方都 市 圏の よ うに土 地 の

市 場 が それ ほ ど逼 迫 してお らず、 絶 えず 変動 す る立地 ポ テ ンシ ャル が地 域 変 動 の

原 動力 とな っ て いる地 域 は、 ま さに この ような 不均 衡 活 動立 地 モ デル が適 用 で き

る地域 で あ り、 またそ の必 要性 も 高 い と考 え る。

5.3.2不 均衡 産 業立 地 モ デル の定 式化

本研 究 で は大都 市 に隣 接 す る地 方都 市 圏 を対象 と して い る ので 、大 都 市 圏 か ら

の影響 を どの よう に して取 り入 れ るか を考 察 して お く必要 が あ る。 まず 、 大都 市

をは じめ とす る地 域 外へ 通勤 す る世 帯 の流 入 量 は、 地域 内 の労働 市 場 の 不均 衡 を

反 映 して 決定 されて いるわ け では な い。 そ こで 、地 域外 へ の 通 勤者 数 の 変化 の分

布 パ ター ンは外生 的 に与 え る こ と とす る。 大都 市 圏 で 買物 を行 な う人 口が存 在 し、

購 買力 が地 域 外 に流 出 して い る点 につ い て は、買 物 流動 パ ター ンを内 生 化す る と

とも に購 入 先 の選 択 肢 として地域 外 の 大都 市 圏 を含 め て考 え る こと によ り対 応 す

る。業 務流 動 につ いて も同様 で あ る。

モデ ル化 にあた って、 産業 活動 を① 第1次 産 業 、② 建 設 業 、③ 製造 業 、④ 小 売

業 、⑤対 事 業所 物 財型 産 業、 ⑥対 事 業所 サ ー ビス産 業 、⑦ 公 務 の7つ に分 類 す る

こ ととす る。製 造 業 は、立 地 変化 の大 きな 業種 であ り、そ の 変化 量 を精 度 よ く推

定す る ことが 求 め られ る。製 造 業 を業種 ご とに細 分類 す るた め に は、 そ れ ぞれ の

業種 の ゾー ン別 生 産額 が必 要 で あ るが 、 その よ うな デ ー タは既 存 の統 計 か ら直接

得 る こ とがで きな い。 これ を別途 推 定 す る と しても 、良 好 な精 度 が期 待 で きな い。
一 方
、第2章 にお け る実証 分 析 で は、製 造 業 の いず れ の業 種 に つ いて も交 通 条件

や工 業 団地 の整 備 され た市 町 村 で増 加 してお り、 業種 別 に特徴 の違 いが見 られ な

か った。 そ こで こ こで は、製 造業 を1つ の産 業 と して とらえ 、細 分類 は行 わ な い

こ と と した 。第3次 産 業 は、 今 日、60%も の ウ ェ イ トを 占め る よ うに な っ てき て

お り、そ の 内容 を細 分 化 して考 察 す る必 要 が あ る。 ここで は 、有 形 の 「モ ノ 」を

販 売 した り、 あ る いは製 造 す る た め の エ ネル ギ ー を供 給 す る と い った よ う に、

「モ ノ 」に関 わ るサ ー ビス の提 供 に たず さわ る業種 と、 無形 の 「情報 ・知 識 サ ー

ビス」 の提 供 に 関わ る業種 に分 けて とらえ る こ と とす る。物 財 型 の 業種 を、 住民

を対 象 とす る④ 小 売 業 と、 事業 所 を対 象 とす る⑤対 事 業 所物 財 産 業 に 分類 す る と

とも に、 サー ビス型 の業種 と して 、⑥ 対 事業 所 サ ー ビス 産 業 と⑦ 公務 を と り上 げ

て い る。 なお 、各 産 業活 動 の立 地量 は従 業人 口で表 わす 。

前 述 した よ うに、 この うち① 第1次 産 業や ⑦ 公 務 につ いて は地 域経 済 の不 均衡

を反 映 して立地 が 変化 して い る とは考 え に くい。 そ こ で① 第1次 産 業従 業 入 口は

トレン ドを延長 す る ことに よ り予測 す る こ ととす る。 ② 建設 業 につ い て も、 対象

地 域 に お いて は立 地量 変 化 は一 定 のパ ター ンで起 こって いる こ とか ら、 モデ ル を

用 いず に トレ ン ドに よ り従 業人 口を直 接 推定 す る こ ととす る 。⑦ 公務 従 業 入 口は、

人 口規 模 に比例 して い る と考 えて別 にモ デル 化 す る。 以 下 、各 産 業活 動 につ いて

の定 式化 につ いて 説 明す る 。
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(1)不 均衡 産 業 立 地 モ デル

a)小 売業

小売 業 のモ デル と して は5.3.1で 説 明 したWilsonら に よる商 業立 地 モデ ル をそ

の ままの形 で 用 いる こ とが で きる 。す な わち 商 圏内 の人 口規 模 に よ り、需 要量 が

決定 し・立 地 量 に よ り供給 量 が決 定 され る。 また 、実 際 に計 測 され る小 売 販売 額

はそ の いず れ か 小 さ い方 に一 致 す る。

職 一瓶S巧 一申 轟(翫 、6)

1

YS3馬=K・ ・晦(5
.17)

△E3翁=ε3a(YD3翁 一YS3嬬)(5
.18)

q3翁=m血1(YD3嬬 一YS3翁)(5.19)

こ こ に 、Sijは 買 物 流 動 で あ り 、 式(5.47)で 与 え られ る。 ま た 、 人 口Pは 式

(5.46)に よ り計 算 さ れ る 。

労働市 場 の 不均 衡 が 立地 行動 に及 ぼす 影響 を、立 地 調整 関数 にお いて考 慮 す る

こととすれ ば 、 式(5.18)は 次 式 に置 き換 え られ る。

△E3馬=ε3a(YD3融j-YS3㍉ 〕ゾ(L■㌔,LSj) (5.20)

また、需 要 関数 に お いて考 慮 す る には式(5.16)を 次 の よ うに置 き換 え れ ば よ い。

YD6ag=Y3aS巧 ザ(LI考,LSj) (5.21)

ここで労働 市 場 の 不均 衡 が立 地 行動 にも た らす影 響 を関数f(LD」,LSj)

として表 現 して い る。 この影 響 は不均 衡 局面 の状 態 に よ って変 わ って くる と考 え

られる。 まず 、商 品供 給 超過 の場合(YDj〈YS」)に は、企 業 は売 れ残 りを生

じてお り、 企業 は利潤 をあ げ る こ とが で きず 不均 衡 の度 合 に応 じて立地 量 を減 少

させ て い くこ ととな る。 つ ま り、従 業 者数 はサ ー ビス需 要量 と現在 の 従業 者 で供

給 でき るサ ー ビス供 給 量 の差 に応 じて変化 して い く。 この 際 に は労働需 要 バ ラ ン

ス は考 慮 さ れ て いな い のでf(LD」,LSj)の 効 果 は考 えな いで よ い。 一 方、

商品 ・サ ー ビス の需 要 が供 給 を上 回 る場 合 、企 業 は不均 衡 の度 合 に応 じて立地 を

拡 大 して さ ら に利 潤 をあ げ よ う とす る。 こ の場 合 に は、 労働 市 場 の不均 衡 が企 業

の新 規立 地 の制約 とな る可 能性 が あ る。 この とき、 労働 市場 が 供給超 過 局 面 にあ

れ ば企 業 は規模 を拡 大 しよ う とす る分 だ け雇用 でき る のでf(LD」,LS」)の

効果 を考 え る必要 はな い。

以 上 の考 察 か ら、f(LD」,LS」)の 効果 を考 えな けれ ば な らな い のは商 品

需要超 過(YDj>YSj)で か つ、 労働 需要 超 過(LD」>LSj)の 場 合 の みで

あ る ことが わ か る。 つ ま り、本 モ デル にお い ては、 企 業 は商 品 ・サ ー ビス市 場 の

不均衡 をみ て立 地 拡 大 の意思 決 定 を し、 さ らに労働 市場 の不 均衡 の影 響 を受 けな

が ら立 地 行動 を とる と考 え て い る。
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b)対 事業所物財型産業

事業所を対象 とする物財型 の第3次 産業 の活動水準 を卸 売販売額 で代表 させる

こととした。 これ らの業種 に対 して、各ゾー ンの業務圏の中の総従業人 口に比例

した需要があると考えた。また、供給サービス額 はサービス従業人 口の関数で表

わ している。

㎜ 綺=晒 ・宰 轟(駈22)

　

YS3釣=1く3gE3gj(5 .23)

△E3綺=ε39(YD3蜀 一YS3gj)(5・24)

Q391=min(YD3gj-YS3gj)(5・25)

こ こ に 、E3gは 対 事 業 所 物 財 型 産 業 従 業 人 口 、 △E3gは そ の 変 化 量 で あ る 。

Bijは 式(5.48)で 計 算 さ れ る 業 務 流 動 、Eは 総 従 業 人 口 で 、BEは 業 務 圏 内

の 総 従 業 人 口 を示 して い る 。YD3g、YS3g、Q3gは 物 財 型 産 業 の 需 要 量 、

供 給 量 、 活 動 水 準 で あ り、 卸 売 販 売 額 の タ ー ム で 計 測 さ れ る 。 γ3。 、 κ3g、

ε3gは 未 知 パ ラ メ ー タ で あ る 。

労働 市 場 の不均 衡 の影 響 を考慮 す るに は、 次 の2式 の どち らか を用 いれ ば よ い。

△E3gj=ε3g(YD3gj-YS3gj〕 ゾ(場,LSj)

YD39j富Y3gB】 巨1ザ(L「汚,LSj)

(5.26)

(5.27)

c)対 事 業所 サ ー ビス産 業

事 業 所へ の サー ビス を行 う第3次 産業 の活動 量 を計 測 す る こ とは難 し い。 しか

し、 これ らの活 動 が活 発 に行 われ て い る ゾー ン では 、 それ に ともな って 業務 流 動

が活 発 に行 われ て いる こ とに着 目し、 ここで は活 動水 準 を表 わ す指 標 と して業 務

トリップ の トリップ エ ン ド数 を と りあ げ る こ ととす る 。需 要 量 は 、静 学 的 な ポテ

ンシャル モ デル で 用 い られ て いる よ うに、 業務 圏内 に あ る総 従 業人 口に よ って説

明で き る と考 え られ る。 また 供給 量 は サ ー ビス従 業 人 口の 関数 で表 わ して いる。

・ ΣBi1(5・28)

1

YS3sj=1く38E3㍉(5
.29)

△E3昌j=ε3s(YD3sj-YS3吊1)(5
.30)

Q35j=mh1(YD3sj-YS35j)(5.31)

こ こ に 、E3sは 対 事 業 所 サ ー ビス 業 の 従 業 人 口 、 △E3sは そ の 変 化 量 で あ る 。

YD3s、YS3s、Q3sは 、 対 事 業 所 サ ー ビ ス の 需 要 量 、 供 給 量 、 活 動 水 準 を

表 す 。 γ3。 、 κ3。 、 ε3。 は 未 知 パ ラ メ ー タ で あ る 。

羽)3・、一穐、B堵 一悔,ΣqB'j

労働市場の影響の考慮方法によ り2つ のタイプのモデルがで きることはこれまで

のモデル と同様である。
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△E3昌1=ε3s(YD3sj-YS3sj)プ(]口 陽,ISj)

YD3sj=γ38B】 亀ザ(U≧,LSj)

(5.32)

(5.33)

d)製 造業

製造 業 の活 動 量 は製 造 業 出荷 額 で計 測す る。需 要量 は、資 源 や取 引先 との利 便

性な どか らみ て、 各 ゾ ー ンで生 産 す る こ とが 望 ま しい 出荷額 であ り、 これ までの

工業 立地 モ デル で は立 地 ポ テ ン シャル と して 扱 って い たも の に他 な らな い41》 。

ここで は需要 量 を説 明す る要 因 と して土地 条 件 ・交通 条 件 を と りあげ る。 す なわ

ち土地条 件 と して、 未利 用 の工 業 適地 を含 ん だ工 業 用地 面積 、 また交 通条 件 と し

てイ ンター チ ェ ンジへ の ア クセ ス 時 間な どを と りあげ て いる。 一 方、 供給 量 は第

2次 産 業従 業 人 口の関数 とな って いる。

YD2j=8(A2j,timeう)(5 .34)

YS2」=1く2E2j(5.35)

△E2j=ε2(YD2j-YS2j)(5.36)

Q2j=mh1(YD2j-YS2j)(5.37)

こ こに、E2は 製造 業 従 業人 口、 △E2は その変 化 量 で ある。YD2、YS2、

Q2は 、製 造 業 の需 要 量 、供 給 量 、活動 水 準 であ り、 出荷 額 の ター ム で計測 さ

れ る。A2は 工 業 用地 面積 、ti皿eは 交通 ア クセ ス条 件 で あ り、政 策変 数 で ある。

κ2、 ε2は 未知 パ ラ メー タで あ る。

なお、労 働力 の条 件 の考 慮 の方 法 に よ り、 タイ プ1と タ イプ2の2種 類 の モデ ル

が考 え られ る。

△E2」=ε2(YD2j-YS2j〕 ゾ(LPI,LSj)

YD2」=8(A2j,timq)ザ(Ll陽,LSj)

(5.38)

(5.39)

(2)そ の他 の産 業活 動 の定 式化

公務 従業 人 口は、 地 域市 場 の不 均衡 の影響 を受 けて立 地 す る ので はな く、 人 口

規模 に比例 して 立地 す る と考 え られ る。 た だ し、県 庁 所在 地 な ど、 人 口規模 以上

の公務 従業 人 口を もつ特 殊 ゾー ンが あ るた め、 ダ ミー変数 を用 い る こ とと した 。

E3pj=E3p(鳥,dummyj)(5。40)

こ こ に 、E3pは 公 務 従 業 人 口 、dummyは 特 殊 な ゾ ー ン に つ い て1を と る0-1

の ダ ミ ー 変 数 で あ る 。

また、 第1次 産 業従 業 人 口、及び 建 設業 従 業人 口は過 去 の トレ ン ドを用 いた 予

測値 を も とに、 第3章 の計 量経 済 モデ ル か ら与 え られ る コ ン トロール トー タル値

を各 ゾ ー ンに配 分 す る こ とに よ り求 め る。

(3)従 業 地 ベ ース の労働 需給

a)従 業 地 ベ ー ス の労働 需 要

各企 業 は商 品 ・サー ビス市 場 での需 要 量 に見 合 うだ けの立 地規 模 を 目標 と して、

雇用 量 を決 定 す る と考 え られ る 。 そ こで、 各業 種 の需 要 を従 業 人 口あ た りの活 動
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量 で 除 して、 人 口単 位 に換 算 す る こ とに よ り、各 業種 の労 働 需要 量 を求 め る こ と

が で き る。 これ に、公 務従 業入 口、 第1次 産業 従 業人 口、 建設 業 従 業 人 口を加 え

る こ とによ っ て、従 業 地ベ ー ス の労働 需 要 量 を求 め る こ とが で き る。

U)。 皿.聾.YD39・YD3・ ・珈 ・E1・ 恥
1く21(3a1く391く3s(5

.41)

こ こ に 、LDは 従 業 地 ベ ー ス の 労 働 需 要 量 で あ り、E1、Ecは 第1次 産 業 従

業 人 口、 建 設 業 従 業 人 口 で あ る 。

b)従 業地 ベ ー ス の労働 供給

一 方、従 業 地 ベ ース の労働 供 給量 は次式 の よ うに計 算 で き る。 す なわ ち 、後 に

述 べ る よう に年齢 階 層別 人 口か ら式(5.44)に よ り居 住 地 ベ ース の 労働 供給 量 を求

め 、 それ を現 在 の通 勤流 動 のパ ター ン を用 いて各 従 業 地 に配 分 す る。

囹 一】}⊃LS-iΣ舞(5-42)

1

5.3.3不 均 衡 人 口移 動 モデル の定 式化

こ こで は労働 市 場 に おけ る需要 関数 と供給 関数 を定義 す る 。前 項 で 求 めた 労働

需 要 は、従 業地 ベ ー ス のも ので あ る。 これ を現 在 の通 勤 パ ター ン を用 い て各 居住

地 ゾー ンに配分 す る こ とに よ り居 住 地ベ ー ス の労働 需 要 を得 る こ とが で さ る。す

な わち

L軌 一p叢(凱43)

1

各 ゾー ンの年齢 別 人 口に年齢 階 層別 労 働力 率 を乗 じて就 業可 能 人 口を求 める こ

とに よ り、居 住地 ベ ー ス の労働 供給 量 を求 め る こ とが でき る。

LS'・=Σ λmPm・(5 .44)
m

こ こに、Pmはm年 齢 階 層 の人 口、 λmは 年齢 階層 別 労働 力 率 で あ る。

これ らを用 いて、 人 口移動 に影 響 を およ ぼす 居 住地 ベ ー ス の労 働 市場 の不 均衡 を

求 める こ とが で きる 。

a)労 働 供給 超 過 の場 合(LD'<LS')

労働 供 給超 過 局面 で は、失 業 が起 こっ て お り、失 業 者 は就 業 機 会 を求 め て他 ゾ

ー ンに流 出 す る
。 そ の人 口流 出量 は、 労働 市 場 の不 均 衡 の程 度 に比例 す るも の と

考 えた。

△P㍉=εP(LD、-LS、)<0(5 .45)

b)労 働 需要 超過 の場 合(LD'>LS')

一方 、 労働 需要 超 過 局面 で は 、需要 超 過 量 が多 いほ ど職 を求 め て流 入 して くる
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人 口が多 くな る と考 え られ る。 この際 、生 活基 盤 施設 が整 備 され て い る地域 ほ ど

流入 先 と して の魅 力 度 が高 い と考 え られ る こ とか ら、 人 口1人 あた りの生活 基 盤

整 備量 も流 入 量 に影 響 を与 え る と考 え た。

△P馬・%αD、 一碍 、)8闇 (5.46)

な お、 ここで の 人 口の変化 量 は人 口の社 会増 減 量 を指 してお り、 出生 や死 亡 に

ょる 自然増 減 量 に つ い ては 、 これ とは別 に5才 階級 別 人 口よ り推 定 す る。 その 方

法 は第3章 ・第4章 のモ デル と同 じで あ る。

△Pn=圭 Σ αmP£1m一 圭Σ βmRlm(5
.47)

ここに 、 △Pnは 人 口の 自然 増 減量 、Pfmは 年 齢 階層 別 の女性 人 口、 αm、

βmは 年齢 階層 別 の 出生 率 と死 亡率 であ る。

さ らに 、大 都 市 圏 に隣接 す る都 市 圏 で は大都 市 圏 に通勤 す る人 口の増減 が地域

人 口の変 化 に大 き な影 響 を持 って い る。 この大 都市 へ の通 勤 人 口は地 域 の労 働 市

場 の不 均衡 の程 度 を考 慮 して移 動 を決 定す る わ けで はな い。 そ こで こ こで は、 地

域外へ の 通勤 世 帯増 加 に基 づ く流入 人 口は外生 的 に与 え る こ と とす る。 な お、 式

(5,45)(5.46)に お け る社 会移 動量 は、 大都 市へ の通 勤 者 の増 加 に付随 して流 入 し

て きた人 口の分 をあ らか じめ除 いたも の であ る。

以上 を ま とめ て 、地 域人 口の変化 は以下 の よ うに求 め られ る。

P=P-1+△Pn+△Ps+ξ △CR(5.48)

こ こ に 、P-1は1期 前 の 人 口 、 △CRは 地 域 外 通 勤 者 の 増 減 で あ り、 ξは 扶

養 率 で あ る 。

5.3.4交 通流 動 サ ブモ デル の定 式 化

ここで は、 日常 買物 流動 、業 務流 動 と通 勤流 動 の各 モ デル 式 につ いて述 べ る。

日常 買 物流 動 と業務 流 動 は、 先 に述 べ た、 商 圏内 人 口および 業 務圏 内従 業 人 口を

求め るた め のモ デル であ る。 大都 市 圏 に隣 接す る地域 にお い ては、 域外 の ゾー ン

へも多 く流 動 が 発生 して い る と考 え られ るの で、 各 モデ ル に は域 外 ダ ミー 変数 を

いれ る こ とと した 。

(1)日 常 買物 流 動 モ デル 式

住 民 は買 物 を行 う ゾー ン奪選択 す る とき、対 住 民第3次 産 業 従業 人 口で 表 され

る活 動水 準 や 時 間距 離 とい った要 因か ら規 定 され る効 用 を も とに、 そ の効 用が 最

大 の ゾー ン を選 択 す る と考 え た集 計 ロ ジ ッ トモデ ル を用 いる。

exp(プ(E31細,dij,dumm当))S
ij=θsPi

Σexp(プ(E3馬dil,dummy1))(5・49)
1

こ こ に、Sijはiゾ ー ンか ら」ゾー ンへ の買 物 流動 量 、E3aは 式(5.18)よ り得

られ る小 売業 従 業 人 口、di」 はゾ ー ン間時 間距 離 、dummyは 地域 外 ゾー ン を表

す た め の ダ ミ ー変数 で あ る。 θ,は 未 知 パ ラ メー タで あ る。
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図5-2 不均衡活動立地モデルの全体 構成

(2)業 務流動モデル式

事業者は業務取引を行 うゾー ンを選択するとき、時間距離や第3次 産業従業人

口で表 される活動水準 といった要 因か ら規定 される効用 をも とに、その効用が最

大のゾーンを選択すると考 えた集計 ロジッ トモデル を導 いた。

B、j一 θ、島expげ(E3」,dij,dumm)奪))

Σexp(プ(E31,・ 簸1,dummy1))
ユ

こ こ に 、Bi」 はiゾ ー ン か らjゾ ー ン へ の 業 務 流 動 量 、

口で あ る 。 θbは 未 知 パ ラ メ ー タ で あ る 。

(5.50)

E3は 第3次 産業従業人

(3)通 勤流 動 モデ ル 式

ここで は各 ゾー ンの就業 人 口が 、勤 務地 と して どの ゾー ンを選択 す る か を、 時
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間距 離 や従 業 人 口で表 わ され る活動 水 準 とい った要 因 か ら規定 され る集計 ロ ジ ッ

トモデル で表 わ す こと と した。

C、j一 玲 、exp鵬 ・d・・dummめ))(5.51)

Σexp(プ(E1,d・1,dummyl))
1

以上 で不 均衡 活 動 立 地 モデ ル を定 式化 した。 以上 のモ デル 式 の全体 構 成 を図5-

2に 整理 して いる。 以 下 、5.4で は モデ ル の推定 方法 につ いて考察 し、5.5

で実 際 にモ デル を作 成 す る こ ととす る。

5,4不 均 衡 活 動 立 地 モ デ ル の 推 定 方 法

5.4.1不 均 衡 モ デル の推定 方 法 に関 す る既存 の研究

本節 にお いて は前節 で定 式化 した不 均衡 活 動立 地 モ デル の パ ラメー ター を推定

す る方法 に つ いて考 察す る。本 モ デル は需要 と供 給 の不 均衡 が存在 す る ことを前

提 と して 定 式化 を行 な って い る。 そ のた め、観 測 され て いる デー タが 不均 衡 の状

態 のも とで のデ ー タで ある こと を考 慮 した推 定 方法 を用 いる必 要 があ る。 この よ

うな不 均衡 市 場 の需 要 関数 、供 給 関数 、 お よび(価 格)調 整 関数 の推 定 方法 につ

いて は、 計量 経 済学 の分 野 で研 究 が進 ん で いる。 こ こで は主 要 な研 究成 果 を概 観

し、本 研究 で用 いる推 定 方法 との 関連 に つ いて述 べ る こ と とす る。

不均衡 の理 論 分析 で は5.3.1で 述 べ た シ ョー トサ イ ド原則 の仮定 を用 いて い る

が、 この仮 定 は計量 分 析上 以 下 の よ うな 問題 を生 じる。 す なわ ち観 測 され た取 引

数 量(販 売額)は 需 要 関数 ある いは供給 関 数 の どち らか一 方 か らの サ ンプル であ

るが、 そ の どち らに属 す るか は事 前 に はわ か らな い。 さ らに価格 変 動 等 の情 報 を

用 いて サ ンプ ル が ど ち らに属 す るか が判 別 で きた と して も、 判別 され たサ ンプル

の誤 差分 布 が 負 の方 向に偏 るた め、一 般 的 な 方法 で は不偏 推 定量 を得 る こ とがで

きな いと い う問題 が あ る42)。

第1の 問題 に関 す る解 決 は 、R.E.Quandtら に よ るswitchingmode1(局 面 移

行モ デル)の 研 究 成 果43)を 踏 まえ て、R.C.FairとD』.Jaffeeに よ り示 され た 。

この論 文 の 中 で は、 需要 ・供 給 の判 別 に関 す る事前 の情 報 が な い場合 の最 尤法 、

価格変 化 の 方 向 を判 別 に用 いる場合 の最 小2乗 法 と最 尤法(方 向法)、 さ らに価

格変 化 の速 度 が不均衡 の程 度 に比 例 す る という仮 定 を用 いた最小2乗 法(定 量 法)、

の4つ の 方法 を提 案 した44)。 この最 後 の定 量 法 の考 え 方 に基 づ いて最 尤 法 に よ

り推定 を行 う方 法 もR.C.FairとH.Kelejianに よ り示 され た45)。 これ は、J.

Tobin、46)T.Amemiya47)の 切 断(truncated)変 数 を持 つ モデ ル の最 尤法 の研 究 成

果 を応 用 した もの で あ る。 しか しなが ら、 これ らの最 小2乗 法 と最 尤法 は とも に

誤 りを含 ん で い る こ とがT.Amemiyaに よ り指 摘 され 、修 正 され て いる48)。

Wilsonら の不 均衡 商 業 立地 モ デ ル の よ うに、 単一 の不均 衡 市場 の影響 のみ を考 慮

す るモ デル の場合 は、 このAmemiyaの 推 定 方法 が適 用 で き る。

本研 究 で は さ らに、 商 品 ・サ ー ビス 市場 と労働 市 場 とい う複 数 の市 場 の不 均 衡
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の影響 を考慮 した モ デル を定 式 化 して いる。 よ っ て、 推定 方法 も それ に合 わ せ た

も の を開 発 す る必 要 が ある。

この点 に関連 す る計 量経 済 学 の分 野 で の研 究 と しては 以下 の よ うな も のが あ る。

まず 、価 格 調整 式 が商 品市 場 の需給 不 均衡 以 外 の説 明 変数 や 誤 差項 を持 つ 場合 も

含 めてG.S』addalaとF.Nelsonが 最 尤法 の分類 、 整理 を行 な って い る49)。 以

上 に示 した 研究 で は価 格や 賃 金 の変 化 を用 いて需 要 超過 局 面 と供給 超 過 局面 に分

離 して い るが、 価 格 が硬 直的 で あ った り ノイズが 大 き か った りす る場 合 に は、N.

H.Kieferが 示 した よ う に価 格 情報 を用 いな い局 面 分離 確 率 を用 いる こ とが望 ま し

い50)。 さ らに価 格 以外 の情 報 を.用いた 局面 の 分離 方 法 をLF.LeeとR.H.Porter
5Pが 提 案 して いる。 前節 で 説 明 した タ イプ1の モ デル は、不 均 衡 の 大 き さが立

地 変 化 に比例 しな い ので ≦そ の推 定 の た めに は、 この よ うな研 究成 果 が参 考 とな

る。

また 、複数 の不 均衡 市場 を扱 う手法 の開 発 とマ クロ不 均衡 分 析 が行 なわ れ て い

る。T.ltoの 研 究53)、C.Gourieroux、J.J.LaffontとA』onfortに よ って行 わ

れた 研究54)が 代表 的 な もの で ある が、 これ らは いず れ も他 の市場 の不 均 衡 の効

果 を需要 関数 の中 に取 り入 れ 筍方 法 に関 す る研 究 で あ る。前 節 の タイ プ2の モデ

ル は、 こ の方法 で推 定 す る こ とが で き る。

以下5.4.2で は 、単一 の不均 衡市 場 を考 慮 した モデ ル の推 定 方法 につ いて説 明

す る。5.4.3で は さ らに労 働市 場 の不 均衡 の影 響 を考 慮 した不 均衡 活 動 立地 モ デ

ル につ いて 、2つ の タイプ ご とにそ の推 定 方法 を 開発 す る こ と とす る。

5.4.2単 一 の不 均衡 市 場 を考慮 した モ デル の推 定 方法55》

ここで はAmemiyaを は じめ とす る 計量 経済 学 の研 究 成 果 を応 用 して 、 商 品 ・

サ ー ビス市 場 の不 均衡 のみ を考慮 した 不均 衡立 地 モデ ル のパ ラ メー ター 推定 方 法

を述 べ る56》57)58)59)。5.3で 示 した よ うに 、労 働市 場 の不 均衡 を考慮 しな い

不均 衡 立地 モ デル は以下 の4本 の式 か ら構 成 さ れ る。

YPkj=YPk(Xj)

YSkj=K1【Ekj

△耳kj=εk(YPkj-YSkj)

Qkj=min(YPkj-YSkj)

需要関数

供給関数

立地調整 関数

シ ョー トサイ ド原則

(5.7)

(5.8)

(5.9)

(5.10)

なお、以下 の議論 は各業種 ごとに成立するので、式の誘導 では業種 を表す添字k

とゾーンを示す添字jは 省略する。 ここで、需要関数 と供給関数 をそれぞれ線形

の関数 として特定化 し、それぞれの誤差項 を考慮する。

YD=XY+u(5 .52)

YS=1(E+v(5.53)

こ こにu、vは それ ぞ れ需 要 関数 、 供給 関数 の誤 差 項 で あ り、 独 立 な正 規 分

布 Φ(0.σu2)、 Φ(0,σv2)に 従 う と仮 定す る。 推定 され る べ き未 知 パ

ラ メ ー タは、 γ、 κ、 εであ る。 な お 、需 要 関数 の説 明変 数Xはk個 の説 明
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変数 を合 わ せ たベ ク トル 変 数 で も よ く、 そ の次 元 はN×kで あ る とす る。 この

場 合 ・未 知 パ ラ メ ー タ γはk×1次 元 のベ ク トル とな る。

(1)均 衡 法

市場 が常 に均 衡 して い る とい う仮定 が成 立 す るな らば、取 引 額 と需 要量 ・供給

量 の3つ は常 に一 致す る。 そ こで 取 引額 の デー タ を需要 量 及び 供給 量 と して用 い

て 、需要 関数(式(5.7))の γ と供給 関数(式(5.8))の κを それ ぞれ 推定 す る。

第二段 階 と して、 以上 のパ ラ メー タ推 定値 を用 い て計算 され る需要 量 と供 給量 か

らその差 を求 め、 これ を説 明変 数 と して 式(5.9)の εを推 定す る。従来 のモ デル

では市場 の 不均 衡 を考 慮 して お らず 、も っ ぱ ら この方法 に基 づ いて推定 が行 な わ

れ て きた。 この方 法 を均衡 法 と呼 ぶ 。

実際 に市 場 が均 衡 して いな い場 合 に この 方法 を用 いる と次 の よ うな 問題 が 生 じ

る。需要 超 過 の場 合 、 すな わ ち需 要量 が 供給 量 よ り大 き い時 に は需 要 関数 のパ ラ

メー タ γは過 小推 定 とな る。逆 に供給 超過 の場合 にも従 業 者1人 当た り供 給 量 κ

が過小推 定 とな る。 また 、 この よ うに して 求 めた需 要量 と供給 量 は 同 じデ ー タに

基 づ いて推 定 された 値 で あ るか ら、 そ の差 は 「残 差 」 で しかな い。 よ って εを推

定 して も安 定 した結 果 を得 る こ とは難 しい。

(2)方 向法

まず取 引 額 の実 績 デ ー タ を需要 超過 局 面 と供給 超 過 局面 に分 離 す る。 シ ョー ト

サイ ド原 則 に よれ ば、 需要 超過 局 面 に お いて は取 引額 と供給 量 が一致 して いる の

で、 この局 面 に属す る取 引額 の デ ー タのみ を用 いて供給 関数 の パラ メー タ κの推

定 を行 う。 一 方 、供 給 超過 局面 に お いて は取 引 額 と需 要量 が一 致 して いる ので 、

需 要関数 のパ ラ メ ー タ γを推 定す る こ とが で きる。 そ して得 られ た γ、 κを も と

に式(5.9)の 推 定 を行 な い、 反応 係数 εを求 める 方法 が考 え られ る。(Fairand

Jafeeの 方 向 法)60》

本 モ デル で は、t～t+1期 に おけ る従 業者 の変 化 量 △Eの 符 号 を用 いて、 需

要超 過局 面 と供 給 超過 局 面 の 分離 を行 な う こ とが で き る。す な わち 、

Q=YS<YD

Q=YDくYS

△E>0(5.54)

△E<0(5.55)

需要 関数 は △E<0の 時の デ ー タの み を用 い て次 の よ うに推 定 す る。

Q=YD=XY+u (△E<0:供 給超 過 局 面)(5.56)

また供 給 関数 は △E>0の 時 のデ ー タ のみ を用 いて次 の よ うに推 定 す る。

Q富YS=κE+v (△E>0:需 要超 過 局 面)(5.57)

以上 の推 定 を最 小2乗 法(OLS)を 用 いて行 い、 そ こか ら得 られた γ、 κ を

も とに需要 量YD、 供 給 量YSを 求 め、 そ の差 を用 いて式(5.9)の εを最 小2乗

法 を用 いて推 定 す る。

この 方法 は シ ョー トサイ ド原 則 を最 も簡 単 な形 で考 慮 した も ので あ るが 、 この
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よ うな デ ー タの分 離 を行な う とそれ ぞれ の グル ー プの誤 差 分 布 は平 均0の 正 規分

布 に は従 わ ず 、推 定 値 に はバ イ アス が かか るた め不 偏 推定 量 が 得 られ な い と いう

問題 が指 摘 され て いる 。

(3)定 量法

式(5.9)に よれ ば 、 △Eの 絶 対値 は超 過需 要 あ る い は超 過供 給 量 の 大 き さ に比

例 して い る こ とにな る。 需要 と供給 の うち で大 き い 方 の値 は観 測 され な い が、 そ

の値 も、 △Eを 用 いれ ば次 の よ うに補 完 す る こ とが で きる 。

Q一 田 一△D-Xv一 静E△E>・(・.58)

Q=Ys-△S=1(E+1△E△E<o(5。59)
ε

式(5.56)と(5.58)を 合 わ せ る と、す べ て のサ ンプル に対 す る需 要 関数 が 得 られ、

γと とも に反応 係数 εを推 定 す る こ とが で きる。 同 様 に式(5.57)と(5.59)は 供給

関数 を表 わ してお り、 κととも に εを推 定 す る こ とが で き る。 この よ うに すべ て

のサ ンプル を用 いて推 定 で きる の で、(2)方 向法 の よ うな切 断 バ イ アス を避 ける

こ とが でき る(FairandJaffeの 定 量 法)61)。 こ こで需 要 関数 と同時 に推 定 さ

れ る εは立地 が増 加す る ときの 反応 係数 と意 味付 け られ、 一 方 、供 給 関 数 と同時

に推定 され る εは立 地 が減 少 す る とき の反応 係 数 と意味 付 け られ る ので 必ず しも

両 者 は一 致 す る とは 限 らな い。 も し、 εを一定 値 と して求 め た けれ ば、 式(5.56)

～(5 .59)の4本 の式 を同時 に推定 す れ ば よ い。 以 上 の比 較 的簡 単な 方 法 に よ り、

切 断 バ イァ ス を発生 させず に推定 を行 う こ とがで き る。 な お 、Amemiyaは 、需要

関数 、供 給 関数 の誤 差 分散 を詳細 に検 討 し、 これ らが漸 近性 を持 た な い とい う問

題 が あ る こ とを指摘 して い る。

(4)最 尤法

第4に 最 尤法(Amemiya)を 用 いる こ とに よ り、 一致 性 ・漸近 性 を満 たす パ ラ

メー ター と誤 差 分散 を推定 す る こ とが で きる62)。

まず 立 地量 の変化 量 △Eと 取 引額Qの 同 時確 率 密 度 関数 をf(△E、Q)と す

る。 これ を用 いれ ば、 需要超 過 局 面 で あ る条件 のも とで の △E、Q両 変数 の生起

確率 密 度g(△E,QlYS〈YD)は 次 式 の よ う に与 え られ る。

9=f(△ 耳Q)1P【ob(YS<YD) (5.60)

この △E、Qの 組 合 せ が生起 す る確 率hdは このgに 需要 超 過 で あ る確 率 を乗 ず

る こ とに よ って得 られ る。

hd=f(△]巳Q)1h(わ(YS<YD)×Pr6b(YSくYD)

=f(△E,Q)

式(5.52)お よ び(5.53)に 従 っ て 、 誤 差 項 を 考 慮 す れ ば 、

hd=f(△E=ε(Xy+u-Q),《 》KE6v)

(5.61)

(5.62)

V,Uが それ ぞ れ独 立 で あ り分 散 σV2、 σU2の 正規 分 布 に従 う ので 、
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hd=φ(△E+εQ一 εXv=εu,ε2㎝2)

・φ(KE-Q=・
,σv2)

一磁 卿[圭 △E・諭 訊γ/

・磁exp圭(K匙Q)2(・
.63)

同様に供給超過局面における確率密度関数 は次 のようになる。

h・一磁 瓠P[1(響)2]

・磁exp圭(≒}Y)2(・
.64)

式(5.63)、(5.64)を 用 いて 尤度 関数Lを 構 築 しそ の対数 を とる と次 の よ うにな る。

'・gL=・ ・n・t-Nbgε 一N'・9砺 一N1・9馬 一鵡(◎X・)2

一鵡(圃 猛

～轟(△E+・q訊 り2

-

2,な ・§(△ 昼・圃2(・ ・65)

ここで、 ψ1は 供 給 超 過局 面 の デ ー タの集合 を意味 し、 ψ2は 需要超 過 局 面 のデ ー
バ バ バ バ バ

タ集合 を表 わ して いる。 次 に尤 度 関数 を最 大 にす る γ、 κ、 σu、 σv、 εを求 め

るた め、10gLを 各 々で偏 微 分 す る とつ ぎの5つ の式 が得 られ る。

Σx'Q+妻 Σx'△E

ラ.Ψ1ε Ψ2(5.66)Σ
x曾x

ΣEQ4ΣE'△E

突.Ψ2ε Ψ1(5・67)

Σ 朋

蒔=(5・68)

蒔.(5・69)

鵡(Q-xや)壌(Q・ 診E-x司

聰(⑯ 壌(Q一 禁E一司

Nε+芸rΣ(Q一 要△E一禽局△E

σv2Ψ1ε

+美 Σ(Q+要 △E-x曾)△E=0

σu2ψ2ε
(5.70)
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(鴇鱒
†

ieに 初期値を与える1

ヒ
夕,£ の最小二乗推定量 を求める

夕 一,Σ ズQ嘉 ズ ムE(　 )

£ 一 Σ 副Ql書1・ げ △E(　 )

亡

残差より、分散の推定量を求める

a・・一 吉(霧
、(Q-X夕)2場1(Q+÷ △E-X夕lll8)

∂・・一 去(謬
1(Q一 夕E)2+器 、(Q一 去 △E-£E煮19)

ウ

eに 関する2次 方程式を解く

Nε+齢
1(Q一 音 △E+£E)△E

一 瀬
,(Q一 去 △E-X夕)△E-・(臥 ・・)

ε=ε ÷(正 の解)

no

夕,£,∂ 竃,鋸,ε は収束 したカ・

yes

i終 了1

図5-3 不均衡活動立地モデル のパラメー タ推定方法

ノし 　 ム 　 　

これ ら式(5.66)～(5.70)を 同時 に満 た す7、 κ、 σu2、 σv2、 εを 求 めれ ば よ い

こ と とな る。 これ らの連立 方程 式 は非 線形 であ り、解 析 的 に解 くこ とは で きな い

た め、 図5-3の よ うな繰 り返 し手順 に よ り収 束 解 を求 め る こ と とす る。す なわ ち、
ノし ハ ム バ バ

ε'に初 期 値 を与 え た 上 で 式(5.66)～(5.69)を 用 い てY、 κ、 σu2、 σv2を 求 め 、
ノし バ

これ を式(5.70)に 代 入 して εにつ い て の2次 方 程 式 を得 る。 次 いで εを この方 程

式 の正 の解 に更 新 し、再 び 式(5.66)～(5.69)に 代 入 してパ ラ メー ター 値 を更新 す　

る。 この手 順 を各 パ ラ メー ターが 収束 す る まで繰 り返 せ ば よ い。な お εの初 期 値
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表5-1推 定 方法 の 比較

対事業所 YD3sj=γ3gBEj(5.28)

サ ー ビ ス 業 YS3sjニ κ3gE3sj(5 。29)

△E3s」=ε3g(YD3sj-YS3sj)(5.30)

Q3sj=min(YD3sj,YS3sj)(5.31)

推 定 方 法 ①均衡法 ② 方 向法 ③定量法 ④最尤法

推定値 0.5288 0.6814 0.7802 1.2746

夕3。t値 (12.06) (8.56) (2.01)
F値 145.40 73.33

推定値 1.9268 1.8906 1.6068 2.0350

£3。t値 (12.41) (11.75) (1.61)
F値 153.92 137.94

推定値 一〇.0516 0.0364 0.0240 0.0134

ε3。t値 (-2.09) (0.0004) (0.29)
F値 4.37 16.33 57.17

決 定 係 数 0.8684 0.8033

△E3s相 関 係 数 0.5056 0.5671 0.7571 0.8010

残差平方和 60156 43938 28926 25191

Q3s相 関 係 数 0.8970 0.8995 0.9014 0.9014

残差平方和 3.14×107 3.04×107 3.45×107 3.03×107

につ いて は(3)定 量 法 で示 した 方法 で求 めた推 定 値 を用 いれ ば よ い。

(5)実 証 デー タに よ る推定 方 法 の 比較

以上 で 説 明 した 不均 衡 モ デル のパ ラ メー ター の推 定 方法 の特 性 を調 べ るた め 、

実際 のデ ー タ に基 づ いて(1)～(4)の 推 定 方法 によ りパ ラ メー タ推定 を行 い、 そ の

結 果 を比 較す る こ と とす る。前 節 で定 式 化 した モ デル の うち 、対事 業 所 サ ー ビス

業の不 均衡 立 地 モ デル(式(5.28)～(5.31))を 対 象 と し、 滋 賀県湖 南 地域 の1980

～1981年 の デ ー タを用 いて計 算 を行 った 。市 町村 ご とに29個 のサ ンプル が得 られ

てお り、 立地 量 の増 加 して い る ゾー ン は23、 減 少 して い る ゾー ンが6で あ る。

推定 結 果 を表5-1に 示 して い る。 そ の結 果 を要約 す る と、 パ ラ メー タ ー γ、 κの

推定 値 に つ いて は どの方 法 を用 いて も有 意 な結果 が得 られ た が、 そ の値 は、 同一

のデー タ を用 いて 推定 した に もか カ・わ らず、 か な りの差 が み られ る。 特 に(4)最 尤

法 によ る推 定 値 は 大 き く、不 均衡 を考 慮 す る こ とに よっ て現 実 には計 測 で きな い

潜在 需要 量 を評価 で き る こ とが わ か った 。一 方、 反応 係 数 εに つ いて は(1)均 衡 法

で は符 号 が逆 で あ り、(2)方 向法 では決 定 係数 やt値 は低 い。 各 々 の方法 で求 め ら

れた パ ラ メー ター値 を用 い て計 算 した取 引額Q3s、 立 地 変 化量 △E3sの 再現 値 と、
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実績 値 との比 較 を行 な った が 、(4)最 尤 法 と(3)定 量 法 の再 現 精 度 が高 く、(2)方 向

法 と(1)均 衡 法 は再現 精度 が劣 って い る こ とが わ か った 。

以 上 の こ とか ら(4)最 尤法 が 有効 な 推 定 方法 で あ り、(3)定 量 法 も これ よ りは劣

る が再 現精 度 の よ い推定 方 法 であ る と結 論付 け られ る。

5.4.3複 数 の不均 衡 市場 の影 響 を考 慮 した モ デル の推定 方法

5.4.2で 説 明 した最 尤 法 を拡 張 して、 労働 市 場 の不 均 衡 の影 響 を同 時 に考 慮 し

たモ デル の推定 方 法 を開 発 す る場合 、 各 業種 ご との 関数 と人 口移 動 に 関 わ る関数

に は共通 の未知 変 数 が含 まれ て くる。 例 え ば各 業種 の立 地 需要YDkと 労 働 需要

LDは 、 パラ メー タ推 定 の時 点 で は観 測不 能 な 未知 変 数 で あ る。 しか しな が ら、

これ らの共通 変 数 を含 む 式 を一括 して 推定 す る こ とは、複 雑 な連立 非 線 形 方程 式

を解 くこ と を必 要 とす るた め、実 際 上 は不 可 能 で あ る と考 え られ る。 そ こで こ こ

で は、次 の よ うな 実際 的 な繰 り返 し手 順 を とる こ とと した 。す な わ ち 、

①各 業 種 の従 業 人 口の和 を労働 需 要LDの 初期 値 と して設 定 す る。

② このLDと 地 域人 口か ら求 ま る労働 供 給LSを 用 いて各 業 種 ご との不 均衡 モ

デル の推 定 を行 な う。

③ そ の結果 か ら得 られ る各 業種 の立地 需 要YDkと パ ラ メ ー タ κkを 用 いて労 働

需 要LDの 値 を更新 す る。

④LDが 安 定 す る まで② と③ の計 算 を反 復す る。

⑤ 最 終 的 に得 られたLDを 、既 知 のLS、 生活 基 盤整 備 水 準Lifeと 共 に用 い

て、 人 口移 動 モデ ル式 を推定 す る 。

この② の段 階 にお け る推定 方 法 は、 前述 した不 均 衡 商 業立 地 モ デル の最 尤法 を拡

張 す る こ とに よ り開発 で き るが、 モ デル 構 造 が5.3.2で 説 明 した タ イプ の どち ら

で あ るか に よ って 、 その方 法 が異 な っ て く る。 以下 で は立 地 調整 関数 に労働 市 場

の 不均 衡 を含 む 場合(タ イプ1)の 推定 方 法 と、需 要 関数 に労働 市 場 の不均 衡 を

取 り込 む場 合(タ イプ2)の 推定 方 法 につ いて述 べ る こ ととす る 。

(1)立 地 調整 関 数 に労 働 市場 の不均 衡 を含 む 場合(タ イプ1)の 推 定 方法

タ イプ1の モ デル は一 般 的 に次 の よ うな4本 の式 で表 現 で き、特 に立 地調 整 関

数 は、2つ の市場 の不均 衡 局面 の組 み合 わ せ に よ り、3つ ケ ース に分 けて考 えな

けれ ば な らな い。

YD=XV+u

YS=1(E+v

△E=ε(YPk-YSk)

=△Ek(YPk-YSK
,LS几D)

。/:認:瑠

レ⑳ 一YS)(諭ξ

qj・m㎞(Y職j-YSkj)

:△E<0

:△E>0,LD<LS

:△E>0,LD>LS

需要関数

供給関数

立地調整関数

(5.52)

(5.53)

(5.71)

シ ョ ー トサ イ ド原 則(5.10)
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ここで、 推 定 す べ きパ ラ メ ー タは γ と κ、 ε、 ξで あ る。前 述 した繰 り返 し手

順 を採 用す る と、 パ ラ メー タ推 定 の段 階 で は、LDとLSは あたか も既 知 のも の

として計 算 に用 いる こ とが で き る。

5.4.2で 説 明 した最 尤法 にな らって 、3っ の局 面 ご とにX、E、Q、LS、LD

の同時 生起 確 率 密 度 を計 算 す る と以下 の よ うに な る。

a)△E<0の 場 合(5.4.2の 場合 と同 じ)

h・-1∞ Φ[
傷 πεσv

x1 exp百
π σu

ユ

2

1
」2

△E一 εQ+εKE

εσv

(Q…釜v)2

1
2

b)△E>0,LD<LSの 場 合(5.4.2の 場 合 と 同 じ)

hd2=
Y2「π ε σu

xl

侮 π σv

1㎝ Φ[⊥
2

⊥
2

2
△E+εQ一 εxγ

εσu

・xp[(K号iQ/]

c)△E>0,LD>LSの 場合(労 働 市 場 の不 均衡 が影 響 す る)

hd3=
便 πεσu

xl

1⑳[

exp百
π σv

ナ←弊 一州
圭(κ呈;Ql

(5.72)

(5.73)

(5.74)

式(5.72)、(5.73)、(5.74)を 用 い て 尤 度 関 数Lを 構 築 し、 そ の 対 数 を と る と次 の

よ う に な る 。

1・gL-・・n・t-Nl・9ε一Nl・9砺一Nl・9砺一鵡 ㈹2

-

2隷(圃 乳2鵡(△ 鴫 εKず

一鵡(齢XV)2一 鵡(qK局2

2

一姦

。鵡(△ 噛 ξ・εα・x・) (5.75)

こ こで、 ψ1は 供 給 超 過局 面 の デ ー タの集 合 を意 味 し、 ψ2は 需 要超 過 で か つ労働

供給 超 過 の局 面 を、 ψ3は 両 市 場 が とも に需 要超 過 局面 にあ るデ ー タ集合 を表 わ し

て いる。 ^^^^^^

次 に尤 度 関数 を最 大 にす る γ、 κ、 σu2、 σv2、 ε、 ξを求 め るた め式(5.75)

を各 々 で偏 微分 す る とつ ぎの6つ の 式が 得 られ る。
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翌
=

〈
Y

ム

ΣXQ・ き畏x厘 ・き§xl識 ξ△E (5.76)

禽=

Σx'x

ΣEQ4ΣE'△E
甲2Ψ3ε ψ1 (5.77)

ΣE冒E

州 混,(⑯ 嬢(Q一押 鋤2] (5.78)

州 裂(Q-x喋(Q・ 誓一X喋(Q・ 轡 廟/
(5.79)

Nε+美 一Σ(Q一 要ムE一禽E)△E+6』 Σ(Q+學 一x勧△E
ε σu2tり2εσ

v2ψ1
バ バ

+壽§(Q+糊 嘲 器1ξ司

く

∂罪 一ε§(⑯ △㈹ ξ㈹

バ

唱 △ず(器12ξ珂器)一・

(5.80)

(5.81)

バ バ ハ 　 バ バ

これ らの式(5.76)～(5.81)を 同時 に満た す γ、 κ、 σu2、 σv2、 ε、 ξを求 め

れ ば よ い こ ととな る。 これ らの連 立 方程 式 は非線 形 で あ り、解 析 的 に解 く こ とは

でき な い。 こごで ξの値 が与 え られ る と、前 節 で述 べ た 方 法 に よ り式(5。76)～(5
バ 　 バ バ バ

.80)を 同 時 に 満 足 す る よ う な γ 、 κ、 σu2、 σv2、 ε の 値 を求 め る こ とが で き る。
へ

そ こで この手 順(図5-3)と 、 式(5.81)を 満 足 す る よ うな ξを求 め る手 順 とを相

互 に繰 り返す こ とに よ って 、す べ て の未知 パ ラ メー タの 値 を求 める こ とが で き る。
へ

こ こで 、式(5.81)は ξに関 して非 線 形 で あ り、 解 析 的 に解 く こ とはで き な い。 そ
ム

こで ニ ュー トン法 を適 用 し、 ξの値 を順次 更 新 して い く こ とに した 。 な お、 そ の

際用 いる式(5.81)の 一 回微分 は以下 の よ うにな る。
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∂薯 一一ε§(嘲 翻 ξ噛

一2乙㎡(器12ξ響
(5.82)

ξの初 期 値 と して は、 労働 市場 の不均 衡 が影 響 を与 え な い こ とを意 味 す る0を 用

いれ ば よ い。

(2)需 要 関数 に労 働 市 場 の不均 衡 を取 り込 む場合(タ イプ2)の 推 定 方 法

需要 関 数 に 労働 市 場 の不均 衡 を含 む場合 に は、不 均衡 の 大 き さLD-LS、 あ

る いは需 給 の比LD/LSを 、他 の立 地要 因 と共 に説 明変数Xに 含 め る ことに よ

り、5.4.2に お いて 説 明 した方 法 で推 定 を行 な う こ とがで き る。 この 際 、局 面 の

分離 は商 品 ・サ ー ビス市 場 の不 均衡 に関 しての み行 い、 ψ1と ψ2に 分離 す るだ け

で よい。

以上 で 説 明 した 推 定 方法 を用 いる こ とに よ り、 労働 市 場 の不 均衡 を考 慮 した立

地モ デル の推 定 が 可 能 とな る。 労働 市場 の不均 衡 を考 慮 しな いモデ ル(タ イプ0)

と、 こ こで と り上 げ た タイ プ1と タ イプ2の 、 計3つ のモ デル の適 用性 は、対 象

とす る業種 の特 性 に よ って異 な って くる と考 え られ る。 そ こ で、次 節 の実 証分 析

にお いて 、各 業 種 に 関 して それ ぞれ3つ の タイプ の モデ ル の推 定 を行 い、 そ の比

較 を行 って適 合 度 の 高 いも の を選 ぶ こ ととす る。

なお 、人 口移 動 モ デル で はす べ ての変 数 の値 が既 知 で あ るの で、 一般 の最 小 二

乗 法 を用 い て パラ メ ー タ ε。を推 定 すれ ば よ い。

5.5不 均 衡活 動立 地 モデ ルの湖南 地域 への適用

5.5.1モ デル 作成 の前 提 事項 とデ ー タ整備

本節 で は、 モデ ル を適 用 す る にあ た って前 提 とな る事 項 に つ いて考 察 す る。

(1)ゾ ー ニ ン グ

本研 究 に お いて は 、 デ ータ入 手 の容 易 さも考 慮 して市 町 村 を単位 とす る ゾー ニ

ングを行 な う。 した が って 図5-4に 示 す よ うに 、滋 賀県 湖 南地 域 の各 市 町村 ご と

に計29個 の ゾー ンを設 定 す る こ と とす る 。 さ らに、 滋賀 県 湖南 地域 は①京 阪 神 へ

の通 勤 世帯 が 増 加 して いる こ と、② 京 阪神 都市 圏 で 財 ・サ ー ビス を購 入 す るも の

が少 な くな い こ と、③ 本地 域 へ の製 造 業 の進 出 は、主 と して大 阪府 に立地 して い

た企 業 の移 転 に よ る もの であ る こ とな ど、 様 々な 側面 で 、京 阪 神都 市 圏 の影 響 を

受 けて い る。 そ こ で、 本モ デ ル で は、対 象 地域 に影響 を与 え る京阪 神都 市 圏 を地

域 外 ゾ ー ン と して不 均衡 活 動享 地 モ デル の中 に取 り入 れ る こ と と した 。 その集 積

量 な どのデ ー タ は、 京都 府 お よび 大 阪府 の都 市 部 の総 計 を用 い、外 生 的 に与 え る

こ とと して い る。

(2)産 業活 動 の分 類

5.3で 述 べ た よ うに本 研 究 で は、 表5-2の よ うな産 業 分類 を行 な って い る。
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す な わ ち産 業活 動 を、① 第1次 産 業、 ② 建設 業 、 ③ 製造 業 、④ 小売 業 、⑤ 対 事 業

所 物 財型 産 業 、⑥ 対 事業 所 サ ー ビス産 業 、⑦ 公 務 の7つ に分 類 して、 そ れ ぞれ の

業種 ご とにモ デル を作成 す る こ ととす る。

(3)ゾ ー ン間時 間 距離 の考 え 方

ゾー ン間時 間距 離 の算定 方 法 は 、第4章 と同様 で あ る。す なわ ち、 ゾ ー ン間 の

時 間距 離dijは 、 ゾ ー ン中心 間 の移 動 時 間dri」 と、 ゾー ン内 の移動 時 間dZiと
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表5-2産 業活動 の業種分類

業 種 分 類 変数 内 容 予測方法

①第1次 産業 E1 農業 林業 水産業 トレン ド

②建設業 Ec 鉱業 建設業 トレン ド

③製造業 E2 建設業 不均衡モデル

④小売業 E3a 小売業 不均衡モデル

⑤対事業所物財型産業 E39 卸売業 不動産業 電気ガス業 不均衡モデル

⑥対事業所サービス業 E3s 金融保険業 運輸通信業 サービス業 不均衡モデル

⑦公務 Ep 国家公務 地方公務 線形モデル

dZ」 を 用 い て 次 の よ う に 表 わ す こ と と す る 。

d麺=d2隆+dr顛+dz5 (5。83)

この うち、 ゾー ン中心 間 移動 時 間 は、 国道 と主要 地 方道 か らな る図5-5に 示 す

道路 ネ ッ トワー ク上 で 、現 状 に お いて利 用率 の高 い経路 の時 間距 離 を算 出 し、 そ

の加重平 均 値 と して 与 え る こ ととす る。 た だ し、新 規 の経 路 を除 いて 、経路 間 の

分担 率 は現 状 の値 をそ の ま ま用 い る こと とす る。一 方 、 ゾー ン内の所 要 時 間 は ゾ

ー ンご との市 町村 道 路 等 の地域 道 路網 のス トッ ク量(ゾ ー ン面積 に対 す る道路 面

積 の比率)の 関数 と して求 め る こ と とす る 。

(4)地 域 の変 化 を と らえ る時 間単位

本 研究 で 対 象 と して いる滋賀 県 湖南 地 域 は、 京 阪神都 市 圏 の影 響 を大 き く受 け

て お り、通 勤世 帯 の 流 入や 大規 模 な交 通 施設 整 備 に対応 して比較 的短 期 間 に地 域

経済 の局 面 に変 化 が 起 こる と考 え られ る こ とか ら、1年 間 を時 間単位 と して モデ

ル化 を行 う こ と とした 。

(5)統 計 デ ー タの整 備

本 モデ ル 作成 のた め に必 要 とな るデ ー タ とその 出典 は表5-3の 通 りで ある。 立

地量 の変 化 を と らえる 年次 は1980～1981年 の1年 間 と したが 、 資料 の調 査 年次 が

そ ろっ て いな いた め、 モデ ル推 定 に先 立 って まず線 形 補 間 を行 いデ ー タ の整備 を

行 った。

5.5.2不 均 衡 活動 立 地 モ デル の パ ラ メー タ推 定結 果

本節 にお いて は、 先 に定 式化 した 不均 衡 活動 立地 モ デル のパ ラ メー タ を5.4

の方法 に よ り、推 定 す る。
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表5-3統 計 デ ー タの 出典

変 数 出 典 年次

人口P

第1次 産業従業人口E1

公務従業人口E3p

通勤流動Cl」

国勢調査 5年 毎

第2次 産業従業人 口E2

第3次 産業従業人 口E3g,E3s 事業所統計 3年 毎

小売業従業人口E3a

小売販売額Q3a

卸売販売額Q3g

商業統計 2年 毎

工業出荷額Q2

工業用地面積A2 工業統計 毎年

農地面積A1 県統計表 毎年

買物流動Su

業務流動Bu

トリップエ ンドQ3s

京阪神都市圏
パーソントリップ

調査

1980年

時間距離dij,IC 道路交通情勢調査 3年 毎

生活基盤投資額Life 市町村行財政年報 毎年

以下 、各 モ デル 式 の 推定 結 果 につ いて述 べ る こ ととす る。

(1)不 均衡 産 業 立地 モデ ル 式

各 産業 につ いて、1980～1981年 の 間 の従 業人 口の変 化量 に よっ て局面 分離 を行

な い、需 要 関数 、 供給 関数 お よび 立地 調整 関数 の推 定 を行 な った。 労働 市場 の不

均衡 を考 慮 に いれ な いタ イプ(タ イプ0)お よび 、考 慮 に いれ た タイ プ1と タイ

プ2に つ いて 、5.4で 示 した方 法 に基 づ い て推定 を試 みた 。 その 比較 結果 を表

5-4に ま とめ て示 す 。 ここで は、 再現 精 度 を比 較す るた め に、対 数 尤度 、立 地 変

化量 の再 現値 と実 績値 との相 関係 数 ・残 差平 方 和 のほ か 、活 動 量の再 現 値 と実績

値 との相 関 係数 ・残 差平 方 和 を用 いる。 活動 量 の再 現 値 は、 推定 された パ ラ メー

タ を用 いて 需要 量 と供給 量 を再 現 し、 その値 を比較 して小 さ い方の値 を とる こ と

によ り算 出 で き る。

これ よ り、小 売 業 や物 財 型 の第3次 産 業 で は タイプ0の 再現 性 が 高 く、 労働 条

件 は有 意 で な いか 、 説 明力 の 向上 に寄 与 しな い。 これ は、 ス ー パー マー ケ ッ トや
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表5-4労 働市場の考慮方法による推定結果 の比較

タイプ0 タイプ1 タイプ2需 要関数にて考慮

労働市場を 立地調整関数

考慮しない において考慮 比(LD/LS) 差(m-LS)

小 対数尤度 一374
.6

一374
.3

一374 .6

△E3a相 関係数 0.3030 0.2039 0.3028 符号条件を

売 △E3a残 差平方和 2598 3767 2598

Q3a相 関係数 0.9961 0.9933 0.9961 満足しない

業 Q3a残 差平方和 7.326×106 11.547×106 7.329×106

物 対数尤度 一396
.0

一394 .4
一395
.9

財 △E3g相 関係数 0.6037 0.4897 符号条件を 0.6005

産 △E3g残 差平 方和 1683 3421 1823

業 Q3g相 関係数 0.9843 0.9843 満足しない 0.9843

Q3g残 差平方和 4.801×107 4.801×107 4.801×107

サ 対数尤度 一429
.7

一539
.5

一429 .4 一428
.2

1 △E3s相 関係数 0.8081 一〇
.8517 0.8061 0.8373

ビ △E3s残 差平方和 22728 72185 23033 19748

ス Q3s相 関係数 0.8929 0.8934 0.8965 0.8962

業 Q3s残 差平方和 3.357×107 3.751×107 3.235×107 3.251×107

製 対数尤度 一611
.4

一637
.6

一611
.0

一608
.6

△E2相 関係数 0.7539 0.0425 0.7651 0.7723

造 △E2残 差平方和 10480 38634 10035 10164

Q2相 関係数 0.8718 0.9442 0.8714 0.9719

業 Q2残 差平方和 2.046×107 1.475×107 2.042×107 2.070×107

物 流 業種 で は、不 足 す る労働 力 をパ ー トタイム や アル バ イ トと いう形 で補 うこ と

が でき るた め 、立 地 の拡 大 に とって労 働 市場 の需給 バ ラ ンス は あ ま り問題 にな ら

な い こと を表 して いる と理 解 でき る。 一 方 、対 事 業所 サ ー ビス 業 と製 造 業 で は、

いず れ も タイ プ2の 再 現性 が高 く、立 地 に とって 労働 条 件 が制 約 にな っ て い る こ

とが確 かめ られ た 。 いず れ の業種 も、 タイ プ1の 関数 は立 地 調整 関数 の再 現 性 が

劣 って い る。

各産 業 につ いて 、需 要 関数 の説 明変 数 を入 れ 替 え て推 定 を 行 い、 説 明 力 の高 い

組 み合 わせ を求 め た。 そ の結 果 を表5-5に 示 す 。③ 小 売 業 に つ いて は、 商 圏人 口

の ほか に定数 項 を用 い る こ とに よ り再 現性 を改 善 す る こ とが で きた 。 立 地変 化量

の再 現性 は高 い とは言 えな いが 、不 均 衡 局面 はほ ぼ正 しく再 現 され て いる 。④ 対

事業所 物 財 型産 業 も 、需要 関数 の説 明変数 に業 務 圏従 業 人 口 と定 数 項 を 用 いた 場

合 の説 明力 が高 か った。⑤ 対事 業所 サ ー ビス業 で は、需 要 関数 を業 務 圏 従業 人 口

と労働 市 場 の超 過 需 要量 で 説 明 した モ デル が得 られ た 。立 地 変 化量 の 相 関係 数 も

0.837と 高 く、説 明 力 の高 いモ デ ルが 得 られて いる 。⑥ 製造 業 は、 イ ンタ ーチ ェン
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表5-5不 均衡産業活動立地モデル式 の推定結果

YD3a=0。9066SP十557生2

YS3a=13.514E3a

△E3a=0.00349(YD3a-YS3a)

X24620

ρ20,860

決 定 係 数0.6533

再 現 変 数 実績値平均 再現値平均 相関係数

立地変化量 △E3a 40.91 42.44 0.3030
小売販売額Q3a 17920 17064 0.9962

対
事
業
所
物
財

YD3g=4.3729BE十24240

YS39ニ31.164E39

△E3g=0.000586(YD3g-YS3g)

X2945.17

ρ20.5440

決 定 係数0.7426

再 現 変 数' 実績値平均 再現値平均 相関係数

立地変化量 △E3g 33.78 33.22 0.6037

卸売販売額Q3g 17309 17896 0.9843

対

事

業
所

サ

ー
ビ

ス

YD3sニ1.5404BE

-0
.2233(LD-LS)

YS3s=2.0436E3s

△E3s=0.01247(YD3g-YS3g)

X2530.21

ρ20.3823

決 定 係数0.8475

再 現 変 数 実績値平均 再現値平均 相関係数

立地変化量 △E3s 97.58 73.59 0.8374

トリップエン ドQ3s 5544 6003 0.8962

製

造

業

YD2ニ ー223.071C十 〇.09951A2

-a1448(LD-LS)

十10212.O

YS2=1.4123E2

△E2=0.00597(YD2-YS2)

X2226.41

ρ20.1568

決 定 係数0.8629

再 現 変 数 実績値平均 再現値平均 相関係数

立地変化量 △E2 125 119 0.7723

工業出荷額Q2 9878.2 9902.8 0.8719

ジまで の時 間距 離 、工 業 用地 面 積 の ほか に、 超過 労 働 需要 量 と定 数項 を用 いて需

要 関数 を構 成 す る こ とによ り説 明 力 の高 いモデ ルが 得 られ て いる。

(2)そ の他 の 産業 立 地 モ デル 式,

公 務 従業 人 口推定 モ デル 式 の最 小二 乗 法 に よ る推 定 結果 を表5-6に 示 す 。t値

か らみて も各 変 数 は 有意 で あ り、 重相 関係 数 も高 く説 明力 は高 い。 県庁 の あ る大

津や 自衛 隊 の基 地 が あ る今津 は、 人 口か ら考 え られ る水準 よ りも多 くの公 務 従業

人 口が あ る こ とか ら、 こ の2つ の ゾー ン を示 す ダ ミー 変数 を取 り入 れ て い る。
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表5-6 奪務従業人 ロモデル式の推定結果

説 明 変 数 ハ。ラメータ値 t値 決定係数 F値 相関係数

人 口P 0.01787 16,145

0.9685 400.33 0.9841大津今津ダミー 1530.87 8,876

定数項 一151
.77
一3
.566

表5-7 人 口移動モデル式の推定結果

Life△P
s=0.062U5(LD'-LS')P

t値(8.088)

決 定 係 数
F値

実績値との相関係数

0。7003

65.419

0.76128
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図5-6人 口の社 会 移動 量 の再 現 結 果
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表5-8 交通流動モデルの推定結果

説 明 変 数 パ ラメータ値 t値 決定係数 相関係数

買

物

流

動

発生量 人 ロP 0.4212 34.12 0.9757 0.9881

流動

ハ。ターン

(5.47)

小売業従業人 口10g(E3a) 1.2137 30.37

0.8780 0.9731時間距離dij 一〇.1149 13.50

地域外ダミーd㎜y 一〇.6854 8.42

業

務

流

動

発生量 総従業人口E 0.9005一 25.59 0.9576 0.9792

流動

パ ターン

(5.48)

第3次 従業人 口log(E3) 0.8139 26.18

0.8345 0.9575時間距離dij 一〇
.0821 12.42

地域外ダミーd㎜y 一〇
.2313 3.22

通
勤
流
動

流動

パ ターン

(5.49)

総従業人 口10g(E) 0.2359 生35

0.8477 0.9804時間距離dij 一〇.0885 8.12

地域外ダミーd㎜y 一4.4415 40.94

(3)人 口移 動 モ デル 式

次 に、 人 口移 動 モ デ ル式 の推 定 結 果 につ い て述べ る。 また 、推 定 に用 いた人 口

の社 会増 減 量 は、 地域 人 口の変 化 量 か ら、地 域 経済 の不均 衡 の 影響 を受 けて 移動

を決 定 した わ け でな い大 都 市 圏へ の通 勤 世帯 人 口 と、 人 口の 自然増減 量 を差 し引

いた もの で あ る。 人 口の 自然増 減 量 を推 定 す るた め に用 いた 出 生率 、生 存 率 と、

労働 供給 量 を求 め るた め に用 いた 年齢 階 層 別労 働力 率 の値 は第3章 、第4章 と同

じも ので あ る。

最 小 二乗 法 に よる人 口移動 モ デ ル 式 の推 定結 果 を表5-7に 示 す 。t値 か らみ て

も 反応速 度 係 数 は有意 であ り、説 明力 は高 い。 再現 値 と実 績値 との比較 を図5-6

に示 す 。

(3)交 通 流 動 モ デル 式

最 尤法 に よ る交通 流 動 予測 モ デ ル式 の推 定 結 果 を表5-8に 示 す。63)

日常 買物 流 動 モ デル 式 お よび 業務 流 動 モ デル 式 は、 パ ラ メー タ の符号 条 件 を満

足 して お り、 サ ー ビス規模 が大 き い ほ ど、時 間距 離 が短 いほ ど魅 力 度が 高 いも の

と して推 定 され て い る。t値 か ら見 て も各 変数 は有 意 で あ り、決 定係 数 の値 も高

く説 明力 は高 い。 な お、先 に述 べ た よ うに、 地域 外 の業 務 地 を表 す ゾ ー ン を取 り
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図5-7通 勤流動推定モデル式の再現結果

入 れ 、京 都 ・大 阪 の サー ビス立地 量 をそ の ゾー ンの立 地 量 と して外 生 的 に与 え て

い るが、 実 際 に は、京 都 ・大 阪 の立 地量 のす べ て が本 地 域 を対 象 と して い るも の

で はな い こ とか ら、域 外 ダ ミー変 数 を取 り入 れ て そ の分 を割 り引 く必要 が ある こ

とが わか った。 両 モ デル 式 とも 、域 外 ダ ミー変数 も符 号 条 件 を満 た して い る。

通勤 流 動 モ デル 式 につ い て は、符 号 条件 を満 足 した精 度 の高 いモ デ ル を得 る こ

とが で きた 。t値 か ら見 て も各 変数 は有意 で あ り説 明力 は高 い 。図5-7に 現 況再

現 結果 を示 す 。

5.5.3不 均 衡 活動 立地 モデ ル の現 象 再現 性 の検 証

本節 では 、前 節 に お いて作 成 した不 均衡 活 動 立 地 モ デル が 、滋 賀 県 湖 南地 域 に

おけ る地 域経 済 の局 面 に対応 して 変化 す る入 口や 各 産 業従 業 人 口を再 現 し得 るか

ど うか につ いて検 討 す る こ と とす る 。 その 方法 と して は 、1975年 の実 績 値 を初 期

値 と して与 え た上 で 、1985年 に至 る10年 間 に つ いて連 続 的 に シ ミュ レー シ ョ ンを

行 い、 そ の結 果 得 られ る!985年 の再現 値 と実績 値 と を比 較す る と とも に、 この10

年間 の変化 量 の推 定値 と実績 値 の比 較 を行 う。 な お、 外 生変 数 につ い て は、各 年

度 に おけ る実 績値 を使 用す る。

図5-8～5.12に 人 口お よび 各産 業 の従業 人 口の再 現 シ ミュ レー シ ョ ン結 果 を示

す 。対 事 業所 サ ー ビス産 業 を除 いて精 度 良 く再 現 して いる こ とが わ か る。 変 化 量
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は いず れ も 少 し過 大 とな って い るが 、そ の差 は小 さ く、1年 間 のデ ー タを も とに

10年 間の再 現 を行 った こ と を考 慮 すれ ば十分 な再 現 精度 であ る。 この間 に立 地 メ

カニ ズム が大 き く変化 して いな い こ とが確 認 された 。対 事 業所 サ ー ビス 業 につ い

て は、大津 の過 小 推定 が問題 であ り、そ れ 以外 の ゾー ンで はほ ぼ妥 当な 結果 が得

られ て いる 。 これ は、本 モ デル で は地 域 外へ の消費 が 流 出 して いる ことは考 慮 し

て いるが 、 地域 外 か らの買物 ・業 務 トリップ の流入 を考 慮 して いな い こ とが原 因

で ある と考 え られ る。実 際 に は、 大津 へ 湖 北地 域や 京都 市 山科 地 域 な どか らの買

物 ・業 務 トリッ プが か な りの程 度 流入 して い る と考 え られ る。 そ こで、 以 下 のモ

デル適 用 に あ た って は 、大 津 の商 圏 人 口と業務 圏従 業 人 口に、地 域外 か らの流 入

分 を外 生 的 に加 算 す る こ と とす る。

以上 の結果 、実 際 の人 口や産 業 の立 地傾 向 をか な り表現 でき るモ デル が 作成 で

きた 。

5.5.4地 域 経 済 の不 均 衡局 面 に関す る検 討

本節 で は 、作 成 した不 均衡 活 動 立地 モデ ル の 中で、 滋 賀県 湖 南地 域 の地 域 経済

の不均 衡 局 面 の推 移 を確 認 す る こ と とす る。前 項 で説 明 した再 現 シ ミュ レー シ ョ

ン によ って 、各 市 場 の不 均衡 局 面 を検 討 す る ことが で き る。表5-9は 、各 市 場 に

お いて供給 超 過 にな って い る市 町 村 の数 を年次 ご とに示 したも の で ある 。

商 品 ・サ ー ビス市 場 を見 る と、 物 財型 の 産 業 は全 ゾ ー ンで需 要超 過 局面 にあ る

こ とがわ か る 。 これ らの第3次 産 業 の立 地 は不 足 して お り、増 加傾 向 にあ る一 方

で、地 域 の 消 費需 要 は京 阪神都 市 圏 へ漏 出 して いる と考 え られ る。対 事 業所 サ ー

ビス業 で は、石 部 、 甲西 が 当初 か ら、土 山、竜 王 、永 源 寺 ・能 登川 が 途 中 か ら供

給超 過 局 面 に属 して いる 。石 部・ 甲西 は高 速道 路 等へ の広域 的 な ア クセ ス条 件 を
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表5-9再 現 シ ミュ レー シ ョン によ る市 場 不均 衡局 面 の判 定 結 果

年 次 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85

商
品
・

サ

ー
ビ

ス

市

場

小 売 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

対事業所
物財型産業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

対事業所
サービス産業

2 2 3 3 5 3 4 5 6 6 6

製 造 業 5 6 8 9 10 8 11 10 11 12 12

労 働 市 場 0 0 0 0 2 2 2 3 4 4 4

数字は供給超過局面に属するゾーン数を表す

生かした集積が見 られる市町村であるが、地域からの需要 に比べて過大な立地 に

なっていると考え られ る。製造業の市場 では、供給超過局面 にあるゾー ンが経年

的に増加 している。湖南地域では京阪神都市圏から製造業が多 く移転流入 してお

り地域の製造業立地ポテ ンシャル以上 の立地量が進んできた様子が読み とれる。

労働市場の推移を見 ると、多 くのゾー ンでは労働需要超過局面が安定的 に続 い

ており、地域の労働機会の確保 という人 口の定住化のための条件は満た されてい

る。 しか しながら京阪神への通勤人 口の流入が激 しか った志 賀、安土では、労働

供給が急激に増加 し、1979年 か ら労働 供給超過局面 に移行 している。流入 してき

た世帯の労働力 の全部が京阪神都市圏に通勤するわけではな く、地域 内に余剰 の

労働力が発生 していることを表 している。また、中主、蒲生 は労働需要 が急激に

減少 した結果、最近労働供給超過 の局面に移行 した。前述 したように、大阪な ど

からの製造業の移転流入が沈静化 し製造業の労働需要量が減 少 して きているゾー

ンは多いので、 この問題は今後多 くの市町村で問題 とな ることが予想される。

つまり、湖南地域では、この10年 間で は域外への通勤人 口が流入 してきたこと

により地域入 口は増加 しているが、同時に産業の移転立地 は減少 してきてお り、

地域の 自立的な発展の条件である労働需要超過局面への誘導のためには、地域内

で産業を育成 し自前の労働機会 を確保す ることが重要にな ってきていることが確

かめられた。

5,6湖 南地域 の基 盤施 設整 備計画 に関す るモデル分析

5.6.1モ デル分析の方法

本章では、前章において作成 した不均衡活動立地 モデルを用 いて、京阪神都市

圏か らの影響や各種基盤施設 の整備が、滋賀県湖南地域の産業や人 口の将来的な
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表5-10操 作変 数 の コ ン トロール トー タル値

1985年 1995年 変化分

京阪神への
通勤者(人)

65800 83100 17300

工業用地面積(ha) 2074 2432 358

生活基盤施設整備

投資額(億 円)
1575 3716 2141

立地 に どの よ うな影 響 をも た らす か につ いて モデ ル分 析 を行 う こと とす る。具 体

的に は、

① 京 阪神 か らの主 な影響 と して通 勤世 帯 の立 地 を取 り上 げ、 そ の将来 立 地パ タ
ー ン と産 業 や人 口の将 来 的 な立 地動 向 との関 係 を分 析す る。

② 工 業用 地 の整 備 と製造 業 の 立地 動 向 の関係 につ いて 分析 す る。

③ 広域 的な 交通 の処 理 に資 す る よ うな幹 線道 路 網 の整 備 は、 地域 内外 の結 び つ

きに大 きな変 化 を与 え、 地域 構 造 の変 化 と産 業 の立 地 に大 きな影 響 を持 つ こ

とが 予想 され る ため 、 その 効果 につ いて分 析 す る。

④ 生活 基 盤 施設 の整 備 と人 口の立 地動 向 につ いて分 析 す る。

ここで は、1985年 か ら1995年 に至 る10年 間 を検 討対 象期 間 とす る。 次節 で述 べ

るよ うに、 この10年 間 にお ける域 外 へ の通 勤世 帯 の立 地 パ タ ー ンを4通 り、工 業

用地整 備 パ ター ンを4通 り、 さ らに幹 線 道 路網 の整備 パ ター ン を4通 り、 生活 基

盤施設 整 備 へ の投 資 パ ター ンを3通 り設 定 し、 その組 合 せ につ いてモ デル シ ミュ

レー シ ョン を行 い、1995年 の 産 業や 人 口の立地 パ ター ンの 予測 を行 う こ ととす る。

な お、 シ ミュ レー シ ョ ンに 当た って使 用 す る、 域外 へ の通 勤 者数 と工 業 用地 開

発面積 、 お よび 生活 基 盤施 設整 備 投 資額 の コ ン トロ ール トー タル値 は、第3章 の

分析結 果 か ら外 生 的 に与 え られ る。 そ の値 を表5-10に 示 す。

モ デル シ ミュ レー シ ョン によ っ て得 られ る1995年 の予 測結 果 につ いて は、地 域

の産 業や 人 口の立 地 量 の ほか 、商 品 ・サ ー ビス市 場 お よび労 働 市場 にお いて 需要

超 過局 面 とな っ て い るか 、流 動 の総 効用 、 通勤 流 動 の域 内完 結 度な どの視 点 か ら

評 価 ・検 討 す る こ と とす る。

5.6.2施 設 整 備案 の設 定

本節 で は、1985年 か ら1995年 まで の10年 間 にお け る域 外通 勤 世帯 の立地 パ ター

ン、工 業 用 地整 備 パ ター ン、幹 線 道路 網 の整 備 パ ター ン と生活 基盤 施 設整 備 へ の

投 資 パ タ ー ン を複 数 個 設定 す る こと とす る64)。

な お、 幹 線 道路 につ いて は、路 線 ご とに現在 の区 間 内交通 量 と整 備 後 の道 路 規
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表5-1!京 阪神 通勤 世 帯 の立 地 パ ター ン
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大
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草

守
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栗

中

野

石
甲

水

土

甲

甲
信

安

蒲

日
竜

永

五

能

マ

今

朽

安

高

新

格 に基 づ い て走行 速 度 を想 定 して リンクの 走行 時 間 を設 定 し、 設定 した 走 行時 間

を 用 いて新 し いゾ ー ン中心 間 の時 間距 離 を算 出す る。 さ らに、 各 ゾ ー ン内 々 の所

要時 間 を、 生 活基 盤 施設 整備 に よ る地 域 内 道路 網 の 整 備量 に基 づ い て推 定 し、 こ

の両 者 を加 える こ とに よ りゾー ン間 の時 間 距離 を求 め る こ こ と した。

(1)域 外 通勤 世 帯立 地 パ タ ー ン(表5-11)

まず 、通 勤世 帯 に つ いて は 、以 下 の よ うな4つ の パ ター ン を考 えた 。

①1995年 の 通勤 世 帯 の ゾー ン別 割 合 が1985年 の通 勤 世帯 の ゾー ン別 割 合 に 等 しい

と考 え る現況 型 の パ ター ン(Cl)。

②1985年 か ら1995年 の10年 間 で の通勤 世 帯 の各 ゾー ンで の増 分 が 、1975年 か ら19

85年 の増 分 と同 じゾ ー ン別 割 合 で起 こる とす る トレン ド型 の パ ター ン(C2)。



[5.6湖 南地域 の基盤施設整備 計画 に関 するモデル分析]241

表5-12工 業 用 地整 備パ ター ン

工 業 適 地 工 業 用 地 整 備 パ タ ー ン
市町村 適 地 名 面積

(ha)

(11)

現 況 型

(12)

トレ ン ド型

(13)

分 散 型

(14)

誘 導 型
入日市 岡 田

林 田

16.6

9.6

○

○
O

O

草 津 山 寺

南 笠

27.6

9.9

O

O
O
O

守 山 古 高
勝 部

31.7

35.4
O
O

○
○

○
○

栗 東 下 戸 山

絡

16.7

14.8

○

○
野 洲 十 八 田 12.1 ○

甲 西 朝 国 9.3 ○ ○

水 口 水口工業団地

杣 中

71.8

2.3

○

○

○

土 山 市 場 ・沢
東 垣 外

前 野

5.5

6.3

2.7

○

○

○

甲 賀 甲賀工業団地

隠 岐

29.6

33.3

○ ○

○ ○

甲 南 杉 谷

柑 子

27.4

6.8

○

○

○

○

蒲 生 鋳 物 師
長 谷 野

111.3

32.0

○
○

○
○

○

日 野 北 脇
鳥 居 平

84.5

6.5

○

○

○ ○

竜 王 鏡
岡 屋

19.8

23.7

○
○

五個荘 石 塚 21.5 ○

能登川 今 11.1 ○ ○

マキノ 西 浜

下 開 田

11.0

20.9

○

○

今 津 南 新 保 9.6 ○

新 旭 あ い ば 5.7 ○

○印は整備する工業適地を示す

③ 今後 の通 勤世 帯 の増 加 は、公 共 交 通機 関 を用 いて京 都都 心 部 まで に1時 間 以 内

で到 達 で き る ゾー ンの みで起 こ る と考 え、 さ らに宅 地 開発 のた め の余裕 が 大 き

い と考 え られ る人 口密 度 の低 い ゾー ンで よ り多 く増 加 す る と考 え る分散 型 の パ

ター ン(C3)。

④ 同様 に公 共 交 通機 関 を用 いて京 都都 心 部 に1時 間以 内で到 達 で き る ゾー ンの み

に流 入 す る と考 え 、 さ らに1975年 か ら1985年 まで の10年 間で の通 勤 世帯 の増分

の少 な い と ころで よ り多 く増 加 す る と考 え る積 極 開 発型 のパ タ ー ン(C4)。

(2)工 業用 地 整 備 パ ター ン(表5-12)

工 業 用地 の整 備 にあ た って は、 農地 な どカ・らの転 用 可能 性 を考 慮 す る必 要 が あ
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表5-13道 路 整備 パ ター ン

No 整 備 路 線 整備区間 整備 距離 R1 R2 R3 R4

種類 (㎞)

1 1号 京滋バイパス(一 般) 草 津～瀬 田 新設 6.4 ○
2 1号 京滋バイパス(高速) 草 津～京都府 新設 18.4 ○
3 161号 湖北バイパス 海 津～今 津 新設 6.0 ○
4 161号 高島バイパス 新 旭～高 島 新設 14.2 ○
5 161号 湖西道路(高 速) 北小松～真 野 新設 22.5 ○
6 161号 湖西道路(高 速) 真 野～坂 本 新設 7.7 ○
7 161号 西大津バイパス 坂 本～錦 織 新設 生4 ○
8 303号 水坂 トンネル 改良 4.9 ○
9 303号 奥琵琶 トンネル 新設 3.6 ○
10 307号 八 日市～ 日 野 拡幅 9.0 ○
11 307号 裏 白峠 上朝宮～京都府 拡幅 3.5 ○
12 367号 花折峠 途 中～梅ノ木 改良 8.8 ○
13 421号 入 日市～近江入幡 拡幅 5.0 ○
14 421号 永源寺～三重県 改良 9.5 O

15 422号 信 楽～三重県 拡幅 7.1 ○
16 湖周道路 マキノ～今 津 新設 9.1 ○ ○
17 湖周道路 草 津～守 山 新設 14.7 ○
18 湖周道路 守 山～近江入幡 新設 18.6 ○ ○
19 主316大 津能登川長浜線 草 津～野 洲 拡幅 8.6 ○ O
20 主316大 津能登川長浜線 近江入幡～能登川 拡幅 8.3 ○ ○ ○
21 主331草 津伊賀線 草津～栗東上砥山 新設 5.8 ○
22 主331草 津伊賀線 栗東上砥山～甲西 新設 5.7 O ○ ○
23 主331草 津伊賀線 三 雲～貴生川 新設 5.2 0 ○ ○
24 主348大 津草津線 近江大橋 拡幅 2.6 ○
25 主353彦 根近江入幡線 改良 11.0 ○
26 主355野 洲甲西線 拡幅 7.0 ○ ○
27 主358栗 東志那中線 拡幅 6.7 ○
28 県111栗 見入 日市線 栗 見～五個荘 拡幅 9.3 ○ ○
29 都計 大津湖南幹線 矢 橋～中 主 新設 15.6 ○ ○
30 都計 山手幹線 瀬田～栗東上砥山 新設 12.0 ○ ○ ○
31 都計 野洲川幹線 新設 9.3 ○ O
32 都計 安土八 日市幹線 新設 9.2 ○

る。 そ こで本 研究 では 、通 産省 の工 業適 地 調 査 の結 果 か ら今後 工 業 用地 と して整

備 が可 能 で ある地 区 を抽 出 し、 この地 区の 中か ら358haを 今 後10年 間 で公 的 に整

備 す べ き地 区 と して 、 以下 に示 す4っ のパ ター ンを設 定 した。 す な わ ち

① 誘 導政 策 が あ ま り積 極 的 に行 わ れず 、 過 去 に お ける 集積 が 多 い ゾー ンか ら整 備

を進 めて い くとす る現 況型 のパ タ ー ン(11) 。

②1975年 か ら1985年 ま での立 地 量 の増 加 分 の多 い と ころか ら重 点的 に整 備 を進 め

て いく と した トレ ン ド型 のパ ター ン(12)。

③ 積極 的 な 誘導 政 策 の結 果 、過 去 の集 積 が 少 な い ゾー ンの工 業適 地 か ら重 点 的 に



[5。6湖 南地域の基盤施設整備計画 に関 するモデル分 析]243

ゴ'～ 「h 、
.},ノ

「 ノ

、
・ノ?

/

皐!

4`ダ

.輪

な1

家」

ア

、.〆

刀(、

～-」

＼　＼.
2脳 ＼

10

11

12
13

14

15

16

17

18

19

20
21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31
32

1号 京滋パイバス(一般)

1号 京滋バイパス(高速)
161号 湖北バイパス
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307号
307号 裏白峠
367号 花折峠
421号

421号
422号

湖周道路
湖周道路

湖周道麗

主316大 津能登川長浜線
主316大 津能登川長浜線

主331鞘 伊賀線

主331草 津伊賀線

主331草 津伊賀線
主348大 津草津線

主353彦 根近江八幡線

主355野 洲甲西線

主358栗 東支那中線
県111栗 見八日市線 ・

都計 大灘湖南斡線

都計 山手幹線
都計 野洲川幹線

都計 安土八日市幹線

熔

図5-13幹 線 道路整備の対象路線
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整 備 を進 め て い くとす る分散 型 のパ タ ー ン(13)。

④工 業 適地 の うち立 地 未決 定面 積 の大 き い と ころか ら整 備 を進 め て い くとす る誘

導型 の パ タ ー ン(14)。

(3)幹 線 道 路整 備 パ タ ー ン(表5-13)

幹 線 道路 の整 備パ ター ン を設 定 に先 立 ち 、 まず 第9次 道 路整i備5か 年 計画 、 県

長期 構 想 おFよび都 市 計 画街路 の整 備計 画 をも とに今 後10年 間 に拡 幅 、 改 良 ・新設

が行 わ れ る可 能性 のあ る路線 を抽 出 した 。 そ の結果 を図5-13に 示 す 。次 に今 後10

年 間で 可能 な 道路 整 備路 線 を 、次 の4つ の考 え方 に基 づ き選 択 す る こ と と した 。

① 大 津 の 中心機 能 をさ らに高 める た め に、大 津 に つな が る路 線 の整 備 を重 点 的 に

進 める大 津 重点 型 のパ ター ン(R1)。

② 湖 西地 域 、近 江 入幡 ・入 日市 地域 、 及び 甲西地 域 で の路 線 整 備 を行 い大 津 へ の

過 度 の集 中 を防 ぎ、 複数 の中心 都 市 の育 成 を図 る拠 点育 成 型 の パ タ ー ン(R2)。

③ 整 備路線 の 中 でも、 周辺 部 に位 置 す るも の に整 備 の重 点 をお く地 域 振 興型 のパ

ター ン(R3)。

④ 大津 へ の過 度 の集 中 を防 ぎ草 津 へ の機 能 分担 を図 る た めに草 津 及 び 草津 の下位

地域 にお け る路 線 の整 備 を行 う草津 重 点型 のパ タ ー ン(R4)。

以 上 の考 え 方 によ り選択 された 整 備路 線 を表5-13に 示 して い る 。

(4)生 活基 盤施 設整 備 投 資額 配 分 パ ター ン(表5-14)

生活基 盤 施 設 の整 備 に投資 す る予算 の配 分 につ い て は、 以下 に示 す3つ のパ タ

ー ンを設 定 した。 す な わち 、

①各 ゾー ンの人 口規模 に応 じて総 投 資 額 を配 分す る基 本型 のパ ター ン(L1)。

② 入 口増 加 量 の大 き い ゾー ンほ ど、地域 内道路 や 小 ・中学 校 な どの生 活 基 盤施設

整 備 の必 要性 は高 い と考 え、1980年 か ら85年 まで の 各 ゾ ー ン の人 ロ増 加量 の比

に応 じて配 分 す る人 口増 加 追随 型 の パ ター ン(L2)。

③1980年 か ら85年 ま で にゾー ン内人 口が減 少 して い る6ゾ ー ン に全 投 資 額 の1/3

を、 人 口が増 加 して いる23ゾ ー ンに2/3を ゾー ンの 人 口規 模 に応 じて配 分 す る

地 域 振興 型 の パ ター ン(L3)。

5.6.3シ ミュ レー シ ョン分 析結 果

本節 で は、前 節 で設 定 した 検 討 パ ター ンを組 み合 わせ た計192通 りの ケー ス に

つ いて シ ミュ レー シ ョンを行 い、 その 結果 につ いて考 察 す る こ ととす る 。

まず 、 現況 型 の通 勤 世帯 立 地 パ ター ン(C1)、 現 況 型 の工 業 用 地整 備 パ タ ー ン(I

l)、 大 津 重点 型 の幹 線 道路 整 備 パ ター ン(Rl)、 基 本型 の生活 基 盤 施設 整 備 パ ター

ン(L1)、 の組 み合 わせ を基 本 ケ ース と して取 り上 げ考 察 す る こ と と した 。 表5-15

に基 本 ケ ース に よ る シ ミュ レー シ ョ ンの結 果 、各 市 場 にお い て供給 超 過 局 面 が発

生 した ゾ ー ン数 を示 す。 この数 は 自立 条 件 を満 足 で きな い ゾ ー ンの数 を示 して い

る。

商 品 ・サ ー ビス 市場 を見 る と、第3次 産 業 はほ ぼ 全 ゾー ンで需 要超 過 局 面 にあ

る こ とがわ か る。 この こ とか ら湖南 地 域 の第3次 産 業 の立 地 は どの ゾー ンに お い

ても不 足 してお り、立 地 ポ テ ン シャル は高 いた め今 後 も 立 地 が拡 大 して い くと考
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表5-14生 活基 盤 整 備投 資 額の配 分 パ ター ン
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え られる。 その反面、供給 が不足 しているため、地域の消費需要は京阪神都市圏

へ漏出 していると考 えられる。なお、対事業所サービス市場の不均衡局面は、19

85年 か らほとん ど変化 しない。製造業の市場では、供給超過局面にあるゾーンが

経年的に増加 していく。湖南地域では京阪神都市圏か ら製造業 が多 く移転流入 し

てお り地域の製造業立地ポテ ンシャル以上 の立地量があったが、近年では製造業

の移転流入 は沈静化傾 向にあり、さらに大都市 圏内部に良好な工業用地が開発 さ

れ再流 出が起 これ ば超過供給局面 に移行す ることが予想 される。 このような理由

で、製造業の需要 は減少 し超過供給 ゾーンが増加 していく。 したがって湖南地域

においては、供給超過 ゾーンを減少 させ製造業 の立地減少を食 い止 める ことが重

要であり、そのためにはどのパター ンの整備策 を用いれば効果的であるかを分析
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表5-15基 本 ケース整備案の場合の市場不均衡局面の予測結果

年 次 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95

商
品
・

サ

ー
ビ

ス

市

場

小 売 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

対事業所
物財型産業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

対事業所
サービス産業

6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

製 造 業 12 12 11 15 16 16 19 19 19 20 22

労 働 市 場 4 5 4 4 3 4 5 5 8 10 11

数字は供給超過局面に属するゾーン数を表す

す る必 要 が あ る。

次 いで地 域 の労働 市 場 の不均 衡 につ いて 考察 す る。 労働 供 給 超過 局 面 にあ る ゾ

ー ンは経年 的 に増 加 して い るが 、 これ は製 造 業 の立 地滅 少 に とも な っ て、 地域 の

労働 需 要 が減 少 したた め であ る と考 え られ る。労 働 供給 超 過 局 面 で は地 域 人 口に

労働 機 会 を提 供 す る こ とが で きず 、 人 口の 定住 化 を図 る上 での 大 き な制 約 とな る

た め、 どのパ ター ンの整 備 を組 み合 わせ れ ば供 給 超 過 ゾー ン を少 な くす る こ とが

で き るか を分 析す る必 要が あ る。

以 上 の基 本 ケ ース で の考察 をふ まえ 、モ デ ル シ ミュ レー シ ョンに よ って 得 られ

た予 測結 果 につ い て、 次 に示す 評 価 指標 の も とで評 価 ・検 討 す る こ ととす る 。す

なわ ち 、労 働 市場 にお け る供給 超 過 ゾー ン数 、製 造 業市 場 にお ける供 給 超 過 ゾー

ン数 、地 域 人 口、 地 域 の総 従業 人 口、買 物 流動 の総 効 用 、業 務 流動 の総 効 用 、通

勤 流動 の域 内率 、 の7つ で あ る。

まず、1995年 の各市 場 の不 均 衡 局面 につ いて検 討 す る 。 シ ミュ レー シ ョンの結

果 通勤 世 帯 立地 パ ター ンによ る相 違 はな か った ので 、 ここ で は現況 型 の通 勤世 帯

立 地 パ ター ン(C1)で の 予測値 を用 いて考 察 す る。 表5-16に 労 働 市場 に おけ る供 給

超 過 ゾー ン数 を、 表5-17に 製 造 業 の市 場 の 供給 超 過 ゾー ン数 を示 す。 労働 市場 の

不 均衡 局 面 に は、 生 活基盤 施 設 整 備配 分 パ ター ンが 大 き く影 響 して お り、 人 口増

加 追随 型 の 整備(L2)が 効 果 的 で あ る。 これ は地 域 の人 口が生 活 利便 性 の 向上 に よ

って地 域 に定着 し、人 口が需 要 す る産 業 の 立地 を促 して 労働 需 要 が拡 大 した た め

で ある と考 え られ る 。 また 生活 基 盤施 設 整 備 と対 応 す る よ うな 拠点 育 成 型 の幹 線

道路 整備(R2)を 行 な う ことが望 ま しい。 製 造 業 の不 均 衡局 面 につ い て は、 分散 型

の工 業用 地 整備(13)を 行 な う と供 給超 過 とな る ゾ ー ンが増 加 す る。 これ は、 製造
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表5-16労 働 供 給 超過 の ゾー ン数(1995年)

生活基盤整備案 (L1)基 本 型 (L2)人 口増加 (五3)地域振興型

追 随 型

11 12 13 14 11 12 13 14 11 工2 工3 14
現 ト 分 誘 現 ト 分 誘 現 ト 分 誘
レ レ レ

工業用地整備案 況 ン 散 導 況 ン 散 導 況 ン 散 導
ド ド ド

型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型

道 (R1)大 津重点型 11 11 11 11 9 9 9 9 11 11 12 11
路

網 (R2)拠 点育成型 12 12 12 12 8 8 11 9 12 12 12 12
整
備
案
(R3)地 域振興型 11 11 11 11 9 9 11 9 12 12 12 12

(R4)草 津重 点型 11 11 11 11 9 9 11 9 12 12 12 12

表5-17製 造 業市 場 の供給 超 過 の ゾー ン数(1995年)

生活基盤整備案 (L1)基 本 型 (L2)人 ロ増加 (B)地 域振興型
追 随 型

11 12 13 14 11 12 13 14 11 12 13 14

現 ト 分 誘 現 ト 分 誘 現 ト 分 誘
レ レ レ

工業用地整備案 況 ン 散 導 況 ン 散 導 況 ン 散 導
ド ド ド

型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型

道 (R1)大 津重点型 22 22 23 22 22 22 23 22 22 22 23 22
路
網 (R2)拠 点育成型 22 22 23 22 22 22 23 22 22 22 23 22
整

備 (R3)地 域振興型 22 22 23 22 22 22 23 22 22 22 23 22
案
(R4)草 津重点型 22 22 23 22 22 22 23 22 22 22 23 22

業立 地 ポ テ ン シャ ル の低 いゾ ー ンに無 理 に立 地 を誘 導 しても 供給 超過 局 面 に シ フ

トさせ るだ けで 、効 果 は期 待 で き な いた めで あ る と考 え られ る。

表5-18に は、残 る5つ の評 価指 標 につ い ての 分散 分 析 の結果 を ま とめて い る。

これ よ り、 そ れ ぞれ の指標 に対 して説 明力 の 高 い要 因 を把握 す る こ とが で き る。

どの評 価 指 標 に つ い ても3次 の交 互 作 用効 果 は有 意 で はな く、2次 の交互 作用 効

果 も あ ま り大 き くな い。工 業 用地 整 備 の効 果 は他 の要 因か ら独 立 して いる こ とが
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表5-18評 価指標 に対する分散分析

要 因(自 由度)

地域総人ロ 地域総従業人口 買物流動総効用 業務流動総効用 通勤流動完結度

寄与率 F値 寄与率 F値 嵜与率 F値 寄与率 F値 寄与率 F値

COHU通 勤 世 帯立 地 案(3)

IHDU工 業 用 地整 備 案(3)

H昭 生 活 基 盤整 備 案(2)

ROAD幹 線 道路 案(3)

CO凹ロ×1闘DU(9)

CO凹ロ×LIFE(6)

CO駈UXROAD(9)

IM}U×LIFE(6)

1四DU×RO胡(9)

LIFE×RO創)(6)

3次 元 以 上(135)

90.1

0.2

1.4

0.2

0.0

7.1

0.8

0.0

0.0

0.1

0.2

25519寧 ホ

50紳

577零 零

66韓

0

1005宰 宰

74‡ 宰

O

o

9零 零

36.3

51.0

0.6

9.6

0.0

2.0

0.3

0.0

0.0

{L1

0.1

17678*ホ

24828**

470**

4679*傘

0

482宰 ‡
'52宰 零

0

0

15韓

87.7

0.2

2.0

1.6

0.0

8.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.1

30856縣

80牌

1053零 零

573緋

0

1402牌

43寧 傘

1

0

6纏

17.3

38.9

5.7

36.3

0.0

1.4

0.2

0.0

0.0

0.0

0.1

7740韓

17443*宰

3855林

16285**

1

307ホ 率

28宰 零

1

1

7韓

6.2

3.2

0.6

89.6

0.1

0.1

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

6231紳

3235韓

929榊

89679榊

27韓

27紳

20傘 ホ

1

2甲

13韓

総分散(191) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0'

掌 は有意水準0.05で 有意な要因

脚 は有意水準0.01で 有意な要因 を表す。

(万人)
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図5-14地 域 総 人 口の予 測結 果(1995年)

わか る。概 して通 勤世 帯 立地 パ ター ンの影響 が大 き い。

図5-14に は地 域 人 口の予測 結 果 を示 して いる。 通勤 世 帯 立 地 パ タ ー ン と生 活基

盤 整 備 パ ター ンの寄 与 率 が大 き く、 そ の交 互作 用 効 果 も有 意 で あ る。 人 口の定 住

に と って は積 極 開 発型(C4)の 通 勤 世 帯立 地 パ タ ー ンが有 利 で あ る。 その 場合 に は

基 本 型(L1)の 生活基 盤 整 備 が望 ま し い。 しか し他 の通 勤 世 帯立 地 パ ター ンに お い

て は人 口増 加追 随 型 の生 活基 盤 施 設 整備(L2)を 行 な う方 が よ り有 利 で あ る 。幹 線
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図5-15地 域総 従 業人 口の予 測結 果(1995年)

道路 整 備案 は あ ま り影 響 力 を持 って いな いが 、積 極 開 発型通 勤 世帯 立地 パ ター ン

(C4)を とる場 合 には 、 それ に対 応 して拠点 育 成型(R2)や 地域 振 興型(R3)の 整 備 を

行 う こ とが必 要 とな る。 地 域総 従 業人 口の 予測結 果 を図5近5に 示 す。 従 業人 口の

立地 に対 して は、工 業用 地整 備 案 お よび 通勤 世帯 立 地 パ ター ンの説 明力 が 大 き い。

工業 用地 の整 備 は現 況 型(11)が 有 効 であ り、 地域 のも つポ テ ンシャル 以上 の製造

業 の立地 を誘 導 す る分 散 型整 備(13)は 効果 が な い。 通勤 世 帯立 地 パ ター ンは積極

開発 型(C4)が 望 ま しいが 、 これ は人 口の増 加 が 第3次 産 業 の需 要 を増 大 させ る こ

とに起 因 して いる 。幹 線道 路 整 備案 では 、特 に大 津重 点 型(R1)の 効 果 が 小 さ いが、

これ は京 阪 神 都 市 圏 との ア クセ ス の改 善 が地 域 の消 費需 要 の流 出につ な が るた め

で ある と考 え られ る。

さ らに、 流動 の効 率 性 につ いて検 討 す る。 図5-16に は買物 流 動 の総 効用 値 の 予

測 結果 を示 して い る。 これ に は通 勤 立地 パ ター ンの説 明力 が支 配 的 であ り、積極

開 発型(C4)の 立 地 パ ター ンが望 ま しい。 これ に対 応 して基本 型(L1)あ る い は地域

振興 型(L3)の 生 活 基 盤施 設 整備 を組 み合 わ せ る こ とが望 ま しい。業 務 流動 にっ い

て は、 道路 整 備 案 と工 業用 地整 備 案 が大 きな影 響 を持 って お り、 図5-17に 示 す よ

うに、 大津 重 点 型(R1)の 道路 整 備 案 の効 果 が大 き い。 また、 工 業用 地整 備 パ ター

ンの うち で は、 現 況型(11)の よ う に既 存 の 集積 の魅 力 を さら に高 め るよ うな 案 の

効果 が 高 く、他 の案 は効 率 が 悪 い こ とが わ か る。

最 後 に通 勤 流 動 の 完結 度 につ いて検 討 す る。 図5-18に 示 す よ う に、完 結 度 の 向

上 の た め に は幹 線道 路 整 備 の影 響 が大 き く、拠点 開 発 型(R2)の 整 備 が特 に望 ま し

い こ とが わ か った 。大 津 重点 型 の整 備(R1)は 、大 津 へ の ア クセ ス を改善 す る と同
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図5-18通 勤 流 動 完結 度 の 予測結 果(1995年)

時 に、 大津 と隣 接 す る京 阪神 都 市 圏へ の ア クセ ス改 善 を もた ら し、域 外 へ の流 出

が増 す 結果 にな る こ とがわ か った 。

以上 の結 果 か ら、滋 賀 県湖 南 地域 の今後 の発展 の方 向性 と して次 の2つ が考 え

られ る。す な わ ち 、

(1)効 率 性 を重 視す るな らば、 通勤 世 帯や 製造 業 を現況 のよ う に交通 利 便性 の 良

いゾー ンに立 地 させ て、 そ の結 果 と して の人 口増 加 の多 い ゾー ンの生 活 利便 性 を

向上 させ る。 さ らに大 津 へ の アクセ ス を改 善 して一 層 の機能 の集 中 を図 る こ とが

望 ま しい。 これ に よ り流動 の効 率化 が進 む が 、 その 反面 労働 力 や 消費 需 要 の流 出

も増 加 し、 京 阪神 都 市 圏へ の依 存 は ます ます 強 ま る傾 向 とな る。

(2)効 率 性 の 面 で は劣 るも のの 、積 極 的 に地 域振 興 を行 い地 域 と しての 完結 性 を

高め て い く方 向 が考 え られ る。 こ の施策 は、地 域 振 興型 の 生活 基盤 整 備 を通 して

利便性 を向 上 して通 勤 世帯 立地 を誘 導 し、 地域 の拠 点 とな るべ き市 町 村 との ア ク

セス道 路 整 備 を進 め る とい うよ う に、複 数 の整 備 手段 を組 み合 わ せ る こ とに よ り

は じめて 可 能 とな る。 ただ し、製 造 業 を立 地 ポテ ンシ ャル の低 いゾ ー ンに分 散 す

る施 策 は 効果 的 で はな く、立地 条 件 の良 い と ころへ の誘 導 を続 ける必 要 が あ る こ

とがわ か っ た。

本 研 究 で は 、大 都 市 圏か らの 自立 を政 策 目標 に して い るこ とか ら、 後 者 の整 備

案 を選択 す る べ きで あ る と考 え る。



252[Chapter.5]

5,7結 語

本 章 で は、 地域 構 造 が変 動 して い る都 市 圏 を と り上 げ、基 盤 施 設 整i備計 画 に関

す る分 析 を行 った。 その際 には 、地 域構 造 を望 ま しい方 向 へ誘 導 す る こ とに ょ っ

て 、都市 機 能 や産 業 活 動へ の 制約 を緩和 し、 地域 の発 展 を図 る と い う視 点 が重要

とな って くる。本 研 究 で は、 地域 構 造 の変 動 を地 域 経 済 の不 均 衡 に対 す る調 整過

程 と して とらえ 、施 設整 備 の 方 向性 に 関す る議 論 を整 理 す る と とも に 、動 学 的 な

分析 モ デル の作成 を行 った 。特 に、 大都 市 圏 か らの影 響 を様 々な 側面 で受 けて、

急激 な変 化 を起 こ しつ つ あ る滋賀 県 湖南 地 域 を対 象 と して、 大 都市 圏か らの不 均

衡局 面 の シ フ ト効 果 を活用 して、 地域 の 自立化 を図 るた め の基 盤施 設 整 備 案 に関

す るモ デル 分 析 を行 った もの で あ る。

5.2で は、地 域 構造 変 動 の メカ ニ ズム につ いて考 察 し、 動 学 的な アプ ロ ーチ

に基 づ く分 析 が不 可 欠 で ある こ とを述 べ た 。地 域 経 済 の不 均 衡 とい う概 念 を、 地

域変 化 の モデ ル化 、 他 の都市 圏か らの影 響 の解 釈 、 地域 整 備 の 方 向性 の 検 討 に用

いた 。 つ ま り、大 都 市 圏か らの影 響 に よ り当該 都 市 圏 の地 域 市 場 の需給 バ ラ ンス

が シフ トして いる こ とを指摘 し、 地域 の 自立 的 な 発展 のた め に は地 域 経 済 の不均

衡 を コ ン トロール す る こ とが重 要 で あ る こ とを指 摘 した。

5.3で は不 均 衡分 析 の視 点 か ら地 域 動学 モ デ ル に 関す る既 存 の研究 を概 観 し、

Wilsonの 動学 モ デル を拡張 す る こ とによ っ て、 活動 の立 地 と地 域 構造 の変 動 を

地 域経 済 の不均 衡 に よ って説 明す るた め の不 均衡 活動 立 地 モ デル の 定式 化 を行 っ

た。

5.4で は、 これ まで の計 量経 済 学 の成 果 をも とに して 、 こ の不均 衡 活 動 立地

モ デル の 推定 方 法 に つ いて考 察 した 。 また、 商 品 ・サ ー ビス市 場 の 不均 衡 と労働

市 場 の不 均衡 が 同 時 に立地 に影響 を及 ぼす 場 合 に つ いて の需 要 関数 ・供 給 関数 ・

立地 調 整 関数 を、最 尤 法 を用 いて推 定 す る方 法 を 開発 した。

5.5で は、 滋 賀県 湖南 地 域 を対 象 と して不均 衡 活 動立 地 モデ ル の作 成 を行 っ

た。 そ の結 果 、 当該 地 域 の変 動 をか な りの程度 説 明 でき る再 現 精 度 の高 いモ デル

を得 る こ とが で き た。

最 後 に5.6で は、 モデ ル 考用 いた シ ミュ レー シ ョン実験 を行 うこ と に よ り、

大 都市 圏か らの影 響 や各 種 の施 策 が地 域 の産 業や 人 口の立 地 に及 ぼす 影 響 に関す

る分 析 を行 った。 す な わち 、通 勤 世帯 の増 加 に 関 して複 数 のパ ター ンを想 定 し、

また複 数 の工 業 用 地整 備 案 、幹 線 道路 網 整i備案 、 生 活基 盤 施 設 整i備案 の も とで、

産 業や 人 口の将 来 の立 地 量 を 予測 した。 そ の結 果 、 効 率性 に重 点 を置 くか 、地 域

の 自立 化 に重 点 を置 くか に よ っ て異 な った2っ の整 備案 が得 られ る こ とが 明 らか

にな った 。 こ こで は 、地域 の 自立 化 を進 め る こ とが 重要 と考 え て 、幹 線 道路 網 整

備 や生 活基 盤 施 設整 備 、 さ ら に通勤 世 帯 の誘 導 を組 み合 わ せ 、積 極 的 に地域 振 興

を行 な う こと によ っ て、京 阪神 都市 圏 へ の漏 出 を防 ぎ地 域 の 完結 度 を高 め て い く

た めの 整備 案 を明 らか に した。

以上 の分 析 を通 じて 、本 研 究 で 開発 した不 均 衡 モ デル は 、地 域 構造 が 変動 す る

地 方都 市 圏の 分 析 を行 い基 盤 施設 整 備 計 画 を立 案 す る上 で 有効 な 道 具 とな り得 る
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こ とを示 し得 た と考 え る。

しか しな が ら・本 研 究 を通 じて 明 らか とな った問題 点 や課 題 も数 多 い。 そ こで

以下 に・今 後 の研究 課 題 と して と りま とめ て示 す こ と とす る。

(1)本 モ デル で は、産 業 の立 地 の制 約 と して商 品 ・サ ー ビス の需要 が あ るか とい

う点 と、労 働 力 を確 保 す る こ とが で き るか と いう2点 のみ を考 え て いる 。 しか し

なが ら、実 際 の企 業 の立 地 に は資 本 の制 約 な どもあ る と考 え られ 、 この点 につ い

てき め細 か に分 析 して い く必 要 が あ る。 さ らに 、労働 につ いて は専 門 的 な技術 を

必 要 とす る 労働 と単純 な労働 とを同時 に扱 って い るが 、今後 は労働 力 の質 の違 い

につ いて も考 慮 して い く必 要 があ る。

(2)本 モ デ ル で は、 サ ー ビス産 業 の魅 力 と して集 積 量 と時 間距 離 のみ を取 り上 げ

て いる。 しか し、 サ ー ビス に っ いて も質 の違 いを考慮 す る必 要 が あ り、今 後 は、

当該地 域 で 実際 に計画 され つ つあ る大 規模 店 舗 の導 入や 共 同店 舗化 、 あ る いは駐

車場整 備 の 効果 を考慮 で きる モデ ルへ 改 良 して い く必要 が あ る。

(3)さ らに 、大 都 市 圏 か らの影 響 を積 極 的 に導入 し、地 域 のた めに役立 て るた め

の工業 団 地 や住 宅 団 地 な どの整 備 と、地域 の産 業振 興 な どの 自立 につ な が る基 盤

施設 の整 備 との、 望 ま しいバ ラ ンス を明 らか にす る必要 が あ る。 そ のた め には、

人 口や 企 業 の流 入 によ る税 収 と財 政需 要 の変 化 を予 測す る必 要 が あ り、各 市 町村

の財政 をモ デル 化 して本 モ デル に組 み入 れ る必要 が あ る と考 え る。 これ に関連 し

て、政 策 の タ イ ミ ン グに関 す る分 析 も行 っ て い くこ とが望 ま しい。
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記 号:内 容(定 義 さ れ て い る式 番号)

j

a

σ
◎

S

R

y

i

i

j

k

2

3

3

3

,

e

,

能

漂

能

響

能

E
蟹

麗

恥
議

箭

臨
謡
饒

韻

登

麗

L
B

庸
穏

p

:工 業用 地 面積

:業 務 圏 内 の総 従 業人 口

:業 務 流 動

:ゾ ー ン間 の通 勤流 動

:地 域 外 通 勤者 の増 減

:ゾ ー ン間 時 間距離

:ダ ミー変 数

:ゾ ー ン中心 間 の移 動時 間

:ゾ ー ン内 の移動 時 間

:ゾ ー ン内 の移動 時 間

:総 従 業人 口

:t～t+1期 にお け る従 業者 の変 化量

:建 設 業従 業 入 口

:k業 種 の従 業人 口

:k業 種 の従 業人 口の変 化 量

:公 務 従業 人 口

:第1次 産 業 従業 人 口

:製 造 業従 業 人 口

:製 造 業従 業人 口の変 化量

:第3次 産 業従 業人 口

:小 売業 従 業人 口

:静 学 モ デ ル によ る従 業 人 口(均 衡 値)

:小 売業従 業入 口の変 化量

:対 事 業 所物 財 型産 業 従 業人 口

:対 事 業 所物 財 型産 業 従 業人 口の変 化 量

:公 務 従 業 人 口

:対 事 業所 サ ー ビス業 の従 業 人 口

:対 事 業所 サ ー ビス業 の従 業 人 口の変 化 量

:需 用 超過 局 面 で の確 率 密度 関 数

:供 給超 過 局 面 で の確 率 密度 関 数

:尤 度 関数

:従 業 地ベ ース の労 働 需 要量

:居 住 地ベ ー スの 労働 需 要量

:生 活基 盤 整 備 水 準

:従 業 地 ベ ー ス の労働 供 給 量

:居 住 地 ベ ー ス の労働 供 給 量

:人 口

(5.22)

(5.11)

(5.9)

(5.36)

(5.1)

(5.1)

(5.24)

(5.40)

(5.30)

(5.61)

(5.62)

(5.63)

(5.14)

(5.11)

(5.14)

(5.12)

(5.2)
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Pfm

Pm

△Pn

△Ps

P_1

Qk

Q2

Q3a

Q39

Q3s

Sij

SP

time

u

V

X

YDk

YD2

YD3a

YD3g

YD3s

YSk

YS2

YS3a

YS39

YS3s

m

皿

P

α

β

γ

ε

ε

θ

κ

λm

ξ

σU2

σV2

ψ1

ψ2

ψ3

:年 齢 階層 別 の女 性 人 口

:m年 齢 階 層 の人 口

:人 口の 自然 増減 量

:人 口の社 会 移動 量

:1期 前 の人 口

:k業 種 の地 域市 場 に お け る活 動 水準

:製 造 業 の活 動水 準

:小 売 販 売額

:物 財 型産 業 の活動 水 準

:対 事 業所 サ ー ビスの 活動 水 準

:買 物 流動

:地 域 小 売市 場 の商 圏 人 口

:交 通 ア クセ ス条件

:需 要 関数 の誤 差項

:供 給 関数 の誤 差項

:需 要 量 を説 明す るた めの説 明 変数

:k業 種 の 地域 市場 に おけ る需 要量

:製 造 業 の 需要 量

:地 域 小 売 市場 にお け る需要 量

:物 財 型 産 業 の需 要量

:対 事 業 所 サ ー ビス の需 要量

:k業 種 の地 域市 場 に お ける供 給 量

:製 造 業 の供給 量

:地 域 小売 市 場 に おけ る供 給量

:物 財型 産 業 の供 給 量

:対 事 業所 サ ー ビス の供 給 量

:年 齢 階層 別 の出生 率

:年 齢 階層 別 の死 亡 率

:未 知 パ ラ メ ー タ

:労 働 不均 衡 に対 す る入 口の反応 を表す パ ラ メー タ

:未 知 パ ラ メ ー タ

:未 知 パ ラ メ ー タ

:未 知 パ ラ メ ー タ

:年 齢 階 層別 労 働 力化 率

:扶 養 率

:Uの 分散

:vの 分 散

:供 給 超 過 局 面 のデ ー タ の集合

:需 要超 過 で か つ労働 供 給 超過 の局面 のデ ー タの集 合

(5.47)

(5.13)

(5.10)

(5.37)

(5.6)

(5.31)

(5.16)

(5.7)

(5.34)

(5.3)

(5.22)

(5.28)

(5.8)

(5.35)

(5.4)

(5.23)

(5.29)

(5.63)

(5.63)

:商 品 サ ー ビス市 場 、労 働 市場 が とも に需要 超 過 局面 にあ るデ ー タ集 合
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第6章 基盤施設整備計画を補完するイベント事業に関する理論的研究n2'

6.1概 説

前 章 まで で 、地 方都 市 圏 の定 住基 盤 整備 に関 す るモ デル 分析 につ いて述 べ て き

た 。地 方都 市 圏 の定住 化 の促 進 と経済 的 な発 展 のた め に は、人 口 と移 出型 産 業 を

支 え るた め の基 盤 施設 整 備 が重 要 で あ る と考 え 、そ の整 備 効果 を事 業 効果 と財政

効 果 の両面 か ら と らえ た。 さ らに、地 方都 市 圏 の地域 構 造 を前 提 と して 、 これ ら

の基 盤 施設 の整 備 計画 を策 定す るた めの分 析 方法 を明 らか に した 。

ここで 、以 上 の研究 で扱 っ た よ うな基盤 施設 の整 備 が実 際 に進 め られ る状 況 を

みる と、 これ ら の施設 の整備 に合 わせ て各 種 の イベ ン トが 同時 に企 画 され て いる

こ とに気 づ く。 基 盤施 設 はただ 作 れ ば よい と いうわ け でな く、 多 くの人 々 に利 用

され る こ とに よ り、初 めて そ の整 備効 果 が発 揮 され る。 そ こで、施 設 の完 成 や改

修 に合 わ せ て イベ ン トを実施 す る こ とによ り、新 しい施 設 の存 在 を広 く住 民 に周

知 させ 、 当初 か ら利用 度 を高 める こ とが期 待 されて いる3)。

また、近 年 注 目され て いる リゾー ト開 発 は、地 域外 か らの資 金 の流 れ を確保 す

る新 しい手 段 で あ り、一 種 の移 出型 産 業 と して位 置 づ け られ る。 リゾー ト開 発 で

は、基 盤施 設 と い うハ ー ドな施設 の魅 力 に加 え て、 ソフ トな魅 力 が集 客力 を大 き

く左右 す る。 そ こで 、施 設整 備 の効 果 を大 き く し、 そ れ を地 域 外 か ら地 域 内 へ の

資 金 の循環 と い う形 で 回収 す る こ とに結び 付 け るた め に は、 イベ ン ト事 業 の効 果

的 な実 施 が不 可 欠 とな って い る4》。

一方 、地 方 博 や 国体 な どの イベ ン トの実 施 に合 わ せ て、 関連 す る基盤 施 設 の整

備 が促進 され る とい う こ とも多 い。 これ は、 イベ ン トを実施 す る上 で基 盤 施設 の

裏付 けが不 可 欠 で あ る こ とを物語 って いる。 つ ま り、 イベ ン トを行 うた め には あ

る程 度 の基 盤 施設 の整 備 が前 提 とな り、既 存 の施 設 の整 備量 が 十分 でな い地 方都

市 圏で は、 イベ ン トの計画 を施設 整 備事 業 か ら独 立 して扱 うこ とが でき な い。 さ

らに、施 設 整 備事 業 を促進 させ る ため に イベ ン トを計 画 す る と い うケ ー ス も見 ら

れ る5)。

この よ うに 、施 設 整 備事 業 とイベ ン トとの 関連性 に は強 い もの があ る。 特 に十

分 な施設 整 備 を行 う予 算 に恵 まれ て いな い地 方都 市 圏 にお い ては 、 イベ ン ト事業

は施設 整 備 事 業 を補 完 す るも の として重 要 な役 割 を担 って い る。 また イベ ン トの

実 施 に あた って何 らか の施 設整 備 が 必要 とな る こ とが ほ とん どで あ る。 そ こで本

章 で は、 この よ うな イベ ン ト事 業 の役割 を考 察 し、施 設 整備 事 業 と効 率 的 に組 み

合 わ せ て い く方法 につ いて分 析 を実施 す る。 この 問題 は比較 的 新 しい問題 で実証

デ ー タ の蓄 積 も十 分 で な いた め、 前章 まで の よ うな実 証 的な 分 析 を行 うこ とは難

しい。 そ こで 本章 で は、 リゾー ト開 発事 業 を念 頭 にお いて、理 論 モ デル に よる分

析 を行 い、 定性 的な 知 見 を得 る こ とを 目標 とす る。

以下 、6.2で は基 盤施設 整 備 を補 完 す る イベ ン ト事 業 の意 義 につ いて 考察 す
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る。6.3で は イベ ン ト事 業 の集 客力 が基 盤 施設 の事 業 効果 を顕 在化 す る役 割 に

つ いて、 最適 制 御理 論 を導 入 して分 析 を行 う。6.4で は イベ ン ト事 業 が基 盤施

設整 備 の 財政 効 果 を顕 在化 させ 、整 備 を促 進 させ る効 果 を持 つ こ とを 明 らか にす

る こと とす る。

6.2基 盤 施 設 整 備 と イ ベ ン ト事 業

6.2.1基 盤施 設 の整 備 を補 完 す る イベ ン トの 役割

地 域 整備 にお い て は、住 民 の価値 観 の多様 化 、 豊 か さの 追 求へ の傾 斜 に伴 って、

基盤 施 設 に よ って提 供 され るパ ー ドな機 能 だ けで は満 足 で き な くな り、遊 び や快

適 さ を演 出す るソ フ トな工 夫 が要 求 され るよ う にな って き た 。 この こ とは、 生活

の た めに必 要 不 可欠 な基 盤 施設 の整 備 が 一段 落 し、次 の段 階 に さ しか か って いる

こ とにも起 因 して い る。つ ま り、 文化 施設 の よ うに、 人 に よ っ て使 用 方法 や必 要

度 が一 様 でな いよ うな施設 が整 備 され つ つ あ る。 この よ うな施 設 が利 用 され るた

め に は、多 くの人 々が その施 設 の存 在 を認 識 し、 それ ぞ れ の立 場 で利 用 方 法 を考

え る こ とが必要 で ある。 そ こ で、 イベ ン トを実 施 して整 備 した 施設 を広 く紹介 す

る こ とに よ り、利 用 を促進 させ る こ とが で き、 施設 の整 備 効 果 を早 期 に発 現 させ

る こ とが期待 で き る。 この よ うに 、 イベ ン トに は、 施設 整 備 事 業 の効 果 を広 く知

ら しめ る こ とに よ って事 業効 果 を顕 在 化 させ る 役割 が あ る6)。

さ らに、 リゾー ト開発事 業 の よ うな 場合 には 、 こ のよ う な施設 利 用 者 の増 大 は 、

地 域外 か らの資 金 の流 入 に つな が る こ とにな る 。 つ ま り、 施 設整 備 の 結 果 当該 地

域 の魅 力 が増 し、 そ れが イベ ン トを通 して広 くア ピ ール され る こ とに よ って、 当

該 地域 外 か らも来 客 が訪 れ る よう にな る7》。 この来 客 は地 域 内 で飲 食 ・宿 泊 ・買

物 な どの消費 を行 う。 また イベ ン トに対す る参 加料 や 入場 料 を支払 う こ とに な る。

この よ う に して、 地域 内 で行 った整 備 の効 果 が 地域 外 に波 及 し、 それ が 再 び地 域

内へ の資 金 の流 入 とい う効 果 を及ぼ す8)。 この メ カニ ズ ム は、 第2章 で説 明 した

財 政効 果 と類 似 して い るこ とが わか る。 そ こで 、 イベ ン トに よ る集 客 力 は、施 設

整 備 の資 本 の 回収 を早 め る と い う財 政 効果 を早期 に顕 在 化 させ る役 割 を持 って い

る と考 える ことが で き る。

以上 の考 察 か ら、 イベ ン トはそ の集 客力 の大 き さ によ っ て 、基盤 施 設 整 備 の事

業効 果 と財政 効 果 を早 期 に顕 在化 させ る とい う役割 を果 た して お り、 基 盤 施設 整

備事 業 を補 完 す る も の と して位置 づ け られ る。 よ っ て、基 盤 施 設事 業 を効 果 的 に

実施 す るた め には 、合 わせ て イベ ン トの計 画 につ いても考 慮 す る必要 が あ る と考

え る。

6.2.2イ ベ ン ト事 業 の効 果 とそ の前 提条 件

以上 の よ うな 効果 を期 待 で き る こ とか ら、 イベ ン トは地 域活 性 化 の重 要 な 手段

として位 置 づ け られ る よ うに な った。 参 加者 側 の 要 因 を考 え れ ば、社 会 が成 熟期

を迎 え て、余 暇 時 間 が増 大 した こ と、所 得 が増 大 した こ と、 生活 意識 が変 革 し豊

か さを追求 す る よ うにな った ことな どが、 イベ ン ト参 加 の意欲 を高 めて いる9>。
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また ・1988～1989年 度 の 自ら考 え 自 ら行 う地 域づ く り事 業(ふ る さ と創 生1億 円

事 業)資 金 は 、 自治体 が地 域 の個性 をア ピー ルす るた め の イベ ン トを開 催 す る契

機 とな った10)。

イベ ン トに は 、博 覧 会 、見本 市 の ほか、 展 示 ・発表 会 、 コ ンベ ンシ ョン、 シ ン

ポ ジ ウム、 祭 り、体 験 学 習会 な ど、 さ まざ まな 内容、 規模 のも のが あ る1D。 こ

れ らの イベ ン トの効 果 は その 企画 内容 によ って大 き く左右 され る。地 域 の特 色 を

生か す よ うな 内 容 の イベ ン トを企 画 す る ことは重 要 で あ り、 これ まで永 くプ ロデ

ュース を請 け負 って きた広 告代 理 店 な どで研 究が積 み重 ね られ つつ あ る12)。 勘

や経 験 に よ る部 分 が多 いこ とや、 地域 の独 自性 に起 因 して、 一般 的 な方 法論 の確

立 は困難 で あ るが 、 その ノウハ ウ は着 実 に蓄 積 され つ つあ る13》 。

こ こで注 意 しな けれ ば な らな い こ とは、 イベ ン トの効 果 を発揮 させ るた め には 、

イベ ン ト会場 施 設 、 イベ ン ト会場 まで の交通 施設 、利 用 客 のた め の観 光 ・宿泊 施

設 の ほか 、 イベ ン トを開 くにふ さわ しい環 境 をかた ち つ くる様 々な基 盤 施設 を整

備 してお く必 要 が あ る とい う こ とで あ る。 さ もな けれ ば イベ ン トに よる利 用客 が

地域 に交通 混 雑 な どの悪影 響 をもた ら し、 その 悪 い評 判 が逆 に拡大 され て しま う

ことにな る14)。 つ ま り、 イベ ン トを効 果 的 に実施 す るた め には 、基盤 施 設 の整

備 が前 提 とな るわ け であ る15)。 実 際、 建設 省 も1989年 度 よ り 「地 域 イベ ン ト推

進 事 業」 を創 設 し、街 づ く り、 地域 づ く りに大 き な効 果 を持つ イベ ン トを支援 す

るた め に、 関連 す る基 盤 施設 の重 点 的 ・効率 的整 備 を行 う こと と して い る16》 。

以上 の考 察 力・ら、 イベ ン トはそ の集 客力 に よ って、 ハ ー ドな施設 整 備 で は提 供

でき な い よ うな 地 域 の魅 力 を提 供す る ことが で きるが 、 その効 果 を発揮 させ るた

め には基 盤施 設 の裏 付 けが 必要 で あ る こ とが わか った 。 そ こで、 イベ ン トを計画

す る際 に は、 そ れ に見合 った施 設 を どの よ うに充 実 させ て い くか とい う問題 を含

めた総 合 的 な視 点 で問題 を と らえ る必 要 があ る。

6.2.3施 設 整 備 事 業 とイ ベ ン ト事 業 の連 携 の考 え方

以 上 の議 論 よ り、 施設 整 備 とイベ ン トの計 画 は独 立 に検 討 でき る問題 では な く、

両者 を効 率 的 に組 み合 わせ て相 互 に補 完 させ る ことが必 要 とな る 。議論 を明確 に

す るた め、 本 研究 で は リゾ ー ト開発 事業 を念 頭 に お き、 その事 業 を、 施設 整 備事

業 と、 イベ ン ト事 業 の2つ に分類 す る こ と とす る。

施 設整 備 事 業 とは、 効果 が時 間的 に持 続 す る よ うな物 的施設 を整備 す るた め の

事業 と定義 す る 。一 般 に効 果 の継 続 期 間が 長 いば か りで な く、事 業 の実施 自体 も

長期 に わ た る。 そ れ 自体 で は さほ どの 集客 力 を有 しな いが地 域 の魅 力 の基盤 とな

る事 業 で あ る。

一 方
、 イベ ン ト事業 とは 、 その効 果 が 瞬間 的 な事 業 と定義 す る。 こ こでは簡 単

のた め、事 業 を実 施 した 瞬 間か ら大 きな集 客 力 が現 れ るが 、事 業 を 中止 した 瞬間

に集 客 力 は な くな るも の と考 え る。

実 際 に は、地 方 博 の よ うな大 規模 な施設 整 備 を伴 うイベ ン トや 、遊 園地 のよ う

な イベ ン トの実 施 を前提 と して いる施 設 が存 在 し、 これ らの分 類 は 明確 で はな い

が17)、 こ こで は理 論 分析 の た め に効 果 の持 続 時 間 によ り両者 を分類 で き る と仮
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定す る。

施 設整 備 事 業 は、 これ まで 地域 整備 事 業 の主 要 な手 段 と考 え られ 、投 資 の大 き

な割 合 を 占 めて きた 。 この事 業 は投 資 の 回収 に長 期 間 を要 し、 そ の期 間 中 に来 客

数 が大 き く増 す こ と はな い。 やが て施 設 の 陳腐 化 と とも に評 判 が下 が り収 益 力 は

落 ち る こ とにな る。 そ こで イ ベ ン ト事 業 が 加 え られ る。 イベ ン ト事 業 は大 きな集

客力 を持 ち、 来客 数 を増 す が 、 これ は投 資 の 回収 を早 め るば か りで な く、施 設 の

良 い評判 を広 め る こ とに もつ なが る。 しか し施 設 整備 が 不 十分 な ま まイベ ン トを

開催 す る と、 来客 数 が施 設 の キ ャパ シテ ィー を越 え るた め に 、施 設 に対 す る評 判

が落 ち、 やが て来 客 数 が頭 打 ち にな る。

このよ う に、特 徴 は違 うが互 いに 関連 しあ って い る2種 類 の事 業 を う ま く組 み

合 わせ る必 要 が あ る。 本研究 で は、 その組 み合 わ せ の考 え 方 を以 下 の2つ に整 理

す る。 す な わち 、

(1)イ ベ ン ト事 業 の集客 力 を活 用 して、整 備 地域 の評判 を高 め る こ とに よ り地 域

の活 性 化 を 目指 す こ とを考 え る。 イベ ン ト事 業 に よ り施 設 整 備 の事 業 効 果 の発

現 を促 進 す る こと を考 え て い るが、 逆 に、 施設 整 備 事 業 を イベ ン ト事 業 の効 果

を発 揮 させ る前 提 づ くりの ため の事 業 と して とらえ る こ ともで き る。 これ を、

計画期 間 中の総 来 客数 を最 大 にす る投 資案 を求 め る問題 と して定 式 化 す る。

(2)基 本 的 に施設 整 備 に重点 がお かれ 、 イベ ン ト収 入 を施 設 整 備投 資 の 回収 と施

設 の さ らな る拡 充 にあて る ケー スが 考 え られ る 。つ ま り、 イベ ン ト事 業 は施設

整 備 事 業 の財政 効 果 を発現 させ るた め に用 い られ る。 この問 題 は、 見 込 まれ る

イベ ン ト事 業 の黒 字分 を計 画期 間 中の施 設整i備量 の増 分 に あて る と い う条 件 下

で、 施設 整 備 の計 画年 次 ま での総 投 資 額(現 在 価 値 表示)を 最大 にす る投資 方

法 を求 め る問題 と して定式 化 で き る。

これ らの投 資最 適 化 問題 は 、時 間積 分(汎 関数)を 目的 関数 と して、 これ を最 大

化す る操 作 変数 の経路 を求 め る とい う、最 適制 御 問題 と して定 式化 で き る18}。

(1)の 問題 は6.3で 詳 しく分析 す る。(2)の 問題 につ いて は6.4で 取 り上 げる。

6.2.4最 大 原理 を利 用 した 地域 投資 分 析 に 関す る既 存 の 研究

イベ ン ト事 業 は地 域 開発 の 個性 を内外 に 向け て 明 らか にす る手段 と して好 適 で

あ り、 特 に リゾー ト開 発 にお いて は重要 な事 業 とな る。 これ らの リゾー ト地 域 の

開 発や イベ ン トに 関す る従 来 の研 究 は 、 イベ ン ト事 業 を単 独 に取 り出 して そ の内

容 を質 的 側面 か ら論 じた もの が ほ とん どであ り、 施 設整 備 事 業 といか に組 み合 わ

せ るか と いう視点 が欠 け て いた よ うに思 われ る19》 。 本研 究 は地域 整 備 の 投資 効

果分 析 と いう枠 組 みの 中で 、 イベ ン ト事 業 の効 果 を量 的 な側 面 か ら裏 付 けよ う と

す るも の で ある。

イベ ン ト事 業 の投 資効 果 を 分析 す る場 合 、 そ の アプ ロ ーチ は動学 的 で あ りかつ

規 範 的 で ある ことが要 求 され る。 す な わ ち、事 業 運 営 に あた って 、個 々 の 自治体

は 自由 に資 金 を調 達 で き るわ け では な く、 計画 期 間 内 で の回 収 を促 進 す る た め に

イベ ン ト事 業 が用 い られ る と いう背景 を考 えれ ば、 時 間軸 に 沿 った 動 学 的 な分 析

が 必要 であ る。 また 、 イベ ン ト事 業 の効 果 の大 き さは 開催 時 の施 設 の 整備 状 況 に
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よ って変 化 す る。 イベ ン ト事 業 と施設 整備 事 業 との 間 には密 接 な 関連性 が ある。

施設 整 備状 況 を仮 定 して イベ ン トの投 資効 果 を分 析 し、 イベ ン トへ の投 資 額 を決

定 す る と い う方法 には 限界 が あ る。 なぜ な ら、 イベ ン トへ の投 資額 を決 定 す る こ

とは同時 に施設 整 備 事 業へ の投 資 額 を規定 す るので 、最 初 に仮 定 した 施設 整 備状

況が変 化 して しま うか らであ る。 そ こで 時系 列上 で 施設 の整 備 状況 を評 価 しな が

ら両事 業 へ の 投資 配 分 を 同時 に決 定 す る とい う考 え 方 が必要 とな り、規 範 的 ア プ

ロ ーチ を用 いる ことが 望 ま しい。

地域 整 備 の 投 資効 果 分析 に関す る既 存 の研 究 を概 観 した場 合 、 これ らの特徴 を

満 た した もの はほ とん どな い。

シス テム ・ダイナ ミ クス は動 学 的 な分 析 を身近 な も の に した が 、モ デル の信頼

性、 ブ ラ ッ クボ ックス 化 に よる挙 動 の不 明 瞭 さが問 題 とな り、 実 際 の計画 に用 い

られ る に は至 って いな い2ω 。 従 来静 学 的 な手 法 と して開 発 され て きた 土地 利用

モ デル を用 いて 、施 設 整備 効 果 の経 年変 化 を分 析す る試 みも肥 田野 、 中村 らな ど

いくつ か行 わ れ て い るが 、記述 的 な 分析 に と どまって お り、事 業 を時 間 的 にコ ン

トロール しよ う とす る視点 はな い21)。
一 方 、地 域 経 済学 の分野 では動 学 的 かつ 規範 的 な アプ ロー チ と して最 適制御 理

論 を用 いた研 究 が行 わ れ て い る。1960年 代 の半 ば 、T.C.Koopmansら はHarrod-

Domer型 のマ ク ロ資 本 蓄積 モ デル に最適 制御 を適 用す る こ とに よ り、 地 域 消費 と

投 資 の最適 配 分 を誘 導 した22)。M.A.Rahmanは このモ デル を拡 張 して、 地域 間 の

最適 投 資配 分 モ デル を開 発 した23》 。 これ らのマ クロ投 資モ デル につ い て、M.

Fujitaが 総 合 的な レ ビュ ー を行 って い るが24》 、 これ らは資 本 や投 資 を広 い概 念

で捉 えて お り、 実 際 のデ ー タ と対 応 づ けて 実証 的 に用 いる こ とは困難 であ った 。

これ に対 しK.C.Tanは 実 証的 に推 定 された 計量 経 済モ デル に最適 制御 を適 用す る

方法 を開発 した25)。 肥 田野 は わ が国 の地 域 開発 プ ロセ ス に着 目 し、開 発速 度 制

約 が存在 す る場合 の最 適制 御 問題 を定式 化 して分 析 を試 み て いる26)。 これ らの

研究 によ り、 実証 的モ デル と規範 的 モ デル の統 合化 の方法 が示 され が、 そ の適 用

範 囲 は、線 形 シス テム な どの簡単 なモ デル に 限定 され て いた た め、広 く適 用 され

る には至 らな か っ た。 また地 域投 資 全般 を対象 とす る分 析 は、精 度 か ら考 え て難

しい こ とが 課 題 とな って い る。

そ こで本 研 究 で は、 イベ ン トを伴 う地 域 開 発問題 に限 定 して 、投 資効 果 の分 析

を行 う。 その 際 、線 形 の シス テ ム で はな く、 ロ ジ ッ トモ デル を含 む 非線 形 システ

ム につ い て分 析 を進 め る 。 また後 述 す る よ うに、評 判 の蓄積 過程 を組 み込 ん で い

る点 に特 徴 が あ る。

6.3イ ベ ン ト事 業 の 集 客 力 に 関 す る 分 析

6.3.1イ ベ ン ト事業の集客力 の定式化

本節 では、計画期間内にお いて施設整備事業 とイベ ン ト事業に充てることので

きる総資金は一定 であ り、時間的 にも変化 しないと仮定する。そ して両事業への

各時点 における投資配分比 を操作変数 とし、期間中の総来客数 、すなわち期間中
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の来 客 数 の 時間積 分 を 目的 関数 と した 最 適化 問題 を考 える 。 これ に最 大 原 理 を用

いて操 作変 数 の最適 経 路 を求 める こ と とす る。

そ のた め に、 事 業投 資 と周 辺 の需 要 者 に与 え る効 用 、 効用 値 と来客 数 の関 係 に

つ い て定 式化 す る。

まず 、各 事 業 の投 資 額 とそ れ ら の事業 が 与 え る効 用 の 関係 につ いて仮 定 す る。

開発 地jが 各事 業 に よって一 人 の客 に与 え る効 用Ujは 、 イベ ン トに よるV」 、

施設 によ るWjと いう確 定項(こ の総和 をU」 とす る)と 、嗜 好 の 達 いな どに よ る不

確定 な項 εjと の和 で あ る と考 え る。

Uj=鳩+「 鴨+q=Uj+q (6.1)

簡 単 のた め 、 イベ ン ト事 業 に よる効 用V(t)は イベ ン ト投 資 額E(t)に 比 例 す る

と考 え る。

V(t)=αE(t)L(6.2)

αは パ ラ メー タで あ る。実 際 には 同 じ投資 額 で も、 ア イデ アや イベ ン トを打 つ

時 の状 勢 によ って 効用 の値 は異 な る こ とが考 え られ るが 、 そ の違 いは αの値 の

違 いに よ って表 わ され る と考 え る。

一 方、 施設 の整 備状 況 は 、実 際 に訪 れ て みな けれ ばわ か らな いの で 、人 々は事

前 に得 られ る地 域 の評 判W(t)を 効 用 の代 わ りに用 いて判 断 す る と仮 定 す る。 こ

の評判 は地 域 の特性 に よる部 分W(0)に 加 えて 、 そ の時 点 ま で に地域 に訪 れ た利

用 客 の施 設 に対 す る評 価R(t)が 蓄積 され た部 分 か ら成 る と考 え る。

W(・ イR③ 　 W(・)(a3)

時刻tで の施設 の評 価R(t)は 、 施設 ス トックS(t)が 充 実 して いる ほ ど大 き い

が 、来 客 数P(t)が 大 き い と混 雑 し、負 の効果 が生 じる と考 え る 。

R(t)=βS(t)-YP(t)

SC)イ ・③　 S(・)

(6.4)

(6.5)

S(t)は 施設 ス トック、P(t)は 来 客数 、F(t)は 各 時点 の施 設整 備 投 資 額 、 β、

γ、 は それ ぞ れ を効 用 に換 算 す るた め の パ ラ メー タ であ る 。

ここで 不確 定 効用 εjが 相 互 に独 立 な ガ ンベ ル 分 布 を とる と した とき に 、あ る

開 発地iへ の時 間来 客 数Pi(t)は 、競 合 す る各 開 発地(j=1、2、 ・・i、・・N)が 与 え る

確 定効 用U」 に よっ て、 以下 の ロジ ッ トモ デル で 求 め られ る。

・・(・)一壽expU'(0

Σ・xp恥

こ こに、 定数Qは 開発 地周 辺 の人 口を表 わす 。

(6.6)
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さ ら に 地 域 整 備 の た め に 同 時 に 使 用 が 可 能 な 資 金 は か な り限 られ る こ と か ら、

施 設 整 備 投 資 額F(t)と イ ベ ン ト投 資 額E(t)の 総 和 は 、 各 時 点 に つ い て 一 定 と

仮 定 す る 。

F(t)+E(t)=C(◎onst)(6 .7)

こ の 仮 定 の も と で は 、 イ ベ ン トへ の 投 資 配 分 比 を操 作 変 数u(t)(0≦u(t)≦1)

と す る こ と に よ り、

E(t)=Cu(t)(6.8)

F(t)=C(1-u(t))(6.9)

と あ らわ す こ と が で き る 。

6.3.2集 客 数 を最 大 化 す るイベ ン ト事 業投 資案 の導 出

開 発地iが 他 の開 発 地 に対 して 後発 で あ る状 況 で は、iを 除 く全 ての 」(j・1～

N)に つ いてUi<<Ujと 与 え られ る ので、 式(6.6)を 、

Pi(t)=kQexpUi(t)(kは 正 定 数)(6.10)

とい うよ うに 近似 でき る。 開発 地iの 効用 が周 囲に対 して大 き い状態 に関 す る考

察 は、6.3.3で 行 な う。以 後 では 、添 字 のiは 省 く。

これ らの 仮 定 の も とで、 最大 原理 を適用 す る こ とに よ り、 期 間中 の総 来客 数 を

最大 にす る投 資配 分 比 の最 適経 路u*(t)を 求 め る。本 問題 を定 式化す る と、以下

の よ うにな る 。

」イ聯 一一

恥 一J(・)・ 讐 一P(0-kQ・xpw(・)・xpl・C・(0}

x1-W(・)・ 誓 一βS(・)-YP(0

・・-S(・)・ 誓 一C(1-u(・))

・・一ち 薯 一1

ハ ミ ル ト ニ ア ンHは 、

H=一 ΨoP(t)+Ψ1(βS(t)-Yp(t))+Ψ2F(t)+Ψ3

ψ0、 ψ1、 ψ2、 ψ3に つ い て 、

亜一 璽=o
dt∂Xo

(6.11)

(6。12)

(6.13)

(6.14)

(6.15)

(6.16)

(6.17)
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讐 一一巽 一(Ψ0+VΨ1)買・)(…8)

d欝 ÷
一βΨ1(6・ ・9)

dΨ・
..亟.0(6・20)

dt∂x3

が 成 り立 っ 。

これ ら を 解 く と以 下 の よ う に な る 。 た だ し 、C。 ～C3は 積 分 定 数 で あ る 。

Ψo(t)=Co=-1(任 意 の 負 数)(6.21)

恥(・一寺← Ψ(ヅ鵯 一c・〉(a22)

ψ1(T)ニ0よ り、

向…(　 玩P・ ①d・)・・(a23)

讐 一粥 綱P(・)・ ・(a24)

これ よ り ψ1(t)は 単 調減 少 関数 で、

・一Ψ1(η ・Ψ1(・)・Ψ1(・)・c1寺1≦ 寺(6 .25)

物(・)　 一魎 由(a26)

ψ2(T)=0よ り、

。一βf軌①d…(a27)

叫)3(t)=c3=1(6●28)

こ れ ら を式(6.16)に 代 入 す る と 、 ハ ミル トニ ア ン は 、

H*=P*(t)+Ψ1*(t)(βS*(t)-Yp*(t))+Ψ2*(t)C(1-u(t))+1

(6.29)

と な る 。 目的Jを 最 大 化 す る こ と は 、 こ の ハ ミル トニ ァ ン を 最 大 化 す る こ と と 同

義 で あ る 。 そ こ で 、 ハ ミル トニ ア ンH寧 の 操 作 変 数uに 対 す る 挙 動 を み る 。

馨 ・(1-VΨ1*(0)・CP*(0・CΨ ♂(0(6.3。)

誓 一(1-YΨ1勒 α2C2ブ ①(6・3・)
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W(t》

uω

u=1

u=0

_型 観測値/

/
1nK(t)し きい関数

図6-1 しきい関数 と最適政策の切 り替 え

七

(イ ベ ン ト)

(施設整備》

ホ

式(6.25)よ り 、(1一 γ ψ1(t))>0。 し た が っ て 、

d2H率 は 常 に 正 で あ りH零 は
uに 対 して 下 に 凸 。

du2

uに は 制 約 領 域(0≦u≦1)が あ る か ら 、 そ の 区 間 で の 最 大 値 は 、 両 端 の いず

れ か で と る 。 そ こ で 、H*(u=1)とH*(uニ0)の 大 小 を 比 較 す る 。

H翠(u=1)=kQexpW*(t)e凋P(αC)+β Ψ1*(t)S宰(t)

H*(圃=kQexpW串(t)・ βΨ1零(t)S零(t)・CΨ2*(t)
ネ

G・ ガ(・=1)-H(u・0)=ゆexpW(t)(・ 脚C-1)-CΨ2宰(t)

Gニ0を 満 た すW(t)(≡W*(t))の 値 は 、 次 式 よ り求 め られ る。

CΨ2零(t)
釜K(t)expW串(t)=

k(⊇(1-YΨ1零(t))(exP(αC)-1)

(6.32)

(6.33)

(6.34)

(6.35)

この右 辺 の値 はパ ラ メー タ に よっ て決 まる時刻tの 関数 で、 これ をK(t)と 表 わ

す こ とにす る。 刻 々 と変 化す るW(t)と 、 しき い値K(t)と の大小 関係 に よっ て、

最適 解 が切 り替 わ る。 す な わ ち、W(t)>1nK(t)な らば、u=1が 最 適解 であ り、

W(t)<lnK(t)な らば、u=0が 最 適解 とな る。 この よ うに最 適解u宰(t)が 制 約

領 域 の 両端 を往 来 す る最適 制 御 はバ ンバ ン制 御 と呼 ばれ て い る27)。

この解 は、 施設 に よ る効 用W(t)が しき い値lnK(t)を 越 え たな らば、 施設 投

資 を止 め て イベ ン トに投資 す る のが 適 当 であ り、 施設 の評 判 が低 い時 に は、施 設

に全 力 で投 資 して施 設 の評 判 を上 げ るのが適 当で あ る こ とを意 味 して い る。 これ

よ り、 図6-1に 示 す よ うに、 施設 の 評判W(t)に つ いて ア ンケ ー ト調査 を逐 時行

な い、 それ を頼 りに投 資配 分 比 を変 更す れ ば、 最適 投 資制 御 を実 行 で き る。
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次 に、この しきい値K(t)が 、各パラメータによって、 どのような影響を受け

るか を調べ る。

璽=-C2exp(・C)Ψ2*(0.0(6.36)

∂αk(1-YΨ1零(t))(exp(αC)-1)2

よ って 、 イベ ン トの効用 にか か る重 み で ある αが 大 き くな る と、 しき い値Kは

小 さ くな り、u=1に な りや す くな る。つ ま りイベ ン トを重 視 す るだ け、 最適 投

資 制御 が イ ベ ン ト投 資 へ 向 いや す くな る。

亟 上)崩C.。(a37)
∂β 蝋1一 押 ↑(t))(・xp(・C)-1)

施設 の評 価 に おけ る施設 整 備量 の重 み βが 大 き くな る とKは 大 き くな り、施 設

整 備 側 に寄 る 。

墜=Ψ1*(・)CΨ2*(0.・(6 .38)

御 燈(1-"i*(t))2(exp(αC)-1)

施 設 の評 価 に お ける混 雑効 果 の重 み γが大 き くな る とKは 大 き くな り、 施設 整

備 が行 われ や す くな る。 これ はイ ベ ン トの集 客 力 がマ イナ ス効 果 と して働 く こ と

に起 因す る と考 え られ る。

っ ぎに施 設 の評 価R(t)に つ いて再 度検 討 す る。施 設 の評 価 の 一要 素 であ る混 雑

効 果 一 γP(t)は 、 おそ ら く来 客数 が増 え る ほ ど相 乗 的 に大 きな 効 果 に な る と思 わ

れ る。 そ こで、

R(t)=βS(t)-YP(t)2(6。39)

と置 き換 え て、 そ の影 響 を見 る。 この場 合 、 最 適解u*が 内点 にあ る(0≦u≦1)

とき に は、

。・.蜘 ・(t)一脚 凱pW(t)(1-2押1(t)畑expW(t))(6.40)
αC

とな り、 それ 以 外 の ときの最 適 解 を知 るた め の判 定基 準Gは 、

G=kQexpW(t)(expαC-1)-CΨ2(t)

一押1(tX惣Q卿W(t)別 ・ザ(・C)-11(6・41)

す な わ ち、GはexpW(t)の2次 式 とな るか ら、G=0をexpW*(t)に つ いて解 く

と、

飢P糖(・・編(6・42)
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た だ し・Yは2次 方 程 式 の判 別 式 で あ り、次 式 で与 え られ る。

Y=(exp(αC)-1)2-4YΨ1(t)(・ ・〆(αC)-1)CΨ,(t)(6 .43)

す な わ ち ・2次 方 程 式 の 解 が し き い値(K1 ,K2)と な る 。 式(6.41)に お い て 、

exp2W(t)の 項 の 係 数 は正(kP{exp(αC)-1}>0)だ か らexpW(t)とG、 お

よ び 最 適 解u*と の 関 係 は 以 下 の よ う に 与 え ら れ る 。

①2次 方 程 式 の 判 別 式Yが 正 な ら ば 、 し き い値 はKl、K2の2個 で 、

expW(t)<K1,K2<expW(t)→G>0つ ま り、u*ニ1

K1<expW(t)<K2→G<0つ ま り、u*=0

た だ しexpW(t)>0よ り 、K1,K2≦0で は 意 味 を な さ な い 。

②Y=0な ら ば 、 し き い値 は 唯 一 で 、

expW(t)≠K1→G>0し た が っ て
、u*ニ1

③Y<0な ら ば 、 し き い値 は な くW(t)の 値 に よ らず 、u*ニ1

こ の 結 果 を 、 混 雑 効 果 を 一 γP(t)で 示 す 場 合 と比 較 す る と 、W(t)が 小 さ く、

か つP(t)が 小 さ い と き に 混 雑 効 果 が 低 め に 評 価 さ れ る こ と に な る 。 そ して 、 そ

の よ う な と き に は 、 集 客 効 果 が 高 い イ ベ ン トに投 資 す る こ と が優 先 さ れ る と い う

こ と を表 して い る 。

6.3.3基 盤 施 設整 備水 準 の違 いに よる投 資案 の変化

6.3.2で は本来 の ロ ジヅ トモデ ル を、 指数 関数 で近 似 し、 ある一 つ の開 発地 が

新規参 入 を試 み る時 点 に限 定 した 分析 を行な った 。 これ をあ らゆ る状況 の集 客 シ

ェアに搭 える よ う に改 め る。 つ ま り来 客数P(t)の 式 を本来 のロ ジ ッ トモ デル に

直 して、 再 び最 大 原理 を適用 す る。開 発地i以 外 の効 用 の ロ グサム 変数 をLと す

れば次 式 の よ う にな る。

P(0。 攣xpU①
expU(t)+expL

(6.44)

式(6.12)は 下 の よ う に 改 め ら れ る 。

・・-J(・)・ 薯 一P(・)一
Qexpw(t)expv(t)
expW(t)expV(t)+expL

(6.45)

H*、 及 び ψi(t)(i=0～3)の 中 のP(t)を 式(6.44)の 形 に改 め た 後 、uで 微 分 す る 。

誓 一(1-Y1喜)1*(t))課畿 溜L・C転(・

d・H*.(1-YΨ1・(0)C2α2Q{expL-e・pW(0・ ザ(0}expL

du2{・ ゆW・(0。 ゆV・(t)・e。pLド

(6.46)

(6.47)
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式(6.47)の 符 号 は{expL-exp(W‡Vナ}、 す なわ ち他 の地 域 に対 す る当該 地 域 の相

対 的 な魅 力 に依 存 す る。 当該 地 域 が過 半数 の シ ェア を持 ち得 る場 合 に 限 り式(6.4

7)は 正 とな り、 内点解 が 最適 にな り得 る。 それ 以外 の場合 に は、 先 の場 合 と同 じ

く領域 の両端 の値 を比較す れ ば よい。

Hホ(u=1)-H*(u=0)に お いて 、Wに 依 存す る項 を左 辺 に、依 存 しな い項

を右 辺 に ま とめ る と、

・xpW・CΨ 茎(0 .。K(,)e耳pWexpV掌

卿W,ゆ ゾ ・expL-e・ 酬 》・e・pL<d1一 押1*(切
u*謡1-{
u*=0 (6.48)

expL
こ の 左 辺 を 、 さ ら に

expW

=ω の関 数f(ω)と 見 な す 。f(ω)と その ωに対 す

る偏 微分 は、

expV零lf(ω)
=

eゆV串+ω1+ω
(6.49)

∂πω) 一(1-expV素)((♂-expV寧) (6.50)
∂ω(畷pV*+ω)2(1・ ω)2

式(6.50)の 分 母 は正、(1-expVラ は 負 であ るか ら、 ω が小 さ い領 域 ではfは

増 加 し、 ωが あ る値 を越 え る とfは 減 少 す る。 ωは正 でWに 対 して単 調 減 少 であ

るか ら、 これ をWの 関数 と見 る とや は りは じめ増 加 し後 で減 少 す る形 とな る。 こ

れ と しき い値 を与 え る 関数K(t)'と の2つ の交 点 をW㍉ 、W*2と す る と 、最適制

御 は以下 のよ うに与 え られ る。

{繍 能一{iii!一
す な わち 、 図6-2に 示 す よ う に、Wが あ る程 度 大 き くな る と、 最適 投 資 は再 び

イベ ン トか ら施 設 整備 に切 り替 わ る こ とが わか る 。 これ は 、 当該地 域 が 周 囲 よ り

評 判 を高 め た結 果 集客 シェ ァが 頭 打 ち にな り、 も はや イベ ン トの大 きな 集 客 力が

発 揮 され る余地 が な くな る こ と に起 因 して いる。

6.4イ ベ ン ト事 業 に よ る 基 盤 施 設 整 備 の 促 進 効 果 に 関 す る分 析

6.4.1基 盤施設整備促進 の考え方

前節で は計画年次までの総来客数最大化を 目的 としたが、地域整 備が周 囲の地

域に比べて進展 し、その地域 の集客シェアが大き くなると集客拡大の効果そのも
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f佃(t))

u*旨0

施 設整 備

W㍉

u*冨1

イ ベ ン ト

W*2

u*冨0

施 設整備

数

W(t)

W

u零(t)

u冨1

u=0

図6-2

t

・(イベ ン ト)

(施設整備 》

ロジッ トモデルの場合のしきい関数 と最適政策

の は頭打 ちの 状況 にな る こ と、 そ の結果 、 イベ ン トを頻繁 に開催 す る意 味 が薄 れ

て い くこ とが わ か った 。 これ よ り、 集客 シ ェアが 大 き いに もか かわ らず、 イベ ン

トを開催 して いる地 域 で は、6.3で とり上 げた よ うな評 判 の 向上 や 、集 客数 最

大 とは別 の 目的 が あ る ことが考 え られ る。

も し、 施設 整 備 をや め て イベ ン トへ の投 資 を継続 す れ ば、 施設 の陳 腐 化 を招 き、

徐 々 に悪 化 す る評 判 を集 客 効果 に よっ て ます ます広 める こ と にな る。集 客 シ ェ ァ

の優 位 性 を維 持 す る立場 か らす れ ば、 イベ ン トに よ る増 収 によ って施 設 を充 実 さ

せ る方 法 が考 え られ る。 また実 際 に お いて も、集 客 シェ アに 関 わ りな く、 このよ

うな 目的 で イベ ン トが使 わ れ て いる よ うで ある。 本節 で は、 このイベ ン トの施 設
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施設整備事業(D)
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図6-4増 収を施設整i備の拡充にあてた場合 の収支状況

整備促進の役割について分析 を行な う。すなわち期間 中の総施設整備投資額(現

在価値)を 最大にするための最適な イベ ン ト事業 と施設整備事業の投資案 を求め

ることが本節の 目的である。

ここでは、安定 した財政運営を維持するために、各事業の総支出は当初予算と

イベ ン トによる地域 の増収 によって賄 われ、計画年次 に全体 の収支が合 うことを

条件 とする。 このイベ ン トによる地域の増収 とはイベ ン トによる地域 の増収だけ

(図6-3)で はな く、それを見込んで増 資 した施設整備事業による計画年次 までの

増収 をも見込んでいる。つ まり期 間内において循環す る投資支 出と事業収入のす

べて を分析対象 とす る。(図6-4)

本節 では施設整備 の促進効果に重点を置 くことから、6.3の ように施設整備

とイベ ン トの財源 を等 しくせず、一定の施設整備投資に対 して一個のある投資規

模 のイベ ン トが如何な る影響 を与えるものかを調べる。そこで、両者 の相乗効果

が最大になるようにそれぞれの事業投資の時機 を考慮 しなければな らない。

施設整備額 とイベ ン ト投資 を同時に変数 として とりあげることは分析 を煩雑に



[6・4イ ベ ン ト事業 による基盤施設整備の促進 効 果に関する分析]275

す るの で・ まず ・一 個 の あ る投資 規 模 の イベ ン トが施設 整 備投 資 に対 して 与 え る

影響 を調 べ る・ そ の上 で イベ ン トの 規模 、時 期 をパ ラメ トリックに動 か して、 両
者 の関連 性 を分 析す る。

6・3と ほ ぼ 同様 の モ デル を作 成 す るが、 イベ ン ト投 資 の 方法 は操 作変 数 と無

関係 なパ ラ メー タ を使 っ て次 の よ うに表 す。

則儒i濁 一
Eは イベ ン ト投 資額 、T2、T3、 はそれ ぞ れ イベ ン ト開始 時刻 、終 了時 刻 で、

いずれ も正 数 であ る。 イベ ン ト事 業 に要 す る総 投資 額A(T)は 、

AGDイ ㎝ 鯛 ・血(a53)

た だ し、rは 割 引 率 で あ る 。

一 方 、施 設整 備投 資 額F(t)が 、本 問題 の操作 変数 とな る。 ただ し、事 業 の実

施体 制や 環 境 へ の影 響 を抑 え る と いう点 か ら、事 業 の実 施速 度 に は限界 が あ る と

考 える こ とが で き る。 この時 間あ た りの投 資 上 限額 をMと す れ ば、

0≦F(t)≦M(6・54)

時刻tま で の総 施設 整 備 投資 の現在 価値D(t)は 次 式 で与 え られ る。

D(・イexp(-rs)・ ③血(a55)

各 時 点 に お け る収 入 が来 客数 に比例 す る とす れ ば、 時刻tま での総 収 入 の現在

価値1(t)は 、以 下 の よ う にな る。

1(・-9かP-(　 )

ここに、gは 一 人 の標 準的 な客 の開 発地 に お ける消 費額 で あ る。

計画 年 次(t=T)に お ける収 支 条件 は、 イベ ン ト投資 の総 額A(T)、 総 施設 整

備 投資 額D(T)、 総 収入1(T)、 当初 予 算B(い ず れ も現在 価 値)に つ いて以下

の式 で与 え られ る。

A(T)+D(T)=1(T)+B (6.57)

な お途 中 の時 点 で は こ の条 件 は成 立 して いな くても よ い。利 用 客 が得 る効 用 や来

客数 な どの定 式 化 は、6.3と 同様 に式(6.1)～(6.6)で 与 え られ る。

(2)最 適 施設 整 備 案 の導 出

以 上 の仮 定 の も とに、次 の 目的 を最大 化 す る施 設整 備投 資 額F(t)の 最 適経 路

を、 前節 の場 合 とほ ぼ同様 に、最 大 原理 に よって 求 め る こと とす る。
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施設整備投資の最適経路

ハ ミ ル トニ ア ンHは 、 以 下 の よ う に な る 。

H=exp(一 貢){F(t)-E(t)+gP(t)}+1+Ψ3{βS(t)-VP(t)}+Ψ4F(t)

ただ し、 ψ3、 ψ4は 以下 の よ うな 関数 で あ る。

… 響 ト叩{(v・佛 伽}・9

-〈 一(Y・佛 血}・・

噛　 一β∫幡)由

ハ ミル トニ ア ン を操 作 変数Fで 微分 す る と、

豊=exp㈹ 一Ψ・(o

さ ら に 、 式(6.62)を 時 間tで 微 分 す る 。

蓋(器)一 イ・・醐 一βΨ・(o

(6.58)

(6.59)

(6.60)

(6.61)

(6.62)

(6.63)

(6.64)

式(6.60)、(6.61)よ り ψ3(t)は 正 で あ るか ら、式(6.64)は 負 とな る。 そ こで いか

dH寧 は単 調減 少 し最 終 的 に は 負 に な る
。な る値 のFに つ いて も、 時 間 ととも にdF

した が っ てH宰 を最 大 にす る最 適解F弓 の値 は、 時 間 ととも に減 少 す る 。 そ の結 果 、
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ひ とた びF零=0に な る と、制 約条 件(F(t)≧0)よ りそ の ま ま一 定 にな る 。 つ

ま り・F*(t)の 最 適 経路 は、 図6-5の よう に、tニ0か ら しば らく は投 資 上 限額

Mを と り、 そ の後 に減 少 してや が てF*(t)=0に な る こ とがわ か る。
この結 果 ・D(T)を 最 大 化す るた め には、施 設整 備 はで き るだ け早 期 に進 め、

さ らに時 間 あ た りの投資 額 に制 限 が あ る ときに は予算 を使 い きる まで毎 時一 定 額

の投資 を行 な え ば よ いこ とが わか った 。

6.4.2整 備 促進 効果 の分析

本節 で は、 イベ ン ト事 業 を行 な うこ とによ っ て計画期 間 中の総 施設 整 備事 業 投

資額D(T)を 増 資 した場合 の収 支分 析 を試 み る。

6.4.1の 結 果 、 計 画期 間 中 の地域 の 収入 と当初 予算 よ りD(T)を 最 大 化す るた

めに は、 施設 整 備 はで きる だ け早 期 に進 め、 さ らに時 間 あた りの投資 額 に制 限 が

ある ときに は 予算 を使 いき る まで毎 時一 定 額 の投資 を行 なえ ば よ いこ とがわ か っ

た。 した が っ て、D(T)(式(6.62))は そ の投 資期 間(終 了期 をTlと す る)と 投資

上 限額(M)の 関数 と して表 わ され る。

DσD-∬M-一}(1一 鴫))M(㌫65)

ここで は まず 、 イベ ン ト事 業 を開 催 しな い と仮定 して 、与 え られた上 限 額Mの

も とで 施設 整 備 の 終 了時期Tlを 徐 々 に増 加 させ、 収支 条 件(式(6.57))に か な う

最大 の投 資期 間T1を 求 め る。 これ に よ り、総 施 設整 備 事業 投資 額D(T)が 求 め ら

れ る。 次 に、 投 資規 模(1期 あ た り)Eの イベ ン トをT2期 か ら行 な う とい う条件

のも とで イベ ン トの収 入 を求 め 、そ れ を財源 と して活用 す る こ とに よ り投 資上 限

額 を いか に増 額 で き るか(M+△M)を 計 算す る 。

両 ケ ー スで のD(T)の 差 △Dを 求 め る こ とに よ って、 イベ ン トの増収 効 果 に よ

るD(T)の 増額 の程 度 、す な わ ち、 イベ ン ト事 業の施 設 整備 促進 効 果 が具 体 的 に

求め られ る。 そ こ で、 イベ ン トの規模Eや 開 催時 期T2～T3を 動 か す こ とに よ り

D(T)を 最 大 にす る イベ ン ト事 業 を求 める こ とがで き る。前 節 で みた よ うに イベ

ン ト事 業 の効 果 は 当該 開発 地 の整備 当初 の集 客 シ ェア によ って異 な る ので 、 こ こ

での最 適 投資 案 も異 な って くる こ とが予想 され る。 そ こで、 開 発地 の評 判 の初 期

値W(0)を い くつ か設 定 して 、そ れ ぞれ の場 合 につ いて 分析 を行 な う。

整 備 期 間 は10年 間(こ れ を60期(1期=2ヵ 月)に 分 け る)と す る。 パ ラ メー タ値

は、 滋 賀県 琵 琶 湖 沿岸 のマ リーナ 開発 事業28)を 念頭 にお いて 、表6-1の よ う に

設 定 した 。

まず 、設 定 した各 パ ラメ ー タの も とで、 投 資規模(2ヵ 月 あた り)1億 円 で半 年

間(3期)開 催 す る イベ ン トの効果 を計算 した結 果 を示 す 。 表6-2に はW(0)の 値

ご とに 施設 整 備 投 資期 間Tl、 施 設 整備 上 限額M+△M、 総 施設 整 備投 資額D(T)

の増 分 △D、 最 適 イベ ン ト開催 時 期T2を 示 して いる 。 これ よ り、 △Dは 最 大 で

6億 円 であ り、施 設整 備 事 業 の 当初 予算300億 円 に比 べ る と約2%だ が 、 イベ ン ト事

業総 投資 額 の3倍 近 くの増 資 が可 能 とな る こ とが わか った 。



278[Chapter.6]

表6-1 収支 分 析 に用 いた パ ラ メー タ値

T

B

M

E

Q

g

r

L

α

β

γ

計画期間

当初予算

施設整備投資上限

イベン ト投資規模

周辺地域の人口

利用客からの収益

割引率

競合地域の合成効用

イベ ントの効果

施設の効果

混雑効果

60期(10年 間)

300億 円

10億 円

1億 円

10万 入

5千 円/人

0.008(4.8%/年)

10

5

0.0001

0.000001

W(0)の 値 に よ って はイベ ン トの投 資 効果 が低 い、 あ る い はマ イ ナ ス にな る こ

とが ある。 その原 因 は投 資額 の 割 に効 用 の変 化 が来 客 数 の増 加 につ なが らな いこ

とで ある。 これ は ロジ ステ ィ ッ ク曲線 の傾 斜 の緩 や か な部 分 、 す な わ ち集 客 シェ

ア の低 い部 分 と高 い部分 に お いて起 きる 。

また 、最 適 な イベ ン トの 開催 時期 は一 定 しな い。 収 入 額 を高 くす るた め には、

お おむ ね イベ ン ト事 業 の効用 と施設 整 備 事業 の効用 の高 くな る時期 を一 致 させれ

ば よ い こ とが 想定 で き る。 これ に、割 引 率 と混 雑効 果 の影響 が 加 わ っ て最 適 な イ

ベ ン ト開催 時期 は決 まる。評 判 の初 期値 が高 い とき に は、施 設 整 備量 が増 える こ

とに よっ て収益 力 が 高 ま るので 、 イベ ン トは でき る 限 り遅 くに行 うの が良 く、評

判 の初期 値 が低 い とき には 、少 しの施 設 整備 に よっ て収 益 力 は高 まる の で イベ ン

トは整備 開 始 直後 に開催 す る のが 有利 で あ る。

また 、W(0)=6の 場 合 を代 表例 と して取 り上 げ 、各 パ ラ メー タの 変化 に よる

収支 状況 の変化 をみ た 。結果 は表6-3の 通 りで あ る。

α、 βな どの効 用 に対す る投 資 額 の パ ラ メー タ、 利 用 客一 人 あ た りか ら得 る収 入

額gに つ いて は、 大 き くす る ほ ど各事 業 の 投 資効 果 が 向上 す る。混 雑 効果 のパ ラ

メ ー タ γ、 割 引率rに つ いて は、 大 き い ほ どD(T)+△Dが 小 さ くな る傾 向 があ

る。 また、 混 雑効 果 、割 引 率 に よ って イベ ン トの最 適 開催 時 期 が変 化 す る こ とが

確 か め られ た 。 さ らに 、投 資規 模Eに つ いて は 、 あ る程 度 まで の増 額 な らば、D

(T)を 大 き くす る効 果 が あ る。 しか し、集 客 シェ アが極 端 に高 い場 合 と低 い場 合

に は、 いか な る事 業 の 収益 効率 も悪 く、 イベ ン ト事 業 につ いて も増 額 す るほ ど全

体 の収支 状 況 を悪 化 させ る こ とが わか った。
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表6-2イ ベ ン ト事 業 の施 設 整 備促 進 効果

評判の イベ ントな し イベント事業の効果

初期値 T1 D(T) M+△M △D T2～T3

W(0) 億円 (億 円) 億円

0 34.3 300 10.0 4 いつで

2 34.3 300 10.0 4 も よい

4 34.4 301 10.1 3 57～59

6 35.2 307 10.2 6 1～3

8 38.7 333 10.17 5 57～59

10 46.4 388 10.12 6 57～59

12 55.9 451 10.03 2 57～59

14 >60 501 10.5 一1 57～59

16 >60 526 11.0 一2 57～59

18 >60 532 11.0 一2 57～59

20 >60 533 11.0 一2 57～59

6,5結 語

本研 究 で は 、地 域 整 備 にお い て長期 的 な施 設整 備 事業 に短 期 的 で大 き な集 客力

を もつ イベ ン ト事 業 を組 み合 わせ る こ とに よ り、整 備 目標 が効 率 よ く達成 され る

ことに着 目し、 この 過程 を数 式 モ デル で 表現 して、 これ の分析 を試 み た 。

6.2で は 、 イベ ン トが地 域 整i備事 業 と して数 多 く行 な わ れ るよ うに な った状

況 を明 らか に した 。 また、 イベ ン ト事 業 の効 果 を整 理 し、 そ れ らの効 果 を発揮 さ

せ るため に は施 設 の 充実 が前 提 とな る こ とを述 べ た 。地 域整 備 の 目的 の違 いに よ

り、 イベ ン ト事 業 と施 設整 備 事 業 の組 み合 わせ につ いて二種 類 の 問題 に集 約 した。

6.3で は、 第一 の 問題 を と り上 げて 分析 を行 った。 いか に イベ ン ト事 業 の集

客 力 を発揮 させ て施 設 整 備 の事 業効 果 を顕 在 化 させ るか とい う問題 を扱 った 。す

なわ ち、整 備 期 間 中 の来 客数 を最大 化 す る両 事業 へ の投 資配 分 を最 大 原理 に よっ

て求 めた 。 そ の結果 、利 用者 の 効用 をつ ね に測定 し、基 準値 と比較 す る こ とによ

って、 両 事業 を切 り替 える こ とが最 適 な決 定 で あ る こ とが わ か った。 また集 客 シ

ェァ と基 準値 との 関係 か ら、集 客 シ ェア が低 い場 合 と高 い場 合 には、 イ ベ ン トの

投資 効率 は相 対 的 に低 い こ とが示 され た 。

6.4で は、 第 二 の問題 を と り上 げた 。す なわ ち 、 イベ ン ト事 業 に よる収 入 を

活用 す る こ とに よ り、 いか に施設 整 備事 業 を促 進 させ るか とい う問題 を扱 った 。

計画 期 間 の 中 で の施 設 整 備事 業 の進 め方 に関 して最 大原 理 を 用 いた分 析 を行 な う
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表6-3パ ラ メ ー タの変 化 によ る施 設 整 備効 果 と イベ ン ト時 期 の変 化

パ ラ メ ー タ D+△D T2T3 パ ラメー タ D+△D T2T3

α

1

3

5

7

9

306

310

313

314

314

1～3

1～3

1～3

1～3

1～3

9

×103

1

3

5

7

9

301

304

313

322

328

1～3

1～3

1～3

1～3

1～3

β

×103

0.50

0.75

1.0

1.5

2.0

310

312

313

316

320

1～3

1～3

1～3

1～3

1～3

E

0.1

0.5

1.0

1.5

2.0

307

307

313

315

314

1～3

1～3

1～3

1～3

1～3

γ

×105

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

315

314

313

313

312

1～3

1～3

1～3

57

57

r

×102

4

6

8

10

12

315

314

313

313

312

57

57

1～3

1～3

1～3

各欄 の中段は標準値(表6-1の 値)を 表す

と とも に、 収支 分 析 を試 み た。 結論 と して 、 イベ ン ト事 業 の収 入 は施設 整 備 の促

進 に役立 つ 可能 性 が あ る こ とが 確認 で きた 。 ただ し、6.3の 結 論 と同様 に、着

目 した 開発 地 の集 客 シ ェア に よ って 、 イベ ン ト事 業 の投 資 効 率 が大 き く異 な るた

め 、 この促 進効 果 も 変化 す る 。す な わ ち、 当該 地 域 の 集客 シ ェア が低 い場 合 には、

両事 業 とも に シェ アを上 げ る た め には相 当 の投資 を必 要 と し、 また集 客 シェ アが

か な り高 い場合 に は、 イベ ン ト事 業 の効 果 が 低下 す るた め に、 施設 整 備 の み で採

算 を合 わせ るの が望 ま しい こ とが わか っ た。

以上 の研 究 成果 を要 約す る と、 イベ ン ト事 業 を活 用 す るた め に は 、利 用 者 の効

用 をつ ね に測 定 し、 タ イ ミン グ を捉 え る必 要 が あ る こ とが わか った。 また 集 客 シ

ェ ア によ っ て イベ ン トの投 資 効 率 が変 化 す る こ とが示 された 。 さ らに 、 イベ ン ト

事業 の収入 は施設 整 備 の促 進 に役 立 つ可 能性 があ る こ とが確 認 で き た 。

本 研 究 は イベ ン ト事 業 の 有効 性 を量 的 側 面 か ら強調 す る も ので あ る が・ 今 後 の

研究 課 題 も多 い。 以下 に ま とめ て お くこ と とす る・
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(1)実 証 分 析 を通 じて、本 研究 で提 案 した理 論 モ デル の有 効性 を確 かめ て い く必

要 が あ る。 特 に利 用者 の効 用 を どの よう に測定 す るか 、各種 のパ ラ メー タの値 を

どの よ うに設 定 す るか が重 要 な論 点 とな る。

(2)ま た 、本 研 究 は一 地 域 のみ に着 目して い るが 、 リゾー ト開発 事業 な ど を念 頭

に置 けば複 数 の開 発地 の競 争 を考 え る必 要 が あ る。微 分 ゲー ム理論 を導 入 す る こ

とに よ り、時 間的 な整 備 戦 略 の変化 を検 討 し、協調 の方法 を見 いだす こ とが でき

よう29)。

(3)イ ベ ン ト事 業 の 目的 と しては 、経 済的 な も のばか りでな く、文化 的 ・社 会 的

な も の も重要 で あ る。3ω イベ ン トをそ の内 容 によ り分類 した上 で 、 どの よ うな

イベ ン トが 本研 究 で カ バ ー され るのか を明 らか にす る必要 が あ る。 また 、別 の タ

イプ の イベ ン トにつ いて は、 それ ぞれ の特 性 を考慮 した効 果 の分 析 方法 を開発 す

る必要 が あ る。
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[第6章 記 号 一 覧]

記 号:内 容(定 義 され て い る式 番 号)

A(T)

B

D(t)

E(t)

F(t)

H

I(t)

K(t)

L

M

Pi(t)

Q

R(t)

S(t)

T2

T3

Uj

てrj

V」

V(t)

Wj

W(t)

W(0)

Y

9

r

u(t)

α

β

γ

εj

:イ ベ ン ト事 業 に要 す る総 投資 額

:当 初 予算 の現在 価値

:時 刻tま で の総 施設 整 備投 資 の 現在 価値

:時 刻tの イ ベ ン ト投 資 額

:時 刻tの 施設 整 備投 資 額

:ハ ミル トニ ア ン

:時 刻tま で の総 収 入 の現 在 価値

:し き い値

:開 発地i以 外 の効 用 の ロ グサ ム変 数

:時 間 当た り投 資上 限 額

:開 発 地iへ の時 間来 客数

:開 発 地周 辺 の人 口

:時 刻tの 利 用客 の 施設 に対 す る評価

:時 刻tの 施設 ス トリク の金額

:イ ベ ン ト開始時 刻

:イ ベ ン ト終 了時 刻

:開 発地jが 各事 業 に よ って一 人 の客 に与 え る効 用

:効 用 の確 定項

:開 発地 」の イベ ン トによ る効 用

:時 刻tの イベ ン ト事 業 に よ る効用

:開 発地 」の施設 に よ る効 用

:人 々が 事前 に得 る時 刻tの 地域 の評判

:地 域 の 評判 の地 域 の特 性 によ る部 分

:2次 方程 式 の判 別 式

:一 人 の標 準 的 な客 の 開発 地 に お け る消 費額

:割 引率

:時 刻tの イベ ン トへ の投 資配 分 比

:パ ラ メ ー タ

:施 設 ス トック金 額 を効 用 に換 算 す る た め のパ ラ メ ー タ

:来 客 数 を効用 に換 算す るた め のパ ラ メ ー タ

:効 用 の不 確定 項
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第障 結論

地方都市 圏にお いては、人 口の定住化 と産業の活性化 を達成す ることが望 まれ

てお り、そのための基礎的な条件 として、限 られた財源 を活用 して空間的な広が

りを持 つ地域の中で基盤施設 を効果的 に配置 し、整備 して いくことが必要 である。

そこで、国土計画 と地 区計画 の中間に位置す る地域計画の重要性は高い。

本研究 は、 これ まで計画担 当者の勘や経験 に頼 ることの多 かった地 方都市圏の

基盤施設整備計画 を、 より科学的 ・体系的に行 う必要があると考え、計量経済モ

デルをは じめ とす る地域モデルを活用 した方法論 に関 して、実証的な検討 を行っ

たものである。

地域モデルは20年 以上 の歴史を持ち、理論的 ・実証的な研究が進展 してお り、

分析手法 として一定の評価 を受けるに至っているが、その適用 は大都市圏が中心

であ り、地方圏を対象 とする研究 は進 んでいないのが実状 である。これ は、それ

ぞれの地方圏が持つ 自然的 ・社 会的 ・経済的条件 の把握 が体系的に行われていな

いこと、これまでに大都市圏やかな りの程度 自立性 のある都市圏を対象 として開

発され てきた方法論や各種のモデルが、その まま地方圏において適用で きるもの

でなかった ことに原因がある。また、機能や集積 の不十分 さや財政力の欠如に起

因する問題は、地方圏が持つ構造的な問題であ り、その地域独 自では解決 できな

いものとして取 り扱われ、モデル を用いた検討の必要性 が認識 されて こなかった

ことも見逃すことはできな い。

本研究では以上 の問題意識に基づ いて、序論 にも述べたように次の問題 に対す

る検討 を重要 な課題 と考 えて いる。すなわち、

(1)地 方都市 圏の経済的、社会的な活動 間に存在す る各種の制約関係の整理 と、

地方財政活動 の位置づけ。

(2)地 方都市 圏における機能や集積が形 づくる地域構造 の分析方法の開発 と、各

種 の基盤施設が地域構造の形成に果たす役割 の明確化。

(3)地 方都市 圏の経済 ・財政構造 と地域構造を反映 した地域モデルの開発。

(4)地 域モデルの構造 に対応 した推定方法の開発。

(5)地 域モデル を活用 して基盤施設整 備計画 を合理的 ・科学的に策定す る方法論

の開発。

具体的には、以下のような問題 をとり上げ、stage-wisedに 検討す ることとし

た。

①地方都市圏の経済 ・財政構造 、地域構造の分析方法 の開発

②地域経済の発展 と財政手段の確保に役立つ地域基盤投資の方針を決定するため

の地域計量経済 モデルの開発 と実証分析

③地 方都市圏の地域構造 を反映 した活動立地モデルの開発 と・それ を活用 した地

域内の基盤施設 の空間配置を分析する方法の開発、および実証分析

④地方圏で重視されつつあるイベ ン ト事業を支援する基盤施設整備のあ リ方に関

する分析
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本 論 文 で は、 以上 の4つ の 問題 の分析 方 法 と実 証 分 析 の結 果 につ い て、 それ ぞ

れ第2章 、第3章 、第4章 お よび 第5章 、 第6章 に 詳述 した が 、 これ ら の研 究 を

通 じて 得 られ た成 果 は以下 の よ うに ま とめ られ る。

第2章 では、地方圏の基盤施設整備計画を考える上 で基礎 となる、地方都市圏

の考え方 とその財政構造 ・地域構造の分析に関する研究 を行 った。 また滋賀県地

域 における実証分析 を行 い、次章以降の分析 において考慮 すべ き情報 の整理 を行

った。その成果 は以下のようにまとめ られる。

(1)地 方都市圏における地域社会、地域経済、地 方財政相互 の関連 関係 に着 目し、

財政構造分析 の方法 を示 した。特 に、移出型産業 と地方財政が経済循環にお

いて基本的な役割を果た しているこ とか ら、 この両者 の機能を長期的 に高め

ることのできるような基盤施設整備が重要 であることを論 じた。

(2)滋 賀県地域 を対象 とする実証分析 の結果、滋賀県地域で は、移 出型産業が集

積 し、財政的な 自立度のある湖南地域 と、財政による経済循環 の維持が不可

欠な湖北地域 という複数 の都市圏の間での整備財源 の移転が重要な課題 とな

っていることを示 した。

(3)地 方都市 圏の地域構造 の考え方 と分析方法 に関する既存の研究 のレビューを

行 った。さらにその成果 に基 づいて、中心都市 と周辺地域からなる地方都市

圏の概念 を明 らかにし、その定量的な分析方法を明らかに した。

(4)滋 賀県地域における実証分析を行 った結果、当該地域は中心都市 と周辺地域

より成 る2つ の地方都市圏にわけられるが、湖北地域が比較的安定 した構造

を持ち、湖南地域 は時 間的に変動が見 られる ことがわかった。

第3章 では、基盤施設整備のための財源 の複数 の地方都 市圏への配 分問題 に着

目して研究 を行った。整備効果を定量的に把握するための地域計量経済モデル を

開発す るとともに、シミュレー ション分析により地域格差の是正 と効率的な定住

化を 目指 した公共投資のあ り方を明らかにす る方法 を提案 し、滋賀県地域を対象

とす る実証分析 を通 じてその有効性 を明 らか にした。

(1)地 域社会 ・地域経済 と地方財政 との関連関係の考察の結果、地域社会 ・地域

経済に及ぼす事業効果 とともに地方財政 にフ ィー ドバ ックす る財政効果を把

握する必要があることを明 らか にした。

(2)複 数の地方都市圏か ら構成されて いる地域 を対象 と して、地域計量経済モデ

ル を開発 した。その定式化の特徴 は以下 のよ うである。

①都市圏ごとの地域ブロックモデル と、県財政ブロックを用 いて、都市圏間の

財源の配分機能 を明示的に取 り込んでいる。

②土地利用モデル に関す る研究成果 を取 り込み、地域ブロ ックの内部 における

地域人 口、地域経済、地方財政の3者 の相互関係 をモデル化 して いる。

③年齢別人 口構成や産業活動の細分類化により、 これ らの偏 りという問題 を分

析できる構造 となっている。

(3)滋 賀県地域 を対象 として、統計的な推定 ・検定法 を用 いて実際 に地域計量経
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済 モ デル の作 成 を行 った結 果 、再 現性 、 適合 度 とも に高 いモ デル が 得 られ た 。

この モ デル は、 当該 地域 にお け る公共 投 資が 社 会 ・経 済 に及 ぼす 影 響 お よび 、

そ の地 方財 政 へ の フ ィー ドバ ックを かな りの程度 表 現 して いる。

(4)こ の モ デル を用 いた シ ミュ レー シ ョ ンを行 い、望 ま しい公 共投 資 配 分案 を求

め た 。 そ の結 果 、以 下 に示 す よ うな計 画情 報 を得 る こ とが で きた 。

① 経 常 的 な 直接 支 出 は、投 資 効果 が 及び に くいサ ー ビス 業 を伸 ば し、 業種 間 の

バ ラ ンス の確 保 に役 立 つが 、 そ の効果 は短 期 的 な もの で あ る。長期 的 には基

盤 施設 整 備 を重 点 的に行 う こ とが 望 ま しい。

② 湖 北 地域 と湖 南 地域 との 間の整 備 財源 の地 域 別配 分 率 の影 響力 は 大 き く、 強

い トレー ド ・オ フ の関係 があ る。 まず 湖南 地 域 の活性 化 を図 り、税 収 によ る

財 源増 加 を図 った後 、湖 北 地域 へ の投 資 を増 やす こ とが効 率的 で あ る。

③ 両 地 域 とも に、 生活基 盤 分 野 へ の投資 効果 が 大 き い。

④ 地 方 債 の増 加 に よる財源 の増 加 は事業 効果 の増大 に大 きな 効果 を持 って いる

反 面 、 長期 的 に は財 政 を圧 迫 す る。 しか し、 経常 余剰 を減 少 させ な い と いう

制 約 の も とで 、 調整 で き る こ とが わ か った。

続 く第4章 と第5章 では 、以 上 の分 析 の結果 得 られた都 市 圏 ごとの整 備 財源 を

活用 して 、基 盤 施 設 を どの よ う に整 備 す るか とい う問題 を と りあ げて いる。

第4章 では、安定 した地域構造を持つ地方都市圏の基盤施設整備計画に関する

研究 を行った。地域構造 を反映 した活動立地モデルを開発するとともに、生活基

盤施設の立 ち遅れがみ られる滋賀県湖北地域をとりあげて、実証的研究を実施 し

た。その成果 は以下のようである。

(1)地 域構造が基盤施設の利用可能性や効果の波及 を規定 していることから、基

盤施設 の整備にあたって地域構造 を考慮する必要性 を論 じた。

(2)各 市町村 における産業活動の立地および、それに伴 う就業機会 の変化や生活

基盤整備 の影響を受 けて入 口が移動するメカニズムを表現する活動立地モデ

ルを作成 した。 このモデル は、地域構造の形成 メカニズムを内生的に表現で

きる。

(3)こ のように地域構造 を明示的に考慮 したモデルでは、通常用い られているO

LS推 定法の適用に問題 があることを示 し、地域構造 を考慮 した推定方法で

あるS2GLS推 定法の開発を行 った。 さらに、滋賀県湖北地域 の実績 デー

タをも とに実際にモデル式の推定 を行った結果、適合度の高いモデル を得 る

ことができた。

(4)地 域構造 に対応させて工業用地整備案、道路整備案、生活環境整備施設整備

案の効果的な組み合わせを設定 し、活動立地モデルを用 いたシミュレーシ ョ

ン実験 を通 して これらの整備案の望 ましさを検討 した。 これより得 られた計

画情報 は以下のよ うである。すなわち、

① 中心都市 に整備の重点 をおき周辺地域へ の効果 の波及を期待するためには、

中心都市における整備 と同時に周辺地域 における生活環境の整備を重点的に
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行う必要がある。

②中心都市のみの整備は周辺地域 の活力低下 をもた らし通勤 流動 の長距離化に

っながる。

③周辺地域 に整備 を集中させても、集積 が彦根、長浜 に集中 しやす く、副次的

中心都市 を育 てることは難 しい。

④長浜市 中心に工業用地開発 を行 い、東部 ・北部の生活基盤整備 に重点 をおい

た場合がバラ ンスのよい整備ができる。

第5章 で は、地 域 構 造 が変 動 して いる都 市 圏 を と り上 げ、基 盤施 設 整 備 計 画 に

関す る研 究 を行 っ た。 そ の際 には 、地 域 構造 を望 ま しい方 向へ 誘導 す る こ とに ょ

って、都 市 機 能 や産 業 活動 へ の制 約 を緩 和 し、 地域 の発 展 を図 る とい う視 点 が重

要 とな って くる。動 学 的 な活 動 立地 モ デ ル を開 発 し、大 都 市 圏 か らの影 響 を様 々

な側 面 で 受 けて 、急 激 な変 化 を起 こ しつ つ あ る滋 賀県 湖 南 地域 を対 象 と して、 地

域 の 自立 化 を図 る た めの基 盤 施設 整 備 案 に 関す る モ デル 分 析 を 実施 した 。 そ の成

果 は以 下 の よ うに とり ま とめ られ る。

(1)動 学 的 な アプ ロ ーチ に基 づ いて地 域 構造 変 動 の メ カニ ズ ム を分 析 す る必 要 性

を述 べた 。 本研 究 で は、 地 域構 造 の変 動 を地域 経 済 の 不均 衡 に対 す る調 整過

程 と して と らえ、 モ デル 化 を行 う と とも に、施 設 整 備 の 方 向性 に関す る議論

を整 理 した 。 つ ま り、大 都市 圏か らの影 響 に よ り地 域 経済 の不 均衡 局 面 が シ

フ トして いる こ と を指 摘 し、地 域 の 自立 的 な 発展 の方 向 を 明 らか に した。

(2)地 域動 学 モ デル に関す る既 存 の研究 を概 観 し、活 動 の 立地 と地 域 構造 の変 動

を地域 経 済 の不 均 衡 に よ って説 明 す る た めの不 均 衡 活 動立 地 モ デ ル の定 式 化

を行 った 。

(3)不 均 衡 活 動立 地 モ デル の推 定 の際 に は 、需 要 と供 給 の一 方 しか 観 測 で き な い

と いう 問題 が あ る。 この こ とを考慮 して、 モ デ ル のパ ラ メー タ を推 定 す る方

法 を 開発 した。 また 、労 働 市場 の不 均衡 が 同 時 に立 地 に影 響 を及 ぼ す 場合 の

推定 方法 を明 らか に した 。

(4)滋 賀 県 湖南 地 域 を対象 と して不 均衡 活動 立 地 モ デル の作成 を行 った 結 果 、 当

該 地 域 の 変動 をか な りの 程度 説 明 で き る再 現精 度 の高 いモ デル を得 る こ とが

で きた 。

(5)モ デ ル を用 いた シ ミュ レー シ ョン実験 を行 う こ とに よ り、 大都 市 圏 か らの影

響 や 各種 の施 策 が地 域 の 産 業や 人 口の立 地 に及 ぼす 影 響 に 関す る分 析 を行 っ

た。 す な わ ち、 通 勤世 帯 の増 加 に関 して復数 の パ ター ン を想定 し、 また複 数

の工 業 用地 整 備 案 、幹線 道路 網 整i備案 、生 活基 盤 施 設整 備 案 の も とで 、産 業

や 人 口の将 来 の 立地 量 を予 測 した 。 そ の結 果 、効 率 性 に重 点 を置 くか 、地 域

の 自立 化 に重 点 を置 くか に よ っ て異 な った2つ の整i備案 が得 られ る こ とが 明

らか にな った 。 こ こで は、 地域 の 自立 化 を進 め る上 で効 果 的な 整 備 案 を 明 ら

か に した。
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第6章 で は 、以 上 で分 析 を行 った施設 整 備 事業 に加 えそ、 短 期 的で 大 きな 集客

力 をもつ イベ ン ト事 業 を組 み合 わ せ る こ とに よ り、 よ り効率 的 な整 備 が 可能 で あ

る こ とに着 目し、数 式 モデ ル に よ る理 論 的 な分析 を試 みた 。 その成 果 は 以下 の よ

うで あ る。

(1)地 域 整i備事 業 に数 多 く取 り入 れ られ て い るイベ ン ト事 業 の効果 を整 理 し、 そ

れ らの効 果 を発揮 させ るた め には施設 の充 実が 前提 とな る こ とを述 べ た。

(2)イ ベ ン ト事 業 に は、施 設整 備 事 業 の事 業効果 を顕在 化 させ る こと と、財 政 効

果 を拡 大 化 させ る と いう、2種 類 の役割 が あ る こ とを指摘 した。

(3)施 設整 備 を進 め つつ 、 いか に イベ ン ト事業 の集 客 力 を発揮 させ て事 業効 果 を

顕 在 化 させ るか とい う問題 に対 し、最 適制御 モデ ル に よる分 析 方法 を 明 らか

に した 。 そ の結果 、 利用 者 の効 用 をつ ね に測定 し、基 準値 と比較 す る こ とに

よ つて 、施 設 整備 事 業 とイベ ン ト事 業 を切 り替 え る こ とが最 適 な決 定 であ る

ことが わ か った 。

(4)イ ベ ン ト事 業 によ る収入 を活用 して財 政効 果 を拡 大 し、施 設整 備 事 業 を促進

させ る とい う問題 につ いても 、最 大原 理 を用 いた 分析 を行 な う ととも に、 収

支 分 析 を試 みた 。 その結 果 、 イベ ン ト事 業 の収入 は施 設整 備 の促 進 に役 立 っ

こ とが 確認 で きた。

以上 を要 す る に、 本研 究 で は、 地方都 市 圏 の定 住化 を進 める上 で 、国 土計 画 と

地 区計 画 の中 間 に位 置 す る地域 計 画 が重要 な 役割 を果 た して いる こ とを示 し、 地

方 都市 圏 の地 域構 造 と財 政 構造 の特 性 を考 慮 した 定住 基 盤施設 の整備 計 画 を科 学

的 に立 案 す る方法 を明 らか に した 。特 に、 これ まで大 都 市 圏 を対 象 に 開発 され て

きた 計画 手 法 の 問題 点 を 明 らか に しつつ 、地 方都 市 圏 の実状 に即 した計 画 方法 論

を示 す こ とが で きた と考 え る。

む ろ ん、 本研 究 は地 方都 市 圏 の定住 化 の問 題 を完全 にカ バー で きて い るわ け で

はな く、 こ こで と り上 げた 問題 以 外 にも多 くの 問題 が存 在 して いる。 した が っ て

今 後 に お いて も、 本 研究 で提 示 した よ うな シス テム論 的 な研 究 を さ らに押 し進 め

る こ とが 望 まれ る。
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